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地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第５項の規定に基づき、

平成３０年度富士見市一般会計及び各特別会計の決算に係る主要な施策の

成果を次のとおり提出します。 
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市営住宅・コミュニティ住宅補助事業 ・・・・・ １９９ 

空家等対策事業 ・・・・・・・・・・・・・・・ ２００ 

 

下水道課       公共下水道事業 ・・・・・・・・・・・・・・・ ２０１ 

 

出 納 室 
出納室        会計管理事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ２０２ 

 

教 育 委 員 会 
教育政策課      教育委員会運営事業 ・・・・・・・・・・・・・ ２０３ 

高等学校・大学等入学準備金利子補給金交付事業  ２０３ 

教育施設環境管理事業 ・・・・・・・・・・・・ ２０４ 

学校管理運営事業 ・・・・・・・・・・・・・・ ２０５ 

校用備品整備事業 ・・・・・・・・・・・・・・ ２０６ 

学校施設整備事業 ・・・・・・・・・・・・・・ ２０７ 

情報教育推進事業 ・・・・・・・・・・・・・・ ２０８ 

 

生涯学習課      一般事務費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２０９ 

成人式典事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ２１０ 

生涯学習活動推進事業 ・・・・・・・・・・・・ ２１１ 

地域子ども教室運営事業 ・・・・・・・・・・・ ２１２ 

放課後等学習支援事業 ・・・・・・・・・・・・ ２１３ 

図書館運営事業 ・・・・・・・・・・・・・・・ ２１４ 

文化財保護行政事務事業 ・・・・・・・・・・・ ２１５ 

社会体育施設維持管理事業 ・・・・・・・・・・ ２１６ 

体育活動援助事業 ・・・・・・・・・・・・・・ ２１７ 

生涯スポーツ推進事業 ・・・・・・・・・・・・ ２１８ 

子どもスポーツ大学☆ふじみ推進事業 ・・・・・ ２１９ 

スポーツ大会誘致事業 ・・・・・・・・・・・・ ２２０ 

 

学校教育課      学事事務事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ２２１ 

学校教育振興事業 ・・・・・・・・・・・・・・ ２２２ 



  

学校教育支援事業 ・・・・・・・・・・・・・・ ２２３ 

特別支援教育事業 ・・・・・・・・・・・・・・ ２２４ 

いじめ防止対策推進事業 ・・・・・・・・・・・ ２２５ 

いのちの大切さをはぐくむ事業 ・・・・・・・・ ２２５ 

学校管理運営事業 ・・・・・・・・・・・・・・ ２２６ 

教育事務委託事業 ・・・・・・・・・・・・・・ ２２６ 

教材備品整備事業 ・・・・・・・・・・・・・・ ２２７ 

教育扶助事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ２２８ 

学校保健事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ２２９ 
 

教育相談室      教育相談事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ２３０ 

通室生支援事業 ・・・・・・・・・・・・・・・ ２３１ 

ピア・サポート事業 ・・・・・・・・・・・・・ ２３２ 

スクールソーシャルワーカー活用事業 ・・・・・ ２３３ 
 

鶴瀬公民館      一般事務費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２３４ 

公民館施設維持管理事業 ・・・・・・・・・・・ ２３５ 

公民館学級講座等開催事業 ・・・・・・・・・・ ２３７ 

公民館だより発行事業 ・・・・・・・・・・・・ ２３８ 

市民大学開設事業 ・・・・・・・・・・・・・・ ２３８ 

子どもフェスティバル開催事業 ・・・・・・・・ ２３９ 

平和・憲法啓発事業 ・・・・・・・・・・・・・ ２４０ 

障がい者の学習機会充実事業 ・・・・・・・・・ ２４１ 
 

南畑公民館      公民館施設維持管理事業 ・・・・・・・・・・・ ２４２ 

公民館学級講座等開催事業 ・・・・・・・・・・ ２４３ 
 

水谷公民館      公民館施設維持管理事業 ・・・・・・・・・・・ ２４４ 

公民館学級講座等開催事業 ・・・・・・・・・・ ２４５ 
 

水谷東公民館     公民館施設維持管理事業 ・・・・・・・・・・・ ２４６ 

公民館学級講座等開催事業 ・・・・・・・・・・ ２４７ 
 

資料館        水子貝塚公園運営事業 ・・・・・・・・・・・・ ２４８ 

難波田城公園運営事業 ・・・・・・・・・・・・ ２５０ 
 

学校給食センター   特別支援学校給食事業 ・・・・・・・・・・・・ ２５２ 

学校給食事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ２５３ 

放射線等対策事業 ・・・・・・・・・・・・・・ ２５４ 
 

選 挙 管 理 委 員 会 

選挙管理委員会    選挙管理委員会運営事業 ・・・・・・・・・・・ ２５５ 

常時啓発事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ２５６ 

県議会議員選挙事業 ・・・・・・・・・・・・・ ２５７ 
 

行 政 委 員 会 
公平委員会      公平委員会運営事業 ・・・・・・・・・・・・・ ２５８ 

監査委員事務局    監査運営事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ２５９ 

農業委員会      一般事務費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２６０ 

固定資産評価審査委員会 評価審査委員会運営事業 ・・・・・・・・・・・ ２６１ 

 



  

 

特  別  会  計 

国民健康保険特別会計        ・・・・・・・・・・・・・・・・ ２６２ 

介護保険特別会計          ・・・・・・・・・・・・・・・・ ２６７ 

後期高齢者医療事業特別会計     ・・・・・・・・・・・・・・・・ ２７３ 

鶴瀬駅西口土地区画整理事業特別会計 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ２７４ 

鶴瀬駅東口土地区画整理事業特別会計 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ２７５ 

公共用地先行取得事業特別会計    ・・・・・・・・・・・・・・・・ ２７６ 
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１ 各会計の決算一覧 
 

（単位 円） 

会 計 名 称 歳入（Ａ） 歳出（Ｂ） 
翌年度へ繰り

越すべき財源

（Ｃ） 

実質収支 
(Ａ)－(Ｂ)－(Ｃ) 

一般会計 33,871,936,520 32,712,449,215 295,930,419 863,556,886 

特別会計 19,143,094,877 18,717,693,527 42,146,126 383,255,224 

 

国民健康保険 

特別会計 
10,150,977,586 10,083,674,203 0 67,303,383 

介護保険特別会計 6,853,427,134 6,691,557,761 0 161,869,373 

後期高齢者医療事業 

特別会計 
1,123,483,001 1,119,764,871 0 3,718,130 

鶴瀬駅西口土地区画 

整理事業特別会計 
436,005,051 299,254,482 0 136,750,569 

鶴瀬駅東口土地区画 

整理事業特別会計 
571,128,865 515,368,970 42,146,126 13,613,769 

 
公共用地先行取得事

業特別会計 
8,073,240 8,073,240 0 0 

合  計 53,015,031,397 51,430,142,742 338,076,545 1,246,812,110 

 
※合計は、各会計の単純合計です。 

 

※一般会計 

 主に市税収入を財源として、福祉や教育、土木など行政運営の基本的な費用を計上する会計です。 

 

※特別会計 

 国民健康保険や介護保険など特定の収入（保険料など）で経理される事業や、市が特定の事業を

行うために一般会計と区分して設ける会計です。 

 



 - 2 - 

２ 一般会計決算の概要 

 

一般会計の決算額は、歳入(収入)が前年度と比べて1億8,227万9,823円増 (＋

0.5％)の338億7,193万6,520円、歳出(支出)が前年度と比べて2億8,149万2,445

円増(＋0.9％)の327億1,244万9,215円となりました。 

歳入から歳出と翌年度に繰り越すべき財源を差し引いた決算額(実質収支額)

は、8億6,355万6,886円の黒字となっています。 

歳入については、増加要因として、市税は固定資産税が減となりましたが、個

人市民税や法人市民税の増などにより前年度と比べて2億9,712万6,930円増加

(＋2.0％)したほか、地方消費税交付金が都道府県における清算基準の見直し等

により前年度と比べて1億7,997万6,000円増加(＋12.3％)しました。また、寄附

金が勝瀬原特定土地区画整理組合からの寄付などにより前年度と比べて2億

9,115万751円増加(＋1,113.1％)したことなどがあげられます。一方、減少要因

として、地方交付税が市税収入の増などに伴う普通交付税の減により前年度と比

べて1億6,849万3,000円減少(△5.5％)したほか、諸収入が市民総合体育館災害保

険金の皆減などにより前年度と比べて2億7,540万7,824円減少(△43.6％)したこ

となどがあげられます。 

歳出については、増加要因として、民生費が障害介護給付費や保育給付費の増

などにより前年度と比べて6億2,874万3,847円増加(＋4.0％)したほか、総務費が

公共施設整備基金やまちづくり寄附基金への寄附金の積立てなどにより前年度

と比べて4億6,533万1,997円増加(12.5％)したことなどがあげられます。一方、

減少要因として、土木費が幹線道路事業物件補償料の減少や緑の散歩道用地取得

費の皆減などにより前年度と比べて9億4,873万5,367円減少(△25.7％)したこと

などがあげられます。 
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３ 一般会計決算の状況 
 

○歳入の状況 

款 別 
平成30年度 

決算額(円) 

平成29年度 

決算額(円) 
差引(円) 

増減率

(％) 

市 税 15,520,076,625 15,222,949,695 297,126,930 2.0 

地 方 譲 与 税 195,574,000 191,824,000 3,750,000 2.0 

利子割交付金 24,085,000 24,012,000 73,000 0.3 

配当割交付金 66,946,000 82,493,000 △15,547,000 △18.8 

株 式 等 譲 渡 
所得割交付金 61,598,000 90,124,000 △28,526,000 △31.7 

地 方 消 費 税 
交 付 金 1,639,568,000 1,459,592,000 179,976,000 12.3 

ゴ ル フ 場 
利用税交付金 2,019,791 2,069,843 △50,052 △2.4 

自動車取得税 
交 付 金 83,168,000 79,512,000 3,656,000 4.6 

地方特例交付金 107,509,000 94,506,000 13,003,000 13.8 

地 方 交 付 税 2,870,405,000 3,038,898,000 △168,493,000 △5.5 

交通安全対策 
特 別 交 付 金 11,264,000 12,089,000 △825,000 △6.8 

分 担 金 及 び 
負 担 金 555,169,550 529,412,047 25,757,503 4.9 

使 用 料 及 び 
手 数 料 311,668,107 315,290,504 △3,622,397 △1.1 

国 庫 支 出 金 6,205,446,968 6,230,548,063 △25,101,095 △0.4 

県 支 出 金 2,164,427,420 1,988,817,308 175,610,112 8.8 

財 産 収 入 21,789,957 21,641,768 148,189 0.7 

寄 附 金 317,306,933 26,156,182 291,150,751 1,113.1 

繰 入 金 21,441,814 795,791,507 △774,349,693 △97.3 

繰 越 金 934,272,927 523,641,528 410,631,399 78.4 

諸 収 入 356,421,428 631,829,252 △275,407,824 △43.6 

市 債 2,401,778,000 2,328,459,000 73,319,000 3.1 

合 計 33,871,936,520 33,689,656,697 182,279,823 0.5 
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○歳入の年度別推移 
歳入総額は、市税収入の増や繰越金、寄附金などの増により、前年度と比較して0.5％

の増となりました。 

 

 

○市税の年度別推移 
市税は、個人市民税や法人市民税の増などにより、前年度と比較して2.0％の増となっ

ており、過去最大の税収規模となりました。 

 

 

○地方交付税の年度別推移 
地方交付税は、市税に係る基準財政収入額の伸びなどによる普通交付税の減により、前年度と

比較して5.5％の減となっています。  
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○歳出の状況 

款 別 
平成30年度 

決算額(円) 

平成29年度 

決算額(円) 
差引(円) 

増減率

(％) 

議 会 費 242,397,482 244,052,275 △1,654,793 △0.7 

総 務 費 4,199,505,844 3,734,173,847 465,331,997 12.5 

民 生 費 16,309,390,637 15,680,646,790 628,743,847 4.0 

衛 生 費 1,835,626,798 1,875,464,521 △39,837,723 △2.1 

労 働 費 7,040,383 7,480,900 △440,517 △5.9 

農林水産業費 116,843,605 112,249,672 4,593,933 4.1 

商 工 費 78,434,683 78,122,118 312,565 0.4 

土 木 費 2,748,105,032 3,696,840,399 △948,735,367 △25.7 

消 防 費 1,228,306,208 1,216,814,435 11,491,773 0.9 

教 育 費 3,581,962,528 3,466,379,550 115,582,978 3.3 

災 害 復 旧費 0 0 0 0 

公 債 費 2,364,836,015 2,318,732,263 46,103,752 2.0 

合 計 32,712,449,215 32,430,956,770 281,492,445 0.9 
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○歳出の年度別推移 
歳出総額は、民生費や総務費などの増により、前年度と比較して0.9％の増となりまし

た。 

 

 

○公債費の年度別推移 
公債費は、低利での借入により償還利子が減額となった一方で、市債の借入の増加によ

り償還元金が増額したことから、前年度と比較して2.0％の増となっています。  
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４ 主な財政指標 
 

○財政力指数 
地方公共団体の財政力を示す指数で、この指数が高いほど自主財源の割合が高く、財政

的に豊かということになります。指数が1未満の場合、普通交付税が交付されます。 

 
 

 

○経常収支比率 
人件費、生活保護費などの扶助費や借金の返済などの経常的な支出が、市税や地方交付

税などの経常的な収入に占める割合です。なお、括弧内は仮に臨時財政対策債発行可能

額を全額借り入れた場合の比率です（平成27年度以降は満額借入）。 

 
 

 

○実質公債費比率 
標準財政規模（平成30年度は約202億円）に対する借入金の元利償還金(一部事務組合等

を含む。)の割合を示す指標です。この比率が18％以上になると地方債の発行に許可が

必要となり、25％以上になると早期健全化段階、35％以上になると財政再生段階となり

ます。 
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○実質赤字比率 
一般会計・鶴瀬駅西口土地区画整理事業特別会計・鶴瀬駅東口土地区画整理事業特別会

計・公共用地先行取得事業特別会計の4つの会計の収入と支出の不足額（赤字）の度合

いを示す指標です。いずれの会計も赤字ではないので、比率はマイナス表示になってい

ます。 

 
 

 

○連結実質赤字比率 
市のすべての会計の収支を合算して、赤字の度合いを示す指標です。いずれの会計も赤

字ではないので、比率はマイナス表示になっています。 

 
 

 

○将来負担比率 
市のすべての会計や市が関わる団体（一部事務組合、広域連合など）の債務が標準財政

規模の何倍に相当するかを示す指標です。比率が350％以上になると早期健全化段階と

なります。充当可能財源等が将来負担額を上回っているため、比率はマイナス表示にな

っています。 
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○財政調整基金比率 
標準財政規模に対する財政調整基金残高の割合を示す指標です。災害時の緊急的な支出

への備えや年度間の財源の不均衡の調整のためには、基金に一定程度の留保が求められ

るため、その状況を把握するためのものです。 

 
 

 

○地方債残高比率 
標準財政規模に対する地方債残高の割合を示す指標です。健全な財政運営の維持・向上

を図るには、地方債残高の適度な抑制が求められるため、その取組み状況を把握するた

めのものです。 

 
 

 

○債務償還可能年限 
負債総額が返済可能な規模となっているかを示す指標です。健全な財政運営の維持・向

上を図るには、将来負担すべき債務負担行為を含めた負債総額の抑制が求められるため、

その取組み状況を把握するためのものです。 
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５ 地方消費税交付金(社会保障財源化分)の使途 
 

 平成２６年４月１日からの消費税率の引上げに伴い、地方消費税は１％から１．７％へ

引上げられました。 

 このうち０．７％の引上げ分（社会保障財源化分）については、市が行う社会保障施策

に要する経費（社会福祉・社会保険・保健衛生）に充てることとされており、市では、下

記の社会保障施策に要する経費に使わせていただきましたのでお知らせします。 

 なお、地方消費税交付金の引上げ分の各施策への充当方法は、社会保障施策経費の一般

財源総額に対する各施策経費の一般財源の割合により按分して算出しています。 

 

【歳入】地方消費税交付金（社会保障財源化分） ７億７，５７６万２千円 

 

【歳出】社会保障施策経費（総額）    １５１億５，３４２万５千円 

 
（単位 千円） 

社会保障施策経費 
平成 30 年度

決 算 額 

財   源   内   訳 

特定財源 一般財源 

国県支出金 市債 その他 

社会保障

財源化分

の地方消

費税交付

金 

その他 

社
会
福
祉 

児童福祉施策経費 5,858,711 3,191,581 59,700 588,434 236,403 1,782,593 

 児童手当、こども医療費、保育所や放課後児童クラブの整備・運営など  

高齢者福祉施策経費 166,845 422 75,500 6,599 9,873 74,451 

 老人福祉措置、高齢者生活支援など 

障害者福祉施策経費 2,497,583 1,910,339 0 7,165 67,921 512,158 

 自立支援給付費、精神保健など 

母子福祉施策経費 471,953 135,565 0 296 39,353 296,739 

 児童扶養手当、母子保健など 

生活保護施策経費 2,816,496 2,099,613 0 0 83,939 632,944 

 生活保護、生活困窮者自立支援 

小 計 11,811,588 7,337,520 135,200 602,494 437,489 3,298,885 

社
会
保
険 

国民健康保険施策経費 984,482 237,039 0 0 87,518 659,925 

 一般会計から国民健康保険特別会計への繰出金 

高齢者医療施策経費 1,067,416 137,766 0 56,115 102,282 771,253 

 一般会計から後期高齢者医療事業特別会計への繰出金など 

介護保険施策経費 903,157 10,546 0 0 104,515 788,096 

 一般会計から介護保険特別会計への繰出金 

小 計 2,955,055 385,351 0 56,115 294,315 2,219,274 

保
健
衛
生 

疾病予防・健康増進施策経費 366,484 4,352 0 7,005 41,581 313,546 

 感染症等予防対策、健康診査など 

医療体制確保施策経費 20,298 0 0 0 2,377 17,921 

 休日や小児時間外の救急医療体制の確保など 

小 計 386,782 4,352 0 7,005 43,958 331,467 

合 計 15,153,425 7,727,223 135,200 665,614 775,762 5,849,626 
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６ 主要な施策（事業）の成果報告 
○表の見方について 

(１)会計の種類 

報告書に記載されている事業は、一般会計及び特別会計（国民健康保険特別会計、介

護保険特別会計、後期高齢者医療事業特別会計、鶴瀬駅西口土地区画整理事業特別会計、

鶴瀬駅東口土地区画整理事業特別会計、公共用地先行取得事業特別会計）に属する事業

です。 

(２)報告書の内容 

平成３０年度に実施した施策（事業）の目的及び内容・成果を、所属ごとに記載しています。 

(３)款・項・目 

当該事業における予算費目を記載しています。 

ただし、同じ事業名で、予算費目が複数にわたるもの（例えば、学校管理運営事業の

ように、同事業名で費目が小学校費、中学校費、特別支援学校費にわたるもの）は、一

つの事業にまとめて記載しています。  

(４)概算事業従事人数 

平成３０年度の事業に従事した正規職員(再任用職員含む)の人数を記載しています。 

従事人数の単位は、各所属の正規職員が１年間において当該事業に従事した業務量の

割合から算出した概算人工
に ん く

です。 

(５)概算人件費 

平成３０年度の人件費の総額を、平成３０年４月１日現在に在籍していた正規職員数

で除した額（職員平均人件費（フルタイム再任用職員含む）8,465,786円・短時間再任用

職員平均人件費3,246,565円）に、各事業の概算事業従事人数を乗じて概算人件費を算出

しています。 

人件費は、職員に支給している給料・手当のほかに、共済費（職員共済組合負担金・

地方公務員災害補償基金）及び退職手当負担金といった雇用主（市）が負担しているも

のを含めて算出しています。 

事業内容及び成果欄に記載していない定型的な業務や窓口対応等の日常業務の割合が

高い事業では、決算額に比べて概算人件費が大きい場合があります。 

(６)概算事業総額 

当該事業の決算額に概算人件費を加算し、事業に要した全体の概算事業総額を記載しています。 

(７)本報告書に掲載していない事業  

本報告書には、経常的な事務に係る一般事務費と予備費管理事業は記載していません。 
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所属名        
ペ ー ジ ○○○ 款  項  目  

事 業 名 【予算書・決算書の事業名】を記載しています。 

事業目的  

    【当該事業の目的】を記載しています。 

事業内容及び成果  

 

 

 

【平成 30 年度に実施した事業の主な内容と成果】を記載しています。 
  ※当該事業に係る定型的な業務や窓口対応等の日常業務の記載は、 

 省略しています。 

※「◎」は新規の取り組みを表しています。 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

○○○ 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

     

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

○○○ ○.○○ 決算額＋概算人件費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【歳入歳出決算書の該当ページ】を記載
しています。 

【当該事業に充てた財源（収入）の内訳】を記載しています。 
※その他とは、分担金・負担金・使用料・手数料・諸収入などの

収入です。 

この事業に従事する職員の業
務量に基づく割合（目安）を
合計した概算の人工です。 

平成30年度の平均人件費×
概算事業従事人数で算出し
たものです。 
※定型的な業務や窓口対応
等の日常業務の割合が高
い事業では、決算額に比
べて概算人件費が大きい
場合があります。 

 

【決算書の事業ごとの決算額】
を記載しています。 
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所属名 議会事務局  
ペ ー ジ 54 款 議会費 項 議会費 目 議会費 

事 業 名 一般事務費 

事業目的  

市議会議員の報酬、各種議長会に対する負担金等の支出を行い、円滑な議会運営を図る。 

事業内容及び成果  

  

 １ 議員報酬等 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

議員数 ※1 20 人 21 人 

議員報酬 ※2  95,842,787 円 94,074,274 円 

議員期末手当 ※3 39,127,860 円 36,340,488 円 

議員共済会負担金 36,853,320 円 37,289,280 円 

   ※1 平成 31 年１月末日で１名議員辞職 

   ※2 平成 30 年 4月 1 日議員報酬改定あり  

   ※3 平成 29 年度新規就任議員分 30％支給のため減額あり 

 

 ２ 議長交際費 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

議長交際費 
件数 76 件 64 件 

金額 351,874 円 317,158 円 

 

 ３ 負担金 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

全国・関東・県・第二区市議

会議長会出席負担金 
56,000 円 56,000 円 

全国市議会議長会負担金 588,000 円 588,000 円 

関東市議会議長会負担金 35,000 円 35,000 円 

県市議会議長会負担金 155,000 円 154,000 円 

第二区議長会負担金 50,000 円 50,000 円 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

175,574,105 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 52,255 175,521,850 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 

 
13,023,335 1.60 188,597,440 
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所属名 議会事務局  
ペ ー ジ 56 款 議会費 項 議会費 目 議会費 

事 業 名 議会活性化事業 

事業目的  

議員研修会の実施及び政務活動費等の活用により議員の資質の向上を図るとともに、議会映

像のインターネット配信や市議会だよりの発行等を行うことにより、広く市民に議会の情報

を伝え、開かれた議会運営を推進する。 

事業内容及び成果  

 

１ 市議会開催状況（平成 30 年 4月～平成 31年 3 月） 

会期日数 本会議日数 請願・陳情数 一般質問者数 傍聴者数
平成30年第2回定例会 22日 8日 4件 19人 166人
平成30年第3回定例会 29日 8日 0件 19人 158人
平成30年第4回定例会 22日 8日 3件 19人 137人
平成31年第1回定例会 28日 10日 7件 15人 125人

計 101日 34日 14件 72人 586人  
 

２ 委員会の開催状況（平成 30年 4 月～平成 31年 3 月） 

 常 任 委 員 会 
議会運営 

委員会 
合計 

総務 
文教 

福祉 

建設 

環境 

予算 

決算 

開 催 回 数 17 回 8 回 7 回 9 回 19 回 60 回 

議 案 件 数 17 件 12 件 12 件 32 件 ― 73 件 

請願・陳情数 3 件 5 件 3 件 ― 3 件 14 件 

傍 聴 者 数 5 人 31 人 21 人 0 人 1 人 58 人 

 

３ インターネットによる議会映像配信のアクセス件数（平成 30年 4 月～平成 31年 3 月） 

ライブ中継 録画映像 合  計 

3,865 件 2,546 件 6,411 件 

 

４ 市議会だよりの発行（平成 30年 6 月定例会～平成 31年 3 月定例会） 

発行回数 発行部数 

4 回 197,500 部 

 

５ 議会ホームページのアクセス件数（富士見市議会トップページ） 

平成 30 年度 平成 29 年度 

24,508 件 26,171 件 

 

６ 政務活動費の交付状況 

市政に関する調査研究を行うため、議員活動の必要な経費の一部として政務活動費（会

派の議員 1人当たり月額 2万円×12 か月＝24万円）を支給 

 対象者 交付額 返還額 決算額 

平成 30 年度 6 会派（20 人） 5,040,000 円 962,586 円 4,077,414 円 

平成 29 年度 5 会派（21 人） 5,040,000 円 1,865,986 円 3,174,014 円 
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７ 意見交換会 

議会基本条例に基づき、市民や市内の団体と意見交換会を開催。 

開催日 開催時間 団体名 
参加

人数 

平成 30年 10 月 5 日 午後 3時 40 分～5時 
富士見高等学校生

徒会 
12 人 

平成 30年 10 月 10 日 午後 1時 30 分～3時 
母子保健推進員連

絡協議会 
10 人 

平成 30年 11 月 16 日 午後 2時 30 分～3時 50 分 
富士見市環境施策

推進市民会議 
68 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

18,962,642 

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 18,962,642 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

32,552,159 4.40 51,514,801 
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所属名 秘書広報課  
ペ ー ジ 62 款 総務費 項 総務管理費 目 文書広報費 

事 業 名 広聴事業 

事業目的  

市長への手紙や懇談会などにより、市民から寄せられた意見や要望などを市政運営に反映す

る。 

事業内容及び成果  

１ 市長への手紙などの受付状況 

内  容 
件  数 

平成 30 年度 平成 29 年度 

市長へのメール 149 179 

市長への手紙 38 36 

市長へのＦＡＸ 0 2 

電話 1 5 

窓口（来庁） 1 1 

意見箱 23 － 

合 計 212 223 

２ 懇談会開催及び要望書受付状況 

内  容 
件  数 

平成 30 年度 平成 29 年度 

要望書 49 43 

懇談会 8 6 

合 計 57 49 

３ 分類別回答状況（ホームページ公表分） 

区  分 
件  数 

平成 30 年度 平成 29 年度 

保健福祉関係 7 1 

教育関係 7 10 

安全対策関係 1 3 

道路・交通関係 11 21 

環境関係 7 8 

都市基盤整備関係 5 1 

まちづくり関係 0 1 

産業・観光関係 0 6 

文化・国際交流関係 1 2 

その他 11 7 

合 計 50 60 

４ タウンミーティングの実施 

 小学校区を基本単位とした 9つの地域でタウンミーティングを開催した。（参加人数：446 人） 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

120,306 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 120,306 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

11,428,811 1.35 11,549,117 
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所属名 秘書広報課  
ペ ー ジ 62 款 総務費 項 総務管理費 目 文書広報費 

事 業 名 ホームページ運営事業 

事業目的  

市ホームページにおいて、行政情報などを迅速かつわかりやすく発信する。 

事業内容及び成果  

 

◎１ ホームページリニューアル業務委託 

  誰もが見やすく、使いやすいホームページへリニューアルを行った。 

  ・委託料 21,600,000 円 

 

２ ホームページ（トップページ）のアクセス数 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

年間アクセス数（件） 547,655 600,661 

月平均アクセス数（件） 45,638 50,055 

 

３ ふじみメールマガジン等の配信サービス状況（各年度 3月末時点） 

配信メール 内     容 
登録数（件） 

平成 30 年度 平成 29 年度 

メルマガふじみ イベント情報や身近な話題を配信 2,120 2,067 

防災メール（※） 防災・災害に関する情報を配信 4,029 3,786 

災害保育きっず 
メール（※） 

災害時の保育所等における児童の

安否情報等を配信 
4,096 3,725 

災害学校メール

（※） 

災害時の小・中・特別支援学校にお

ける児童生徒の安否情報等を配信 
3,789 3,555 

みずほ学園メー
ル（※） 

災害時のみずほ学園における園児

の安否情報等を配信 
324 305 

※東日本大震災の教訓を活かし、各種災害メールの配信を行っている。 

 

４ 有料広告（バナー広告）の掲載【歳入】 

 市内産業の活性化と自主財源を確保するため、バナー広告を継続してホームページに掲

載した。 

・広告掲載料収入 3,180,000 円（平成 29 年度 3,120,000 円） 

 

 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

24,590,379 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 3,180,000 21,410,379 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

19,894,597 2.35 44,484,976 
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所属名 秘書広報課  
ペ ー ジ 64 款 総務費 項 総務管理費 目 文書広報費 

事 業 名 広報事業 

事業目的  

行政情報などをわかりやすく提供し、市民と市の情報共有に努める。 

事業内容及び成果  

 

１ 広報『ふじみ』の発行（毎月 1日発行） 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

発行部数 

ひと月あたり

発行部数（部） 
49,000～49,800 48,400～49,000 

年間総数（部） 592,600 585,950 

印刷製本費（円） 15,213,196 17,224,527 

 

 

２ 音声朗読テープ等による広報『ふじみ』の発行 

発行日 発行回数（回） 配布人数（人） 作成金額（円） 

毎月 1日 12 219 360,000 

 

 

３ 都市宣言塔修繕 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

場 所 
東みずほ台 2-17 

（みずほ台中央公園敷地内） 
下南畑 2017-1 

修繕料（円） 733,320 733,320 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

19,823,862 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 19,823,862 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

18,201,439 2.15 38,025,301 
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所属名 総務課  
ペ ー ジ 64 款 総務費 項 総務管理費 目 文書広報費 

事 業 名 法規審査事務事業 

事業目的  

条例や規則などの法令に携わる職員に、法的解釈のサポートや例規作成時の審査などを行い、

職員の法制執務能力の向上を図る。 

事業内容及び成果  

１ 例規の制定（新規・改正・廃止）状況          （単位 件） 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

区分 新規件数 改正件数 廃止件数 新規件数 改正件数 廃止件数 

条例 2 32 0 5 33 1 

規則 1 29 0 4 29 1 

訓令 0 3 2 0 8 1 

要綱 16 32 3 16 35 3 

合 計 19 96 5 25 105 6 

２ 議会提出案件数                    （単位 件） 

平成 30 年度 議案 報告 諮問 平成 29 年度 議案 報告 諮問 

6 月定例会 15 6 0 6 月定例会 16 8 1 

9 月定例会 17 3 0 9 月定例会 18 3 2 

12 月定例会 15 2 1 12 月定例会 16 0 0 

3 月定例会 47 1 0 3 月定例会 48 0 2 

合 計 94 12 1 合 計 98 11 5 

３ 例規データ更新状況及び例規支援システム運用状況 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

更新回数 12 回 12 回 
システム 
運用費用 

2,656,800 円 2,656,800 円 

操作説明会 
7 回 

（参加 46人） 

7 回 

（参加 45人） 

 ４ 研修の実施状況 

平成 30 年度 平成 29 年度 

1 回（参加 41 人） 1 回（参加 38 人） 

 ５ 行政手続制度の処分基準等整備状況（平成 31 年 3月 31 日現在） 

種別 個票数 

条例適用 申請処分 360 

条例適用 不利益処分 217 

法適用 申請処分 612 

法適用 不利益処分 522 

  

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

4,842,071 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 4,842,071 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

9,312,364 1.10 14,154,435 
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所属名 総務課  
ペ ー ジ 66 款 総務費 項 総務管理費 目 文書広報費 

事 業 名 文書管理事務事業 

事業目的  

文書事務（収受・配布・施行・保管・保存・廃棄）を適正に管理する。 

事業内容及び成果  

  

１ 起案文書や電子文書などの職員が職務上作成し、又は取得した文書の適正な管理を行い、

文書の処理に関する事務の指導や改善を行った。 

 

２ 文書の発送件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 文書廃棄の状況 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

廃 棄 回 数 4 回 3 回 

処 理 量 39,030 kg 26,290 kg 

廃棄物処理委託料 126,455 円 85,179 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

普通郵便 422,301 件 429,479 件 

書留等 22,174 件 19,780 件 

巡回郵便 202 件 222 件 

合 計 444,677 件 449,481 件 

通信運搬費 42,272,223 円 40,448,115 円 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

43,814,555 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

264,200 0 0 0 43,550,355 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

8,973,733 1.06 52,788,288 
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所属名 総務課  
ペ ー ジ 66 款 総務費 項 総務管理費 目 文書広報費 

事 業 名 情報公開推進事業 

事業目的  

情報を公開し、市政運営の透明性を図るとともに、個人の権利利益を保護する。 

事業内容及び成果  

１ 情報公開の請求等の状況 

①請求等の件数と決定等の内訳                   （単位 件） 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

区分 
請求等 

の件数 

決定等の内訳 請求等 

の件数 

決定等の内訳 

全部開示 部分開示 非開示 取下げ 継続 全部開示 部分開示 非開示 取下げ 継続 

請求 126 85 35 3 3 0 128 82 36 3 2 5 

申出 38 28 8 0 1 1 20 11 7 1 1 0 

②実施機関別受付件数                       （単位 件） 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

実施機関 件数 
 

件数 
 

うち請求 うち申出 うち請求 うち申出 

市長 109 86 23 90 74 16 

農業委員会 1 1 0 0 0 0 

教育委員会 54 39 15 57 53 4 

２ 個人情報の開示の状況 

①請求件数と決定等の内訳                     （単位 件） 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

区分 
請求 

件数 

決定等の内訳 請求 

件数 

決定等の内訳 

全部開示 部分開示 非開示 取下げ 継続 全部開示 部分開示 非開示 取下げ 継続 

請求 14 2 4 7 0 1 9 6 1 1 0 1 

②実施機関別受付件数       （単位 件） 

実施機関 平成 30 年度 平成 29 年度 

市長 14 9 

 ③個人情報取扱業務の登録状況   （単位 件） 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

登録数 1,230 1,205 

３ 市政情報コーナー利用人数  （単位 人） 

平成 30 年度 平成 29 年度 

306 352 

４ 研修の実施状況 

平成 30 年度 平成 29 年度 

2 回（参加 49 人） 1 回（参加 43 人） 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

2,377,893 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 2,377,893 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

9,227,706 1.09 11,605,599 
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所属名 総務課  
ペ ー ジ 68 款 総務費 項 総務管理費 目 財産管理費 

事 業 名 庁舎維持管理事業 

事業目的  

市役所庁舎の保全及び秩序の維持を図り、機能性や快適性の向上と、公務の円滑な執行の確

保を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 庁舎の維持管理の状況                      

①光熱水費                            （単位 円） 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

電気料金 12,891,264 13,347,595 

上下水道料金 2,933,574 3,067,562 

ガス料金 4,996,070 4,334,702 
 

 

②修繕・工事                               （単位 円） 

 平成 30 年度 

修繕料 5,114,852 
 

 

③庁舎維持管理業務委託                     （単位 円） 

 平成 30 年度 

清掃業務委託 1,501,448 

地下汚水槽清掃業務委託 344,412 

庁舎総合管理業務委託 32,652,000 

エレベーター保守点検委託 648,000 

冷暖房機保守点検委託 2,589,840 

一般放送設備保守点検委託 108,000 

消防設備保守点検委託 172,800 

気中アスベスト濃度測定業務委託（調査結果：基準値以下） 129,600 

電話交換・受付業務委託 12,808,800 

◎本庁舎保全管理計画策定業務委託 7,445,952 

◎本庁舎内照明器具ＰＣＢ含有調査業務委託 4,212,000 
 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

106,189,871 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 16,215,705 89,974,166 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

21,757,070 2.57 127,946,941 
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所属名 総務課  
ペ ー ジ 112 款 総務費 項 統計調査費 目 統計調査総務費 

事 業 名 各種統計調査事業 

事業目的  

統計事務の研究や研修などにより、統計担当職員の資質の向上と統計調査員の統計事務への

理解を深め、調査の円滑化に努める。 

事業内容及び成果  

１ 統計事務研究会埼玉県連合会及び西部ブロック研究会（埼玉県西部 11 市 10 町 1 村）に

おいて、統計担当職員の資質向上及び統計調査の円滑な実施を目的とした意見交換会等

に参加した。 

 

２ 統計調査員としての活動に実績がある市民の方について、国や県などが実施する各種功

労者表彰の候補者として推薦した。 

 

３ 富士見市内外の組織に依頼して提供されたデータをもとに、富士見市の総合統計書で  

ある「統計ふじみ」（平成 30 年版）を作成し、公表した。 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

56,928 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 3,330 53,598 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 

 
1,693,157 0.20 1,750,085 

 

所属名 総務課  

ペ ー ジ 112 款 総務費 項 統計調査費 目 基幹統計調査費 

事 業 名 学校基本調査事業 

事業目的  

学校基本法に定めるすべての学校（国立学校及び大学を除く。）の基本的事項を調査し、学校

基本行政上の基礎資料を得る。 

事業内容及び成果  

 

１ 調査の状況 

調査期日 平成 30年 5 月 1日（全国一斉に毎年実施） 

調査範囲 
市内の幼稚園、幼保連携型認定こども園、小・中学校 

（市内の高校及び特別支援学校については、県が調査） 

調査項目 園児・児童・生徒数、教員数及び職員数、敷地面積など 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

15,123 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 15,000 0 0 123 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円)  

 

 
1,523,841 0.18 1,538,964 
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所属名 総務課  

ペ ー ジ 112 款 総務費 項 統計調査費 目 基幹統計調査費 

事 業 名 工業統計調査事業 

事業目的  

製造業に属する事業所の実態を明らかにし、工業に関する国、都道府県及び市区町村が行う

産業振興政策や中小企業政策などに関する基礎資料を得る。 

事業内容及び成果  
 

１ 調査の状況 

調査期日 平成 30年 6 月 1日（全国一斉に実施） 

調査範囲 調査期日現在で製造業を営む市内全ての事業所 

調査項目 
事業所の名称、所在地、経営組織、開設時期、従業者数、製造品出荷

額など 

調査員数 調査員 5 人 

  ２ 臨時職員 

人員 非常勤職員 1人 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

178,000 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 178,000 0 0 0 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

2,539,735 0.30 2,717,735 

 

所属名 総務課  

ペ ー ジ 114 款 総務費 項 統計調査費 目 基幹統計調査費 

事 業 名 経済センサス事業 

事業目的  

事業所や企業の経済活動状態を調査し、すべての産業分野における事業所や企業の従業者規

模等の基本的構造を全国及び地域別に明らかにする。 

事業内容及び成果  
  

  １ 令和元年から令和 2 年にかけて実施される経済センサス基礎調査について、市町村事

務説明会への出席や、調査ブロックの確認などを実施した。 

 

２ 調査区管理（調査区境界の点検及び修正）を実施した。 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

13,000 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 13,000 0 0 0 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

1,439,183 0.17 1,452,183 
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所属名 総務課  

ペ ー ジ 114 款 総務費 項 統計調査費 目 基幹統計調査費 

事 業 名 住宅・土地統計調査事業 

事業目的  

我が国における住戸（住宅及び住宅以外で人が居住する建物）に関する実態並びに現住居以

外の住宅及び土地の保有状況、その他の住宅等に居住している世帯に関する実態を調査し、

全国及び地域別の住生活に関する基礎資料を得る。 

事業内容及び成果  
 

１ 調査の状況 

調査期日 平成 30年 10 月 1 日（全国一斉に実施） 

調査区数 市内 174 調査区（総務大臣が指定） 

調査項目 世帯員数、世帯の収入、建物の構造、建て方、建築時期、床面積など 

調査員数 調査員 61 人 

２ 臨時職員 

人員 非常勤職員 2人 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

4,825,930 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 4,825,000 0 0 930 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

8,550,443 1.01 13,376,373 

 

所属名 総務課  

ペ ー ジ 114 款 総務費 項 統計調査費 目 基幹統計調査費 

事 業 名 農林業センサス事業 

事業目的  

我が国の農林業の生産構造や就業構造、農山村地域における土地資源など農林業・農山村の

基本構造の実態とその変化を明らかにし、 農林業施策の企画・立案・推進のための基礎資料

を得る。 

事業内容及び成果  

  

 令和 2年に実施される 2020 年農林業センサスについて、市町村事務説明会への出席や、調査

区境界の確認などを実施した。 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

2,800 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 2,800 0 0 0 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

2,370,420 0.28 2,373,220 
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所属名 職員課  
ペ ー ジ 各費目 款 ― 項 ― 目 ― 

事 業 名 給与費等（一般職） 

事業目的  

職員（一般職）の給与を支給する。 

※公営企業会計（水道・下水道事業会計）の職員を除いた全職員分 

事業内容及び成果  

１ 一般職の職員数の推移                    （単位 人） 

平成 30 年度 平成 29 年度 

平成 30年 4 月 1日現在 546(22) 平成 29 年 4 月 1 日現在 550(16) 

年度途中の採用人数 0    年度途中の採用人数 0    

年度途中の退職人数 7(0) 年度途中の退職人数 3(1) 

平成 31年 3 月 31 日現在 539(22) 平成 30 年 3 月 31 日現在 547(15) 

※( )内は、再任用短時間勤務職員数（外書き） 

※平成 29 年度末 547 人から平成 30 年度当初 546 人の人員の異動は、年度末退職による

28 人減、新規採用による 38 人増、再任用フルタイム職員の任用満了等による 11 人減

によるもの。（547 人－28 人＋38人-11 人＝546 人） 

２ 給与の支給状況（一般会計）                 （単位 円） 
 平成 30 年度 平成 29 年度 

給 料（Ａ） 2,000,663,470  2,012,769,656  
手当計（Ｂ） 1,416,528,294  1,413,061,734  

 

扶養手当 54,821,936  52,188,698  
地域手当 212,310,163  213,680,735  
住居手当 48,603,330  44,541,537  
通勤手当 27,818,170  28,766,268  
特殊勤務手当 3,753,736  3,705,279  
※災害等の給与費以外からの支出 （）内は外書き (360,000) (1,083,000) 
管理職手当 66,313,227  70,306,000  
期末手当 501,192,656  504,607,134  
勤勉手当 352,438,633  345,196,267  
時間外及び休日勤務手当 119,391,443  120,254,816  
※災害等の給与費以外からの支出 （）内は外書き (1,927,314) (3,010,223) 
管理職員特別勤務手当 0  0  
※災害等の給与費以外からの支出 （）内は外書き (470,000) (596,000) 
児童手当 29,885,000  29,815,000  

合 計（Ａ）＋（Ｂ） 3,417,191,764  3,425,831,390  

３ 埼玉県市町村職員共済組合等の負担金の支払状況（一般会計）  （単位 円） 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

共済組合負担金 687,876,587  689,796,366  

地方公務員災害補償基金負担金 3,982,270  4,077,275  

市町村総合事務組合負担金 390,875,710  403,707,783  
※本事業は給与費等であり、事業に要した人件費との重複を避けるため、概算事業総額には
本事業の人件費は加算していない。 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

4,499,926,331 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 5,192,024 4,494,734,307 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

20,571,859 2.43 4,499,926,331 
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所属名 職員課  

ペ ー ジ 
58 

208 
款 

総務費 

教育費 
項 

総務管理費 

教育総務費 
目 

一般管理費 

事務局費 

事 業 名 給与費等（特別職） 

事業目的  

特別職（市長・副市長・教育長）の給与を支給する。 

事業内容及び成果  

 

１ 特別職の人数              （単位 人） 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

4 月 1 日現在 3 3 

 

２ 給与の支給状況             （単位 円） 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

給 料（Ａ） 28,884,000 27,588,000 

手当計（Ｂ） 11,360,580 10,952,179 

 

地域手当 － 1,103,520 

通勤手当 240,240 － 

期末手当 11,120,340 9,848,659 

合計（Ａ）＋（Ｂ） 40,244,580 38,540,179 

※平成 30年 4月 1 日、給料月額の改正及び地域手当の廃止、通勤手当の新設あり。 

 

３ 埼玉県市町村職員共済組合等の負担金の支払状況 （単位 円） 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

共済組合負担金   6,583,754   6,255,148 

地方公務員災害補償基金負担金 39,715 34,693 

市町村総合事務組合負担金 4,043,760 4,276,140 

 

※概算人件費は前項の一般職分に計上。 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

50,911,809 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 50,911,809 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 

 
0 0.00 50,911,809 
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所属名 職員課  
ペ ー ジ 60 款 総務費 項 総務管理費 目 一般管理費 

事 業 名 人事管理・研修事業 

事業目的  

適正な人員配置・定員管理を行うとともに、各種研修を実施して公務能率の向上を図り、簡

素で効率的な行政運営を推進する。 

事業内容及び成果  

 

１ 研修の実施状況 

 
平成 30 年度 平成 29 年度 

実施回数 延べ日数 修了人数 実施回数 延べ日数 修了人数 

一般研修 
（新規採用職員研修、主任級研修、主査

級研修、副課長級研修、課長級研修等の

職務に応じた研修） 

10 回 34 日 227 人 10 回 33 日 192 人 

特別研修 
（男女共同参画研修、ＯＪＴ研修、接遇

研修、安全運転講習会等、全職員を対象

とした行政環境に即した内容の研修） 

12 回 21 日 359 人 11 回 25 日 460 人 

派遣研修 
（専門分野等の新しい知識や広く深い

知識を得るため、全職員を対象とした市

町村職員中央研修所、自治人材開発セン

ター及びその他研修機関へ派遣をする

研修） 

19 回 67.5日 43 人 12 回 32.5日 27 人 

自己啓発助成 
（自発的・自立的に学ぶ意識の高揚を図

るため、通信研修等への助成） 

11 回 ― 10 人 11 回 ― 9 人 

 

２ 職員の新規採用状況    （単位 人） 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

受験者数 341 551 

採用者数 37 40 
 

３ 昇任試験の状況（主査級） （単位 人） 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

受験者数 20 12 

合格者数 8 5 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

86,408,654 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 86,408,654 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

36,741,511 4.34 123,150,165 
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所属名 職員課  
ペ ー ジ 60 款 総務費 項 総務管理費 目 一般管理費 

事 業 名 職員厚生事業 

事業目的  

職員が心身ともに健康で勤務できるよう、保健事業や元気回復事業等の福利厚生事業を実施

し、職員の公務能率の向上を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 健康診断等の実施状況 

内 容 

平成 30 年度 平成 29 年度 

実施日数

（日） 

受診人数

（人） 

実施日数

（日） 

受診人数

（人） 

定期健康診断 3 366 3 396 

大腸がん検診 3 27 3 30 

集団胃検診 1 21 1 21 

人間ドック － 374 － 388 

雇入時健康診断 － 37 － 39 

腰痛健康診断 2 107 2 114 

健康指導 0 0 1 6 

ストレスチェック － 757 － 747 

 

２ 健康管理講習会の実施 

開催日 平成 30 年 7 月 18 日 

講演内容 マインドフルネスを用いたメンタルヘルス研修 

受講人数 28 人 

講 師 一般社団法人日本産業カウンセラー協会 大澤 昇 氏 

  

３ 安全衛生推進者養成講習会への派遣 

開催日 平成 30 年 5 月 31 日～6月 1日 

講演内容 安全管理、安全衛生関係法令、作業環境管理及び作業管理等 

受講人数 5 人 

講 師 井上労働衛生コンサルタント事務所 代表 井上 温 氏 ほか 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

4,657,910 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 4,657,910 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

10,412,916 1.23 15,070,826 
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所属名 政策企画課  
ペ ー ジ 72 款 総務費 項 総務管理費 目 企画調整費 

事 業 名 計画行政推進事業 

事業目的  

計画的・総合的な行政運営等に取り組む。 

事業内容及び成果  

 

１ 実施計画 （平成 31年度～平成 33 年度）の策定 

後期基本計画を推進するため、実施計画を策定した。 

 

  

２ 富士見市キラリと輝く創生総合戦略の進捗確認  

 まち・ひと・しごと創生総合戦略審議会を開催し、数値目標や基本施策の検証を行った。

（審議会開催：平成 31年 1 月 28 日）  

 

 

◎３ 市民意識調査の実施 

 市政に対しての想いやこれまでの市の取組に対する評価、今後のまちづくりに対する意

向を把握し、次期総合計画の策定や市民ニーズに即した施策を進めるため、第 15 回富士

見市民意識調査を実施した。 

 対 象 者：市内在住で満 18 歳以上の男女 3,000 人 

 調査期間：平成 30年 7 月 4 日から 7月 23 日まで 

 

◎４ 行政評価の実施 

第５次総合計画の成果（進捗）を把握し、次期総合計画策定に向けて課題を抽出するた

め、行政評価を実施した。 

 実施日：平成 30 年 10 月 1、3、4、9 日（庁内検証） 

     平成 30 年 11 月 5、6 日（外部検証） 

     外部委員：鏡 論氏（淑徳大学コミュニティ政策学科教授） 

          昼間 守仁氏（法政大学非常勤講師） 

 対 象：後期基本計画の節を基本に 48施策を実施 

 

５ まちづくり寄附金の謝礼品数と取扱件数                  

 謝礼品数        91 品（前年度  75 品） 

謝礼品取扱件数   1,065 件（前年度 941 件） 

 

 

 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

7,640,010 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 7,640,010 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

66,033,130 7.80 73,673,140 
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所属名 政策企画課  
ペ ー ジ 72 款 総務費 項 総務管理費 目 企画調整費 

事 業 名 まちづくり寄附基金積立事業 

事業目的  

寄附者の指定する事業に当該寄附金を活用することで、寄附者の本市に対する思いを具体化

し、活力と個性あふれるまちづくりを推進する。 

事業内容及び成果  

 

１ まちづくり寄附基金の目的別積立状況              （単位 件・円） 

事業の区分 
件数 

（※1） 

平成 29 年度末 

残高 
平成 30 年度 

収入額 
平成 30 年度 

取崩額 
平成 30 年度末 

残高（※2） 

①子どもを育むまちづく

りのための事業 

496 

(335) 
20,740,659 7,444,000 15,012,094 13,172,565 

②健康及び福祉を増進す

るまちづくりのための

事業 

78 

(107) 
5,084,511 1,320,000 1,500,000 4,904,511 

③生涯学習を推進するま

ちづくりのための事業 

19 

(17) 
1,260,000 465,000 1,000,000 725,000 

④安心で安全なまちづく

りのための事業 

117 

(110) 
4,296,586 1,880,400 1,500,000 4,676,986 

⑤その他市長が活力に満

ちたまちづくりに必要

と認める事業 

227 

(247) 
18,937,519 195,466,000 1,500,000 212,903,519 

小  計 
937 

(816) 
50,319,275 206,575,400 20,512,094 236,382,581 

基金利子 － 0 82,212 0 82,212 

合  計 
937 

（816） 
（※3） 

50,319,275 206,657,612 20,512,094 236,464,793 

 ※1 括弧内は前年度の件数 

※2 出納整理期間に収入した 290,000 円を含む。 

※3 複数事業選択した場合、選択した事業数を件数に計上 

 

２ 地域別寄附者の状況 

 寄附者数(人) 寄附金額(円) 

市 内 26 191,915,000 

県内（市外） 115 1,980,000  

県 外 793 12,680,400 

合 計 934 206,575,400 
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３ まちづくり寄附基金の活用内容 

以下の事業に 20,512,094 円を充当 

事業の種類 主な内容 

①子どもを育むまちづくり

のための事業 

・いのちの授業の実施 

・家庭学習応援事業の実施 

・舞台芸術鑑賞会への中学生無料招待 

・体育備品や音楽備品の購入 

・レスリング体験教室の開催 

②健康及び福祉を増進する

まちづくりのための事業 
・健康マイレージ事業の実施 

③生涯学習を推進するまち

づくりのための事業 
・各公民館への冷水器の設置 

④安心で安全なまちづくり

のための事業 

・市内危険個所への防犯カメラの設置 

・中学生の自転車用ヘルメット購入費用の一部負担 

⑤その他市長が活力に満ち

たまちづくりに必要と認め

る事業 

・一部公共施設に公衆無線 LAN 環境の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

206,657,612 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 206,657,612 0 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

10,158,943 1.20 216,816,555 
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所属名 財政課   
ペ ー ジ 96 款 総務費 項 総務管理費 目 財政調整基金費 

事 業 名 財政調整基金積立事業 

事業目的  

年度間の財源の不均衡を調整し、予期しない収入の減少や支出の増加等に備えるため、歳入

歳出の決算剰余金の 2分の 1相当額などを基金に積み立て、安定的な財政運営に努める。 

事業内容及び成果  

 

１ 財政調整基金の積立状況                     （単位 円） 

平成 29 年度末残高 
平成29年度決算 
剰余金の積立額 

運用による 
積 立 額 

平成 30 年度 
取 崩 額 

平成 30 年度末残高 

3,043,279,364 324,427,000 1,266,300 0 3,368,972,664 

 

２ 基金の運用先  東京信用金庫、ＪＡいるま野、川口信用金庫 

  

３ 運用の利率   0.03%～0.125％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

1,266,300 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 1,266,300 0 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

846,578 0.10 2,112,878 
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所属名 財政課  

ペ ー ジ 262 款 公債費 項 公債費 目 元金 

事 業 名 地方債元金償還事業 

事業目的  

学校や道路、公園の整備などのために借り入れた地方債の元金償還を行う。 

事業内容及び成果  
 

１ 元金の償還状況                           （単位 円） 

借 入 先 
平成 29 年度末 
地方債現在高 

元金償還額 
平成 30 年度 

借入額 
平成 30 年度末 
地方債現在高 

財政融資資金 16,362,080,304 1,369,177,372 1,415,600,000 16,408,502,932 

地方公共団体
金融機構 

332,313,264 74,770,896 290,878,000 548,420,368 

郵便貯金・簡易生

命保険管理機構 
389,128,455 72,456,325 0 316,672,130 

埼玉りそな銀行 1,387,104,000 231,064,000 312,500,000 1,468,540,000 

武蔵野銀行 476,404,000 69,488,000 123,100,000 530,016,000 

ＪＡいるま野 880,946,370 263,185,846 0 617,760,524 

川口信用金庫 320,618,000 49,658,000 0 270,960,000 

東京信用金庫 530,700,000 58,966,704 0 471,733,296 

日本生命 63,800,000 42,100,000 0 21,700,000 

埼玉県市町村

共済組合 
65,900,000 0 18,900,000 84,800,000 

埼玉県市町村
振興協会 

40,675,012 13,558,332 180,600,000 207,716,680 

埼玉県 370,930,000 20,910,000 60,200,000 410,220,000 

合 計 21,220,599,405 2,265,335,475 2,401,778,000 21,357,041,930 

 

２ 地方債残高の推移（各年度末）                   （単位 千円） 

 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

一般会計 20,225,459 20,393,197 21,089,704 21,220,599 21,357,042 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

2,265,335,475 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 2,265,335,475 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

1,947,130 0.23 2,267,282,605 
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所属名 財政課  

ペ ー ジ 262 款 公債費 項 公債費 目 利子 

事 業 名 地方債利子償還事業 

事業目的  

学校や道路、公園の整備などのために借り入れた地方債の利子償還を行う。 

事業内容及び成果  

 

１ 利子の償還状況            （単位 円） 

借 入 先 利子償還額 

財政融資資金 74,265,330 

地方公共団体金融機構 2,258,696 

郵便貯金・簡易生命保険管理機構 2,402,119 

埼玉りそな銀行 7,964,300 

武蔵野銀行 2,444,239 

ＪＡいるま野 5,995,167 

川口信用金庫 621,053 

東京信用金庫 1,507,284 

日本生命 873,325 

埼玉県市町村共済組合 6,590 

埼玉県市町村振興協会  484,709 

埼玉県 677,728 

合  計 99,500,540 

 

 ２ 平成 30 年度借入利率  0.004％～0.12％ 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

99,500,540 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 99,500,540 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

1,947,130 0.23 101,447,670 
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所属名 情報システム課  
ペ ー ジ 74 款 総務費 項 総務管理費 目 企画調整費 

事 業 名 電子計算組織運営事業 

事業目的  

国のＩＴ化施策に対応するため、各種業務システムや端末等とそれらを結ぶ庁内ネットワー

クの適正かつ効率的な運営・管理を実施する。 

事業内容及び成果  

 
１ コンピュータの運用・維持 

基幹系（住記・税）システム等の安定稼動のため、適切な維持管理を行うとともに、業
務効率の向上及び経費節減の観点から業務のシステム化を進める。 

 

①主な維持管理等の状況                     （単位 円） 

内 容 平成 30 年度 平成 29 年度 

電子計算機等使用料 103,977,945 106,957,198 

オンライン回線使用料 5,595,286 6,070,410 

機器保守委託 59,535,909 56,905,938 

システム保守委託 48,372,588 47,518,308 

電算処理業務委託 56,168,640 56,168,640 

消耗品費 12,234,252 12,158,016 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

291,459,392 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 3,876,000 287,583,392 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

42,328,930 5.00 333,788,322 
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所属名 管財課  
ペ ー ジ 66 款 総務費 項 総務管理費 目 文書広報費 

事 業 名 印刷管理事業 

事業目的  

印刷業務の集中管理により、事務の効率化を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 賃貸借契約機器 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

集中管理コピー機 4 台 

(印刷室、協働推進課、福祉部、教育委員会) 

複写カウント数に応じてコピー代として各

課支出（1カウント 1.0 円＋消費税） 

片面印刷機 3台 

（印刷室） 
38,880 円   38,880 円   

両面印刷機 1台 

（印刷室） 
877,392 円   877,392 円   

A0 対応幅広複写機 1台 

（印刷室） 

18,856 円   

（再リース） 

18,856 円   

（再リース） 

 

２ 消耗品 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

用紙 

A4…2,162,500 枚（1,303,735 円） 

A3…   97,500 枚（141,955 円）  

A1…    4 巻（17,280 円） 

A0…    6 巻（36,288 円） 

A4…2,637,500 枚（1,553,745 円） 

A3…  112,500 枚（150,228 円） 

A1…    6 巻（25,920 円） 

A0…    5 巻（30,240 円） 

インク 
片面機  74 本（191,808 円） 

両面機  40 本（1,676,592 円） 

片面機  84 本（217,728 円） 

両面機  35 本（1,478,736 円） 

マスター 片面機  20 本（136,512 円） 片面機  20 本（136,510 円） 

ステープル 両面機 90,000 本（59,957 円） 両面機 75,000 本（41,470 円） 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

4,579,855 

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 4,579,855 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

5,502,760 0.65 10,082,615 
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所属名 管財課  
ペ ー ジ 70 款 総務費 項 総務管理費 目 財産管理費 

事 業 名 市有財産管理活用事業 

事業目的  

市有地（普通財産）の有効活用や建物の保険加入など、資産の安全かつ効率的な管理を行う。 

事業内容及び成果  

１ 貸借地関係 

①賃貸収入【歳入】 

対象物件 平成 30 年度 平成 29 年度 

駐車場 

下南畑 11 台（契約台数） 496,000 円 492,000 円 

諏訪 1丁目 6 台（契約台数） 421,900 円 360,000 円 

諏訪 2丁目 1 台（契約台数） 72,000 円 72,000 円 

羽沢 6 台（契約台数） 432,000 円 432,000 円 

旧南畑教職員住宅跡地 906,000 円 906,000 円 

土地・

建物 

商工会用地 340,715 円 478,166 円 

交番用地 1,584,919円 1,512,268 円 

工作物 
東京電力柱 6,230 円 6,230 円 

ＮＴＴ柱 2,000 円 2,000 円 

合 計 4,261,764 円 4,260,664 円 

②自動販売機設置貸付料（電気料含む）【歳入】 

項目 平成 30 年度 平成 29 年度 

箇所数（台数） 13 箇所（13 台） 14 箇所（14 台） 

貸付料合計 4,648,444 円  4,756,261 円 

２ 保険 

①建物保険（特別会計を除く。）  

項目 
平成 30 年度 平成 29 年度 

施設数・件数 保険料 施設数・件数 保険料 

既存施設 114 施設 2,706,868 円 114 施設 2,683,643 円 

新規物件 3 件 19,601 円 0 件 0 円 

合計 ― 2,726,469 円 ― 2,683,643 円 

②市民総合賠償補償保険料 

平成 30 年度 平成 29 年度 

1,430,532 円 1,111,000 円 

 ３ 公共用地先行取得事業特別会計繰出金 

平成 30 年度 平成 29 年度 

8,073,240 円 88,320,348 円 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

12,826,983 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 12,826,983 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

10,582,232 1.25 23,409,215 
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所属名 管財課  
ペ ー ジ 70 款 総務費 項 総務管理費 目 財産管理費 

事 業 名 公用車維持管理事業 

事業目的  

公用車を安全に利用するため、適正な維持管理を行うとともに、集中管理化により効率的な運

用を推進する。 

事業内容及び成果  

 

１ 集中管理車の管理状況 

平成 30 年度末管理台数 平成 29 年度末管理台数 

31 台 30 台 

 

２ 集中管理車両の維持管理費 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

消耗品費 64,369円 
バッテリー、ウインドウォッシャ

ー液、車内清掃用品等消耗品 
53,455 円 

燃料費 1,941,706 円 ガソリン 13,608.46ℓ 1,636,274 円 

修繕料 210,453 円 8 台 916,842 円 

自賠責保険料 417,120 円 17 台 360,930 円 

車検料 1,021,832 円 14 台 604,224 円 

車両点検料 272,688 円 13 台 319,952 円 

車両購入費 4,209,298円 軽貨物車２台、小型乗用車１台 5,844,654 円 

車両備品購入費 220,222円 ドライブレコーダー19台 0 円 

重量税 117,800 円 15 台 151,200 円 

 

３ 公用車保険料（一般会計分） 

 平成 30 年度末 平成 29 年度末 

車両保険料 614,033 円（90 台） 600,079 円（88 台） 

対人対物保険料 1,091,380 円（88 台） 1,150,140 円（86 台） 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

10,183,727 

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 10,183,727 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

6,772,628 0.80 16,956,355 
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所属名 管財課  
ペ ー ジ 70 款 総務費 項 総務管理費 目 財産管理費 

事 業 名 施設保全管理事業 

事業目的  

安全・安心に公共施設が利用できるよう保全管理の充実を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 公共施設自家用電気工作物の点検・測定等 

市長部局  9 施設  日常巡視点検 5 回／年 

教育委員会施設 6 施設 計器による監視 6 回／年 

小・中・特別支援学校 17 校 定期精密点検 1 回／年 

 

２ 公共施設の工事・設計業務等 

①工事 

関沢小学校大規模改造建築・電気設備・機械設備工事（第 2期工事） 

本郷中学校大規模改造建築・電気設備・機械設備工事（第 2期工事） 

学校給食センタープラットホーム改修工事（第 2期工事） 

水谷東 3丁目集会所建設工事 

諏訪・水谷東小学校飛散防止フィルム貼付工事 

キュービクル更新工事（学校給食センター・勝瀬中学校・水谷中学校・特別支援学校） 

空調設備更新工事（針ケ谷コミュニティセンター・ふじみ野交流センター・老人福祉センター） 

健康増進センター外壁屋上防水改修工事 

難波田城資料館高圧交流負荷開閉器更新工事 

みずほ台小学校プール改修工事 

第 6保育所ブロック塀改修工事 

②設計 

みずほ台小学校プール改修工事設計業務委託 

大規模改造工事設計業務委託（西中学校・みずほ学園） 

諏訪小学校トイレ改修工事設計業務委託 

空調設備更新工事設計業務委託（鶴瀬公民館・健康増進センター・水子貝塚資料館） 

ふじみ野駅東・西口市立自転車駐車場改修工事設計業務委託 

キュービクル更新工事設計業務委託（第 1保育所・水子貝塚資料館） 

 

３ 市有施設石綿含有調査（仕上げ塗材） 

  ①調査状況 

定性分析（含有の有無）・・・３４施設５０検体 

   定量分析（含有率）・・・石綿が検出された８施設１０検体 
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②含有調査結果一覧 

 
施設 

石綿含有

の有無 
含有部位 

1 鶴瀬西交流センター 無  

2 みずほ台コミュニティセンター 有 新築部外壁、階段室壁複層塗材 

3 市民文化会館キラリ☆ふじみ 有 外壁 

4 第 1 保育所 無  

5 第 2 保育所 無  

6 第 3 保育所 有 外壁 

7 第 4 保育所 無  

8 第 5 保育所 無  

9 第 6 保育所 無  

10 みずほ台第 1放課後児童クラブ 無  

11 ふじみ野第 1放課後児童クラブ 無  

12 デイサービスセンターみずほ台 有 外壁 

13 ふじの木作業所 無  

14 みずほ台駅東口市立自転車駐車場 無  

15 上沢 3丁目集会所 無  

16 水谷東 1丁目集会所 無  

17 勝瀬西集会所 無  

18 鶴馬関沢集会所 無  

19 上沢 1丁目集会所 有 外壁・軒裏、外壁腰下 

20 羽沢集会所 無  

21 諏訪集会所 無  

22 水谷東 2丁目集会所 有 外壁 

23 上沢 2丁目集会所 無  

24 松の木公園トイレ 無  

25 唐沢公園トイレ 有 内壁 

26 びん沼管理棟 無  

27 びん沼 3号トイレ 無  

28 びん沼 4号トイレ 無  

29 東通公園トイレ 無  

30 針ヶ谷中央公園トイレ 有 内壁 

31 登戸公園トイレ 無  

32 むさし野緑地公園トイレ 無  

33 渡戸どんぐり公園トイレ 無  

34 デイサービスセンター諏訪 無  

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

9,970,258 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

621,800 0 0 0 9,348,458 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

64,763,262 7.65 74,733,520 
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所属名 管財課   
ペ ー ジ 72 款 総務費 項 総務管理費 目  財産管理費 

事 業 名 公共施設整備基金積立事業 

事業目的  

将来的に必要となる公共施設の整備に資するため、公共施設整備基金の管理・運用を行う。 

事業内容及び成果  

 

１ 公共施設整備基金の積立状況                 （単位 円） 

平成 29 年度末残高 
運用等による 

積立額 

平成 30 年度 

取崩額 
平成 30 年度末残高 

969,558,533 281,412,673 0 1,250,971,206 

 

２ 基金の運用先 ＪＡいるま野、東京信用金庫等 

 

３ 運用の利率 0.095％～0.625％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

281,412,673 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 1,412,673 280,000,000 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

2,539,735 0.30 283,952,408 
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所属名 契約検査課  
ペ ー ジ 62 款 総務費 項 総務管理費 目 一般管理費 

事 業 名 契約・検査事業 

事業目的  

契約事業は、入札・契約事務の一層の透明性、競争性及び公平性を確保し、適正な執行に努

める。検査事業は、市が施工する工事や工事に係る設計、調査及び測量等の検査を行う。 

事業内容及び成果  

 

１ 契約事業関係 

①入札監視委員会の開催（2回） 

入札や契約事務の公平性・透明性を確保するため、公共工事に係る入札の経緯等を審議

する入札監視委員会を開催した。 

②入札執行状況 

工 

事 

入札方法 
平成30年度 平成29年度 

案件数 契約額（円） 案件数 契約額（円） 

一般競争入札 電子入札 93 2,551,363,408 98 3,123,882,136 

指名競争入札 電子入札 0 0 0 0 

合 計 93 2,551,363,408 98 3,123,882,136 

委
託 

託 指名競争入札 電子入札 
93 375,490,320 96 390,288,456 

物
品

品 指名競争入札 電子入札 
58 449,191,878 39 610,541,397 

 

２ 検査事業関係 

 ①検査対象工事等の状況 

種 別 件 数 請負金額（円） 

工 事 105 2,835,092,720 

委 託 23 111,292,920 

合 計 128 2,946,385,640 

②検査対象工事等の契約方法 

入 札 方 法 件 数 請負金額（円） 

一般競争入札 93 2,659,771,800 

指名競争入札 21 100,989,720 

随意契約等 14 185,624,120 

合 計 128 2,946,385,640 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

4,902,163 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 4,902,163 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

28,643,923 4.00 33,546,086 
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所属名 協働推進課  
ペ ー ジ 74 款 総務費 項 総務管理費 目 企画調整費 

事 業 名 市民参加・協働推進事業 

事業目的  

市民の豊かな創造性や社会経験がまちづくりに活かされるよう、多様な市民参加と協働を基

調としたまちづくりを推進する。 

事業内容及び成果  

 

１ 市民参加及び協働推進委員会の開催状況   

開催数 委員数 内    容 

6 回 
10 人 

(団体推薦 7人 
公募 3人) 

市民参加及び協働推進に関する全庁的な取組状況の調査報
告、自治基本条例の見直しに関する協議、協働事業提案制
度に関する協議、市民提案型協働事業の選考に関する意見
提出等 

※協働事業提案制度事業報告会及び市民提案型協働事業プレゼンテーションに出席 

 

２ 市民参加及び協働推進庁内委員会の開催状況 

開催数 委員数 内    容 

6 回 10 人 

市民参加及び協働推進に関する全庁的な取組状況の調査報
告、自治基本条例の見直しに関する庁内検討、協働事業提
案制度に関する庁内検討、市民提案型協働事業の候補の選
定に関する協議等 

  ※協働事業提案制度事業報告会及び市民提案型協働事業プレゼンテーションに出席 

 

３ 市民参加及び協働推進に関する全庁的な取組状況の調査 

①審議会等の開催状況調査 

②審議会等の設置状況調査 

③パブリックコメント実施状況調査 

④市民参加・協働に関する取組調査 

⑤市民と協働により実施する可能性のある市の事業の調査及び提案の募集 

  

４ 協働事業提案制度 

  平成 29 年度に実施（平成 28 年度採択）された市民提案型協働事業 1 件・行政提案型協

働事業 3件について評価を行い、事業概要や成果とともに公表。 

  平成 30 年度に実施（平成 29年度採択）された市民提案型協働事業 4 件を実施。 

補助金交付額：757,247 円 

   平成 30 年度は、市民提案型協働事業及びアイデア提案について提案を募集。（採択され 

た協働事業は、令和元年度に実施） 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

募集期間 申請数･採択数 募集期間 申請数･採択数 

市民提案型協働事業 
6 月 1 日～ 

7 月 31 日 

2 件申請 

2 件採択 

7 月 14 日～ 

8 月 31 日 

4 件申請 

4 件採択 

アイデア提案 随時 申請なし 随時 申請なし 
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５ ＮＰＯ事業の実施状況 

①市内ＮＰＯ法人を取材（イベント取材：5 件） 

その内容を取材レポートとして市ホームページに掲載（3件） 

・これまでに取材したＮＰＯ法人数：18法人／25 法人 

②ＮＰＯ法人のイベント情報を市ホームページに掲載 4法人 7件 

③ＮＰＯ法人・市民団体を対象とした「市内ＮＰＯ交流会」開催（3/13） 

参加数：24 団体 36 人 

 

６ 地域まちづくり協議会に対する補助 交付額：2,558,635 円 

交付団体 平成 30 年度 平成 29 年度 

南畑地域まちづくり協議会 475,153 円 404,415 円 

水谷東安心まちづくり協議会 500,000 円 500,000 円 

みずほ台駅西口地域まちづくり協議会 500,000 円 500,000 円 

水谷小学校区まちづくり協議会 483,482 円 93,687 円 

つるせ台まちづくり協議会 500,000 円 500,000 円 

勝瀬小学校区まちづくり協議会 100,000 円  100,000 円 

 

７ 富士見市コミュニティ協議会に対する補助 交付額：64,000 円 

富士見ふるさと祭りでの花いっぱい運動、ミニ鉄道運転会、シラコバト賞受賞者懇話会、

防犯啓発活動の実施。防犯街頭啓発活動に参加。 

 

８ ミニ鉄道の施設管理運営業務に対する委託料 104,000 円 

（場所：むさし野緑地公園）   

ミニ鉄道運転会 平成 30 年度 平成 29 年度 

実施回数 12 回 11 回 

延べ乗客数 10,329 人 10,242 人 

 

 ９ 市民活動保険 

 市民活動団体に所属している市民による、ボランティア活動中の事故などに対し、市が

保険料を負担し、傷害や賠償責任を補償する。 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

保険金請求件数 傷害 2件 傷害 2件 

保険料 1,714,790 円 1,670,670 円 

 

 

 

 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

5,633,245 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 5,633,245 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 

 
14,815,125 1.75 20,448,370 
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所属名 協働推進課  
ペ ー ジ 84 款 総務費 項 総務管理費 目 自治振興費 

事 業 名 町会長組織運営事業 

事業目的  

地域住民が安心して暮らせるように活動している町会と市が連携を強め、地域コミュニティ

の醸成を図り、住民自治の発展に寄与する。 

事業内容及び成果  

１ 広報紙等の書類配布委託の状況  

                   配布部数 金額（円） 世帯数 

町会委託分 
平成 30 年度 510,630 9,361,550 43,079 

平成 29 年度 523,434 9,596,290 43,546 

シルバー人

材センター

委託分 

30 年度 

勝瀬町会 40,331 683,596 3,437 

東みずほ台 3・4丁目町会 16,261 275,641 1,361 

勝瀬西町会 17,411 295,107 1,369 

アイムふじみ野町会 13,458 228,100 1,091 

富士見 TOP サポーター配

布業務 
7,313 31,153 7,258 

29 年度 

勝瀬町会 39,732 673,401 3,386 

東みずほ台 3・4丁目町会 16,207 274,711 1,385 

勝瀬西町会 12,865 215,061 1,348 

  ※世帯数は各年度 3月末現在。アイムふじみ野町会はシルバー委託に変更。 
 
２ 町会長連合会に対する補助 交付額：320,000 円 

全体会 3 回 （4/19、10/5、11/28） 

役員会 6 回 （5/18、6/8、7/27、11/7、1/7、3/14） 

視察研修 11/12 視察先：東京都江東区 東京臨海広域防災公園 参加者：62 人 

講演会 
2/7  テーマ：「元気に地域活動をしていくための健康づくり講座」 

講 師：日鼻医院院長 日鼻靖氏 参加者：206 人 

地区別研修会等 

 鶴瀬東ブロック 10/23 参加者 29人「富士見市安心安全なまちづくり防犯計画」 

鶴瀬西ブロック 12/20 参加者 21人「これでわかった富士見市の行財政改革」 

水谷ブロック 12/7  参加者 30人「富士見市総合計画と水谷ブロック」 

南畑ブロック 12/19 参加者 10人「こども未来応援センターと子供の貧困対策」 

 

３ 正副町会長への報酬 

町会長 27,000 円／月・55 人 17,820,000 円 

副町会長 18,000 円／月・50 人（4月のみ 48 人） 10,764,000 円 

合   計 28,584,000 円 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

39,779,147 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 39,779,147 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 

9,735,653 1.15 49,514,800 
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所属名 協働推進課  
ペ ー ジ 86 款 総務費 項 総務管理費 目 自治振興費 

事 業 名 ふるさと祭り推進事業 

事業目的  

「富士見ふるさと祭り」を実施し、市内の農業・商工業などの地場産業の振興や活性化、   

市民の環境問題に関する意識の向上と郷土意識の醸成を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ ふるさと祭り 

開 催 日 平成 30年 10 月 27 日（土） 

会  場 文化の杜公園、市役所南側駐車場、キラリ☆ふじみ等 

集客人数 約 50,000 人 

内  容 郷土芸能 

キャラクターショー 

市民のステージ発表 

オリンピック・パラリンピック啓発事業 

ＢＭＸ（自転車モトクロス）ショー 

環境問題啓発ポスターの展示 

ふわっぴーと一緒に写真撮影会 

輪踊り・ビンゴゲーム 

クイズラリー 等 

 

 ２ 富士見ふるさと祭り実行委員会に対する補助 交付額：5,000,000 円 

 

３ 実行委員会の収支状況                       （単位 円） 

項目 金額 内  訳 

収入 12,266,022 
協賛金 4,384,568  市補助金     5,000,000 

繰越金 1,640,923  模擬店出店料ほか 1,240,531 

支出 11,132,920 

事務費    220,852  報償費  1,651,336 

会場費   7,319,262  宣伝費   321,786 

材料費ほか 1,619,684 

 

４ 実行委員会組織 

17 の市民団体で構成する実行委員会（委員 46人）が 6つの部会を組織して、それぞれ 

3～4 回の協議を行った。 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

5,000,000 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 5,000,000 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

16,931,572 2.00 21,931,572 
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所属名 協働推進課  
ペ ー ジ 86 款 総務費 項 総務管理費 目 自治振興費 

事 業 名 コミュニティ施設維持管理事業 

事業目的  

市民が快適に集会所等を利用できるよう維持管理を行い、地域におけるコミュニティ活動を

推進する。 

事業内容及び成果  

１ 市立集会所維持管理費 99,363,998 円 

光熱水費 4,163,867 円 

 電気料金    3,000,605 円 

上下水道料金   562,247 円 

ガス料金     601,015 円 

修繕料（防炎カーテン交換等） 1,680,414 円 

集会所管理委託 1,178,328 円 

水谷東 3丁目集会所建替え工事 80,866,080 円 

水谷第 2集会所空調機更新工事 216,000 円 

羽沢集会所空調機更新工事 903,398 円 

水谷第 1、羽沢集会所空調機更新工事 766,800 円 

前谷集会所空調機更新工事 499,683 円 

渡戸 3丁目集会所用地借地料 606,912 円 

勝瀬集会所用地借地料 867,600 円 

備品購入費 3,564,677 円 

水谷東 3丁目集会所建替え工事監理委託 2,030,400 円 

その他委託料等 2,019,839 円 

２ 地域立集会所の修繕等に対する補助 交付額：4,386,161 円 

交付団体 交付金額 対象経費 

羽沢 1丁目町会 104,697 円 羽沢 1丁目町会集会所の光熱水費 

鶴瀬西 3丁目西町会 47,464 円 鶴瀬西 3丁目西町会集会所の光熱水費 

砂原農家組合 564,000 円 砂原集会所柱補強、土間コンクリート 

山室共栄会 1,500,000 円 トイレ洋式化、廊下・台所床改修等 

鶴新田自治会 961,000 円 屋根・外壁塗装、トイレ洋式化等 

鶴瀬西 3丁目西町会 648,000 円 屋根・外壁塗装等 

みどりの会 561,000 円 私道舗装 

３ 市立掲示板改修工事費   959,742 円（24 箇所） 

４ コミュニティ助成事業補助金 交付額：2,500,000 円（榎木町町会ステージ購入費） 

５ 集会所稼働率（平成 30 年度：46.4％、平成 29 年度：46.4％） 

   水谷東 3 丁目集会所の建替えやその他工事・修繕により利便性が向上し、町会活動の活

性化に寄与した。 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

107,209,901 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 13,446,000 48,400,000 3,480,100 41,883,801 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 

 
13,968,546 1.65 121,178,447 
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所属名 地域文化振興課  
ペ ー ジ 86 款 総務費 項 総務管理費 目 自治振興費 

事 業 名 文化振興基金積立事業 

事業目的  

文化の振興と地域の活性化に資するため、文化振興基金の管理・運用を行う。 

事業内容及び成果  

 

１ 文化振興基金の積立状況                  （単位 円） 

平成 29 年度末残高 
運用による 

積立額 

平成 30 年度 

取崩額 
平成 30 年度末残高 

66,024,169 95,862 0 66,120,031 

 

２ 基金の運用先 ＪＡいるま野、東京信用金庫等 

 

３ 運用の利率 0.095％～0.625％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

95,862 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 95,862 0 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

1,693,157 0.20 1,789,019 
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所属名 地域文化振興課  
ペ ー ジ 86 款 総務費 項 総務管理費 目 自治振興費 

事 業 名 市民文化会館維持管理事業 

事業目的  

市民文化会館キラリ☆ふじみの維持管理を行い、市民の文化芸術の振興及びコミュニティを

促進する。 

事業内容及び成果  

１ 指定管理者による管理 

指定管理者 指定管理料（円） 

公益財団法人キラリ財団 
平成 30 年度 189,864,000 

平成 29 年度 189,198,000 

２ 施設の利用状況  

施設名 
平成 30 年度（開館日数 325 日） 平成 29 年度（開館日数 325 日） 

稼働率（％） 利用料収入（円） 稼働率（％） 利用料収入（円） 

メインホール 84.8 31,953,610 86.5 30,229,420 

マルチホール 88.6 11,938,450 80.3 10,264,490 

展示会議室 89.5 1,953,670 89.2 2,103,350 

展示室 74.6 679,760 85.5 659,200 

アトリエ 70.7 476,760 64.9 439,980 

スタジオＡ 100 1,383,600 100 1,397,300 

スタジオＢ 100 612,600 100 622,700 

スタジオＣ 100 436,500 100 464,200 

スタジオＤ 100 884,300 100 845,700 

平均・合計 89.8 50,319,250 89.6 47,026,340 

 ※稼働率（利用日数／開館日） 

 ※利用料収入（施設利用料＋付帯設備使用料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

189,872,410 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 181,884 189,690,526 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

11,852,100 1.40 201,724,510 
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所属名 地域文化振興課  
ペ ー ジ 86 款 総務費 項 総務管理費 目 自治振興費 

事 業 名 市民文化推進事業 

事業目的  

文化芸術の振興や自発的な学習機会の提供などを通して、生活の中で心の豊かさを実現でき

るまちづくりを推進する。 

事業内容及び成果  

 

１ 文化芸術の振興に向けた取組み 

①富士見市文化芸術振興委員会 

開催数 委員数 内容 

6 回 

（5/24、7/9、

8/6、10/22、

11/26、3/19） 

14 人 

団体推薦 12 人 

公募 2 人 

富士見市文化芸術振興基本計画の中間評価及び

見直しについて 

②文化芸術アクションプラン 

   平成 30年 4 月 平成 30 年度分富士見市文化芸術アクションプラン調査 

   平成 30年 6 月 平成 30 年度分富士見市文化芸術アクションプラン策定 

平成 31年 3 月 平成 30年度分富士見市文化芸術アクションプラン実績調査及び 

31 年度分の実施予定調査 

 

２ 生涯学習の推進に向けた取組み 

①富士見市生涯学習推進市民懇談会 

開催数 委員数 内容 

2 回 

（2/8、3/27） 

12 人 

団体推薦 11 人 

公募 1 人 

①富士見市生涯学習推進基本計画の進行

管理について 

②富士見市生涯学習推進基本計画の評価

方法について 

②まちづくり講座（出前講座）の開催状況 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

講座回数 37 回 42 回 

利用者数 1,580 人 2,174 人 

 

 ３ 舞台鑑賞事業 

  ①陸上自衛隊第 1音楽隊コンサート 

   平成 30年 8 月 23 日（木）14 時～ キラリ☆ふじみメインホール 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

来場者数 682 人（内学生招待 172 人） 744 人（内学生招待 74人） 

②舞台芸術鑑賞会 

平成 30年 12 月 13 日（木）18 時 30 分～ キラリ☆ふじみメインホール 

来場者数 547 人（内中学生招待 51 人） 

内  容 太鼓芸能集団「鼓童」 
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(1)実行委員会に対する補助 交付額：1,500,000 円 

(2)実行委員会組織 

市民団体及び市内で活動する文化団体、ＮＰＯで組織し、事業運営を行った。 

(3)実行委員会の収支状況                    （単位 円） 

項目 金額 内訳 

収入 5,368,380 

市補助金 1,500,000、協賛金 1,981,876 

入場料収入 1,718,000 

保護者負担金、販売手数料等 168,504 

支出 5,368,380 

公演委託料 4,719,600、保険料・手数料 263,066 

会場使用料 258,700 

印刷製本費、消耗品等 127,014 

 

 ４ 文化芸術振興基本計画に基づいた取組み 

①子ども文化芸術大学☆ふじみ（対象：市内在住・在学の小学校 4～6年生） 

   (1)決 算 額  400,000 円 

   (2)受講者数  25 人（定員：30人） 

   (3)講義内容  子どもたちに優れた文化芸術と触れ合う機会を作り、豊かな感性や 

創造性、表現力を育むことを目的に開催。 

 日  時 場  所 内  容 

開校式 
9 月 29 日（土） 

9:30～10:00 
市役所 ― 

1 回目 
9 月 29 日（土） 

10:00～12:00 
市役所 

内容：サーカス芸を体験してみよう 

講師：ＮＰＯ法人国際サーカス村協会 

2 回目 
10 月 28 日（日） 

13:00～18:00 
武蔵野音楽大学 

内容：音楽大学の文化祭に行ってみよう 

講師：武蔵野音楽大学 

3 回目 
12 月 2 日（日） 

10:00～12:00 
キラリ☆ふじみ 

内容：落語の世界を体験しよう 

講師：落語家 春風亭 小柳 氏 

4 回目 
1 月 6 日（日） 

11:30～16:30 
キラリ☆ふじみ 

内容：声楽コンサートを身近に感じよう 

講師：声楽家 東海林 尚文 氏 

5 回目 
2 月 10 日（日） 

9:00～12:00 
市役所 

内容：「台詞」を考えて演劇を創ってみよう 

講師：劇作家・演出家 平田 オリザ 氏 

閉校式 
2 月 10 日（日） 

12:00～12:30 
市役所 ― 

②小学校合唱部指導者派遣事業 

(1)決 算 額  230,000 円 

   (2)対  象  鶴瀬小、南畑小、ふじみ野小、つるせ台小、西中 

   (3)開催日数  合計 18 日間 

(4)参加者数  636 人 

   (5)事業目的  市内小学校（4校）及び西中学校の合唱部に対し指導者を派遣し、 

市の文化芸術のすそ野を広げることなどを目的に開催。 

  ③地域コンサート（みずほ台駅サロンコンサート） 

開催日時 

観覧者数 

平成 31年 1 月 13 日（日）14 時～ 最大約 150 人 

平成 31年 3 月 9日（土）14 時～ 最大約 150 人 

会  場 東武東上線みずほ台駅コンコース 

出  演 
東邦音楽大学サックストリオ 

（サックス、電子ピアノ、パーカッション） 
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５ 第 55 回富士見市民文化祭 

開催期間 平成 30年 11 月 3 日（土・祝）～11 月 18 日（日） 

参加人数 7,529 人（来場者総数 6,422 人、出展者総数 1,107 人） 

内  容 展示発表、芸能発表、民謡大会、市民美術展、将棋大会、市民音楽祭 

①実行委員会に対する補助 交付額：800,000 円 

②実行委員会組織 

4 つの市民団体で構成する実行委員会（委員 19 人）が 4 つの部会を組織して、それぞれ

実行委員会や部会等で協議を行った。 

③実行委員会の収支状況                 （単位 円） 

項目 金額 内訳 

収入 1,046,353 

市補助金 800,000  参加費 48,500 

団体負担分 80,543 

繰越分 117,310 

支出 918,480 事務費 470,120  報償費 448,360 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

3,657,182 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 2,255,000 1,402,182 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

13,545,257 1.60 17,202,439 

 

所属名 地域文化振興課  
ペ ー ジ 88 款 総務費 項 総務管理費 目 自治振興費 

事 業 名 地域活性化事業 

事業目的  

本市の魅力ある資源の創出と活用を図り、市の魅力を広く市内外に発信するとともに、地域

の活性化を図る。 

事業内容及び成果  

１ マスコットキャラクターの活用 

①着ぐるみの使用貸出件数 

平成 30 年度 平成 29 年度 

37 件 46 件 

◎②エアー式着ぐるみ作製 1,183,680 円 

◎③ふわっぴー商標登録料 169,200 円 

 

２ 桜の植樹業務 

植樹業務（場所：新河岸川河川水防センター敷地 8 本） 628,560 円 

植樹業務（再植分・生育不良、台風による倒木 14 本） 892,080 円 

植樹協力金【歳入】15,000 円×8人 120,000 円 

 

３ サイクリングコース維持・補修 

①サイクリングコース補修工事 6,573,852 円 

②サイクリングコース草刈業務委託 760,320 円 
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４ フィルムコミッション 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

受付件数 75 件 73 件 

撮影実績 23 件 16 件 

 ※平成 30年度の「フィルムコミッション富士見」で撮影された主な作品タイトル 

    「相棒（テレビ朝日）」「グッドドクター（フジテレビ）」「飯田里穂ミニアルバムＣＤ

ジャケット」など 

 

 ５ 富士見市地域活性化研究会に対する補助 1,500,000 円 

全体会議・合同部会会議 各１回 

観光ＰＲ部会 3 回 

キャラクター活用部会 4 回 

   ・平成 30年 4 月 21 日、22日の「ももクロ春の一大事 in東近江市」において、ももクロ

メンバーとふわっぴーのコラボＴシャツ、キーホルダー等を販売。 

・市内河岸跡紹介の検討。 

 

６ シティプロモーション 

 ①ＳＴＥＭ教育体験会 事業協力者謝礼 52,000 円 

開催日 平成 31年 2 月 24 日（日） 

参加人数 56 人（定員：60名） 

内 容 レスキューロボットづくり、プラダンロボット入門コース 

協 力 ロボットと未来研究会 

 ②シティプロモーション作業部会 講師謝礼 30,000 円 

開催日 平成 30年 7 月 10 日（火） 

講 師 関東学院大学法学部地域創生学科准教授 牧瀬稔 氏 

  

７ 富士見市ＰＲ大使関係 

   ～笑顔のチカラつなげるオモイ～ 地域連携協定締結 

締結日時 平成 31年 2 月 13 日（水） 

目  的 

平成 29 年に開催した「ももクロ春の一大事 in 富士見市」、そして平成

30 年には滋賀県東近江市、平成 31 年には富山県黒部市とつながったこ

とをきっかけとして「ももクロ春の一大事」の開催地に選定された自治

体同士が互いの地域資源を持ち寄り、知名度向上等に取り組む。 

出席者 

星野光弘市長（富士見市）、小椋正清市長（東近江市）、大野久芳市長（黒

部市）、ももいろクローバーＺ 高城れに氏、スターダストプロモーシ

ョン 川上アキラ 氏 

  

８ Ｗｉ-ｆｉ環境整備費用 

 ◎①備品購入費（Wi-fi 関係機器） 416,016 円 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

13,753,017 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 1,520,000 12,233,017 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

15,238,414 1.80 28,991,431 
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所属名 安心安全課  
ペ ー ジ 90 款 総務費 項 総務管理費 目 自治振興費 

事 業 名 防犯対策事業 

事業目的  

自主防犯パトロール隊や事業者等との協働や街頭防犯カメラの設置などにより、犯罪のない

安全で安心なまちづくりを推進する。 

事業内容及び成果  

 

１ 自主防犯パトロール活動の支援状況 

項 目 品 名 平成 30 年度 平成 29 年度 

防犯用品の配布 

（自主防犯パトロール隊 

55 団体） 

ベスト 

ウインドブレーカー 

帽子 

信号灯 

腕章 

133 着 

149 着 

146 個 

 86 本 

 60 枚 

125 着 

110 着 

115 個 

 90 本 

 45 枚 

自主防犯活動リーダー講習会の開催 

（自主防犯パトロール隊員、PTA 等学校関係者等） 
151 人 121 人 

自主防犯パトロール隊の主な活動内容 

主に週 1回以上、規定コースの防犯パトロール、児童下校時の防犯パトロール 

 

２ 富士見市民青色防犯パトロール隊の活動支援 

項 目 平成 30 年度 平成 29 年度 

青色防犯パトロール講習会の開催（2回開催） 116 人 84 人 

青色防犯パトロール隊への車両の貸出（延べ） 401 回 388 回 

 

３ 負担金の支出状況 

①東入間防犯・暴力排除推進協議会負担金 

東入間警察署管内の関係団体等が連携して、犯罪の

ない明るい地域社会の実現を目指し、防犯・暴力排

除推進大会、年末街頭キャンペーン等を実施した。 

平成 30 年度 平成 29 年度 

1,772,000 円 1,766,000 円 

 

４ 審議会等の開催状況 

  ①富士見市安全安心なまちづくり防犯推進市民懇談会 

開催数 委員数 内容 

2 回（9/11、2/27） 7 人 計画の進捗について 

 

◎５ 街頭防犯カメラ設置状況 

 
設置数 設置箇所 

街頭防犯カメラ設置工事 10 台 市内 3駅周辺 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

7,189,787 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 1,826,361 0 1,000,000 4,363,426 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

15,238,414 1.80 22,428,201 
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所属名 安心安全課  
ペ ー ジ 92 款 総務費 項 総務管理費 目 防災費 

事 業 名 防災対策事業 

事業目的  

地震や水害等から迅速に市民の生命と財産を保護するため、災害予防、応急対策、復旧体制

を整備する。また、関係機関等と応援協定等により総合的な災害対応力の向上を図るととも

に、自主防災組織の育成・活動支援を行い、地域防災力の向上を図る。 

事業内容及び成果  

１ 自主防災組織の結成状況 

平成 30 年度 平成 29 年度 

登録団体数 組織率 登録団体数 組織率 

45 団体 74％ 44 団体 73％ 

 

２ 自主防災組織育成補助金の交付状況 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

交付団体数 39 団体 39 団体 

交付金額 2,520,000 円 3,070,462 円 

 

３ 富士見市合同防災訓練の実施 

開催日時 平成 30年 9 月 28 日（金）午後 3時 30 分 ～ 29 日（土）午前 7時 

会  場 水谷小学校 

参加団体 

（協力団体） 

水谷小学校区まちづくり協議会、水谷小学校、富士見市、東上ガス株

式会社、彩の国動物愛護推進員ちーむふじみ、「5日で 5000 枚の約束。

プロジェクト実行委員会」他 

参加者数 95 人 

訓練内容 

避難行動要支援者安否確認訓練・避難訓練、避難所宿泊訓練、避難者

カード作成訓練、災害用トイレ設置訓練、ペット防災講座、プライベ

ートテント設置訓練、段ボール間仕切り作成訓練、畳体験訓練、炊き

出し訓練 

 

◎４ 富士見市地域防災計画等の印刷・配布 

富士見市地域

防災計画 

災害対策基本法や水防法等の関連法の改正や、本市で発生した水害

の教訓を踏まえ見直しを行った富士見市地域防災計画を、町会長や

協定締結団体等の関係機関へ配布した。 

富士見市防災

ガイドブック 

最新の地震被害想定や浸水想定区域を反映し、地震・洪水（内水）・

土砂災害のハザードマップを 1 冊にまとめた富士見市防災ガイドブ

ックを全戸配布した。 

地域防災ガイ

ドライン 

地域防災計画の見直しを反映し、町会長ほか関係団体へ配布した。 

避難所運営マ

ニュアル 

地域防災計画の見直しやペット同行避難の考え方、車中泊避難者へ

の対応等の見直しを反映させた避難所運営マニュアルを、町会長ほ

か関係団体へ配布した。 

外国人向け地

域防災計画ガ

イド 

地域防災計画の概要や日頃から行っていただきたいこと、避難所マ

ップをまとめたものを英語、中国語、韓国語、ベトナム語、タガロ

グ語、やさしい日本語にてそれぞれ作成し、市内各公共施設のほか

ふじみ野国際交流センターへ配布した。 
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５ 防災情報伝達手段の充実 

防災行政無線電話応答サ

ービスの回線増設 

防災行政無線放送を聞き逃した場合に、内容を確認でき

る電話応答サービスの回線数を3回線から6回線に増設

した。 

◎全国瞬時警報システム

（J アラート）新型受信機

の導入 

消防庁が緊急情報を伝達するシステムであるJアラート

の新型受信機を導入し、緊急情報発出から情報伝達まで

の時間短縮を図った。 

 

６ 富士見防災リーダー養成講座の実施 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

認証者数 19 人 21 人 

講座内容 

市の災害対策について、活動報告 ～自主防災会の活動を通して～、自主

防災リーダーに必要なこととは、家具の転倒防止について、ＤＩＧ（災害

図上訓練）他 

 

７ 防災備蓄の充実 

項  目 概    要 

備蓄食料の購入 

（避難所配備） 

アルファー米：2,550 食、缶入りソフトパン：2,352 食、 
ビスケット：2,560 食 
≪備蓄状況≫ 
アルファー米：9,250 食、缶入りソフトパン：8,088 食、 
ビスケット：9,440 食 

 

◎８ 家具転倒防止器具等の設置 

項   目 平成 30 年度 

家具転倒防止器具等設置委託 2 件 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

31,432,438 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 100,000 4,400,000 22,500 26,909,938 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

13,545,257 1.60 44,977,695 
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所属名 安心安全課  

ペ ー ジ 206 款 消防費 項 消防費 目 常備消防費 

事 業 名 入間東部地区事務組合運営事業（常備消防） 
事業目的  

入間東部地区事務組合（富士見市・ふじみ野市・三芳町で構成）が行う消防業務に負担金を

支出し、市民の安全を確保する。 

事業内容及び成果  

 

１ 構成団体の負担金の支出状況 

構成団体名 平成 30 年度 平成 29 年度 

富士見市 1,178,928,208 円 1,163,557,435 円 

ふじみ野市 1,204,967,048 円 1,184,858,345 円 

三芳町 622,728,744 円 614,452,220 円 

合 計 3,006,624,000 円 2,962,868,000 円 

 

２ 借入金の状況                           

平成 29 年度末残高 元金償還額 平成 30 年度借入額 平成 30 年度末残高 

2,185,246,002 円 285,585,513 円 

 

円 

126,200,000 円 2,025,860,489 円 

※借入金額については、常備消防（富士見市・ふじみ野市・三芳町）の金額 

 

３ 職員数及び議員数 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

職員数 280 人 280 人 

議員数 15 人（各団体 5人） 15 人（各団体 5人） 

 

４ 消防署及び消防分署数 

 富士見市 ふじみ野市 三芳町 

消防署 1 箇所 1 箇所 － 

消防分署 1 箇所 1 箇所 1 箇所 

 

５ 消防設備整備事業 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

消防自動車等更新 
地震体験車・高機能消防指

令センターⅡ型情報系 

高規格救急自動車・災害対

応特殊水槽付消防ポンプ

自動車 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 （円） 

1,178,928,208 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 1,178,928,208 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

6,772,628 0.80 1,185,700,836 
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所属名 安心安全課  

ペ ー ジ 206 款 消防費 項 消防費 目 非常備消防費 

事 業 名 入間東部地区事務組合運営事業（非常備消防） 
事業目的  

入間東部地区事務組合（富士見市・ふじみ野市・三芳町で構成）が行う消防団業務に負担金

を支出し、地域の防災力を強化するとともに市民の安全を確保する。 

事業内容及び成果  

 

１ 入間東部地区事務組合負担金 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

負担金額 49,378,000 円 53,257,000 円 

 

２ 借入金の状況                            

平成 29 年度末残高 元金償還額 平成 30 年度借入額 平成 30 年度末残高 

101,840,000 円 17,600,000 円 

 

円 

0 円 84,240,000 円 

※借入金額については、非常備消防（富士見市分）の金額 

 

３ 消防団の状況 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

団体数 8 団体 8 団体 

団員数 107 人 107 人 

車両数 8 台 8 台 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

49,378,000 

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 49,378,000 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

6,772,628 0.80 56,150,628 
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所属名 環境課  

ペ ー ジ 160 款 衛生費 項 保健衛生費 目 環境衛生費 

事 業 名 入間東部地区事務組合運営事業（葬斎場） 
事業目的  

入間東部地区事務組合（富士見市・ふじみ野市・三芳町で構成）が設置した入間東部広域火

葬場・斎場の管理・運営を行い、市民の福祉の増進及び利便性の向上を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 構成団体の負担金の支出状況                   （単位 円） 

富士見市 ふじみ野市 三芳町 合 計 

73,770,298 85,850,081 32,263,621 191,884,000 

 

２ 借入金の状況（斎場建設事業債）                 （単位 円） 

平成 29 年度末残高 元金償還額 平成 30 年度借入額 平成 30 年度末残高 

681,337,000 193,870,000 0 487,467,000 

 

３ しののめの里の利用状況                   （単位 日、件） 

 開場日数 火葬（富士見市分） 式場 待合室 霊安室 小動物 

平成 30 年度 303 3,208（941） 540 2,739 473 505 

平成 29 年度 304 3,035（967） 643 2,644 470 504 

平成 28 年度 302 2,975（901） 600 2,527 484 547 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

73,770,298 

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 73,770,298 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 

 
2,963,025 0.35 76,733,323 
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所属名 環境課  

ペ ー ジ 160 款 衛生費 項 保健衛生費 目 環境衛生費 

事 業 名 地球にやさしい生活環境づくり事業 
事業目的  

環境基本条例に基づく環境基本計画に定める本市の環境像を実現するため、市民・事業者・

行政が連携し、環境の保全・創造に関する施策を推進する。 

事業内容及び成果  

 

１ 環境審議会の開催状況 

 開催日 主な審議内容 

第 1回 10/16 

①委嘱状交付 

②会長及び会長代理の選任について 

③平成 30年度環境審議会の予定について 

第 2回 3/27 
①平成 30年版「富士見市の環境（平成 29 年度実績）」について 

②平成 31年度予算について 

 

◎２ 川の生きもの調査・観察会の開催状況 

開催日 場所 講師 参加者 

8/20 富士見江川下流油橋地点 株式会社環境総合研究所 
小学生 16人 

（全体 35人） 

 

３ 補助金交付状況 

交 付 団 体 補 助 金 名 補助金額（円） 

富士見市環境施策推進市民会議 富士見市環境施策推進市民会議補助金 240,000 

エコライフ DAY、地域クリーン作戦や地球温暖化防止及び生ごみ水切り推進運動等の街頭

キャンペーンによる啓発活動の実施 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

1,478,114 

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 1,478,114 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

 12,275,389 1.45 13,753,503 
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所属名 環境課  
ペ ー ジ 162 款 衛生費 項 保健衛生費 目 環境衛生費 

事 業 名 「減らせ！CO2」推進事業 
事業目的  

温室効果ガス排出量の削減を図るため、市民・事業者・行政が一体となって地球温暖化対策

に取り組む。 

事業内容及び成果  

 

１ 再生可能エネルギー機器等設置奨励補助金の交付 4,630,000 円 

太陽光発電システム等の再生可能エネルギー機器を設置した世帯に対し、補助金を交付 

した。 

 交付世帯数 内訳（補助額） 

平成 30 年度 76 

太陽光発電システム(5万円)：40 世帯 

太陽光発電システム・HEMS(7 万円)：14 世帯 

太陽光発電システム・蓄電池(10 万円)：7世帯 

太陽光発電システム・HEMS・蓄電池(12 万円)：2世帯 

小規模太陽光発電システム(7 万円)：1 世帯 

小規模太陽光発電システム・HEMS(9 万円)：1 世帯 

蓄電池(5万円)：11 世帯 

平成 29 年度 62 

太陽光発電システム(5万円)：37 世帯 

太陽光発電システム・HEMS(7 万円)：21 世帯 

小規模太陽光発電システム(7 万円)：4 世帯 

平成 28 年度 55 太陽光発電システム(5万円)：55 世帯 

   ※平成 29・30 年度に補助対象機器を拡大。 

 

２ 公共施設の壁面緑化等 

①本庁舎南側の一部、正面北側の一部の壁面緑化の継続実施 

1.8m×10m のネットを合計 15 枚設置し、ヘチマ・ゴーヤで壁面緑化を実施した。 

②市内公共施設の壁面緑化の実施 

14 の公共施設にヘチマ・ゴーヤの苗を配布し、壁面緑化を実施した。 

③ヘチマの種の市民への配布 

環境課、各公民館、各交流センター、一部出張所窓口及び富士見ふるさと祭りにて 

ヘチマの種を 1,350 パック配布した。 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

4,929,217 

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 40,000 0 0 4,889,217 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 

 
9,735,653 1.15 14,664,870 
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所属名 環境課  

ペ ー ジ 170 款 衛生費 項 保健衛生費 目 公害対策費 

事 業 名 公害防止事業 
事業目的  

大気汚染・騒音・振動・水質・ダイオキシン類等の調査・監視・指導を行い、環境の保全を

図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 公害分析の状況 
調査項目 環境基準 測定場所、測定値 

ダイオキシン 

類濃度調査 

大気調査 
0.6（pg-TEQ/m3)

以下 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

つるせ台小学校 
夏季 0.015 
冬季 0.014 

夏季 0.011 
冬季 0.059 

水谷小学校 
夏季 0.015 
冬季 0.024 

夏季 0.011 
冬季 0.068 

東中学校 
夏季 0.015 
冬季 0.037 

夏季 0.011 
冬季 0.068 

土壌調査 
1000(pg-TEQ/g)

以下 

勝瀬中学校  0.091 － 

水谷中学校  － 4.6 

大気調査 
(二酸化窒素濃度)  

0.04 ～ 0.06
のゾーン内又
はそれ以下 

主要交差点(平均値) 
8 月 0.014 
12 月 0.017 

8 月 0.015 
12 月 0.025 

4 バックグラウンド 
(平均値) 

8 月 0.009 
12 月 0.013 

8 月 0.009 
12 月 0.019 

 

２ 水質調査の状況                                      （単位 BOD､SS､DO：mg/l）  

30 年度 
新河岸川 柳瀬川 砂川堀 江川上流 江川中流 江川下流 唐沢堀 

7月 2月 7月 2月 7月 2月 7月 2月 7月 2月 7月 2月 7月 2月 

PH 7.3 7.1 7.3 7.1 8.8 7.0 6.7 7.3 6.8 6.8 8.5 7.7 8.1 7.6 

BOD 1.3 2.3 1.5 2.6 0.5 2.7 0.7 0.8 <0.5 0.6 0.6 1.6 0.6 1.2 

SS 11 18 4 6  10 4 6 3 1 2 17 2 2 <1 

DO 8.4 9.1 8.1 9.0 17.0 10.0 10.0 17.0 9.1 9.9 13.0 13.0 7.9 8.6 
 

29 年度 
新河岸川 柳瀬川 砂川堀 江川上流 江川中流 江川下流 唐沢堀 

7月 2月 7月 2月 7月 2月 7月 2月 7月 2月 7月 2月 7月 2月 

PH 7.4 7.1 7.2 7.2 9.4 7.2 7.2 6.6 7.0 6.7 8.3 7.9 8.1 7.8 

BOD 1.8 1.6 2.3 3.6 2.1 2.3 1.0 <0.5 1.0 <0.5 1.0 1.1 1.3 1.6 

SS 11  7 1 2  5 3 <1 <1 <1 <1 2 1 1 <1 

DO 8.3 9.4 5.9 8.9 19.0 12.0 13.0 10.0 10.0 10.0 10.0 16.0 8.2 10.0 

※ＰＨ：溶液中の水素イオンの濃度   ＢＯＤ：水中の汚染物質（有機物）が無機化される時に必要な酸素の量 

ＳＳ：水中に浮遊している物質の量  ＤＯ：水中に溶けている酸素の量 

 

３ 自動車騒音常時監視の状況                   （単位 dB） 

  騒音規制法に基づき、市内の主要幹線道路を対象として自動車騒音の常時監視を実施 

調査路線 
時間 

区分 

調査結果 

（LAe q） 
環境基準との比較 要請限度との比較 

川越新座線 
昼間 69 ○ 70 ○ 75 

夜間 64 ○ 65 ○ 70 
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４ ムクドリ対策の実施 3,016,440 円 

    ふじみ野駅西口の街路樹をねぐらとするムクドリの対策（ムクドリ用防除装置の設置、 

追い払い等）を実施 

 

 ５ アライグマ捕獲業務委託 248,400 円 

   特定外来生物であるアライグマの捕獲後の回収・処分を行う業務委託（捕獲数：23頭） 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

7,544,300 

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 146,000 0 0  7,398,300 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 

 
12,275,389 1.45 19,819,689 

 

所属名 環境課  
ペ ー ジ 170 款 衛生費 項 保健衛生費 目 公害対策費 

事 業 名 放射線等対策事業 

事業目的  

東日本大震災による福島第一原子力発電所での事故を受け、市民が安心して生活することが

できるよう、空間放射線量の測定等を行う。 

事業内容及び成果  

 

１ 空間放射線量測定の実施 

   放射線測定器の貸出しや公共施設等における空間放射線量の測定を定期的に実施した。 

    

・定期定点測定（学校・保育所等 56 か所）の結果は、すべての地点において基準値を

下回っていた。 

  

２ 空間放射線量測定器定期点検の実施 86,400 円 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

178,560 

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 178,560 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 

 
7,195,918 0.85 7,374,478 
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所属名 環境課  

ペ ー ジ 172 款 衛生費 項 清掃費 目 清掃総務費 

事 業 名 ごみ収集事業（委託分） 
事業目的  

家庭系一般廃棄物や公共施設から排出される廃棄物の収集運搬を委託し、清潔な生活環境と

公衆衛生の向上を図る。 

事業内容及び成果  

１ 家庭系ごみの処理状況                       （単位 ｔ） 

 可燃ごみ 粗大・不燃ごみ びん・カン ペットボトル 資源プラ 合 計 

平成 30 年度 17,219 1,489 1,202 414 735 21,059 

平成 29 年度 17,286 1,376 1,255 393 731 21,041 

 

２ ごみの収集運搬等の委託状況               （単位 円） 

内   容 平成 30 年度 平成 29 年度 

可燃ごみ・資源プラスチック 130,333,406 128,165,976 

びん 22,410,302 22,116,628 

カン・不燃ごみ 75,722,558 74,821,320 

ペットボトル 19,362,240 19,122,480 

粗大ごみ 29,340,000 29,340,000 

動物死体処理 787,536 748,224 

公共施設生ごみ処理 5,636,673 5,485,301 

公共施設ごみ処理 2,399,213 2,252,686 

公共施設資源ごみ処理 982,692 950,616 

合   計 286,974,620 283,003,231 

 

３ 粗大ごみ処理券販売状況【歳入】 

 枚 数 金 額 

平成30年度 33,305 枚 9,991,500 円 

平成29年度 29,757 枚 8,927,100 円 

 

４ 公共施設から排出される廃棄物の処理状況             （単位  kg） 

 可燃ごみ 不燃ごみ びん カン ペットボトル 廃プラ 

平成30年度 41,190 2,600 340 845 990 4,870 

平成29年度 38,825 1,720 379 862 952 4,730 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

291,688,842 

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 10,955,357 280,733,485 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 

 
9,439,755 1.30 301,128,597 
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所属名 環境課  

ペ ー ジ 172 款 衛生費 項 清掃費 目 塵芥処理費 

事 業 名 ごみ収集事業（直営分） 
事業目的  

市内の家庭系一般廃棄物、不法投棄物等を迅速に収集運搬し、清潔な生活環境と公衆衛生の

向上を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ ふれあい収集の体制 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

常勤職員 － 1 人 

非常勤職員 3 人 2 人 

収集車両 2 台 2 台 

       

２ 不法投棄物等の処分委託 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

件 数 2 件 2 件 

委託料 701,498 円 327,240 円 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

6,129,784 

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 6,129,784 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 

 
8,593,176 1.20 14,722,960 
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所属名 環境課  

ペ ー ジ 174 款 衛生費 項 清掃費 目 塵芥処理費 

事 業 名 ごみ減量化推進事業 
事業目的  

ごみの減量化・資源化による資源の有効利用を推進し、地球環境への負荷の少ない資源循環

型社会を目指す。 

事業内容及び成果  

 

１ 奨励金の交付 

  日常生活から排出される廃棄物の中で、再利用できる資源（紙類・布類・缶類・びん類

等）を回収する団体と定期的に回収する団体に対して奨励金を交付した。 

 

交付団体等 回収資源 
金 額（円） 

平成30年度 平成29年度 

集団資源回収 

実施団体奨励金 

集団資源回収団体 

（PTA、町会等） 

紙類・布類・缶

類・びん類等の

回収 

6,038,915 6,431,930 

紙、布類定期 

回収奨励金 

東入間資源リサイ

クル協同組合 

紙類・布類の 

定期回収 
9,362,700 9,695,650 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

22,084,115 

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 22,084,115 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 

 
11,034,279 1.55 33,118,394 
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所属名 環境課  

ペ ー ジ 174 款 衛生費 項 清掃費 目 塵芥処理費 

事 業 名 志木地区衛生組合運営事業 
事業目的  

ごみの処理を行うために組織された志木地区衛生組合（富士見市・志木市・新座市で構成）

に負担金を支出し、清潔な生活環境と公衆衛生の向上を図る。 

事業内容及び成果  
 
１ 構成団体の負担金の支出状況                   （単位 円） 

富士見市 志木市 新座市 合 計 

554,113,000 415,556,000 776,131,000 1,745,800,000 

 
２ 借入金の状況                          （単位 円） 

平成 29 年度末残高 元金償還額 平成 30 年度借入額 平成 30 年度末残高 

973,144,827 79,736,842 0 893,407,985 

 
３ ごみの処理状況（富士見市分）                    （単位 t） 

 総処理量 
家庭系ごみ 

処理量 
家庭系可燃 
ごみ処理量 

家庭系リサイク
ル資源収集量 

平成 30 年度 26,375 21,059 17,219 2,351 

平成 29 年度 26,333 21,041 17,286 2,379 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

554,113,000 

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 554,113,000 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 

 
2,963,025 0.35 557,076,025 
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所属名 環境課  

ペ ー ジ 174 款 衛生費 項 清掃費 目 し尿処理費 

事 業 名 入間東部地区事務組合運営事業（し尿） 
事業目的  

し尿の処理をするために組織された入間東部地区事務組合（富士見市・ふじみ野市・三芳町

で構成）に負担金を支出し、清潔な生活環境と公衆衛生の向上を図る。 

事業内容及び成果  
 
１ 構成団体の負担金の支出状況                   （単位 円） 

富士見市 ふじみ野市 三芳町 合 計 

78,457,965 100,002,071 40,033,964 218,494,000 

 
 ２ 借入金の状況（し尿処理施設建設事業債）             （単位 円） 

平成 29 年度末残高 元金償還額 平成 30 年度借入額 平成 30 年度末残高 

715,868,000 48,046,000 0 667,822,000 

 
３ し尿の処理状況（富士見市分）  （単位 kl） 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

し尿 666 751 

浄化槽汚泥 1,773 1,994 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

78,457,965 

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 78,457,965 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 

 
2,963,025 0.35 81,420,990 
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所属名 ふじみ野交流センター  
ペ ー ジ 96 款 総務費 項 総務管理費 目 市民交流センター費 

事 業 名 ふじみ野交流センター維持管理事業 

事業目的  

安全で快適な施設提供ができるよう施設の維持管理を行い、市民の相互交流と生涯学習活動

を推進する。 

事業内容及び成果  

１ 施設の利用状況          （単位：件数＝件、利用者数＝人、利用率＝％） 

施  設  名 
平成 30 年度（開館 347 日） 平成 29 年度（開館 346 日） 

利用件数 利用者数 利用率 利用件数 利用者数 利用率 

多目的ホール 655 14,232 78.61 788 16,743 81.12 

視聴覚室 553 5,990 65.99 636 7,036 65.61 

集会室１ 396 4,828 48.66 461 6,326 49.04 

集会室２ 431 4,220 53.95 504 5,804 53.66 

和室 137 870 19.06 202 1,316 23.99 

美術工芸室 248 2,392 33.56 313 3,102 38.54 

講座室 367 5,148 47.37 441 6,230 46.44 

調理室 151 1,813 25.22 190 2,403 27.36 

合   計 2,938 39,493 46.55 3,535 48,960 48.22 

使用料【歳入】 2,001,400 円 2,364,900 円 

 

２ 施設の維持管理状況                        （単位 円） 

内    容 平成 30 年度 平成 29 年度 

委託 

警備業務 155,520 155,520 

建築物定期検査 194,400 95,040 

エレベーター保守点検 657,504 658,368 

自動ドア保守点検 184,896 184,896 

樹木維持管理 37,800 34,560 

施設管理業務 10,265,842 9,910,159 

設備等維持管理業務委託 7,202,109 7,668,000 

工事監理委託 1,738,800 ― 

廃棄物収集運搬処理業務委託 45,900 ― 

修繕 自動ドア修繕他 785,041 1,675,620 

工事 空調設備更新・屋上防水 168,160,320 ― 

光熱水費 8,541,873 9,063,350 

その他（事務機器賃借料、用地借地料等） 4,199,498 2,779,086 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

202,169,503 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 158,200,000 2,143,310 41,826,193 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

8,847,958 1.60 211,017,461 
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所属名 ふじみ野交流センター  
ペ ー ジ 98 款 総務費 項 総務管理費 目 市民交流センター費 

事 業 名 ふじみ野交流センター生涯学習事業 

事業目的  

市民の自主的な学習や交流活動が心豊かな地域社会の実現につながるよう、各種講座の開催

や学習・交流活動の支援を通じて、多世代にわたる生涯学習を推進する。 

事業内容及び成果  

  

１ 講座等の実施状況 

目標 項  目 講座名・内容 
回数 

（回） 

募集人数

（人） 

参加人数

（人） 

報償費

（円） 

ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
に
応
じ
た 

学
習
交
流
機
会
の
提
供 

成人対象 

事業 

お正月リースアレンジ 1 15 7 10,000 

わらのお正月飾り・門松 1 15 12 22,200 

食文化講座「太巻き祭ずし」 1 16 9 10,000 

ティータイムコンサート 1 ― 44 20,000 

青少年対象事業 土曜遊び広場 21 ― 延 260 85,000 

子育て支援事

業 

「にこにこ広場」支援 6 ― 237 23,000 

骨盤体操 3 

15 

15 

20 

12 

11 

19 

25,000 

市
民
参
画
・
住
民
交
流
の
充
実 

地域交流 

事業 

ふじみ野じゅく 
全 10

×1 
― 延 223 84,000 

勝瀬の七夕まつり 

竹細工＆流しそうめん 

まこも馬づくり 

勝瀬の七夕の一日 

 

1 

1 

1 

 

30 

20 

― 

 

34 

18 

128 

 

28,240 

10,000 

20,000 

勝瀬の小正月 1 ― 16 0 

クリスマス交流会 1 ― 34 10,000 

もちつき大会 1 80 67 20,000 

グリーンボランティア 通年 ― 3 6,000 

市民協働イベ

ント開催事業 

第 20 回勝瀬ｄｅ縁日 天候不順のため中止 

第 17 回ふじみ野文化祭 2 日 ― 1,700 ― 

 

２ 広報紙「ふじみ野エクスプレス」の発行状況 

   年 10 回・19,200 部／回発行 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

1,346,322 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 1,346,322 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

9,595,904 1.75 10,942,226 
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所属名 ピアザふじみ  
ペ ー ジ 98 款 総務費 項 総務管理費 目 市民交流センター費 

事 業 名 ピアザふじみ維持管理事業 

事業目的  

安全で快適な施設提供ができるよう施設の維持管理を行い、多世代にわたる交流とにぎわい

を創出し、地域の活性化を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 施設の利用状況 

施 設 名 

平成 30 年度（開館 347 日） 平成 29 年度（開館 346 日） 

利用件数 

（件） 

利用者数 

（人） 

利用率 

（％） 

利用件数 

（件） 

利用者数 

（人） 

利用率 

（％） 

多目的ホール１ 1,010 12,329 88.83 989 11,770 85.12 

多目的ホール２ 983 11,351 85.09 982 10,594 83.31 

多目的ホール３ 1,052 10,538 88.69 1,076 9,673 88.51 

食育推進室 339 4,434 48.78 303 3,915 47.69 

研修室 803 6,666 83.36 747 5,709 79.84 

合   計 4,187 45,318 78.95 4,097 41,661 76.89 

使用料【歳入】 1,996,800 円 1,747,000 円 

 

 

 ２ 施設の維持管理状況                        （単位 円） 

内   容 平成 30 年度 平成 29 年度 

委託 

警備業務 142,560 142,560 

建築物定期検査 86,400 151,200 

自動ドア保守点検 264,600 264,600 

修繕 
多目的ホール引き戸金具、

空調室内機 
259,956 246,240 

光熱水費 3,531,014 3,591,319 

その他（消耗品費等） 2,434,591 1,987,534 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

6,719,121 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 2,031,832 4,687,289 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

18,526,095 2.25 25,245,216 
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所属名 鶴瀬西交流センター  
ペ ー ジ 76 款 総務費 項 総務管理費 目 コミュニティセンター費 

事 業 名 針ケ谷コミュニティセンター維持管理事業 

事業目的  

指定管理者制度を活用し、施設の効率的な維持管理や利用受付、各種主催事業などを行い、地域に

おけるコミュニティ活動の推進を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 指定管理者 

  ①指定管理者名 公益社団法人入間東部シルバー人材センター 

  ②指定管理料  21,888,000 円 

 

２ 施設の利用状況 

施設名 

平成 30 年度（開館 347 日） 平成 29 年度（開館 346 日） 

利用件数 

（件） 

利用者数 

（人） 

利用率 

（％） 

利用件数 

（件） 

利用者数

（人） 

利用率 

（％） 

展示ギャラリー1 513 11,071 53.44 561 10,273 54.05 

展示ギャラリー2 516 9,056 53.75 584 8,340 56.26 

調理実習室 263 5,146 27.40 273 2,542 26.30 

談話室 377 1,792 39.52 452 2,530 43.55 

美術室 363 2,954 38.05 412 3,116 39.69 

和室 1 231 1,374 24.37 258 1,174 24.86 

和室 2 341 1,902 35.97 400 1,957 38.54 

研修室 1 466 3,258 49.31 565 3,511 54.43 

研修室 2 349 3,842 36.58 402 3,462 38.73 

視聴覚室 297 1,520 31.13 386 1,576 37.19 

会議室 406 5,714 42.96 390 4,931 37.57 

合  計 4,122 47,629 39.32 4,683 43,412 41.01 

使用料【歳入】 1,305,100 円 1,512,300 円 

※平成 30年度については、空調設備更新工事の実施に伴い、部屋毎に利用可能日数が異なる。 

 （展示ギャラリー1、2、調理実習室：320 日、談話室、美術室、研修室 2、視聴覚室：318 日、

和室 1、2：316 日、会議室、研修室 1：315 日） 

 

３ 施設の維持管理状況            （単位：円） 

空調設備更新工事 44,260,560 

空調設備更新工事監理業務委託 874,800 
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４ 講座の実施状況 

講 座 名 内    容 
参加人数

（人） 

募集人数 

（人） 

シネマコンサート 
音楽演奏に乗せ、無声映画「折鶴お

千」上映 
84 ― 

針ケ谷コミセン寄席 
日本大学藝術学部、立教大学、明治

大学落語研究会による寄席（3回） 
延べ 181 ― 

フラワーアレンジ 小学生の夏休み体験教室 7 30 

自転車安全講習会 東入間警察署員を招き講習会 12 25 

針コミでＪＡＺＺ 
立教大学 New Swingin’Hard による

コンサート 
180 ― 

白菜キムチ教室 キムチ作り体験教室 31 20 

子ども書初め練習会 小学生の書初め練習 29 30 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

67,023,360 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 33,100,000 1,358,680 32,564,680 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

4,232,893 0.50 71,256,253 
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所属名 鶴瀬西交流センター  
ペ ー ジ 100 款 総務費 項 総務管理費 目 市民交流センター費 

事 業 名 鶴瀬西交流センター維持管理事業 

事業目的  

安全で快適な施設提供ができるよう施設の維持管理を行い、市民の相互交流と生涯学習活動

を推進する。 

事業内容及び成果  

１ 施設の利用状況 

施設名 
平成 30 年度（開館 347 日） 平成 29 年度（開館 346 日） 

利用件数 
（件） 

利用者数 
（人） 

利用率 
（％） 

利用件数 
（件） 

利用者数 
（人） 

利用率 
（％） 

多目的ホール 933 21,342 89.63 931 21,818 89.69 

和室 470 3,999 45.15 521 4,424 50.19 

講座室 811 13,410 77.91 774 13,013 74.57 

美術工芸室 523 8,493 50.24 537 8,733 51.73 

陶芸室 137 1,071 13.16 136 1,148 13.10 

調理室 365 5,952 35.06 362 5,456 34.87 

会議室 732 11,043 70.32 770 11,488 74.18 

集会室 733 11,046 70.41 722 11,228 69.56 

市民活動室 478 6,607 45.92 481 6,363 46.34 

プレイルーム ― 19,338 ― － 16,119 － 

合   計 5,182 102,301 55.31 5,234 99,790 56.03 

使用料【歳入】 2,357,700 2,295,800 円 

２ 施設の維持管理状況                        （単位 円） 
内    容 平成 30 年度 平成 29 年度 

委託 

施設管理業務（鶴瀬西交流センター・みずほ台コミセン 2 館一括） 10,279,484 9,925,224 
警備業務 64,800 64,800 
清掃業務 1,868,184 1,861,056 
建築物定期検査 99,360 211,680 
エレベーター保守点検 259,200 259,200 
消防設備保守点検（鶴瀬西交流センター・ふじみ野交流
センター・ピアザふじみ・みずほ台コミセン 4館一括） 

216,000 194,400 

自動ドア保守点検 139,968 139,968 
設備保守点検 1,305,720 432,559 
舞台吊物設備保守点検（鶴瀬西交流センター・ふじみ
野交流センター2 館一括） 

81,000 86,400 

修繕 多目的トイレ自動ドア修繕、GHP 室外機修繕等 788,378 1,523,917 
備品 公用車、講座室 CD デッキ、CD ラジカセ、ワイヤレスマイク 1,311,312 61,880 
光熱水費 4,090,725 3,960,228 
その他（複写機使用料、印刷機器使用料等） 1,213,610 1,271,137 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

21,717,741 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 2,686,703 19,031,038 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

14,391,836 1.70 36,109,577 
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所属名 鶴瀬西交流センター  
ペ ー ジ 100 款 総務費 項 総務管理費 目 市民交流センター費 

事 業 名 鶴瀬西交流センター生涯学習事業 

事業目的  

市民の自主的な学習や交流活動が心豊かな地域社会の実現につながるよう、各種講座の開催や

学習･交流活動の支援を通じて、多世代にわたる生涯学習を推進する。 

事業内容及び成果  

１ 講座等の実施状況 

講 座 名 内    容 
回数 

（回） 

募集人数

（人） 

参加人数 

（人・組） 

謝礼 

（円） 

水曜学級 

60 歳以上の方の学習・交流 

全体会：毎月第 2水曜日（10 回） 

サークル活動：月 1～2回（153 回） 

学級だより：月 1回発行 

文集・活動記録「わだち」：年 1回発行 

― ― 在籍者 170 105,000 

子育て講座 
紙芝居講座「すてきな紙芝居の世界」 

紙芝居ボランティア定例会 

全 2回×1 

6 

30 

― 

28 

― 
40,000 

フリースペース西っ

子 

乳幼児の親子の子育て交流等 

 歯科衛生士・栄養士・保健師への相談、民

生児童委員の見守り 

10 ― 

親子 100 組 

延べ 217 

スタッフ 20 

45,000 

子どもひろば  

（夏休み・冬休み） 

子どもの居場所つくりと体験 

 センター利用サークル等の協力により実施

（いけ花・親子クッキング・陶芸・篆刻・

書初め） 

6 

(陶：全 2

回×1、

ク：全 1回

×2) 

い 20 

ク 8 組 

陶 48 

篆 24 

書 30 

10 

親子 13 組 26 

26 

22 

28 

30,000 

地域デビュー講座 

パソコンボランティア養成講座 
全 3 回

×1 20 16 25,000 

親子おもちつき交流会 1 10 組 
親子 11 組 

32 
― 

親子太鼓教室 太鼓を通して親子の信頼関係づくり 4 6 組 
親子 4組 

9 
30,000 

西交流センター縁日 
地域の子どものふるさと意識作り 

 納涼お楽しみ・あそび広場・模擬店 
1 ― 1,800 20,000 

回想法講座 
唄とおはなしのサロン 

回想法入門講座 

11 

全 2 回×1 

サ ― 

講 40 

延べ 395 

29 
50,000 

西交流センター・リラ

ックスタイム 

利用団体や地域の方の発表や交流 

うたごえ広場、ジャズ＆ラテンコンサー

ト、キャンドルナイト、リラックスタイム

コンサート 

4 ― 延べ 555 85,000 

西交流センターフェ

スティバル 

地域で活動している団体等の発表・交流 

（展示・舞台・模擬店部会） 
2 日 ― 3,000 23,218 

パソコン相談室公開

講座 

パソコン相談室による公開講座 

始める人の Excel 入門講座、ワードでオリジナル年賀状作り 

1 

1 

30 

30 

30 

13 
10,000 

鶴瀬西交流センター

だよりの発行 

毎月 1回 鶴瀬西地域全戸配布（10 回） 

編集会議の開催 毎月 2回（24 回） 
― ― 

10,200 部 

編集委員 10 

印刷製本費 

363,520 

編集委員謝礼 

30,000 
 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

940,265 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 940,265 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

15,238,414 1.80 16,178,679 
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所属名 みずほ台コミュニティセンター  
ペ ー ジ 76 款 総務費 項 総務管理費 目 コミュニティセンター費 

事 業 名 みずほ台コミュニティセンター維持管理事業 

事業目的  

地域のコミュニティ活動や生涯学習の場として、安全で快適に利用できるよう施設の維持管理

を行う。 

事業内容及び成果  

 

１ 施設の利用状況 

施設名 

平成 30 年度（開館 347 日） 平成 29 年度（開館 347 日） 

利用件数 

（件） 

利用者数 

（人） 

利用率 

（％） 

利用件数 

（件） 

利用者数 

（人） 

利用率 

（％） 

第 1集会室 781 8,616 75.02 759 8,745 72.91 

第 2 集会室 690 6,731 66.28 692 6,971 66.47 

第 3 集会室 671 5,165 64.46 664 4,923 63.78 

和室 457 2,677 43.09 471 2,904 45.24 

談話室 1･2 588 4,379 56.48 617 4,116 59.27 

プレイルーム 837 4,051 80.40 867 4,067 83.29 

美術室 555 4,833 53.31 557 4,884 53.51 

談話室 3 122 1,106 ― 127 1,099 ― 

フリースペース利用 ― 12,200  ― ― 12,945  ― 

合   計 4,701 49,758 62.84 4,754 50,654 63.50 

使用料【歳入】 1,319,000 円 1,379,500 円 

  

２ 施設の維持管理状況 

内    容 金額（円） 

委託 

警備業務 298,080 

清掃業務 1,209,600 

建築物定期検査（毎年） 102,600 

エレベーター保守点検 382,320 

自動ドア保守点検 84,240 

空調設備保守点検 396,360 

修繕 時計、電灯、印刷機設備修繕等 238,788 

備品 幼児用ブロックソファ 70,600 

光熱水費 1,969,006 

その他（複写機使用料、印刷機使用料等） 3,539,648 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

8,291,242 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 1,407,420 6,883,822 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 

 
12,698,679 1.50 20,989,921 
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所属名 市民課  
ペ ー ジ 84 款 総務費 項 総務管理費 目 支所及び出張所費 

事 業 名 出張所窓口事務事業 

事業目的  

市内６箇所の出張所において行政サービスを提供し、市民の利便性の向上を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 出張所窓口事務種類別取扱件数等集計表             （単位 件、円） 

出張所名 

事務種別 
西 水谷 南畑 水谷東 みずほ台 ふじみ野 合 計 

住民異動関係 

転 入 267 60 3 29 531 428 1,318 

転 出 431 89 6 60 465 476 1,527 

転 居 133 34 4 14 130 87 402 

世帯変更等 33 7 2 6 31 30 109 

戸籍届出関係 出生・死亡等 76 26 3 8 51 69 233 

印鑑登録関係 
登 録 414 131 29 90 401 401 1,466 

照 会 76 16 2 7 42 36 179 

市民課各種証

明関係 

件数(有料) 14,167 6,093 1,937 2,947 11,598 11,059 47,801 

件数(無料) 374 143 37 80 226 340 1,200 

手数料 3,331,300 1,414,450 510,500 714,250 2,649,550 2,528,000 11,148,050 

国民健康保険関係 1,878 823 119 596 1,449 921 5,786 

国民年金関係 109 42 1 23 94 91 360 

福祉医療関係(障がい福祉

課・子育て支援課関係) 
3,507 2,397 236 2,882 3,327 2,432 14,781 

介護保険関係 773 343 37 397 229 325 2,104 

後期高齢者医療関係 259 91 25 93 166 91 725 

市内循環バス関係(特別乗車証) 84 52 6 42 66 50 300 

交通災害共済

加入関係 

人 数 401 178 9 151 212 107 1,058 

金 額 354,500 152,600 8,100 133,500 186,400 94,700 929,800 

市税等収納関係 
件 数 16,191 5,251 1,116 6,795 8,245 2,593 40,191 

金  額 199,258,233 78,987,047 21,917,629 67,909,245 111,943,940 43,119,111 523,135,205 

税務証明関係 

件数(有料) 2,700 645 240 343 1,655 1,742 7,325 

件数(無料) 1,248 587 257 378 886 973 4,329 

手数料 540,000 129,000 48,000 68,600 331,000 348,400 1,465,000 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

13,223,604 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 2,072,139 11,151,465 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

104,168,145 14.00 117,391,749 
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所属名 市民課  
ペ ー ジ 84 款 総務費 項 総務管理費 目 支所及び出張所費 

事 業 名 サンライトホール管理事業 

事業目的  

サンライトホールの管理・運営により、市民の文化的向上と福祉の増進を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 施設の利用状況 

施 設 名 

平成 30 年度（開館 359 日） 平成 29 年度（開館 359 日） 

利用件数 

（件） 

利用者数 

（人） 

利用率 

（％） 

利用件数 

（件） 

利用者数 

（人） 

利用率 

（％） 

第１会議室 483 3,317 44.9 499 3,505 46.3 

第２会議室 438 2,782 40.7 469 3,606 43.5 

合   計 921 6,099 42.8 968 7,111 44.9 

使用料【歳入】 374,000 円 367,000 円 

 

２ 施設の維持管理状況                      （単位 円） 

内   容 平成 30 年度 平成 29 年度 

委託 

清掃業務 810,000 864,000 

警備業務 76,764 76,764 

設備管理業務 1,049,112 1,049,112 

保安管理 940,877 1,090,168 

統括防火管理 146,184 ― 

工事 点字シート設置 494,640 ― 

修繕 避難誘導灯、風除室照明器具 266,652 50,000 

光熱水費 1,217,494 1,124,328 

 

３ 負担金の状況                         （単位 円） 

内   容 平成 30 年度 平成 29 年度 

サンライトマンション耐震診断負担金 428,130 ― 

修繕積立負担金 740,244 370,122 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

6,967,634 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 399,908 6,567,726 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

7,421,941 1.00 14,389,575 
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所属名 市民課  
ペ ー ジ 108 款 総務費 項 戸籍住民基本台帳費 目 戸籍住民基本台帳費 

事 業 名 居住関係公証事務事業 

事業目的  

住民基本台帳法などの関係法令に基づき、住民に関する記録等の管理を行う。 

事業内容及び成果  

 

１ 主な取扱件数                        （単位 件） 

事務種類別 平成 30 年度 平成 29 年度 増 減 

住民異動関係 

※1 

転 入 4,998 4,724 274 

転 出 4,407 4,292 115 

転 居 1,475 1,411 64 

出 生 850 939 △89 

死 亡 900 976 △76 

マイナンバー通知カード再発行数※2  1,120 1,044 76 

マイナンバーカード交付数 ※3 2,550 2,702 △152 

印鑑登録関係 
登 録 4,205 4,122 83 

照 会 373 354 19 

 在留関連事務関係 ※4 1,110 1,115 △5 

自動車臨時運行許可申請数 569 586 △17 

パスポート関係 
申  請 3,208 3,138 70 

交  付 3,224 3,110 114 

各種証明書手数料額（円） 18,942,150 18,976,550 △34,400 

（出張所取扱分含む） 

 

※1 法改正（外国人登録法廃止）に伴い平成 24 年 7 月 9 日以降は外国人住民の件数を含む。 

※2 平成 27 年 11 月 1日からマイナンバー通知カードの再発行申請受付を開始。 

件数は、手数料有料分及び無料分を合算したもの。 

※3 平成 28 年 1 月 1日からマイナンバーカードの交付を開始。 

※4 法改正（平成 24年 7 月 9日）後の特別永住者証等に関する事務及び出入国管理法による

住居地変更届等の事務件数。 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

50,967,484 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

18,761,200 3,181,000 0 16,871,845 12,153,439 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

135,191,614 16.00 186,159,098 
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所属名 市民課  
ペ ー ジ 108 款 総務費 項 戸籍住民基本台帳費 目 戸籍住民基本台帳費 

事 業 名 戸籍事務事業 

事業目的  

戸籍法などの関係法令に基づき、戸籍の管理を行う。 

事業内容及び成果  

１ 戸籍届出件数の推移 
    平成 30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度 

出  生 1,062 1,186 1,182 1,189 1,251 

死  亡 1,057 1,143 1,052 1,090 1,024 

婚  姻 954 969 1,006 974 921 

離  婚 272 257 289 266 265 

転  籍 625 672 651 675 645 

入  籍 227 178 198 187 205 

分  籍 25 27 20 28 17 

養子縁組 98 80 78 83 97 

養子離縁 28 37 29 23 36 

法 77 条の 2 116 102 104 94 110 

認  知 19 17 15 16 26 

名の変更 4 4 4 4 2 

氏の変更 13 10 17 16 15 

親権・後見 2 5 9 6 5 

帰  化 4 8 14 6 4 

国籍取得 2 3 1 1 0 

失  踪 1 0 1 3 0 

復  氏 1 4 1 0 1 

姻族関係終了 0 5 0 0 1 

追  完 1 0 1 1 1 

不受理申出 40 27 47 38 41 

訂正・更正 46 44 56 55 47 

その他 14 16 12 28 26 

合  計 4,611 4,794 4,787 4,783 4,740 

２ 戸籍事務処理件数の推移 

 平成 30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度 

新戸籍編製 869 896 891 935 850 

戸籍全部消除 495 525 524 525 493 

人口動態 2,487 2,643 2,520 2,654 2,682 

受理証明件数 509 457 449 411 425 

記載事項証明件数 59 64 63 73 73 

違反通知件数 9 9 5 10 10 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

12,185,641 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 99,530 0 8,553,300 3,532,811 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 

 
49,948,137 5.90 62,133,778 
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所属名 保険年金課  
ペ ー ジ 116 款 民生費 項 社会福祉費 目 社会福祉総務費 

事 業 名 一般事務費 

事業目的  

国民健康保険事業の円滑な運営を行うために繰出金を支出する。 

事業内容及び成果  

 

 １ 国民健康保険特別会計繰出金 

平成 30 年度 平成 29 年度 

668,429,000 円 515,156,000 円 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

668,429,000 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 668,429,000 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

2,539,735 0.30 670,968,735 

 

所属名 保険年金課  

ペ ー ジ 116 款 民生費 項 社会福祉費 目 社会福祉総務費 

事 業 名 国民健康保険保険基盤安定事業 

事業目的  

国民健康保険加入者のうち、低所得者の保険税軽減額相当分と保険者支援分を国民健康保険

特別会計に繰り出し、国民健康保険特別会計の財政基盤の安定化を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 国民健康保険基盤安定繰出金                    （単位 円） 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

保険税軽減相当分の繰出金 178,597,360 171,460,300 

低所得者数、財政状況等に応じ政令の定める率等により

算定した保険者支援分の操出金 
137,455,156 142,205,500 

合 計 316,052,516 313,665,800 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

316,052,516 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

68,727,578 168,311,809 0 0 79,013,129 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

846,578 0.10 316,899,094 
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所属名 保険年金課  

ペ ー ジ 124 款 民生費 項 社会福祉費 目 老人福祉費 

事 業 名 後期高齢者医療事務事業 

事業目的  

後期高齢者医療制度における医療費等の負担や被保険者の保健事業等を行う。 

事業内容及び成果  

 

１ 埼玉県後期高齢者医療広域連合への負担金 

①共通経費負担金 

広域連合の運営経費（議会費等）を構成市町村が一定の割合で負担するもの。 

平成 30 年度 平成 29 年度 

30,567,285 円 23,545,260 円 

②後期高齢者医療費負担金 

広域連合が 1年間に支払った医療費（現役並み所得者に対する医療費を除く）の 

一部を構成市町村が一定の割合で負担するもの。 

平成 30 年度 平成 29 年度 

777,492,055 円 721,436,622 円 

 

２ 後期高齢者医療健康診査及び人間ドック検査料補助 

①健康診査委託事業 

実施期間 
被保険者数 

平成 30年 4月 1 日現在 
受診者数 委託費用 

6 月 1 日～11 月 30 日 
12,568 人 

（受診除外対象者 851 人） 
5,123 人 

（43.72％） 
51,879,872 円 

  ※受診除外対象者とは、人間ドック受診者や施設、病院等への入所者などのこと。 

②人間ドック補助事業 

受診者数 補助金額 

603 人 26,900 円×603 人＝16,220,700 円 

 

３ 後期高齢者医療被保険者保養施設利用補助事業 

補助内容 補助金額 
第 1種・第 2種 
（契約保養施設等への宿泊補助） 

816 人×2,000 円＝1,632,000 円 

第 3 種 
（スーパー銭湯の利用補助） 

877 人× 300 円＝ 263,100 円 

 

４ 後期高齢者医療保険基盤安定事業 

保険料の軽減部分（均等割の 7 割（当分の間は 8.5 割又は 9 割）、5割又は 2 割軽減）を

市と県で補てんするもので、182,766,462 円を広域連合に納付した。 

※負担割合：市負担（1/4）：45,691,616 円、県負担（3/4）：137,074,846 円） 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

1,067,417,305 

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 137,074,846 0 56,239,164 874,103,295 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

24,042,832 2.84 1,091,460,137 
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所属名 保険年金課  

ペ ー ジ 130 款 民生費 項 社会福祉費 目 国民年金総務費 

事 業 名 国民年金事務事業 

事業目的  

年金制度の理解を促し、遍く普及することにより、被保険者が老齢・障害等による生活困窮

に至らないように備えることを目的とする。 

事業内容及び成果  

 

１ 年金相談業務、保険料免除・納付猶予申請受付業務、広報活動、適用関係届出受付業務

等の実施 

 

①富士見市第１号被保険者数の推移         （年度末現在） 

平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 

13,007 人 13,225 人 13,896 人 

 

②国民年金保険料の免除申請（一般）件数      （年度末現在） 

平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 

1,476 件 1,472 件 1,512 件 

 

③国民年金保険料の学生納付特例申請件数      （年度末現在） 

平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 

774 件 675 件 722 件 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

3,841,098 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

3,841,098 0 0 0 0 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

26,836,541 3.17 30,677,639 
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所属名 税務課  

ペ ー ジ 102 款 総務費 項 徴税費 目 
税務総務費 

賦課徴収費 

事 業 名 課税事務事業 

事業目的  

より良い行政サービスを提供するため、公平で適正な市税（個人市民税・法人市民税・固定

資産税・軽自動車税・市たばこ税・都市計画税）の課税を行う。 

事業内容及び成果  

 

１ 市税の調定額及び納税義務者数（現年度課税分）     （単位 千円、人・社） 

 
平成 30 年度 平成 29 年度 

調定額 納税義務者数 調定額 納税義務者数 

個人市民税 7,037,499 57,208 6,862,244 56,211 

法人市民税 696,142 2,322 625,819 2,286 

固定資産税（土地） 2,852,131 26,132 2,806,386 25,911 

固定資産税（家屋） 2,446,193 31,264 2,471,565 31,036 

固定資産税（償却） 521,781 1,002 547,937 991 

固定資産税（国有資産等交付金） 8,282 2 8,282 2 

軽自動車税 129,788 21,679 124,072 21,663 

市たばこ税 719,054 6 696,778 6 

都市計画税 1,033,871 32,834 1,028,526 32,677 

合  計 15,444,741 ― 15,171,609 ― 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

69,804,736 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 4,583,900 65,220,836 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

203,178,863 24.00 272,983,599 
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所属名 収税課  
ペ ー ジ 104 款 総務費 項 徴税費 目 賦課徴収費 

事 業 名 収税事務事業 

事業目的  

市税・国民健康保険税の安定した税収の確保と収納率の向上を図るため、効率的かつ効果的

な収納・徴収業務を行う。また、納めやすい納税環境の整備と納税者間における負担の公平・

公正を維持するため適正な滞納処分を行う。 

事業内容及び成果  

１ 主な取組状況 

①現年度分の納期内納付の積極的な勧奨 

(1)督促状の発送後においても納付がない方に対し、文書催告、電話催告、臨宅徴収に 

よる納付勧奨の実施。 

(2)非常勤嘱託職員による休日（土曜日）における電話催告の実施。 

②滞納繰越分の滞納処分の強化 

預貯金や生命保険の解約返戻金、給与などの債権の差押・換価、不動産の共同公売を

行うなど滞納処分を強化。 

③口座振替制度の利用促進 

(1)納税通知書に口座振替手続申込書を同封するほか、家屋評価訪問時の申込書の配布 

や、国民健康保険加入時の利用の勧奨など。 

(2)「ペイジー口座振替受付サービス」の利用促進と口座振替勧奨キャンペーンを実施

し、口座振替率の向上を図った。 

④計画的な納付勧奨 

滞納者に対し分納誓約書の提出等を求めるなど、分割等による計画的な納付勧奨の実

施。 

⑤納付・相談窓口の整備充実 

 土曜開庁 木曜窓口延長 

実施日数 13 日     49 日 

来庁者数 251 人 283 人 

納 税 額 6,578,642 円 10,262,200 円 

⑥コンビニエンスストア収納に加え、モバイルレジ（インターネットバンキング納付）、モ

バイルレジクレジット（クレジットカード納付）の導入により、納税方法の更なる拡充

と納税者の利便性向上を図った。 

２ 収納率の状況                          （単位 ％） 

 
市   税 国 民 健 康 保 険 税 

現年度分 滞納繰越分 合 計 現年度分 滞納繰越分 合 計 

平成 30 年度 99.27 37.16 97.32 93.37 29.78 77.67 

平成 29 年度 98.90 35.26 96.41 91.72 27.92 74.05 

平成 28 年度 98.65 30.42 95.48 89.98 23.32 70.32 

平成 27 年度 98.59 31.44 94.71 89.79 23.41 68.81 

平成 26 年度 98.28 29.33 93.60 88.99 20.02 66.49 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

74,515,349 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 390,600 74,124,749 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

86,605,799 10.60 161,121,148 
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所属名 人権・市民相談課  
ペ ー ジ 76 款 総務費 項 総務管理費 目 企画調整費 

事 業 名 人権推進事業 

事業目的  

あらゆる人権問題の早期解決を目指し、市民一人ひとりがお互いの違いを認めあい、尊重し

あえる地域社会づくりに向けて、教育・啓発等必要な施策を推進する。 

事業内容及び成果  

 

１ 事業実施概況 

人権啓発研修会  

  開催日：平成 31 年 1月 28 日 

場所：市民総合体育館多目的室 

対 象 内 容 

課長または副課長、人権

擁護委員、富士見市災害

対策協力会会員、100 人以

上の従業員を有する市内

事業所 

部落差別解消法と同和問

題の現状～最近の動向を

中心に～ 

入間郡市同和対策協議会主催の事業に参加 
人権フェスティバル、研

修会等 

法務局、川越人権擁護委員協議会の事業開催、協力 

人権の花運動 

委員研修会 

人権を考える集い 

全国人権作文コンテスト

の実施 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

629,106 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 50,000 0 0 579,106 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

7,195,918 0.85 7,825,024 
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所属名 人権・市民相談課  
ペ ー ジ 76 款 総務費 項 総務管理費 目 企画調整費 

事 業 名 男女共同参画推進事業 

事業目的  

あらゆる分野において、男女が対等なパートナーとして参画し、ともに責任を担う社会の実

現に向け、男女共同参画推進事業を展開する。 

事業内容及び成果  

 

１ 市民（男女共同参画推進会議）との共催事業 

事業 会場 参加人数 募集人数 

8 月講演会 
鶴瀬コミュニティセンター 

ホール 
228 人 250 人 

11 月セミナー 
ピアザ☆ふじみ 

多目的ホール 
36 人 50 人 

2 月セミナー 
鶴瀬西交流センター 

ホール 
50 人 50 人 

２ 富士見市男女共同参画社会確立協議会 

開催数 委員数 内容 

3 回 
委員 12 人 

専門機関職員 1人 

・男女共同参画プランの進捗状況について 

・男女共同参画プラン（第４次）策定に向けて 

・同性パートナーシップ公的認証について 

３ 啓発冊子 

 配布方法 配布部数 

①男性の子育てガイド 

「富士見市でパパにな

る」 
母子手帳の交付と共に配布  969 部 

②小学生向け啓発リー

フレット「ジェンダーチ

ェック」 

7 月に、市内小学校に通う小学 4年生と

その家庭を対象に学校を通じて配布 
1,088 部 

 ４ 女性団体（婦人会）への補助金交付 

交付団体 補助金名 補助金額 

水谷婦人会 婦人会活動補助金 66,400 円 

５ 男女共同参画プラン（第 3次中間見直し版）について 

内容 実施時期 

①男女共同参画プラン（第 3 次中間見直し版）の進捗状況調査実

施（対象：関係課） 
4 月 

②進捗状況をまとめた年次報告書（平成 29 年度版）の公表 10 月 

  

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

545,038 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 545,038 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円)  

 

 
5,079,471 0.60 5,624,509 
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所属名 人権・市民相談課  
ペ ー ジ 78 款 総務費 項 総務管理費 目 市民相談費 

事 業 名 市民相談事業 

事業目的  

市民の日常の悩みや困りごとについて、各分野の相談員が相談内容に応じた適切な助言を行

うことで市民生活の安定を図る。 

事業内容及び成果  

 

項  目 相談日時･会場 相談員 内容 
相談件数（件） 
30 年度 29 年度 

法律相談 

毎月第 1～第 4水曜日 
午後 1時～4 時 

サンライトホール 
弁護士 

不動産 58 51 
家 事 300 273 
相 隣 31 23 
商 事 59 61 

毎月第 1～第 4金曜日 
午後 1時 15 分～4時 15 分 

市役所第 3相談室 

賠 償 51 43 
その他 29 24 
行 政 1 2 
小 計 529 477 

法律相談 

毎月第 1･第 3 火曜日 

午前 10 時～正午 

市役所第 3相談室 

司法書士 

不動産 15 19 
家 事 69 67 
相 隣 0 2 
商 事 3 5 
賠 償 0 0 
その他 2 3 
行 政 0 0 
小 計 89 96 

市民相談 
毎週木曜日 
午前 9時～正午 

市役所第 3相談室 

行政相談委員 

人権擁護委員 
48 35 

税務相談 
毎月第 4火曜日 
午後 1時～4時 
市役所第 3相談室 

税理士 104 79 

住宅相談 
毎月第 2火曜日 
午後 1時～4時 
市役所第 3相談室 

建設業者団体の専門家 4 1 

不動産相談 
毎月第 4月曜日 
午後 1時～4時 
市役所第 3相談室 

宅地建物取引士 27 22 

女性相談 
毎月第 1･第 3 火曜日 
午後 1時～5時 
市役所第 3相談室 

心理カウンセラー 94 71 

外国籍市民

生活相談 

毎週木曜日午後１時～午後 4時 

市役所第 3相談室 
毎週月～金曜日午前10時～午後4時 

ふじみの国際交流センター 

ふじみの国際交流セン

タースタッフ 
94 87 

ＤＶ相談 
毎月第１～第 4月曜日 
午前 9時～正午 

市役所第 3相談室 
OASIS FUJIMI スタッフ 258 280 

  合計 1,247 1,148 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

4,414,246 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 6,540 4,407,706 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

7,619,207 0.90 12,033,453 
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所属名 人権・市民相談課  
ペ ー ジ 78 款 総務費 項 総務管理費 目 市民相談費 

事 業 名 消費生活相談事業 

事業目的  

市民の消費に関する相談や苦情に対し、速やかにその内容を調査して、解決のための助言やあっ

せんを行い、消費者の正当な利益の擁護・増進を図る。また、啓発活動を行い、消費者被害の未

然防止を推進する。 

事業内容及び成果  

 

相    談    内    容 
相談件数（件） 

30 年度 29 年度 

商品一般 商品名のない架空・不当請求 190 111 

食料品 健康食品と食品の安全性に関する相談  23  33 

住居品 家事用品・住生活用品・寝具類等 20 18 

光熱水品 プロパンガス 30 13 

被服品 被服品・鞄・アクセサリー等身の回り品 27 22 

保健衛生品 理美容器具・化粧品等 15 13 

教養娯楽品 学習教材・電話機・新聞購読等 27 35 

車両・乗り物 自動車・自転車・運搬用具 11 12 

土地・建物・設備 戸建・集合住宅・住宅設備 32 35 

クリーニング 衣類のクリーニングに関する相談 5 2 

レンタル・リース・貸借 賃貸アパートの入退去・家賃 55 32 

工事・建築・加工 増改築工事・塗装工事・住宅リフォーム・屋根工事 16 20 

修理・補修 住居設備・洋服 12 3 

管理・保管 コインパーキング、土地の管理サービス等 4 1 

金融・保険サービス フリーローン・サラ金・クレジット・保険 88 81 

運輸・通信サービス インターネット（有料サイトの利用料等）・電話料金 121 96 

教育サービス 学習塾 1 5 

教養・娯楽サービス 資格講座・会員権・旅行代理業 17 12 

保健・福祉サービス 理美容・衛生サービス・医療 32 27 

他の役務 外食・冠婚葬祭・家事サービス等 28 32 

内職・副業・マルチ商法 副業等 4 2 

他の行政サービス 公的相談機関・市町村役場に関する相談 2 4 

他の相談 相隣関係・慣習・婚姻・相続 11 19 

合    計 771 628 

    

   
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

5,953,382 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 2,045,933 0 0 3,907,449 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

7,619,207 0.90 13,572,589 

 



 - 91 - 

所属名 人権・市民相談課  
ペ ー ジ 90 款 総務費 項 総務管理費 目 自治振興費 

事 業 名 国際交流事業 

事業目的  

国際化社会に対応するため、多文化共生への理解や外国籍市民との交流を推進する。 

事業内容及び成果  

 

１ 市民（富士見市国際友好協会）との共催事業 

事業名 開催日・場所 内   容 参加人数 

国際交流 

フォーラム 

平成 30年 9 月 15 日 

キラリ☆ふじみ 

マルチホール 

外国籍市民との交流企画、体験

と交流のコーナー、国際交流に

関する展示など 

400 人 

 

２ 富士見市国際友好協会への補助金交付 

交付団体 補助金名 補助金額 

富士見市国際友好協会 

富士見市国際交流事業補助金 256,000 円 

主な事業 会報の発行、市内国際友好団体への支援など 

 

３ 生活ガイド 6カ国語ホームページ管理業務委託 

委託先 内容 委託金額 

ふじみの国際交流センター 

生活ガイド 6 カ国語ホーム

ページのサーバー維持及び

内容の変更 

99,000 円 

 

  

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

498,130 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 498,130 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

6,349,339 0.75 6,847,469 
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所属名 子育て支援課  
ペ ー ジ 136 款 民生費 項 児童福祉費 目 児童福祉総務費 

事 業 名 一般事務費 

事業目的  

児童福祉及び教育に関する事項について審議するため審議会を開催するほか、医療・手当等

の支給に関する事務を行う。 

事業内容及び成果  

 

１ こども家庭福祉審議会の開催状況 

開催回数 主な審議内容 

3 回 

（7/20・11/14・ 

・H31/2/8） 

①「夢つなぐ富士見プロジェクト＋（プラス）～富士見

市子どもの貧困対策整備計画」の点検・評価について 

②「子ども・子育て支援事業計画」の点検・評価につい

て 

③第二期子ども・子育て支援事業計画策定について 

④第二期子ども・子育て支援事業計画策定のニーズ調査

項目について 

⑤平成 31年度特定教育・保育施設等の利用調整及び放課

後児童クラブの入室選考状況について 

⑥家庭的保育事業等の認可及び特定地域型保育事業者の

確認について 

 

２ こども医療費支給事業・ひとり親家庭等医療支給事業・児童扶養手当支給事業に 

係る経費 

審査支払手数料 

こども医療費・ひとり親家

庭等医療費支払事務を審査

支払機関へ委託した事務手

数料 

14,819,807 円 

パンチ委託 

こども医療費・ひとり親家

庭等医療費支給申請書のデ

ータ入力 

466,824 円 

児童扶養手当システム電算処理

業務委託 

認定・支給等処理業務委託 

制度改正・元号改正対応業

務委託 

3,069,792 円 

福祉医療システム改修委託 

元号改正に伴うこども医療

費受給資格証の全件差替え

印刷の為のプログラム修正 

432,000 円 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

27,136,228 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 27,136,228 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

2,624,393 0.31 29,760,621 
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所属名 子育て支援課  
ペ ー ジ 138 款 民生費 項 児童福祉費 目 児童福祉総務費 

事 業 名 こども医療費支給事業 

事業目的  

中学校卒業までの入院・通院に係る医療費の一部を助成することにより、こどもの保健の向

上と保護者の経済的負担の軽減を図る。 

事業内容及び成果  
 
１ 医療費の支給状況 

区 分 
平成 30 年度 平成 29 年度 

登録人数 支給額（円） 登録人数 支給額（円） 

0 歳児 857 38,127,980 856 41,386,142 

1 歳児 902 37,332,393 926 40,480,523 

2 歳児 903 27,991,162 971 29,562,219 

3 歳児 961 29,238,579 935 29,243,522 

4 歳児 912 27,556,542 944 29,993,931 

5 歳児 930 28,938,775 956 27,779,998 

6 歳児（就学前） 873 11,814,263 830 11,832,591 

計 6,338 200,999,694 6,418 210,278,926 
 

区 分 
平成 30 年度 平成 29 年度 

登録人数 支給額（円） 登録人数 支給額（円） 

小学校1年生 876 31,615,510 914 30,967,878 

小学校 2年生 910 28,600,513 883 30,615,347 

小学校3年生 870 27,963,563 896 27,237,152 

小学校4年生 884 26,025,072 865 24,673,052 

小学校5年生 863 23,790,296 914 25,323,269 

小学校6年生 915 23,212,062 846 21,902,440 

計 5,318 161,207,016 5,318 160,719,138 
 

区 分 
平成 30 年度 平成 29 年度 

登録人数 支給額（円） 登録人数 支給額（円） 

中学校1年生 846 21,822,533 866 23,295,406 

中学校 2年生 864 21,459,077 888 21,776,730 

中学校3年生 880 23,723,253 909 21,638,939 

計 2,590 67,004,863 2,663 66,711,075 
 

合 計 14,246 429,211,573 14,399 437,709,139 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

429,211,573 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 59,536,675 0 0 369,674,898 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

8,635,101 1.02 437,846,674 
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所属名 子育て支援課  
ペ ー ジ 138 款 民生費 項 児童福祉費 目 児童福祉総務費 

事 業 名 ひとり親家庭等医療費支給事業 

事業目的  

ひとり親家庭等に医療費の一部を助成することにより、生活の安定と自立を支援する。 

事業内容及び成果  

 

１ 医療費の支給状況 
支給要件：母子家庭、父子家庭、親のいない子どもを育てている養育者家庭、又は 

父（母）に一定の障害がある家庭 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

父母等 
人数（年平均） 627 650 

支給額（円） 22,862,883 23,074,301 

児 童 
人数（年平均） 869 908 

支給額（円） 19,833,742 21,776,309 

合 計 
人数（年平均） 1,496 1,558 

支給額（円） 42,696,625 44,850,610 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

42,696,625 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 20,297,943 0 0 22,398,682 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

 7,534,549 0.89 50,231,174 
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所属名 子育て支援課  
ペ ー ジ 138 款 民生費 項 児童福祉費 目 児童福祉総務費 

事 業 名 ひとり親家庭自立支援事業 

事業目的  

母子家庭の母または父子家庭の父を対象に、就業の促進・就労機会の向上に向けた支援を行

い、生活の負担軽減や自立の促進などを図る。 

事業内容及び成果  

 

◎１ ひとり親家庭子育て支援助成金 

給付内容 
支給人数 

（人）※ 
支給額（円） 

病児・病後児保育利用料の助成 2 4,000 

ファミリー・サポート・センター利用料の助成 31 117,350 

※延べ人数を記載（登録人数：23人） 

 

２ 自立支援教育訓練給付金 

給付内容 
支給人数

（人）※ 
支給額（円） 

指定教育講座の受講費用に対する給付 5 255,537 

※介護事務講座 1名 介護職員初任者研修 1名 介護福祉士実務者研修 3名 

 

３ 高等職業訓練促進給付金 

給付内容 
支給人数 

（人） 
支給額（円） 

就職に必要な資格取得の

ための費用に対する給付

（対象資格のみ支給） 

高等職業訓練促進給付金 11 10,023,500 

高等職業訓練修了支援給付金 3 150,000 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

11,155,387 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

7,728,000 0 0 121,350 3,306,037 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

5,587,418 0.66 16,742,805 



 - 96 - 

所属名 子育て支援課  
ペ ー ジ 138 款 民生費 項 児童福祉費 目 児童福祉総務費 

事 業 名 幼稚園等就園奨励事業 

事業目的  

私立幼稚園・私立幼稚園に準ずる施設に就園する満３～５歳児のいる家庭に入園料や保育料

の減免を行い、保護者負担の軽減を図る。また、私立幼稚園の設置者に事務費補助を行う。 

事業内容及び成果  

 

１ 就園奨励費補助金及び事務費補助金の交付状況 

① 私立幼稚園 

保育料等減免措置階層区分 
平成 30 年度 平成 29 年度 

人数 金額（円） 人数 金額（円） 

生活保護の世帯 0 0 0 0 

市民税所得割非課税の世帯 86 24,110,500 85 24,179,700 

市民税所得割 77,100 円以下の世帯 130 27,258,800 141 25,247,500 

市民税所得割 211,200 円以下の世帯 809 86,643,600 840 90,260,100 

市民税所得割 211,201 円以上の世帯 418 29,747,000 411 32,539,700 

小 計 1,443 167,759,900 1,477 172,227,000 

② 私立幼稚園に準ずる施設 

保育料等減免措置階層区分 
平成 30 年度 平成 29 年度 

人数 金額（円） 人数 金額（円） 

生活保護の世帯 0 0 0 0 

市民税所得割非課税の世帯 0 0 0 0 

市民税所得割 77,100 円以下の世帯 0 0 1 140,700 

市民税所得割 211,200 円以下の世帯 1 131,400 1 123,400 

市民税所得割 211,201 円以上の世帯 1 10,000 0 0 

小 計 2 141,400 2 264,100 

③ 合計 

 

 

平成 30 年度 平成 29 年度 

内容 金額（円） 内容 金額（円） 

就園奨励費補助 1,445 人 167,901,300 1,479 人 172,491,100 

事務費補助金 
1人 250円×1,445人 361,250 1人 250円×1,479人 369,750     

市内 6園×50,000 円 300,000 市内 6園×50,000 円 300,000 

幼稚園補助金管理システム保守委託 

      〃      改修委託 

280,800 

0 
 

280,800 

864,000 

合 計 168,843,350 
 

174,305,650 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

168,843,350 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

54,700,000 0 0 0 114,143,350 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

7,449,891 0.88 176,293,241 
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所属名 子育て支援課  
ペ ー ジ 138 款 民生費 項 児童福祉費 目 児童福祉総務費 

事 業 名 青少年健全育成推進事業 

事業目的  

青少年の健全な育成を目指し、学校・地域・家庭で伸び伸びと健やかに育まれる環境づくり

を推進する。 

事業内容及び成果  

 

１ 青少年育成推進員の活動に対する補助 120,000 円 

主な活動 「家庭の日」ポスターコンクール（応募数 436 点） 

推進員数 13 人 
 
 

２ 青少年相談員協議会の活動に対する補助 100,000 円 

開催日 主な事業 場  所 
募集

人数 

参加 

人数 

6 月 10 日 上野公園へ行こう！ 国立科学博物館（雨天により） 25 21   

11 月 11 日 
スポーツの秋だ！スケー

トへ行こう！ 
埼玉アイスアリーナ（上尾市） 25  10 

12 月  2 日 クリスマス会 ピアザ☆ふじみ 25  16 

1 月 27 日 冬のお楽しみ会 富士見市立市民総合体育館 25 4 

2 月 24 日 てっぱくに行こうよ！ 鉄道博物館（さいたま市） 25 8 
 
 

３ 青少年育成市民会議の活動に対する補助 900,000 円 

開催日 主な事業 場  所 参加人数 

7 月 21 日 青少年健全育成市民大会 キラリ☆ふじみ 約 350 

9 月 14 日 薬物乱用防止キャンペーン 東上線鶴瀬駅東・西口 38 

12 月  1 日 中学生の主張大会 キラリ☆ふじみ 約 200 

広報紙の発行 
「あすなろ」の発行 年 2 回（10 月、3月） 46,000 部／回 

会員だよりの発行  年 2 回（9月、1月） 市民会議会員に送付 
 

 

４ 子ども会育成会の活動に対する補助 1,075,800 円 

団 体 名 補助額 活 動 内 容 

各単位子ども会育
成会（39団体） 

1,075,800 円 
（3,586 人×300 円） 

各地域により独自の事業を開催（夏祭り、
映画鑑賞、クリスマス会、餅つきなど） 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

2,204,317 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 2,204,317 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

8,296,470 0.98 10,500,787 
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所属名 子育て支援課  
ペ ー ジ 138 款 民生費 項 児童福祉費 目 児童福祉総務費 

事 業 名 いじめ防止対策推進事業 

事業目的  

平成 27年 4 月に施行した富士見市いじめ防止条例に基づき、市全体で総力を挙げて、いじめ 

防止に取り組み、子どもが安心して過ごすことができる環境をつくる。 

事業内容及び成果  

  

１ いじめ問題対策連絡協議会の開催 30,000 円 

開催回数 主な会議内容 

2 回 

（10/12・H31/2/18） 

①講演「市内のいじめの状況と対応について」 

講師：富士見市教育相談室 齊藤一美氏 

（スクールソーシャルワーカー） 

②事例研究 

 

２ いじめ防止サポーター制度 

   市内の事業者・団体をいじめ防止サポーターとして認定し、子どもたちへの「見守り・ 

声かけ」の働きかけや、ステッカー・ポスターを活用し、市民等への啓発を行う。 

また、「富士見市いじめ防止サポーター通信」を 2回発行した。 

 

①いじめ防止サポーター登録状況 （単位 件・年度末現在） 

 事業所 団 体 合計登録数 

平成 29 年度 161 36 197 

平成 30 年度 169 35 204 

 

３ 啓発資料の作成 453,060 円 

 配 布 先 作成枚数 

いじめ防止サポーター

ステッカー 
いじめ防止サポーター 500 枚 

いじめ防止対策推進 

事業パンフレット 

市内小・中・特別支援学校、公共施設、

いじめ防止サポーター、中学生の主張

大会 

10,000枚 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

508,846 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 508,846 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

3,301,656 0.39 3,810,502 
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所属名 子育て支援課  
ペ ー ジ 144 款 民生費 項 児童福祉費 目 児童措置費 

事 業 名 児童扶養手当支給事業 

事業目的  

児童扶養手当法に基づき、ひとり親家庭等に児童扶養手当を支給し、生活の安定と自立の促

進を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 手当の支給状況 

支給要件：父母の離婚、父又は母の死亡などによって父又は母と生計を同じくして 

いない児童、父又は母が一定の障害のある児童を育てている方等 

年度 支給人数（人） 支給停止人数（人） 支給額（円） 

平成 30 年度 635 92 308,919,960 

平成 29 年度 643 96 321,354,860 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

308,919,960 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

103,070,373 0 0 0 205,849,587 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

10,412,916 1.23 319,332,876 



 - 100 - 

所属名 子育て支援課  
ペ ー ジ 144 款 民生費 項 児童福祉費 目 児童措置費 

事 業 名 児童手当支給事業 

事業目的  

児童手当法に基づき、中学校修了前の児童を養育している方に児童手当を支給し、次世代の社

会を担う児童の健やかな育ちを社会全体で応援する。 

事業内容及び成果  

 

１ 手当の支給状況 

 
平成 30 年度 平成 29 年度 

延人数(人) 金額（円） 延人数(人) 金額（円） 

児
童
手
当 

被
用
者 

3 歳未満 25,150 377,250,000 25,733 385,995,000 

小学校修了前第 1子第 2子 68,719 687,190,000 67,677 676,770,000 

小学校修了前第 3子以降 7,490 112,350,000 7,338 110,070,000 

中学生 22,199 221,990,000 22,354 223,540,000 

非
被
用
者 

3 歳未満 4,096 61,440,000 4,369 65,535,000 

小学校修了前第 1子第 2子 13,900 139,000,000 15,192 151,920,000 

小学校修了前第 3子以降 1,967 29,505,000 2,171 32,565,000 

中学生 5,237 52,370,000 5,595 55,950,000 

小 計 148,758 1,681,095,000 150,429 1,702,345,000 

特
例
給
付 

被
用
者 

3 歳未満 1,517 7,585,000 1,457 7,285,000 

小学校修了前第 1子第 2子 7,614 38,070,000 7,596 37,980,000 

小学校修了前第 3子以降 895 4,475,000 828 4,140,000 

中学生 4,306 21,530,000 4,553 22,765,000 

非
被
用
者 

3 歳未満 95 475,000 117 585,000 

小学校修了前第 1子第 2子 665 3,325,000 719 3,595,000 

小学校修了前第 3子以降 81 405,000 90 450,000 

中学生 240 1,200,000 276 1,380,000 

小 計 15,413 77,065,000 15,636 78,180,000 

合 計 164,171 1,758,160,000 166,065 1,780,525,000 

単 価 

児童手当 

15,000 円（3歳未満・小学校修了前第 3子以降） 

10,000 円（3歳以上第 1子第 2子、中学生） 

特例給付 

5,000 円（控除後所得額 622 万円以上） 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

1,758,160,000 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

1,220,098,332 261,248,332 0 0 276,813,336 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

10,836,206 1.28 1,768,996,206 
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所属名 保育課  

ペ ー ジ 
140 

146 
款 民生費 項 児童福祉費 目 

児童福祉総務費 

児童福祉施設費 

事 業 名 放課後児童健全育成事業 

事業目的  

就労等により、保護者が昼間家庭にいない小学校 1 年生から 6 年生の児童を対象に、放課後

や夏休みの期間など、家庭に代わる生活の場を提供し、児童の健全な育成を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 放課後児童クラブの入室等の状況（H31.3.31 現在）        （H30.3.31 現在） 
ク ラ ブ 名 利用定員 入室児童数 支援員数 

 

入室児童数 
鶴瀬第 1放課後児童クラブ 65 55 5 50 

鶴瀬第 2放課後児童クラブ 40 40 6 36 

鶴瀬第 3放課後児童クラブ 40 37 5  42                    

水谷第 1放課後児童クラブ 51 52 8 36 

水谷第 2放課後児童クラブ 33 26 4 29 

水谷第 3放課後児童クラブ 40 37 5 31 

南畑放課後児童クラブ 37 38 6 35 

関沢第 1放課後児童クラブ 80 56 7 52 

関沢第 2放課後児童クラブ 36 27 4 30 

勝瀬第 1放課後児童クラブ 67 66 8 60 

勝瀬第 2放課後児童クラブ 40 42 5 36 

水谷東放課後児童クラブ 55 48 7 52 

諏訪第 1放課後児童クラブ 80 107 13 84 

諏訪第 2放課後児童クラブ 40 40 5 35 

みずほ台第 1放課後児童クラブ 80 71 10 64 

みずほ台第 2放課後児童クラブ 31 28 4 25 

針ケ谷放課後児童クラブ 59 87 7 71 

ふじみ野第 1放課後児童クラブ 40 38 6 33 

ふじみ野第 2放課後児童クラブ 40 43 4 42 

ふじみ野第 3放課後児童クラブ 40 43 3 35 

つるせ台第 1放課後児童クラブ 40 53 5 104 

つるせ台第 2放課後児童クラブ 30 29 4 － 

つるせ台第 3放課後児童クラブ 40 33 4 － 

合  計 1,104 1,096 135 982 
 

 

２ 指定管理料について 

指定管理者 指定管理料（円） 

社会福祉法人富士見市社会福祉事業団 
平成 30 年度 392,065,171 

平成 29 年度 358,875,449 

  

３ 放課後児童クラブ保護者負担金の収納状況【歳入】      （単位 円、％） 
 調定額 収入済額 収入未済額 収納率 

平成 30 年度 116,081,500 115,218,100 863,400 99.3 

平成 29 年度 107,550,400 106,548,600 1,001,800 99.1 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

403,989,419 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

71,170,000 69,252,000 0 123,544,020 140,023,399 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

18,709,386 2.21 422,698,805 
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所属名 保育課  
ペ ー ジ 140 款 民生費 項 児童福祉費 目 児童福祉総務費 

事 業 名 家庭保育室助成事業 

事業目的  

保護者の就労と子育ての両立を支援するため、市と契約した家庭保育室と入室乳幼児の保護

者に助成等を行う。 

事業内容及び成果  

 

１ 家庭保育室の助成基準 

 
委託料・補助金の対象内容 金額（月額 円） 

委託料 

0 歳児（1人につき） 23,000 

1・2 歳児（1人につき） 19,000 

長時間保育推進委託料(1 人につき) 2,000 

補助金 保護者負担軽減費補助金 

限度額 54,800 円 

保育所等入所の場

合と同等になるよ

うに計算 

 

２ 委託料の支払状況 

保育室名 延べ児童数(人) 委託料(円) 

ひまわり保育園（新座市） 4 76,000 

ひよこベビールーム（ふじみ野市） 5 95,000 

三原学園（朝霞市） 32 692,000 

こばと保育室（川越市） 4 92,000 

合  計 45 955,000 

 

 ３ 補助金の交付状況 

・保護者負担軽減費補助金 延べ 45 人 1,550,300 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

2,505,300 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 300,000 0 0 2,205,300 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

4,994,813 0.59 7,500,113 
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所属名 保育課  
ペ ー ジ 140 款 民生費 項 児童福祉費 目 児童福祉総務費 

事 業 名 保育所運営事業（総務費） 

事業目的  

乳幼児の保育が安全にできるよう、公立保育所の環境の充実と質の向上を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 保育所の入所状況等（平成 31年 3月 1 日現在）          （単位 人） 

保育所名 定員 
入所 
児童数 

正規 
職員数 

非常勤嘱託

職員等数 

入所児童数 

(平成 30 年 3 月 1 日） 

第一保育所 90 90 13 32 89 

第二保育所 90 63 10 20 65 

第三保育所 90 69 12 25 73 

第四保育所 120 91 12 34 95 

第五保育所 90 76 12 22 84 

第六保育所 90 76 10 20 83 

合  計 570 465 69 153 489 

 

 

２ 保育所保護者負担金の収納状況【歳入】            （単位 円、％） 

 
調 定 額 収入済額 収入未済額 収納率 

平成 30 年度 354,796,390 352,738,790 2,057,600 99.4 

平成 29 年度 339,082,700 337,219,900 1,862,800 99.5 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

237,621,226 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

2,521,000 1,685,940 0 125,050,350 108,363,936 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

16,846,914 1.99 254,468,140 
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所属名 保育課  
ペ ー ジ 140 款 民生費 項 児童福祉費 目 児童福祉総務費 

事 業 名 子育て支援センター運営事業 

事業目的  

子育て支援拠点施設として、身近な地域の子育て支援を担うとともに、市内全域の子育て支

援ネットワークを構築し、安心して子育てができる環境づくりを推進する。 

事業内容及び成果  

 

１ 開設日数 234 日 

設置場所 鶴瀬西交流センター内 

２ 事業の実施状況 

事 業 等 内  容 参加人数等 

ぴっぴのひろば、年齢別

ひろば 
親子の居場所づくりや仲間づくり 15,587 人 

おでかけぴっぴのひろば ふれ合い遊びと仲間づくり 267 人 

子育て相談 電話相談、面接相談、広場での相談 67 件 

子育て講座等 

絵本講座、人形劇、小さな子どもの

ためのコンサート、叱らない子育て

講座、ロゼット作り、ベビーぴっぴ 

1,006 人 

子育て支援情報紙 

ふじみ Kids 通信の発行 毎月 1回 

富士見市子育て支援センター通信 

「スマイル」を 4か月健診時に配布 
毎月 2回 

子育て支援センター 

担当者会議 

情報交換と課題研究 

支援センターまつり打合せ 等 
5 回開催 

子育て支援センターまつ

り「ひろばであそぼう」 

市内の子育て支援センターが共同で

開催（会場：市民総合体育館） 
255 人 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

4,779,994 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

1,655,200 1,593,300 0 0 1,531,494 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

17,693,492 2.09 22,473,486 
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所属名 保育課  

ペ ー ジ 144 款 民生費 項 児童福祉費 目 児童措置費 

事 業 名 保育所等入所児童委託事業 
事業目的  

市内・市外の民間保育所等への入所を実施し、待機児童の解消を図る。 

 

事業内容及び成果  

 
１ 児童の入所状況                       （単位 延べ人数） 
 

年度 
委託 

箇所数 
0 歳 1 歳 2 歳 3 歳 4 歳 5 歳 合計 

市内保育園等 
30 25 1,623 3,171 3,488 4,200 4,203 4,187 20,872 

29 23 1,529 2,991 3,277 4,195 4,227 3,734 19,953 

市外保育園等 
30 57 97 143 194 317 222 440 1,413 

29 42 79 241 168 165 355 319 1,327 

※幼児教育を受ける児童を含む 

 
２ 委託料の支払状況     （単位 円） 

市内保育園等 1,826,885,785 

市外保育園等 112,808,468 

合 計 1,939,694,253 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

1,939,851,688 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

681,781,986 355,801,408 0 242,962,800 659,305,494 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 

 
9,820,311 1.16 1,949,671,999 
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所属名 保育課  

ペ ー ジ 144 款 民生費 項 児童福祉費 目 児童措置費 

事 業 名 民間保育所等運営助成事業 
事業目的  

民間保育所等の運営改善等の費用に補助金を交付し、民間保育所等の安定的な運営と質の高

い保育を推進する。 

事業内容及び成果  
 
１ 補助金の交付状況                    （単位 円） 

施  設  名 平成 30 年度 平成 29 年度 

ふじみ野保育園 24,354,000 23,320,000 

こばと保育園 15,536,000 14,539,000 

子どものその Baby 保育園 25,008,000 25,512,000 

西みずほ台保育園 10,106,000 10,773,000 

勝瀬こばと保育園 25,570,000 24,755,000 

けやきわかば保育園 18,721,000 16,437,000 

富士見すくすく保育園 21,966,000 20,461,000 

針ヶ谷保育園 23,575,000 19,242,000 

ﾅｰｻﾘｰｽｸｰﾙ☆SUKUSUKU 21,967,000 24,449,000 

慶櫻ふじみ保育園 10,479,000 11,314,812 

鶴瀬れんげ保育園 16,230,000 ― 

富士見れんげこども園 29,636,000 29,242,000 

南畑幼稚園・なんばた保育園 13,030,810 11,680,540 

けやき子ども園 29,369,000 28,474,000 

きたはら幼稚園・ﾅｰｻﾘｰ KITAHARA 15,157,950 14,313,300 

銀の鈴幼稚園 1,160,650 1,251,200 

保育ルーム針ヶ谷 1,644,000 ― 

病児保育室すこやか 11,267,000 11,156,000 

合  計 314,777,410 286,919,852 

 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

319,091,410 

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

47,770,700 80,165,700 0 5,547,869 185,607,141 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 

 
8,889,075 1.05 327,980,485 
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所属名 保育課  
ペ ー ジ 148 款 民生費 項 児童福祉費 目 児童福祉施設費 

事 業 名 児童館運営事業 
事業目的  

関沢児童館・諏訪児童館・ふじみ野児童館を拠点として、子どもたちや子育て中の保護者に

対する各種事業を実施することにより、児童の健全育成及び子育て支援の充実を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 児童館の利用状況 

年度 
関沢児童館 諏訪児童館 ふじみ野児童館 

開館日数 利用人数 開館日数 利用人数 開館日数 利用人数 

平成 30 年度 293 日 17,891 人 329 日 26,991 人 331 日 32,708 人 

平成 29 年度 293 日 16,362 人 330 日 28,458 人 332 日 35,332 人 
 
 

２ 指定管理者による管理 
指定管理者 指定管理料（円） 

特定非営利活動法人ふじみっこ・夢みらい 
平成 30 年度 59,544,500 

平成 29 年度 58,911,000 
 
 

３ 事業の実施状況 
 事業名 内 容 実施回数 参加人数 

関
沢 

あそびの学校（午前） 体操、手遊び、工作、季節の遊び等 227 4,753 

あそびの学校（午後） 工作、集団遊び等 56 2,030 

館内幼児教室「あっぷっぷ」 手遊び、紙芝居、季節の遊び等 35 760 

夏・冬・春休み事業 工作会、人形劇、映画会、書初め、お正月・昔遊び等 14 374 

あそびの出前 工作、集団遊び等（ボランティア団体と協働） 12 1,481 

夏まつり あそびのコーナー、おばけやしき等 1 404 

中高生の居場所づくり 夜間開館 12 100 

こどもの日開館 バルーンアート、遊びのスタンプラリー等 1 48 

諏
訪 

乳児親子対象「ぴーかぶー」 ふれあいあそび、紙芝居等 38 1,703 

幼児親子対象「うきうきひろば」 季節の行事、絵本の読み聞かせ等 32 1,661 

子育てサークル支援 遊びの指導、行事の支援、子育てサークルマップ等 43 650 

夏まつり 縁日、おばけやしき 2 718 

子育て講座 ベビーマッサージ、プラバン工作、絵本読み聞かせ講座等 3 182 

こどもの日開館 ふわふわこいのぼり工作、風船とりゲーム等 1 56 

ふ
じ
み
野 

乳児親子対象事業 伝承遊び、ふれあい遊び、読み聞かせ等 75 3,853 

お父さんと遊ぼう（幼児編・小学生編） 体操、工作、クッキング等 7 200 

小学生クッキング 食育推進室を使用してクッキング 6 148 

夏まつり 粘土の型抜き、工作、ゲーム 2 283 

中高生の居場所づくり 夜間開館 37 133 

こどもの日開館 絵本読み聞かせ、手形こいのぼり制作 1 100 
 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

60,269,623 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 60,269,623 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

7,619,207 0.90 67,888,830 
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所属名 保育課  
ペ ー ジ 148 款 民生費 項 児童福祉費 目 児童福祉施設費 

事 業 名 保育所運営事業（施設費） 

事業目的  

乳幼児の保育が安全にできるよう、公立保育所の環境の充実と質の向上を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 市立保育所の修繕 9,610,711 円 

第一保育所 砂場枠修繕、駐輪場排水修繕等 

第二保育所 門柱緊急修繕、雨除けシート交換修繕等 

第三保育所 ブロック塀工事、トイレ小便器交換修繕等 

第四保育所 駐輪場整備修繕、1歳児室シンク交換修繕等 

第五保育所 屋根笠木修繕、乳児用トイレ修繕等 

第六保育所 園庭側屋根等修繕、中テラス雨よけシート交換修繕等 

 

 ２ 市立保育所等の工事等                      （単位：円） 

第一保育所キュービクル更新工事設計委託 367,200 

ふじみ野保育園壁紙補修工事 1,144,800 

第三保育所エアコン交換工事（０歳児室・４歳児室） 2,072,520 

第六保育所ブロック塀改修工事 2,444,580 

 

３ 市立保育所の備品購入 4,296,231 円 

厨房用備品、園庭遊具、おでかけ兼用避難車等 

  

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

98,788,278 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

185,000 0 0 9,590,610 89,012,668 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

591,195,402 70.45 689,983,680 
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所属名 保育課  
ペ ー ジ 150 款 民生費 項 児童福祉費 目 児童福祉施設費 

事 業 名 保育所地域活動事業 

事業目的  

すべての乳幼児が心身ともに健やかに育つよう、子育て支援機能を地域に提供し、地域社会

と結びついた保育所づくりを推進する。 

事業内容及び成果  

 

１ 事業の実施状況 

事業名 内   容 参加人数等 

あそぼう会 

5 月～2月各保育所にて毎月 1～2回実施 

異年齢交流事業（パネルシアター・親子リズムなど） 

毎月 1 回、身長・体重測定を実施 

1,571 人 

世代間交流事業 
高齢者を季節行事に招待、市内中学生の社会体験（保

育体験）受入等 延べ 56 回 
280 人 

保育所展 

各保育所の日常の様子や支援センターの活動内容を写

真等で展示、子どもたちの手作りおもちゃ等の展示 

10 月 22～26 日 市役所 1 階ロビー 

292 人 

ジャンボあそぼう

会（育児講座） 

親子で遊ぼうをテーマに子育て支援センターと共催で 

実施 6月 14 日 鶴瀬公民館 
67 組 

園庭開放 
毎週土曜日やあそぼう会を実施しない木曜日の午前中、

園庭を開放し、遊べる環境を提供 
57 組 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

375,934 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 375,934 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

8,296,470 0.98 8,672,404 
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所属名 保育課  
ペ ー ジ 150 款 民生費 項 児童福祉費 目 児童福祉施設費 

事 業 名 ファミリーサポートセンター事業 

事業目的  

子どもを預かる人（提供会員）と子どもを預けたい人（依頼会員）が会員となって、地域で

子育てを支え合い、保護者の就労と育児の両立を推進する。 

事業内容及び成果  

１ 会員数（各年度末） 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

依頼会員数 1,019 930 

提供会員数 137 123 

依頼･提供会員数 75 80 

合  計 1,231 1,133 

アドバイザー数 4 4 

２ 支援の内容・件数 

内    容 
件 数 

平成30年度 平成29年度 

保育所･幼稚園の登園前の預かり及び送り 758 362 

保育所･幼稚園の迎え及び帰宅後の預かり 1,027 1,026 

児童の放課後の預かり 39 30 

放課後児童クラブの迎え及び帰宅後の預かり 687 790 

病後児の援助 4 1 

子どもの習い事等の場合の援助 1,228 1,246 

保育所･学校等休み時の援助 6 8 

保育所等施設入所前の援助 1 0 

保護者等の短時間･臨時的就労の場合の援助 442 638 

保護者等の求職活動中の援助 2 1 

保護者等の冠婚葬祭による外出､他の子どもの学校行事の場

合の援助 
3 5 

保護者等の外出の場合の援助 164 119 

保護者等の病気､その他休養の場合の援助 100 5 

上記以外の活動の援助等 391 238 

合    計 4,852 4,469 

３ 講座等の開催状況 

ニュース発行 1回、基礎講座 2回（6月 3人、1月 8人）、ステップアップ講座 2回（9月

5人、10月 33 人）、交流会 3回（7 月 14 人、11月 19 人、2月 9人）等 
   

 ４ 病児・緊急預かり業務の実施（緊急ファミリー・サポート事業） 

   会員数：利用会員 706 人、サポート会員 36 人 活動件数：40件 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

5,227,145 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

1,724,000 1,724,000 0 0 1,779,145 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

1,777,815 0.21 7,004,960 
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所属名 保育課  
ペ ー ジ 152 款 民生費 項 児童福祉費 目 児童福祉施設費 

事 業 名 放射線等対策事業 

事業目的  

東日本大震災による福島第一原子力発電所での事故を受け、給食の安全を確認するために、

市内保育所等及びみずほ学園における給食等の放射性物質測定を実施する。 

事業内容及び成果  

 

１ 給食等の放射性物質含有検査の実施 777,600 円 

   25 施設（市立保育所・私立保育園・認定こども園・小規模保育施設・みずほ学園） 

 一施設当たり年 3回実施 

    ・すべての検査において、放射性物質は不検出。 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

777,600 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 777,600 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

507,947 0.06 1,285,547 

 

所属名 保育課  

ペ ー ジ 152 款 民生費 項 児童福祉費 目 児童福祉施設費 

事 業 名 保育所等施設整備事業 
事業目的  

老朽化した公立保育所施設を計画的に改修し、良好な保育環境の充実を図る。また、民間保

育所等の創設・増築に対して補助を行い、保育環境の整備を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 補助金の交付状況 

交付対象保育園等 補助交付額 

Kid’s Garden きらり保育園 

定員 90 人（0～5 歳児） 
294,994,000 円 

１・２ ＳＵＫＵＳＵＫＵ 

定員 19 人（1～2 歳児） 
27,999,000 円 

南畑小規模保育園 あおぞら 

 定員 15人（1～2 歳児） 
23,505,000 円 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

346,498,000 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

262,947,000 0 59,700,000 0 23,851,000 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

11,090,179 1.31 357,588,179 
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所属名 子ども未来応援センター  

ペ ー ジ 142 款 民生費 項 児童福祉費 目 児童福祉総務費 

事 業 名 子ども未来応援センター運営事業 

事業目的  

すべての子どもが「夢に向かってチャレンジ」できるよう、関係機関、関係団体との連携を

強化し、妊娠期からの切れ目のない支援体制を確立し、子どもの貧困対策整備計画の着実な

推進を図る。 

事業内容及び成果  

         

１ 子どもに関する総合相談窓口   

①子ども未来コーディネーター・子ども未来相談員等 賃金 8,408,812 円 

 ②相談内容及び件数 

相談内容 

件 数（件） 

平成 30 年度 平成 29 年度 

子育て関係 81 48 

保育・放課後児童クラブ関係 24 13 

妊娠関係 43 13 

収入 22 11 

住まい 6 6 

仕事 6 3 

子の教育 12 2 

不登校 12 2 

ＤＶ 29 8 

病気 33 13 

その他 23 11 

合  計 291 130 

延べ相談人数 216 人 111 人 

 ※相談内容は重複あり 

２ 子どもの貧困対策整備計画に基づく事業 

①子どもの夢つなぐ市民運動☆ふじみ 

◎(1)始動フォーラムの開催 

開催日 内容 

10/6 

・記念講演 「なんとかする」子どもの貧困～子ども食堂の現場から～ 

講師：湯浅 誠氏（社会活動家 法政大学教授） 

・シンポジウム 「子どもの夢をつなごう」 

登壇者：NPO 法人代表等 3人 

◎(2)子ども未来応援ネットワーク会議の開催 

開催日 内容 

6/27 
・ネットワーク会議要領の確認 ・子ども未来応援基金について 

・子どもの貧困対策等の動向 ・情報交換 

1/22 
・国・県の取組紹介 ・市民運動の経過報告 

・情報交換 

  (3)周知・啓発 

ポスター・チラシ・記録集印刷 

 ②子ども未来応援基金の状況（社会福祉協議会が設置） 

  子ども未来応援基金創設準備補助金 1,000,000 円 

③子ども食堂はじめましょう講座＆交流会 
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開催日 内容 

9/8 
実践中の 3団体から「開催準備や取組内容についての発表」 

ガイドラインや子ども未来応援基金の説明等   参加者：47 人 

3/19 

「子ども食堂～食の安全基礎講習会」 

講師：埼玉県食品安全課職員 

参加者：30 人 

④子どものための養育費相談 

開催状況：毎月 1回 要予約（1回あたり 3 人まで）  

委託先：公益社団法人 家庭問題情報センター 

実施回数：10 回 

◎⑤子ども未来支援員の登録・活用 

登録人数：9人 

訪問回数：46 回 

⑥おしゃべり☆ぷれいす（母子家庭等交流会） 

実施回数：2回（11/18、1/27） 

参加人数：4名 

３ 子育て世代包括支援センター事業 

  ①妊娠届出数               （単位 件） 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

新規届出    853    922 

転入    116    106 

合 計    969  1,028 

うち支援対象者（※）     36     13  

※支援対象者数とは、保健師が妊娠届出者との面接の結果、必要なサポートについて 

関係課などに繋いだ妊婦数。 

②子育て応援情報モバイルサイト スマイルなび（みらくるメール等） 

   平成 30 年度 平成 29 年度 延べ登録数 

登録者数（人） 712 1,403 2,115 

登録世帯数（世帯） 511 1,038 1,549 

堅調に登録者数は増えており、身近な情報提供ツールとしてモバイルサイトを活用するこ

とにより、子育てへの不安感や孤立感を解消するための機会を提供することができた。 

③不妊検査・不妊治療補助金の交付状況 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

内 容 対象（※） 件数（件） 補助額（円） 件数（件） 補助額（円） 

不妊検査 43 歳未満 47 940,000 47 925,000 

不妊治療 

 

35 歳未満 36 2,988,000 29 2,752,000 

35歳～43歳未満 

（市単独補助） 
71 5,463,000 45 3,752,000 

  ※妻の年齢要件 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

25,622,323 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

4,693,000 6,958,000 0 0 13,971,323 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

28,643,923 4.00 54,266,246 
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所属名 みずほ学園  
ペ ー ジ 152 款 民生費 項 児童福祉費 目 通園施設費 

事 業 名 みずほ学園運営事業 

事業目的  

児童福祉法に基づく児童発達支援センターとして、地域における療育支援が必要な乳幼児の通園

療育や保育所等訪問支援のほか、2市 1町の中核施設として、外来療育・巡回相談・施設支援等

の地域療育支援を実施し、障がい児支援の充実を図る。 

事業内容及び成果  

１ 通園療育事業 

①年齢別通園児童                           （単位 人） 

 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 計 

30 年度 0 3 4 9 12 13 41 

29 年度 0 3 2 14 11 12 42 

28 年度 0 1 6 12 12 13 44 
※親子通園クラス：ひよこ組(6 人)・あひる組(7 人) 単独通園クラス：りす組(9 人)・きりん組(10 人)・ぞう組(9 人) 

※保育所・幼稚園に通う児童の中で発達上の支援が必要な場合、併用通園を実施し児童への支援を行うとともに、保 

育所・幼稚園との連携を強化した。[実績：4人(幼稚園)が併用通園] 

②職員体制                              （単位 人） 

園長 副園長 事務 指導員 保育士 理学療法士 看護師 調理員 清掃 運転手 

1 1 2 8 8 1（副園長兼務） 2 2 1 1 

③支援内容 

障がい児や発達に遅れを持つ乳幼児に対する早期からの機能訓練・親子指導・個別及び集団指導 

④保育所交流会やみずほ交流会の実施 

保育所交流会：9人の５歳児が月 2回、市内 6保育所(園)で交流。 

みずほ交流会：市内 6保育所(園)が来園して交流(年 6回)。南畑幼稚園との交流(年 4回)。 

２ 地域療育支援事業 

保健福祉園域（富士見市・ふじみ野市・三芳町）における障害児等療育支援事業を県から 

受託し、在宅等の障がい児及びその保護者への療育指導等を実施（一部は市内のみ）。 

 ①支援内容 

相談事業(理学療法・言語相談・発達相談)、保育所・幼稚園巡回相談、グループ教室(コア 

ラ教室・めだか教室・たんぽぽ教室）、個別指導、子育て相談、施設開放(あそびのひろば)。 
                         （数字は延べ利用人数・括弧内は市内延べ利用人数） 

 在宅訪問 理学療法 言語相談 発達相談 
コアラ 

教室 

めだか 

教室 

たんぽぽ 

教室 

あそびの 

ひろば 

巡回相談等 

施設支援 

保育所等 

訪問支援 

30 年度 
77 

（45） 

  6 

  （1） 

 331 

 （247） 

 86 

 （77） 

 135 

 （135） 

 61 

 （10） 

 125 

 （125） 

 164 

 （154） 

 153 

 （136） 

6 

（6） 

29 年度 
70 

（53） 

25 

（1） 
337 

 （224） 

100 

 （84） 

134 

 （134） 

42 

 （9） 

82 

（82) 

151 

（144) 

96 

  （80） 

5 

（5) 

28 年度 
63 

（42） 

14 

（0） 

314 

（239) 

124 

（108) 

132 

（132) 
― 

110 

（110) 

152 

（152) 

76 

  （61） 

10 

(10) 

②職員体制 支援相談員 4 人(非常勤嘱託職員) 

３ みずほ学園大規模改修関係 

 ◎大規模改修工事設計委託 3,175,200 円 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

42,690,801 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 42,690,801 0 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

99,049,696 11.70 141,740,497 
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所属名 みずほ学園  
ペ ー ジ 154 款 民生費 項 児童福祉費 目 通園施設費 

事 業 名 子どもの発達相談支援センター運営事業 

事業目的  

地域で暮らす発達に遅れのある子どもやその家族に、障がい福祉サービス等に関する障がい

児支援利用計画を作成し、定期的にモニタリングを実施することで、適切な障がい福祉サー

ビスにつなげることを目的とする。 

事業内容及び成果  

 

１ 事業内容 

   保護者等のニーズに基づき、適切な障がい福祉サービスにつなげるために、ニーズや子 

どもの生活等を整理し計画として作成。作成後、定期的にモニタリングを実施する。 

   （計画作成の事業所は、保護者等が選択） 

 

２ 成果                           （単位 件）                                  

 初回計画 新規計画 モニタリング 

平成 30 年度 27 53 117 

平成 29 年度 26 49 81 

平成 28 年度 18 49 78 

  通園児童 41人、保育所等訪問支援利用児童 6 人 

   初回計画は、初めて障がい福祉サービスを使うために作成する計画のこと。 

   新規計画は、サービス内容や日数の変更、新たな目標設定等に伴い作成する計画のこと。 

モニタリングは、「障がい児支援利用計画」に基づきサービスを利用する中で、計画の妥

当性を確認、必要に応じてサービス内容の変更をすること。  

 

３ 職員体制 

   児童福祉法に規定する以下の職員を配置した。 

    管理者 1人（みずほ学園長兼務） 

    相談支援専門員 2人（非常勤嘱託職員） 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

3,174,900 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 3,174,900 0 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

2,539,735 0.30 5,714,635 
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所属名 福祉課  
ペ ー ジ 118 款 民生費 項 社会福祉費 目 社会福祉総務費 

事 業 名 災害見舞金支給事業 

事業目的  

災害により被害を受けた市民又はその遺族に見舞金又は弔慰金を支給することにより、市民

の生活安定と福祉の増進に寄与する。 

事業内容及び成果  

１ 支給基準 

 支給額（円） 備考 

①死亡した者一人につき 120,000  

②負傷した者一人につき 40,000 療養期間が 3週間以上 

③住居の全焼、全壊又は流出 100,000 

被災した部分の床面積がその住居の延床

面積の 70％以上又は被害額がその住居の

時価の 50％以上 

④住居の半焼又は半壊 50,000 

被災した部分の床面積がその住居の延床

面積の20％以上70％未満又は被害額がそ

の住居の時価の 20％以上 50％未満 

⑤消火活動による住居の被害 40,000  

⑥住居の床上浸水 50,000  

   

２ 支給件数及び金額 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

件数 支給額（円） 件数 支給額（円） 

①死亡 2 240,000 1 120,000 

②負傷 0 0 0 0 

③全焼・全壊・流出 9 900,000 0 0 

④半焼・半壊 3 150,000 1 50,000 

⑤消火活動による住居の被害 0 0 0 0 

⑥住居の床上浸水 0 0 11 550,000 

合   計 14 1,290,000 13 720,000 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

1,290,000 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 1,290,000 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

1,693,157 0.20 2,983,157 
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所属名 福祉課  
ペ ー ジ 118 款 民生費 項 社会福祉費 目 社会福祉総務費 

事 業 名 社会福祉協議会運営補助事業 

事業目的  

在宅の福祉サービス事業利用者の支援やボランティア活動の支援等、社会福祉事業を実施す

る社会福祉協議会に運営費などの補助を行い、地域福祉を推進する。 

事業内容及び成果  
 

１ 社会福祉協議会への運営費補助 

補 助 内 容 
金額（円） 

平成 30 年度 平成 29 年度 

運営人件費に対する補助 55,223,654 40,652,553 

       

  

２ 社会福祉協議会の職員体制     （単位 人） 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

正規職員 8 6 

嘱託職員 3 2 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

55,223,654 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 55,223,654 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

2,963,025 0.35 58,186,679 
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所属名 福祉課  
ペ ー ジ 118 款 民生費 項 社会福祉費 目 社会福祉総務費 

事 業 名 社会福祉団体育成指導事業 

事業目的  

福祉行政の推進を目的として組織された団体に補助金を交付することにより、地域福祉推進

体制の充実と市民の福祉活動を推進する。 

事業内容及び成果  

 

１ 補助金の交付状況 

交付団体 補 助 内 容 
補助金額（円） 

平成30年度 平成29年度 

埼玉土建国民健康保険組合 

ふじみ野支部 
組合員家族の保健、予防活動 344,700 382,725 

埼玉県建設国民健康保険組合 

富士見支部 

組合員の福利厚生及び健康

保持向上活動 
61,425 64,350 

富士見市心身障害児者親の会 

みのり会 

心身障がい児・者に対して進

路拡大、就労の場の拡充を図

るための育成支援活動等 

 30,000 

川越地区保護司会富士見支部 犯罪の予防、犯罪者更正援護 178,000 178,000 

  ※みのり会への補助は平成 30年度から障がい福祉課の障害者自立支援推進事業において 

補助を実施 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

1,123,124 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 1,123,124 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

1,269,867 0.15 2,392,991 
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所属名 福祉課  
ペ ー ジ 118 款 民生費 項 社会福祉費 目 社会福祉総務費 

事 業 名 民生児童委員活動推進事業 

事業目的  

民生委員・児童委員の様々な活動に支援を行い、誰もが安心して暮らすことのできる地域社

会づくりを目指す。 

事業内容及び成果  
 

１ 民生委員・児童委員協議会の活動内容 

民生委員・児童委員活動の基盤となる市内 6 地区の民生委員・児童委員協議会（鶴瀬東・

鶴瀬西・鶴瀬上沢・勝瀬・みずほ台・水谷南畑）において、毎月行われる定例会等を通

じ、委員間での事例検討や意見交換、研修等により、協議会としての問題把握とその対

応策の検討等を行い、協議会運営の基盤強化と機能の充実を図った。 

また、個々の民生委員・児童委員が、様々な福祉諸問題の発見、解決に向けた支援を行

うため、住民の生活実態の把握に努めるとともに、関係機関・団体等との連携により地

域福祉の増進を図った。 
 

２ 委員数及び任期 

①委員数                          

 定数

（※） 

現員数 

平成30年 4月1日現在 平成29年4月1日現在 

民生委員・児童委員 161 人 155 人 152 人 

主任児童委員 12 人 12 人 12 人 

合  計 173 人 167 人 164 人 

※平成 28年 12 月 1 日（一斉改選）より、定数 173 人 

※民生委員・児童委員と主任児童委員の配置基準：厚生労働大臣の定める次の基準 

(1)民生委員・児童委員：中核市・人口 10 万人以上の市は 170～360 世帯に 1人 

(2)主任児童委員：民生委員・児童委員の定数が 39 人以下の単位民児協に 2人 

②任期（3年）：平成 28年 12 月 1日～令和元年 11 月 30 日 

 

３ 補助内容                             （単位：円） 

                                   金  額 

平成 30 年度 平成 29 年度 

市 県 市 県 

民生委員及び児童委員活動費補助 4,519,915 9,779,250 4,843,293 9,789,080 

民生委員協議会補助 3,936 89,830 44,489 89,920 

民生委員協議会会長補助 198,480 71,520 35,386 71,520 

民生委員協議会活動推進費補助 2,427,680 1,380,000 682,775 1,380,000 

合  計 7,150,011 11,320,600 5,605,943 11,330,520 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

18,524,611 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 11,320,600 0 0 7,204,011 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

11,852,100 1.40 30,376,711 
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所属名 福祉課  
ペ ー ジ 118 款 民生費 項 社会福祉費 目 社会福祉総務費 

事 業 名 地域福祉推進事業 

事業目的  

社会福祉協議会のボランティア活性化事業及びふじみ福祉フォーラム21実行委員会の活動費

に補助金を交付し、市民参加による地域福祉活動の振興を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 社会福祉協議会に対する補助 

平成 30 年度 平成 29 年度 

3,245,874 円 3,116,000 円 

 ①主な事業の実施状況 

 
内容 

グループ数等 補助対象額（円） 

平成 30 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 29 年度 

小地域高齢者
サロン支援 

高齢者の介護予防や仲
間づくりのため、地域の
中で独自に開催されて
いるサロンに対し、活動
が活性化し、継続するよ
う助成金を交付 

20 件 20 件 619,000 615,500 

ボランティア
グループ活動
費助成 

地域福祉向上のため、事
業を展開しているボラ
ンティアグループに対
して、事業が活性化し、
継続するよう助成金を
交付 

14 件 14 件 330,000 379,500 

社会福祉推進
校への援助 

市内小中学校を社会福
祉推進校として指定し、
児童生徒の福祉学習を
推進するために助成金
を交付 

小学校 11 校 
中学校  6 校 

(25,000 円／校) 
425,000 425,000 

 

２ ふじみ福祉フォーラム 21 実行委員会に対する補助 

平成 30 年度 平成 29 年度 

392,000 円 347,585 円 

・第 1 回 平成 30 年 9・10 月  

街なか点検活動を実施 

・第 2 回 平成 31 年 1月 26 日 総来員数 190 人 

街なか点検活動発表、各種講演 他 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

3,637,874 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 3,637,874 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

11,852,100 1.40 15,489,974 
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所属名 福祉課  
ペ ー ジ 118 款 民生費 項 社会福祉費 目 社会福祉総務費 

事 業 名 市民福祉活動センター維持管理事業 

事業目的  

指定管理者制度の活用により、市民福祉活動センターの維持管理を行い、ふれあいと活力のあ

る地域づくりを進めるとともに、児童の健全な育成と子育ての支援を図る。 

事業内容及び成果  
 

１ 指定管理者による管理  

指定管理者 指定管理料（円） 

社会福祉法人 

富士見市社会福祉協議会 

平成 30 年度 11,000,000 

平成 29 年度 11,174,000 

 

２ 開館日数 347 日（毎月第 3日曜日及び年末年始を除く） 

 

３ 施設の利用状況 

施設名 

平成 30 年度 平成 29 年度 

利用件数 

（件） 

利用人数 

（人） 

利用率 

（％） 

利用件数 

（件） 

利用人数 

（人） 

利用率 

（％） 

会議室 1 130 1,735 12.4 199 2,444 19.0 

会議室 2 136 2,125 13.0 149 1,980 14.2 

会議室 1・2 397 8,685 38.2 349 8,379 33.2 

小会議室 410 3,794 39.4 430 3,919 41.0 

和室 219 2,056 20.5 257 2,636 24.5 

調理実習室 123 2,474 11.7 134 2,744 12.8 

団体活動室 351 2,682 33.3 373 2,281 35.5 

録音室 275 1,505 26.1 270 1,481 25.7 

点訳室 35 195 3.3 58 285 5.5 

相談室 72 231 6.8 87 218 8.3 

合  計 2,148 25,482 20.5 2,306 26,367 22.0 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

11,171,720 

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 54,459 11,117,261 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

2,116,446 0.25 13,288,166 
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所属名 福祉課  
ペ ー ジ 118 款 民生費 項 社会福祉費 目 社会福祉総務費 

事 業 名 避難行動要支援者支援事業 

事業目的  

災害発生時に自力での避難が難しい高齢者や障がいをお持ちの方など、支援が必要とされる 

方の緊急連絡先や避難時の支援情報等を関係機関、町会、民生委員等が平時から共有するこ

とで、災害時の情報伝達や安否確認、避難支援活動等の必要な支援体制を構築する。 

事業内容及び成果  
 

１ 避難行動要支援者名簿作成制度 

 ①登録対象者 

  援助する人がいなく、自力避難が困難な居宅で生活する次の(1)～(5)に該当する方 

  (1)ひとり暮らし高齢者及び高齢者のみ世帯の方 

  (2)日中ひとり暮らし高齢者及び日中高齢者のみ世帯の方 

  (3)介護保険の要介護認定 2以上を受けている方 

  (4)障害者手帳を所持している方 

    ア）身体障がい 

      視覚障がい、聴覚障がい、下肢・体幹・移動機能障がいがある方 

      それ以外で障がいの程度が 1級、2級の方 

    イ）知的障がい 

      療育手帳 Ａ、Ａ、Ｂの方 

    ウ）精神障がい 

      精神障害者保健福祉手帳 1級の方 

  (5)その他 

 ②登録者数 

 登録者数（人） 備 考 

平成 30 年度 1,147 
・新規登録者（50 人） 

・死去・転出等による登録取消し（137 人） 

平成 29 年度 1,234 
・新規登録者（59 人） 

・死去・転出等による登録取消し（152 人） 

 ③登録者に対する避難支援プラン（個別計画）の作成 

   登録された方の身体状態、情報伝達・避難誘導・避難先における留意事項等を確認し、

災害時の避難支援方法等について、個別の避難支援プランを作成した。 

  ④避難時行動要支援者システムの入力 133,976 円 

要支援者の個人情報入力、地図データ入力、各種帳票の作成等について、非常勤職員を

雇用し対応した。 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

133,976 

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 133,976 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

1,269,867 0.15 1,403,843 
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所属名 福祉課  
ペ ー ジ 122 款 民生費 項 社会福祉費 目 行旅病人及び死亡人取扱費 

事 業 名 行旅病人及び死亡人対策事業 

事業目的  

行旅病人及び行旅死亡人取扱法に基づき、行旅中の病人の救護費用を給付するほか、引取者の

ない行旅死亡人の遺体の保管を行う。 

事業内容及び成果  

 

１ 遺骨保管謝礼  10,000 円／年間 

 

２ 行旅死亡人 

 件数 備 考 

平成 30 年度 0 ― 

平成 29 年度 2 
官報広告料  11,440 円 

葬儀委託  336,302 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

10,000 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 10,000 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

846,578 0.1 856,578 
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所属名 福祉課  

ペ ー ジ 130 款 民生費 項 社会福祉費 目 自立支援事業費 

事 業 名 生活困窮者自立支援事業 

事業目的  

生活保護に至る前の段階にある生活困窮者に対し、関係機関と連携して包括的・継続的な支

援を行い、自立を促進する。 

事業内容及び成果  

 

１ 相談支援 

①委託先 富士見市社会福祉協議会 

②委託料 21,843,000 円 

③内 容 生活サポートセンター☆ふじみ（鶴瀬西 2丁目地内）において、障がい、仕事、

家族関係など、多様で複合的な問題を抱えている生活困窮者に対し、関係各課、

ハローワーク、法律事務所などと連携しながら、生活上の問題・悩みの相談、

支援プランの作成、プランに沿った継続的な支援を実施する。 

  ④相談支援の実施状況 

    
新規相談件数 

プラン作成件数 

 就労支援対象者数 就労者数 

平成 30 年度 241 件 55 件 18 人 5 人 

平成 29 年度 241 件 86 件 20 人 20 人 

⑤市と生活サポートセンター☆ふじみの連携 

   ・実務者会議 12 回  ・支援調整会議 15 回  

 

２ 住居確保給付金 

   離職または自営業の廃止により経済的に困窮し、住居を失われた又は失うおそれのある

方に対して、住宅費を支給する。 

①住居確保給付金の支給状況         

 給付金支給決定件数 給付総額 

平成 30 年度 2 件 301,000 円 

平成 29 年度 2 件 280,000 円 

     

３ 学習支援 

①委託先 一般社団法人彩の国子ども・若者支援ネットワーク 

②委託料 13,079,880 円 

③内 容 生活困窮家庭の子どもたちの進学の機会を保障し、将来の社会を担う若者の力

を大きく減少させることのないよう、生活困窮世帯の中学生・高校生を対象に、

家庭訪問や学習教室を実施し、学力向上及び卒業、中学生の希望高等学校への

進学に貢献した。 

・平成 30年度学習支援事業に参加した中学 3年生（13 人）の希望高等学校への 

進学率 100％ 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

36,128,756 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

20,956,250 0 0 0 15,172,506 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

10,836,206 1.28 46,964,962 
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所属名 福祉課  
ペ ー ジ 156 款 民生費 項 生活保護費 目 生活保護総務費 

事 業 名 生活保護費支給事業（扶助費以外） 

事業目的  

生活に困窮する世帯に最低限度の生活を保障し、その経済的自立と生活意欲の助長を図ると

ともに、医療費の適正化に努める。 

事業内容及び成果  

１ 医療費に係るレセプト点検の委託 

 点検数 委託先 

平成 30 年度 34,675 件 ㈱ニチイ学館 

平成 29 年度 33,357 件 ㈱ニチイ学館 

 

２ 生活保護システム等改修・保守業務委託 

①生活保護システム：定期保守業務委託 

②中国残留邦人支援システム：基準改定に伴う改修及び定期保守業務委託 

③クラウド型レセプト管理システム：レセプトシステムの利用料及び保守業務委託 

 

３ 医療扶助の適正化 

医療扶助の適正な決定･実施を期すため、専門分野からの指導･助言を嘱託医に依頼した。 

※一般 月 2回（年間 24 回） 

  精神 月 1回（年間 12 回） 

 

 

４ 生活保護受給者の就労支援 

専門の就労支援員を 2 人配置し、ケースワーカーとの連携を図りつつ、被保護者への求

職相談や情報提供、就職方法の支援を実施した。 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

 臨時雇賃金（就労支援員） 4,823,780 円 4,758,844 円 

 

①就労支援実績 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

就労支援登録者数 72 人 74 人 

支 援 結 果 

自 立 6 人  2 人 

就 労 44 人 43 人 

職業訓練 1 人 1 人 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

23,037,290 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

7,737,957 0 0 0 15,299,333 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

16,931,572 2.00 39,968,862 
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所属名 福祉課  
ペ ー ジ 156 款 民生費 項 生活保護費 目 扶助費 

事 業 名 生活保護費支給事業（扶助費） 

事業目的  

生活に困窮する世帯に最低限度の生活を保障し、経済的自立の助長を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 生活保護の申請状況等 

 相談 申請 開始 廃止 却下 取下げ 

平成 30 年度 548 件 201 件 172 件 129 件 9 件 20 件 

平成 29 年度 474 件 191 件 161 件 112 件 9 件 20 件 

 

２ 生活保護受給世帯数・人数               

   高齢者 母子 障がい者 傷病者 その他 合計 

世帯数（30 年度） 651 世帯 72 世帯 117 世帯 202 世帯 226 世帯 1,268 世帯 

人 数（30 年度）  739 人 186 人 153 人 264 人 366 人 1,708 人 

世帯数（29 年度） 621 世帯 78 世帯 98 世帯 213 世帯 215 世帯 1,225 世帯 

人 数（29 年度）  704 人 198 人 131 人 278 人 358 人 1,669 人 

 

３ 生活保護開始理由                              (単位 世帯)   

 理由 平成 30 年度 平成 29 年度 

傷病（入院） 3 8 

傷病（外来） 28 24 

失業・倒産・解雇 18 20 

死亡・離別 9 11 

稼働収入の減少 16 16 

非稼働収入の減少 85 69 

転入（移管） 6 8 

その他 7 5 

合 計 172 161 

 

４ 外国人の国籍別支給者数（年度末現在） 

 フィリピン 中国 韓国・朝鮮 ベトナム その他 

支給者数（平成 30年度） 23 人 13 人 11 人 1 人 6 人 

支給者数（平成 29年度） 27 人 13 人 12 人 1 人 5 人 
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５ 生活保護受給者数の推移（年度末現在） 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

受給者数 1,665 人 1,672 人 1,646 人 1,669 人 1,708 人 

 

 

６ 生活保護費の支給状況               （単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

生活扶助 899,199,568 894,027,869 

生業扶助 7,384,000 8,049,739 

葬祭扶助 8,282,175 5,828,427 

住宅扶助 591,412,487 578,275,210 

出産扶助 ― 381,497 

医療扶助 1,128,685,476 1,107,965,156 

教育扶助 11,785,893 14,365,655 

介護扶助 68,618,659 64,235,848 

生活支援給付費 670,204 638,844 

住宅支援給付費 744,000 744,000 

医療支援給付費 163,780 1,264,462 

就労自立給付金 834,814 1,093,231 

施設事務費 2,226,170 2,223,850 

進学準備給付金 1,400,000 ― 

合  計 2,721,407,226 2,679,093,788 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

2,780,367,295 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

2,047,825,000 30,671,000 0 0 701,871,295 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

 153,654,015 18.15 2,934,021,310 
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所属名 障がい福祉課  

ペ ー ジ 120 款 民生費 項 社会福祉費 目 身体障害者福祉費 

事 業 名 在宅重度心身障害者手当支給事業 
事業目的  

在宅の重度障がい者に在宅重度心身障害者手当を支給し、重度の障がいによって生じる精神

的・経済的負担の軽減を図る。 

事業内容及び成果  
 

１ 在宅重度心身障害者手当の支給状況               

対 象 者 

月額支

給額 

（円） 

平成 30 年度 平成 29 年度 
支給延

べ人数 

（人） 

支給額 

（円） 

支給延

べ人数 

（人） 

支給額 

（円） 

在宅の重度心身障がい者(身障手

帳 1･2 級､療育手帳○Ａ ･A、精神手

帳 1 級)で特別障害者手当等を受

給していない 65 歳未満(平成 21

年12月31日現在受給していた者

を除く。)の住民税非課税者 

5,000 9,470 47,350,000 9,699 48,495,000 

療育手帳Bで特別障害者手当等を

受給していない 65 歳未満(平成

21年12月31日現在受給していた

者を除く。)の住民税非課税者 

3,000 1,852 5,556,000 1,838 5,514,000 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

52,906,000 

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 24,275,000 0 0 28,631,000 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

2,709,051 0.32 55,615,051 
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所属名 障がい福祉課  

ペ ー ジ 120 款 民生費 項 社会福祉費 目 身体障害者福祉費 

事 業 名 特別障害者手当等給付事業 
事業目的  

特別障害者手当を支給し、重度の障がいによって生じる精神的・経済的負担の軽減を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 特別障害者手当の支給状況                   

手当等 対象者 
月額支給額 

（円） 

平成 30 年度 

月額支給額 

（円） 

平成 29 年度 

支給

延べ

人数 

（人） 

支給額 

（円） 

支給

延べ

人数 

（人） 

支給額 

（円） 

特 別 障

害 者 手

当 

20 歳以上で日

常生活に常時

特別な介護を

要する在宅の

障がい者 

26,810 

（平成 30 年 

2 月～3月） 

26,940 

（平成 30 年 

4 月～） 

72 

 

 

373 

 

 

1,930,320 

 

 

10,048,620 

 

 

26,830 

（平成 29 年 

2 月～3月） 

26,810 

 （平成 29 年 

4 月～） 

59 

 

 

320 

 

 

1,582,970 

 

 

8,579,200 

 

 

計 445 11,978,940 計 379 10,162,170 

障 害 児

福 祉 手

当 

20 歳未満で日

常生活に常時

特別な介護を

要する在宅の

障がい児 

14,580 

（平成 30 年 

2 月～3月） 

14,650 

（平成 30 年 

4 月～） 

90 

 

 

479 

 

 

1,312,200 

 

 

7,017,350 

 

 

14,600 

（平成 29 年 

2 月～3月） 

14,580 

（平成 29 年 

4 月～） 

88 

 

 

443 

 

 

1,284,800 

 

 

6,458,940 

 

 

計 569 8,329,550 計 531 7,743,740 

経 過 的

措 置 に

よ る 福

祉手当 

制度改正前の福

祉手当受給者

で、障害基礎年

金及び特別障害

者手当の受給対

象に該当しない

人 

14,580 

（平成 30 年 

2 月～3月） 

14,650 

(平成 30 年 

4 月～) 

2 

 

 

10 

 

 

29,160 

 

 

146,500 

 

 

14,600 

（平成 29 年 

2 月～3月） 

14,580 

（平成 29 年 

4 月～） 

  2 

 

10 

 

 

 

29,200 

 

 

145,800 

 

 

計 12 175,660 計 12 175,000 

      

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

20,484,150 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

15,311,715 0 0 0 5,172,435 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

2,709,051 0.32 23,193,201 



 - 130 - 

所属名 障がい福祉課  

ペ ー ジ 120 款 民生費 項 社会福祉費 目 身体障害者福祉費 

事 業 名 在宅障害者社会福祉促進事業 
事業目的  

在宅障がい者の社会生活圏の拡大を図り、社会生活への参加と自立を促進する。 

事業内容及び成果  

１ 助成の状況 

 対  象  者 補助の内容 

福祉タクシー

利用料金補助 

身体障害者手帳及び精神保健福祉

手帳 1･2 級、又は療育手帳○Ａ ･A を

所持する人 

利用券 

（初乗り運賃）交付 36枚／年 

（人工透析者は 48 枚／年） 

平成 30 年度 平成 29 年度 
件 数 実人数（人） 補助額（円） 件 数 実人数（人） 補助額（円） 

19,297 件 805 16,020,690 19,910 件 803 16,528,810 

心身障がい者

手帳診断書料

補助金 

対  象  者 補助の内容 

身体障害者手帳及び精神保健福祉

手帳の交付を申請する人 
上限 5,000 円 

平成 30 年度 平成 29 年度 

件 数 補助額（円） 件 数 補助額（円） 

542 件 2,477,160 542 件 2,441,670 

心身障がい者

自動車燃料費

助成 

対  象  者 補助の内容 

身体障害者手帳及び精神保健福祉

手帳 1･2 級、又は療育手帳○Ａ ･A を

所持する人 

上限 12,000 円／年 

平成 30 年度 平成 29 年度 

件 数 補助額（円） 件 数 補助額（円） 

607 件 7,156,092 608 件 7,163,811 

小児慢性特定

疾患児日常生

活用具給付 

平成 30 年度 平成 29 年度 

件 数 補助額（円） 件 数 補助額（円） 

2 件 62,424 6 件 303,250 

難聴児補聴器

購入費助成 

平成 30 年度 平成 29 年度 

件 数 補助額（円） 件 数 補助額（円） 

4 件 327,000 2 件 143,000 

レスパイトケ

ア促進事業補

助金 

対  象  者 補助の内容 

在宅の超重症心身障がい児を預か

る事業所 
20,000 円／日 

平成 30 年度 平成 29 年度 
日 数 実人数(人) 補助額(円) 日 数 実人数(人) 補助額(円) 

1 日 1 20,000 6 日 1 120,000 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

26,525,822 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 193,000 0 0 26,332,822 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 

 
5,248,787 0.62 31,774,609 
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所属名 障がい福祉課  

ペ ー ジ 122 款 民生費 項 社会福祉費 目 身体障害者福祉費 

事 業 名 特定疾患見舞金支給事業 
事業目的  

特定疾患患者に見舞金を支給し、心身の慰労と福祉の増進を図る。 

事業内容及び成果  

１ 見舞金の支給状況                        

対 象 者 

月額支

給額 

（円） 

平成 30 年度 平成 29 年度 

実人員

（人） 

総支給額 

（円） 

実人員 

（人） 

総支給額 

（円） 

指定難病医療受給者証等の

交付を受けている難病患者 
1,000 655 7,039,000 713 7,826,000 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

8,119,000 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 8,119,000 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

4,402,208 0.52 12,521,208 

 

所属名 障がい福祉課  
ペ ー ジ 122 款 民生費 項 社会福祉費 目 身体障害者福祉費 

事 業 名 重度心身障害者医療費支給事業 

事業目的  

重度心身障がい者の医療費の一部を助成し、経済的負担の軽減と適切な医療を確保する。 

事業内容及び成果  

１ 医療費助成金の支給状況 

対象者 

平成 30 年度 平成 29 年度 

支給対

象者数 

（人） 

支給延

べ件数 

（件） 

助成額 

（円） 

支給対

象者数 

（人） 

支給延

べ件数 

（件） 

助成額 

（円） 

身障手帳 1・2・3 級、

療育手帳○Ａ・A・B、精

神手帳 1級及び 65歳以

上で高齢者の医療の確

保に関する法律施行令

別表に定める程度の障

害認定を受けた人 

1,831 45,817 190,794,132 1,859 46,809 190,214,253 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

197,808,243 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 90,682,530 0 0 107,125,713 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

7,788,523 0.92 205,596,766 
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所属名 障がい福祉課  

ペ ー ジ 122 款 民生費 項 社会福祉費 目 知的障害者福祉費 

事 業 名 障害者自立支援推進事業 
事業目的  

障がい者の地域生活に必要な援助を行うことにより、生活の安定と自立の促進を図る。 

事業内容及び成果  
 
１ 社会福祉法人入間東部福祉会関係 
①社会福祉法人入間東部福祉会に対する補助 28,834,000 円 
②社会福祉法人入間東部福祉会の概況 

(1) 施設の利用状況（平成 31 年 3月末現在） 

施 設 サービスの種別 定員（人） 
富士見市利用
人数（人） 

みよしの里 
施設入所支援 50 18 
生活介護 8 18 

むさしの作業所 
就労移行支援 6 3 
就労継続Ｂ型 45 43 

ふじの木作業所 生活介護 20 28 
(2) 職員数の状況（平成 31 年 3月末現在）                   

施設名 人 数（人） 
本部事務局 2（正規 1 臨時 1） 
みよしの里 51（正規 24 臨時 27） 
むさしの作業所 19（正規 9 臨時 10） 
ふじの木作業所 15（正規 6 臨時 9） 

 

２ 社会福祉法人ゆいの里福祉会関係 

①社会福祉法人ゆいの里福祉会に対する補助 10,626,000 円 

   ※運営費補助（入所分 8,626,000 円、通所分 2,000,000 円） 

(1) 施設の利用状況 
 

サービス種別 定員（人） 
利用人数（人） 

平成 30 年度 平成 29 年度 

入所分 
入所支援 30  30 30 
生活介護 30 32 30 
短期入所 3 3 3 

通所分 
生活介護 10 14 16 

就労継続Ｂ型 10 9 8 
 

 

 ３ 富士見市心身障害児者親の会みのり会に対する補助 30,000 円 

   平成 29 年度までは福祉課の社会福祉団体育成指導事業において補助 

 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

46,015,255 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 46,015,255 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

17,524,177 2.07 63,539,432 
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所属名 障がい福祉課  

ペ ー ジ 130 款 民生費 項 社会福祉費 目 自立支援事業費 

事 業 名 自立支援給付事業 
事業目的  

障がい者が自立した日常生活及び社会生活を営めるよう生活及び就労の支援（介護給付、訓練

等給付、自立支援医療給付等）を行う。 

事業内容及び成果  

◎１ 障害者施策推進協議会の開催状況 

開催数 委員数 内容 

3 回 18 人 基幹相談支援センターの運営について 他 

２ 障害介護給付費の支給状況 

国保連支払件数 

平成 30 年度 平成 29 年度 

事業所数 

（箇所） 

延べ利用

人数（人） 

事業所数 

（箇所） 

延べ利用

人数（人） 

居宅介護、重度訪問介護 

行動援護、同行援護 
34 1,850 32 1,635 

療養介護 6 96 6 96 

生活介護 46 2,193 49 2,155 

自立訓練 12 239 13 110 

自立生活援助 1 38 - - 

就労移行支援 18 329 15 289 

就労継続支援（Ａ・Ｂ型） 46 1,769 43 1,599 

就労定着支援 3 3 - - 

相談支援事業 28 1,799 17 1,278 

児童発達支援 27 1,103 21 974 

放課後等デイサービス 30 2,428 31 1,844 

保育所等訪問支援 2 64 2 64 

短期入所 11 277 14 228 

共同生活援助 24 598 23 471 

施設入所支援 34 1,171 36 1,171 

計 322 13,957 302 11,914 

国保連支給額（円） 1,799,968,373 1,576,812,790 

その他支払額（円） 2,733,818 6,891,876 

  合  計（円） 1,802,702,191 1,583,704,666 

３ 自立支援医療給付費等の給付状況 

内 容 
平成 30 年度 平成 29 年度 

延べ利用人数 給付額（円） 延べ利用人数 給付額（円） 

自立支援医療給付費 1,391 人 193,545,517 1,168 人 180,112,931 

身障者補装具費 158 人 18,472,637 187 人 20,622,484 

４ 生活介護事業所運営費補助 

 ①社会福祉法人めぐみ会に対する補助  20,791,753 円 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

2,043,931,533 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

1,158,033,662 579,104,254 0 0 306,793,617 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

28,106,409 3.32 2,072,037,942 
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所属名 障がい福祉課  

ペ ー ジ 132 款 民生費 項 社会福祉費 目 自立支援事業費 

事 業 名 介護給付費等支給審査会事業 
事業目的  

介護給付費等支給審査会を設置し、障害支援区分の審査及び判定、支給要否の決定に係る意

見聴取等を行うことで、障害介護給付費の適正化を進推する。 

事業内容及び成果  

 

１ 審査会開催数 

12 回 

 

２ 障害支援区分認定状況 
 

障害支援区分 
 認 定 者 数（人） 

平成 30 年度 平成 29 年度 

区分 1 2 5 

区分 2 24 33 

区分 3 28 25 

区分 4 25 22 

区分 5 29 17 

区分 6 69 33 

合 計 177 135 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

1,494,160 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 1,494,160 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

3,555,630 0.42 5,049,790 
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所属名 障がい福祉課  

ペ ー ジ 134 款 民生費 項 社会福祉費 目 自立支援事業費 

事 業 名 地域生活支援事業 
事業目的  

障がい者が地域で安心して暮らせるよう地域生活支援（意思疎通支援、移動支援等）を行う。 

事業内容及び成果  

１ 意思疎通支援事業等の状況 

内  容 実  績 委託料(円) 

手話通訳派遣事業委託 派遣件数 428 件 派遣人数 529 人 遠隔手話 26件 7,595,012 

要約筆記者派遣事業委託 派遣件数  19 件  派遣人数  53 人 873,000 

手話通訳者養成講習会 募集人数 10 人  受講人数 2人 修了人数 0 人 

1,445,100  手話奉仕員養成講習会 募集人数 20 人  受講人数 28 人 修了人数 26 人 

はじめての手話体験講座 募集人数 45 人  受講人数 39 人 修了人数 39 人 

要約筆記講習会開催委託 募集人数 15 人  受講人数 3人  修了人数 3 人 95,000 

２ 移動支援事業の状況   

事業所数 延べ利用人数 延べ利用時間 補助金交付額（円） 

13 箇所 900 人 11,025 時間 27,064,090 

３ 日中一時支援事業の状況   

事業所数 延べ利用人数 延べ年間利用回数 補助金交付額（円） 

10 箇所 338 人 1,130 回 7,180,110 

４ 訪問入浴サービス事業の状況  

事業所数 実利用人数 補助金交付額（円） 

2 箇所 2 人 1,073,750 

５ 日常生活用具給付費の交付状況  

補助の内容 件数 金額（円） 

日常生活用具給付費 2,129 件 21,105,329 

６ 更生訓練費の支給状況  

実利用人数 補助金交付額（円） 

6 人 296,730 円 

７ 障がい者基幹相談支援センター（委託先：入間東部福祉会） 

延べ利用人数 延べ活動件数 委託料（円） 

3,092 人 5,467 件 24,430,000 

８ あいサポート運動の推進 

・あいサポート運動推進事業委託 1,842,670 円 

・あいサポーター数（平成 29年度：4,848 人→平成 30年度：5,679 人） 

障害者差別解消法に定める普及啓発活動の一環としてあいサポーターの養成講座などを実施

したことにより、障がい者への理解を促進することができた。 

  

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

94,637,633 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

28,267,000 14,253,000 0 0 52,117,633 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 

 
22,603,648 2.67 117,241,281 
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所属名 障がい福祉課  

 

ペ ー ジ 134 款 民生費 項 社会福祉費 目 精神保健事業費 

事 業 名 精神保健事業 
事業目的  

精神保健福祉に関する相談・支援を行うことにより、精神障害についての理解を深めるとと

もに、精神障がい者の自立や社会参加を促進する。 

事業内容及び成果  
 
１ 相談等の実施状況 

内  容 開催数（回） 参加延べ人数（人） 

医師による精神保健相談 10 38 

ゲートキーパー養成講座 3 24 
 
２ 補助金の交付状況 

補助金名 交付団体 補助額（円） 

障害者等福祉団体補助金 
富士見市精神障害者家族

会（歩みの会） 
30,000 

精神障害者支援事業補助金 
特定非営利活動法人アド

バンス 
6,040,000 

  

 ３ 自殺予防の取組み 

 ①心の健康状態が把握できるメンタルヘルスチェックシステム「こころの体温計」を 

市ホームページ上に開設 

    平成 30 年度 平成 29 年度 

こころの体温計 

サイト総アクセス数（延べ件数） 
21,504 件 21,750 件 

 ◎②自殺予防対策計画の策定 

   富士見市自殺予防対策計画 

   「つながろうふじみ 未来へつなげこころといのち ～ほっとふじみプラン～」 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

7,156,352 

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

     0 219,000 0 0 6,937,352 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

9,904,969 1.17 17,061,321 



 - 137 - 

所属名 障がい福祉課  

ペ ー ジ 142 款 民生費 項 児童福祉費 目 児童福祉総務費 

事 業 名 家庭児童相談室運営事業 
事業目的  

家庭における児童の発達や環境、養育等の様々な問題の解決を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 事業の実施状況 

事  業 内  容 実施回数等 延べ人数 

家庭児童相談 家庭児童相談員による相談 525 件  1,091 人 

言語発達遅滞児等グループ教室 
家庭児童相談員、社会福祉

主事による指導 
32 回 384 人 

言語相談 言語聴覚士による相談 13 回 92 人 

子どもを守る地域協議会 

虐待通報の受理対応 154 件 

－ 
実務者会議 12 回 

個別ケース検討会議 11 回 

早期療育部会 4 回 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

4,793,883 

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

15,000 0 0 0 4,778,883 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 

 
11,174,837 1.32 15,968,720 
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所属名 障がい福祉課  

ペ ー ジ 144 款 民生費 項 児童福祉費 目 児童福祉総務費 

事 業 名 障害児（者）生活サポート事業 
事業目的  

在宅の障がい児・者及びその家族の生活を支援するため、迅速･柔軟なサービスを提供する団

体を育成･支援することにより、障がい児・者の福祉の向上・家族の介護負担の軽減を図る。 

事業内容及び成果  
１ サービスの利用状況 

対象者 内容 利用件数 利用時間 登録人数 利用人数 

身体障害者手帳
又は療育手帳所
持者、医師等によ
り発達に障がい
があると判断さ
れた者 

派遣 33 件 36 

障がい者 73 人 
障がい児 79 人 

障がい者 34 人 
障がい児 34 人 

一時預かり 3 件 7.5 

送迎サービス 3,834 件 2,131.5 

外出援助 87 件 300 

その他 0 件 0 
 
２ 補助金の交付状況 

交付団体 金額（円） 
特定非営利活動法人グループみずほ 1,193,825 
特定非営利活動法人子育て支援センターたんぽぽ 880,975 
特定非営利活動法人障害者自立支援センター二人三脚 180,500 
特定非営利活動法人あおい糸 1,191,375 
特定非営利活動法人くるみの木 53,200 
社会福祉法人めぐみ会 434,150 
特定非営利活動法人サポートハウスみんなのて 1,378,075 

合    計 5,312,100 

  

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

5,312,100 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 2,000,000 0 0 3,312,100 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

5,248,787 0.62 10,560,887 

 

所属名 障がい福祉課  

ペ ー ジ 146 款 民生費 項 児童福祉費 目 児童措置費 

事 業 名 児童福祉施設入所援護事業 
事業目的  

経済的な理由で子どもや妊婦等の生命や安全が脅かされることのないよう、助産施設等に保

護し、母子の生活の安定化を図る。 

事業内容及び成果  

１ 助産施設入所等 2,682,580 円 

   委託施設 独立行政法人国立病院機構埼玉病院 他 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

2,682,580 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

1,369,610 684,805 0 0 628,165 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

4,825,498 0.57 7,508,078 
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所属名 高齢者福祉課  

ペ ー ジ 124 款 民生費 項 社会福祉費 目 老人福祉費 

事 業 名 一般事務費 
事業目的  

介護保険事業の円滑な運営を行うための繰出金、地域開催敬老事業を行う団体に対する補助

などを行う。 

事業内容及び成果  
 

１ ゲートボール場維持管理等の状況 

内  容 金額（円） 

用地借地料 1,802,064 

◎ゲートボール場用地の購入 16,000,000 

◎ゲートボール場用地測量委託 496,800 

 
２ 地域開催敬老事業補助金の交付状況 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

対象者数（人） 10,627 12,651 

交付金額（円） 15,532,400 17,250,000 

 ※平成 30 年度に対象年齢を「75 歳以上」から「77 歳以上」に引き上げ。 
 
３ 介護保険特別会計繰出金 

介護保険特別会計繰出金種別 
繰出金額（円） 

平成 30 年度 平成 29 年度 

地域支援事業繰出金 55,191,025 44,082,133 

介護給付費繰出金 774,530,554  736,260,600  

一般事務費繰出金 10,336,191  18,239,652  

認定事務費繰出金 49,038,088 53,102,226 

低所得者保険料軽減繰出金 14,061,600 12,997,800 

合    計 903,157,458 864,682,411 

 

４ 介護職員人材確保事業 

介護職員初任者研修実施業務委託 

委託金額 1,231,200 円 

実施期間 平成 30 年 9 月 28 日～平成 31 年 2月 1 日 

募集人数 24 人 

修了者数 22 人 

就業者数 14 人（うち市内介護事業所就業者 13 人） 

 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

941,936,273 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

7,030,800 3,515,400 0 71,500 931,318,573 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

13,629,915 1.61 955,566,188 
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所属名 高齢者福祉課  

ペ ー ジ 126 款 民生費 項 社会福祉費 目 老人福祉費 

事 業 名 老人福祉措置事業 
事業目的  
家庭環境や経済的理由により、家庭での生活が困難な高齢者（65歳以上の方）を養護老人ホ
ーム等に保護措置し、その方の心身の保持及び生活の安定を図る。 

事業内容及び成果  
 

１ 家庭状況などの環境上の理由や経済的理由により居宅において養護を受けることが困難

な高齢者の養護老人ホームでの措置人数 8 人 

 

２ 虐待を受け、かつ介護保険制度を利用できない高齢者の保護措置 

①特別養護老人ホームでの短期入所の措置人数 1 人  

②特別養護老人ホームへの措置人数 0人 

 

 ３ 墓地埋葬法適用による葬儀委託 3 人 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

15,031,617 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 5,865,843 9,165,774 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

3,379,326 0.43 18,410,943 
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所属名 高齢者福祉課  

ペ ー ジ 126 款 民生費 項 社会福祉費 目 老人福祉費 

事 業 名 公衆浴場高齢者入浴料助成事業 
事業目的  

ひとり暮らしや高齢者のみの世帯の方などに入浴券を交付し、高齢者の健康と衛生の保持、

介護予防、引きこもりの防止等を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 入浴券交付状況 

  年齢が 65 歳以上で、ひとり暮らしまたは高齢者世帯である方に入浴券を交付 

①無料券（対象者：自宅に入浴設備がない方） 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

交付人数（人） 28 31 

交付枚数（枚） 1,448 1,612 

利用枚数（枚） 1,216 1,235 

利用率（％） 83.98 76.61 

利用額（円） 522,880 531,050 

②補助券（対象者：自宅に入浴設備がある方） 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

交付人数（人） 788 951 

交付枚数（枚） 15,218 18,647 

利用枚数（枚） 9,634 10,392 

利用率（％） 63.31 55.73 

利用額（円） 3,179,220 3,429,360 

 

 ２ 無料入浴券の交付状況 

   東日本大震災の避難者に対して健康と衛生の保持を図るため入浴券を交付 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

交付人数（人） 2 6 

交付枚数（枚） 104 312 

利用枚数（枚） 0 52 

利用率（％） 0 16.67 

利用額（円） 0 22,360 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

3,810,186 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 3,810,186 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

 3,132,340 0.37 6,942,526 
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所属名 高齢者福祉課  

ペ ー ジ 126 款 民生費 項 社会福祉費 目 老人福祉費 

事 業 名 高齢者保健福祉計画推進事業 
事業目的  

介護保険法・老人福祉法に基づき、3年間を 1期とした「高齢者保健福祉計画」を策定し、介

護サービスの基盤整備や質的向上等を推進する。 

事業内容及び成果  
 

１ 富士見市介護保険事業推進委員会（委員 13 人）において、第 7 期富士見市高齢者保健福

祉計画（平成 30～32 年度）の進捗管理及び次期計画策定に向けた検討を行った。 

２ 委員会開催状況等               （単位 回、円） 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

開催回数（部会含む） 3 13 

報酬 148,000 455,000 

食糧費 5,837 14,256 

音声朗読テープ等作成委託 12,000 － 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

165,837 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 165,837 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

3,216,998 0.38 3,382,835 

 

所属名 高齢者福祉課  

ペ ー ジ 128 款 民生費 項 社会福祉費 目 老人福祉費 

事 業 名 介護保険利用料補助事業 

事業目的  

低所得者が、食費や日常生活費の負担を理由に、必要な在宅介護サービスの利用を控えること

のないように利用者負担額の一部を補助し、経済的負担の軽減と在宅介護サービスの利用促進

を図る。 

事業内容及び成果  
 

１ 在宅介護サービスの利用料補助の状況 

対 象 者 補助率 
平成 30 年度 平成 29 年度 

件数 金額（円） 件数 金額（円） 
介護保険利用者負担段階 
第 1段階被保険者 

50％ 0 0 0 0 

介護保険利用者負担段階 
第 2･3 段階被保険者 

25％ 6,161 12,833,871 5,857 12,094,427 

合 計 6,161 12,833,871 5,857 12,094,427 

実人数 777 人 723 人 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

12,924,591 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 12,924,591 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

1,185,210 0.14 14,109,801 
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所属名 高齢者福祉課  

ペ ー ジ 128 款 民生費 項 社会福祉費 目 老人福祉費 

事 業 名 高齢者生活支援事業 
事業目的  

介護保険の給付対象とならない日常生活の支援を高齢者等に行うことにより、高齢者等の自

立の促進と生活の質の向上を図る。 

事業内容及び成果  

１ 配食サービス事業 

食事の調理が困難な高齢者に、栄養のバランスが考慮された昼食を配食するとともに、安否確認を行う  

 平成 30 年度 平成 29 年度 

利用実人数 102 68 

延べ利用食数 11,323 10,786 

委託料（円） 4,030,988 4,163,396 

   

２ 日常生活用具等給付事業 
ひとり暮らし等の高齢者に、電話機を貸与、電磁調理器を給付 
 平成 30 年度 平成 29 年度 

電話機設置件数 36 33 

基本料金等（円） 766,947 740,316 

電磁調理器給付件数 1 2 

給付費（円） 13,053 24,053 

 
３ 寝具乾燥サービス事業 

寝具の乾燥が困難な高齢者や身体障がい者に、月 2 回の寝具乾燥と 8 月に 1 回の寝具丸洗いサービスを実施 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

利用実人数 63 65 

延べ利用回数 829 1,001 

委託料（円） 2,019,040 2,438,600 

 
４ 緊急時連絡システム事業 

高齢者世帯や身体障がい者に、急病・事故などの緊急時に、簡単に 119 番通報できる機器を貸与 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

利用実人数（うち聴覚障がい者） 463(27) 484(24) 

通報回数 59 67 

リース料等（円） 3,427,022 3,804,206 

  
５ 成年後見センター補助金 
  成年後見制度に関する相談機関「成年後見センターふじみ」の運営費を補助 

 
平成 30 年度 平成 29 年度 

補助額（円）  735,871 2,433,925 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

10,992,921 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 10,992,921 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

13,997,305 1.90 24,990,226 
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 所属名 高齢者福祉課  

ペ ー ジ 128 款 民生費 項 社会福祉費 目 老人福祉費 

事 業 名 老人福祉センター維持管理事業 
事業目的  

老人福祉センターの維持管理を行い、高齢者等の健康の増進や教養の向上等を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 施設の利用状況 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

開館日数（日） 208 294 

利用人数（人） 28,973 41,274 

使用料（円）【歳入】 71,500 129,800 

   ※平成 30年 9月 18 日～平成 31年 1 月 10 日は空調設備更新工事のため休館。 

 

２ 指定管理者による管理 

指定管理者 
指定管理料（円） 

平成 30 年度 平成 29 年度 

特定非営利活動法人 

ワーカーズコープ 
29,720,000 36,000,000 

 

 ３ 施設設備の更新 

 金額(円) 

空調設備更新工事 90,821,520 

空調設備更新工事監理業務委託 1,387,800 

 

 

 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

121,929,320 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 75,500,000 0 46,429,320 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

4,656,182 0.55 126,585,502 
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所属名 高齢者福祉課  

ペ ー ジ 128 款 民生費 項 社会福祉費 目 老人福祉費 

事 業 名 老人クラブ活動育成指導事業 
事業目的  

60 歳以上の会員で組織される単位老人クラブ及び老人クラブ連合会の運営費に対して補助

し、高齢者の生活が健全で生きがいのある豊かなものとなるよう支援する。 

事業内容及び成果  

 

１ 老人クラブ連合会に対する補助            （単位 円） 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

老人クラブ連合会 765,000 765,000 

単位老人クラブ 1,391,000  1,458,000  

 

２ 老人クラブ連合会の事業実施概要 

社会奉仕活動 
「社会奉仕の日」一斉奉仕活動の推進 

（単位クラブによる地域でのごみ拾い等） 

健康・教養講座開催 民謡、カラオケ、気功、美術、麻雀等 

スポーツ、レクリエーション ゲートボール、グラウンドゴルフ等 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

2,156,000 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 422,000 0 0 1,734,000 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

2,709,051 0.32 4,865,051 
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所属名 高齢者福祉課  

ペ ー ジ 128 款 民生費 項 社会福祉費 目 老人福祉費 

事 業 名 シルバー人材センター運営補助事業 
事業目的  

高齢者の希望に応じた臨時的・短期的な就業を確保・提供することにより、生きがいの充実

や活力ある地域社会づくりを目指す。 

事業内容及び成果  

 

１ 公益社団法人入間東部シルバー人材センターに対する補助 10,030,654 円 

                      （平成 29年度 10,032,048 円） 

 

２ 公益社団法人入間東部シルバー人材センターの事業内容 

①就業機会の拡大、新規会員の確保に向けた取組みの実施 

②就業の基準に関する要綱に基づく適正就業の推進 

 

３ 会員数、契約件数等の状況 

①会員数 2,129 人（2市 1 町合計） 

②契約件数等 

 請負 派遣 

公共事業 件数 

延人員 

契約額 

1,244 件 

83,599 人 

293,626,760 円 

79 件 

11,064 人 

67,574,478 円 

民間事業 件数 

延人員 

契約額 

8,746 件 

157,773 人 

663,566,065 円 

185 件 

31,689 人 

159,445,771 円 

合計   件数 

延人員 

     契約額 

9,990 件 

241,372 人 

957,192,825 円 

264 件 

42,753 人 

227,020,249 円 

 

 ４ 施設（倉庫棟）借上概要 

構造・面積 期   間 貸借料（円/月） 

軽量鉄骨造2階建（1棟） 

延 141.72 ㎡ 

平成 26年 11 月 1 日～ 

   令和元年 10 月 31 日 
194,000 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

12,358,654 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 12,358,654 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

1,015,894 0.12 13,374,548 
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所属名 健康増進センター  

ペ ー ジ 158 款 衛生費 項 保健衛生費 目 予防費 

事 業 名 感染症等予防対策事業 

事業目的  

予防接種法に基づき、予防接種を行い、感染のおそれがある疾病のまん延防止を図る。 

事業内容及び成果  

１ 予防接種（定期接種）の実施状況 

種類 対象者・接種回数 
接種件数 

平成 30 年度 平成 29 年度 

ヒブ 

乳幼児 

生後 2か月～5歳に至るまでに 4回 3,569 3,618 

小児用 

肺炎球菌 
生後 2か月～5歳に至るまでに 4回 3,586 3,645 

Ｂ型肝炎 
生後 1歳に至るまでに 1回 

（平成 28年 10 月～定期接種） 
2,650 2,735 

四種混合 生後 3か月～7歳 6か月に至るまでに 4回 3,582 3,718 

不活化 

ポリオ 
生後 3か月～7歳 6か月に至るまでに 4回 16 49 

ＢＣＧ 生後 1歳に至るまでに 1回 893 915 

麻しん風

しん混合 

［１期］1歳以上 2歳に至るまでに 1回 922 916 

［２期］小学校就学前の 1年間に 1回 972 899 

麻しん 麻しん風しん混合対象者で、風しんにかかったもの 0 0 

風しん 麻しん風しん混合対象者で、麻しんにかかったもの 0 0 

水痘 1 歳～3歳に至るまで  1,750 1,751 

日本脳炎 3 歳～7歳 6か月に至るまでに 3回 3,147 2,578 

日本脳炎 
小学生 

9歳以上 13歳未満に1回（特例対象者含む） 1,015 820 

二種混合 11 歳以上 13 歳未満に 1回 604 596 
子宮頸がん

予防ﾜｸﾁﾝ 
中高生 中学校 1年生～高校 1年生相当年齢の女子 7 2 

肺炎球菌 
高齢者 

65 歳以上（60～65 歳未満の一部含む） 2,282 2,438 

ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ 65 歳以上（60～65 歳未満の一部含む） 9,928 9,601 

委託料（円）  267,009,677 269,177,079 

 

２ 区域外（富士見市・ふじみ野市・三芳町・埼玉県内契約医療機関以外）予防接種補助の実施状況  

   種  類 平成 30 年度 平成 29 年度 

区域外予防接種 

ヒブ・小児用肺炎球菌・四種混合・ 

麻しん風しん混合・ＢＣＧ・日本脳炎・ 

高齢者インフルエンザ・高齢者肺炎球菌 

134 件 

補助金額 

1,069,967 円 

127 件 

補助金額 

998,472 円 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

275,175,094 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 275,175,094 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

6,772,628 0.80 281,947,722 
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所属名 健康増進センター  

ペ ー ジ 160 款 衛生費 項 保健衛生費 目 予防費 

事 業 名 未熟児養育医療給付事業   

事業目的  

１歳未満の未熟児の入院に係る医療費の一部を助成することにより、保護者の経済的支援を

図る。 

事業内容及び成果   
 
 １ 未熟児養育医療の支給状況等 

支給要件  平成 30年度 平成 29年度 

出生体重が 2,000ｇ以
下、又は生活力が未熟で、
医師が特に入院治療を必
要と認めた１歳未満の者
（※注）。 
ただし、指定医療機関

に入院した場合に限る。 

給付実人員 
（人） 

27 30 

給付延べ件数
（件） 

64 77 

給付延べ日数
（日） 

1,090 1,546 

扶助費（円） 5,278,957 6,656,945 

  ※注 支給要件の症状について 

   ・運動不安、けいれんのあるもの    

・運動が異常に少ないもの 

   ・体温が 34 度以下のもの 

   ・強度のチアノーゼが持続するもの   

・チアノーゼ発作を繰り返すもの 

   ・呼吸数が毎分 50 を超えて増加傾向にあるか、又は毎分 30 以下のもの 

   ・出血傾向の強いもの 

   ・生後 24 時間以上排便のないもの 

   ・生後 48 時間以上嘔吐が持続しているもの 

   ・血性吐物・血便のあるもの 

   ・黄疸のうち、生後数時間以内に現れるか、異常に強いもの 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

5,290,391 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

2,036,160 1,018,080 0 0 2,236,151 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

4,656,182 0.55 9,946,573 
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所属名 健康増進センター  
ペ ー ジ 162 款 衛生費 項 保健衛生費 目 環境衛生費 

事 業 名 狂犬病予防事業 

事業目的  

狂犬病の予防注射を実施し、狂犬病の発生の予防や、まん延防止を図る。 

事業内容及び成果  
 

１ 予防注射の実施状況等 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

集合注射実施日数 
4 日 

（午前・午後の計 8回） 
4 日 

（午前・午後の計 8回） 

年間新規登録数 260 頭 253 頭 

年間注射済票交付数 2,736 頭 2,743 頭 

登 録 総 数 
（各年度 3月末日） 

4,082 頭 4,590 頭 

    【歳入】 

    新規登録手数料    3,000 円× 260 頭＝ 780,000 円 

    犬鑑札再交付手数料  1,600 円×  41 件＝  65,600 円 

    注射済票交付手数料   550 円×2,736 頭＝1,504,800 円 

    注射済票再交付手数料  340 円×  2 件＝   680 円 

 

 ２ 主な支出 

   金額（円） 

通信運搬費 

 ・お知らせハガキ 

 ・督促ハガキ 

 ・事務連絡通知 

237,372 

委託料 

 ・集合注射会場設営委託 

 ・畜犬管理システム保守 

340,200 

 

 

 

 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

815,128 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 815,128 0 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

2,539,735 0.30 3,354,863 



 - 150 - 

所属名 健康増進センター  
ペ ー ジ 164 款 衛生費 項 保健衛生費 目 健康増進センター費 

事 業 名 母子保健事業 

事業目的  

医療機関や保健所等と連携して健康診査や健康相談、健康教育などを実施することにより、

乳幼児が健やかに育つことができる環境づくりと保護者が地域で安心して子育てができる環

境づくりを推進する。 

事業内容及び成果  

 

１ 健診、相談等の実施状況 

内     容 

平成 30 年度 平成 29 年度 

回数 
参加人数 

（人） 
回数 

参加人数

（人） 

妊婦健診委託（1～14 回・超音波検査等） － 20,151 － 22,043 

乳幼児健診（4 か月・12 か月・1 歳 6 か月・3 歳） 68 3,575 68 3,603 

二次相談（運動発達相談、心理相談） 58 80 61 88 

パパ･ママ準備教室、パパ講座 30 205 30 266 

乳児母乳相談 18 174 18 252 

わんぱく教室（1 歳 6 か月健診フォロー教室） 20 315 20 391 

親子サロン － － 4 22 

虐待予防教室 11 53 12 68 

新生児訪問指導 221 － 205 － 

未熟児養育医療受給児他の訪問指導 313 － 240 － 

電話相談 2,261 － 2,168 － 

他団体からの依頼協力事業 11 264 11 236 

子育て支援活動（わくわく子育てトーキング他） 9 444 9 476 

母子保健推進員訪問 849 － 787 － 

母子保健推進員連絡協議会活動 38 452 43 699 

離乳食教室・相談 17 292 20 259 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

109,179,682 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 2,135,000 0 0 107,044,682 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 

 
48,254,980 5.70 157,434,662 
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所属名 健康増進センター  
ペ ー ジ 166 款 衛生費 項 保健衛生費 目 健康増進センター費 

事 業 名 健康診査事業 

事業目的  

生活習慣病などの早期発見・早期治療のため、健康増進法に基づく健康診査や、がん検診な

どを行い、健康の増進を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 健康診査の実施状況 

 健(検)診名 
対象人数 受診人数 受診率(％) 

30 年度 29 年度 30 年度 29 年度 30 年度 29 年度 

医療機関

での検診 

健康診査 1,304 1,261 104 103 8.0 8.2 

肝炎ウィルス検診 ― ― 141 190 ― ― 

肺がん検診 31,488 30,939 10,211 10,504 32.4 34.0 

大腸がん検診 31,488 30,939 8,377 8,659 26.6 28.0 

子宮がん検診 24,713 25,460 2,384 4,114 9.6 16.2 

◎胃がん（胃内視鏡）検診 13,317 ― 172 ― 1.3 ― 

胃がんリスク検診 1,643 1,637 136 123 8.3 7.5 

成人歯科健診 ― ― 164 353 ― ― 

妊産婦歯科健診 ― ― 96 94 ― ― 

健康増進 

センター 

での集団 

検診 

乳がん検診 19,192 23,044 1,069 1,345 5.6 5.8 

胃がん検診 31,488 30,939 283 450 1.1 1.5 

前立腺がん検診 10,503 10,141 332 304 3.2 3.0 

ヘルスチェック ― ― 179 180 ― ― 

 

２ がん検診推進事業の実施（再掲） 

 対象人数 受診人数 受診率(％) 

30 年度 29 年度 30 年度 29 年度 30 年度 29 年度 

子宮がん検診 

（20 歳の女性） 
546 599 66 69 12.1 11.5 

乳がん検診 

（40 歳の女性） 
792 764 212 194 26.8 25.4 

   

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

78,455,469 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

414,000 736,000 0 2,378,000 74,927,469 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

 8,465,786 1.00 86,921,255 
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所属名 健康増進センター  
ペ ー ジ 166 款 衛生費 項 保健衛生費 目 健康増進センター費 

事 業 名 地域保健医療整備事業 

事業目的  

市民が必要に応じて適切な医療サービスを受けられるように、医療供給体制の整備を図る。

また、各種医療機関・団体の円滑な運営と医療技術の向上を図るために、調査・研究等の経

費に対する助成を行い、地域医療体制の充実・強化を図る。 

事業内容及び成果  

１ 補助金・負担金の交付状況 

補助金等の名称 内   容 
金額（円） 

平成 30 年度 平成 29 年度 

川越地区第二次

救急医療病院群

輪番制病院運営

費負担金 

24 時間体制で入院又は手術が必要な救急患
者に対応するため、川越地区救急医療圏協力
市町幹事市へ負担金を納入する。（川越市・富士見

市・ふじみ野市・三芳町・川島町の 3 市 2 町の協定に基づく負担金） 

5,659,440 5,643,890 

小児救急医療支

援事業費負担金 

朝霞保健所管内小児救急医療支援事業に対
する負担金（朝霞市、志木市、和光市、新座市、富士見市、ふ

じみ野市、三芳町の 6 市 1 町の協定に基づく負担金） 

182,950 164,582 

医師会運営事業

費補助金 
団体の円滑な運営と医療技術の向上を図る
ため、調査・研究等の経費に対する補助金 

1,100,000 1,060,000 

休 日 急 患 診 療

所・小児時間外救

急診療所運営事

業費補助金※ 

休日における急病人の救急医療に対する補
助金 

10,107,785 

3,520,000 

平日（月～土）の夜間（20:00～22:00）の小
児時間外救急診療に対する補助金 

6,550,547 

歯科医師会運営

事業費補助金 
団体の円滑な運営と医療技術の向上を図る
ため、調査・研究等の経費に対する補助金 

788,000 808,000 

病診連携推進事

業費補助金 

開業医と中核病院の相互の機能連携と分担
による効果的・効率的な医療供給体制の確立
等をするために交付する補助金 

789,260 789,540 

在宅当番医制運

営事業費補助金 
休日の富士見市・ふじみ野市・三芳町の在宅
当番医の救急診療に対する補助金 

1,670,205 1,644,337 

 ※平成 30 年度から休日診療所と小児時間外診療所の補助金を一つにした。 

２ 休日診療所受診状況 

 休日診療所受診者数 

昼 間 夜 間 小 児 

30 年度 29 年度 30 年度 29 年度 30 年度 29 年度 

富士見市 978 802 213 222 190 251 

ふじみ野市 1,663 1,831 369 419 441 534 

三芳町 266 230 65 66 64 102 

その他 240 215 59 36 23 34 

合 計 3,147 3,078 706 743 718 921 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

20,297,640 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 20,297,640 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

2,963,025 0.35 23,260,665 
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所属名 健康増進センター  
ペ ー ジ 168 款 衛生費 項 保健衛生費 目 健康増進センター費 

事 業 名 健康増進センター施設維持管理事業 

事業目的  

施設利用者が安全かつ快適に利用できるよう施設の維持管理を行い、市民の健康の保持及び

増進を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 施設の維持管理等の状況 

維持管理の内容 
金 額（円） 

平成 30 年度 平成 29 年度 

光熱水費 4,798,002 5,071,099 

修繕費 

 ・ホール照明修繕 

 ・体育館折畳式バスケットゴール修繕 

 ・吸収式冷温水機修繕 

 ・コンセント修繕 

 ・体育館非常口ドア修繕 他 

1,444,014 1,150,686 

施設維持管理委託 

 ・清掃業務       ・警備業務 

 ・エレベーター保守点検 ・冷暖房機保守点検 

 ・消防設備保守点検   ・自動ドア保守点検 

 ・樹木維持管理業務委託 

 ・気中アスベスト濃度測定業務委託（調査結果：

基準値以下） 

3,172,824 2,722,248 

建設事業関係委託 

 ・空調設備更新工事設計業務委託（30年度） 
1,259,280 658,800 

工事請負費 

 ・外壁塗装改修工事（30 年度） 

 ・研修室床貼り替え工事（同上）  

55,566,540 21,895,488 

 

２ 体育館の利用状況【歳入】 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

件数 使用料（円） 件数 使用料（円） 

団体 742 1,000,000 812 1,097,000 

個人 174 109,600 135 80,200 

合計 916 1,109,600 947 1,177,200 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

66,929,096 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 41,100,000 1,109,600 24,719,496 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

3,386,314 0.40 70,315,410 
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所属名 健康増進センター  
ペ ー ジ 168 款 衛生費 項 保健衛生費 目 健康増進センター費 

事 業 名 市民健康づくり事業 

事業目的  

生活習慣病の一次予防に重点を置いた各種健康教室、健康相談などを行い、市民が自己管理

による健康な生活を送ることができるよう健康づくり活動を支援する。また、ピアザ☆ふじ

み内の食育推進室を拠点として、食育の推進を図る。 

事業内容及び成果  

１ 各種教室、相談等の実施状況 

内  容 
平成 30 年度 平成 29 年度 

開催数（回） 参加人数（人） 開催数（回） 参加人数（人） 

生活習慣病予防教室 5 48 5 63 

ヘルスセミナー 3 178 3 180 

歯周病予防教室 1 17 2 24 

運動講座 11 190 9 157 

依頼による教室 ― ― ― ― 

地域健康相談 9 461 6 109 
所内健康相談（骨粗しょう症予防相談含む） 112 114 74 86 

健康まつり（※） 1 延 94 1 延 1,794 

食生活改善推進員リーダー講習会 7 145 7 155 

健康づくり料理講習会 48 750 60 812 

食生活改善推進員養成講座 ― ― 11 63 

食育推進のための料理教室 14 180 15 200 

食育推進に関する事業 ― ― 1 86 

※平成 30 年度の健康まつりは、健康増進センターの外壁塗装工事のため健康ウォーキングを行った。 

２ 審議会等の開催状況 
審議会名 開催数 主な審議内容 

富士見市歯科口腔保健推進委員会 2 回（8/1、2/6） 
①歯と口腔の健康に関する事業の 

取組状況について 

②歯科口腔保健の推進について 

富士見市健康づくり審議会 2 回（8/30、1/17） 

①健康ライフ☆ふじみ（富士見市健 

康増進計画・食育推進計画）に関 

する事業の取組状況について 

②富士見市の健康づくり及び食育 

の推進について 

３ ＡＥＤの設置状況（平成 31年 3 月 31 日現在） 

61 か所 62 台 ※健康増進センターで設置した数 

４ 埼玉県コバトン健康マイレージ事業 

   ・参加者数（各年度 3月 31 日現在）：平成 29 年度 927 人→平成 30 年度 1,284 人 

    健康マイレージ参加者数は年度末時点で 357 人増加しており、「健康」に関する新たな

切り口として、健康づくりへの関心を高めることに寄与した。 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

6,748,073 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 148,000 0 1,621,340 4,978,733 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 

 
38,096,037 4.50 44,844,110 
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所属名 まちづくり推進課  
ペ ー ジ 196 款 土木費 項 都市計画費 目 都市計画総務費 

事 業 名 一般事務費 

事業目的  

都市計画審議会を運営し、都市計画事業の円滑な推進を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 富士見市都市計画審議会の開催（159,300 円） 

会議 開催日 議案 出席者数（人） 

第 1回 平成 30年 6 月 28 日 

・富士見都市計画生産緑地地区の変

更について（（仮称）Kid’s Garden

きらり保育園）（事前説明） 
14 

第 2 回 平成 30年 12 月 14 日 

・富士見都市計画生産緑地地区の変

更について（市決定）（諮問） 

 
13 

 

 

 

 

 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

804,661 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 130,500 674,161 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

8,465,786 1.00 9,270,447 
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所属名 まちづくり推進課  
ペ ー ジ 198 款 土木費 項 都市計画費 目 都市計画総務費 

事 業 名 秩序ある土地利用推進事業 

事業目的  

良好な市街地の形成と自然環境の保全を計画的に進め、地域の特性を踏まえた土地利用を図

る。 

事業内容及び成果  

 

１ 都市計画基礎調査業務 

埼玉県が実施する都市計画基礎調査の一部について事前資料の作成を行った。 

    本調査は、土地利用等の現況及び見通しなど、都市の現状・都市化の動向を把握し 

都市計画の変更（見直し）の基礎資料として活用される。 

   ①臨時雇賃金 1人（18,400 円） 

    費用弁償    1 人（440 円） 

 

２ 都市計画制度等の運用 

 ①地区計画の届出の事務 

地区の特性に応じたきめ細やかなまちづくりを進めるため、建築物等の用途・敷地面

積・高さ等を規制する地区計画が定められた地区（7 地区）の届出に係る審査・指導・

助言・勧告。 

・平成 30年度届出件数 137 件 

  

②埼玉県景観計画に基づく届出の事務 

大規模な建築物及び工作物の新築等を行うときの外観の色彩やデザイン等の届出に係

る審査・指導・助言・勧告。 

   ・平成 30年度届出件数   8 件 

 

 ３ 都市計画業務支援システム構築業務委託の実施 1,998,000 円 

    窓口業務の改善に向け、都市計画業務支援システムの構築を委託。 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

2,016,840 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 2,016,840 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

8,042,496 0.95 10,059,336 
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所属名 まちづくり推進課  
ペ ー ジ 198 款 土木費 項 都市計画費 目 都市計画総務費 

事 業 名  シティゾーン整備推進事業 

事業目的  

道路などの基盤整備を進めるとともに産業系土地利用の整備を推進し、企業を誘致する。 

事業内容及び成果  

 １ 建設事業関係委託の実施 

シティゾーン（Ｄゾーン）の整備等の状況 

路線名 内容 金額（円） 

シティゾーン（Ｄゾーン） 

市道７２号線（予定） 

設計委託 7,822,000 

測量委託 3,218,400 

調査委託 7,153,960 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

18,196,656 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 18,196,656 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

7,160,980 1.00 25,357,636 

 

所属名 まちづくり推進課  
ペ ー ジ 198 款 土木費 項 都市計画費 目 都市計画総務費 

事 業 名  水谷柳瀬川土地利用推進事業 

事業目的  

道路などの基盤整備を進めるとともに、交通利便性と柳瀬川の自然を活かしながら、計画的

に、産業系や教育機関など地域の発展と活性化に役立つ魅力的な土地利用を進める。 

事業内容及び成果  

 １ 水谷柳瀬川土地利用推進協議会の運営 9,184 円 

本地区の実現可能な土地利用方策として「段階的な整備」を推進するため、総会や

協議会役員又は会員（地権者）との会議等を開催し、土地利用の検討を行った。 

  ①総会 

会議名 開催日 

第 4回総会 平成 30年 7 月 10 日 

  ②役員会等 

会議等 開催日 

正・副会長会議 平成 30年 5 月 10 日 

役員会 平成 30年 6 月 8日 

正・副会長会議 平成 30年 12 月 25 日 

正・副会長会議 平成 31年 3 月 26 日 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

9,184 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 9,184 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

4,621,244 0.70 4,630,428 
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所属名 まちづくり推進課  
ペ ー ジ 200 款 土木費 項 都市計画費 目 公園費 

事 業 名 公園整備事業 

事業目的  

自然景観、地形等の地域特性を生かした特色ある公園・広場を整備することにより、生活の

快適性、安全性の確保等を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 公園の整備等の状況 

 実施箇所 金額（円） 内容 

打越北側山林 
432,000 測量委託 

939,600 設計委託 

びん沼自然公園 

（旧青年の家跡地） 
2,090,000 設計委託 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

3,461,600 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 3,461,600 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円)  

 

              
12,698,679 1.50 16,160,279 
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所属名 まちづくり推進課  
ペ ー ジ 202 款 土木費 項 都市計画費 目 公園費 

事 業 名 公園・緑地維持管理事業 

事業目的  

公園や市民緑地、緑の散歩道、広場等の適切な維持管理を行い、市民の憩いの場の提供を図

る。 

事業内容及び成果  

 

１ 維持管理の状況 

件  名 内   容 金額（円） 

公園等維持管理業務委託 
ごみ収集、草刈り、清掃、設備保守点

検等 
54,997,340 

公共施設等樹木維持管理委託 樹木等の剪定等 49,123,260 

公園等草花維持管理業務委託 公園内の花壇やプランターの維持管理 2,622,261 

菖蒲田維持管理業務委託 除草、施肥、消毒、株分け、植替え等 3,488,400 

公園整備工事 遊具等修繕工事ほか 13 件 15,481,584 

修繕料 公園灯修繕ほか 23 件 3,504,320 

光熱水費 公園内の電灯、水道等 7,977,501 

汲取手数料 運動公園他トイレの汲取 1,241,892 

水質検査手数料 公園内徒渉池等の水質検査 190,080 

公園補修用材料費 公園補修用の砂・丸太杭等 2,629,518 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

156,010,782 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 5,131,606 150,879,176 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

28,360,383 3.35 184,371,165 
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所属名 まちづくり推進課  
ペ ー ジ 204 款 土木費 項 都市計画費 目 緑化推進費 

事 業 名 緑化推進事業 

事業目的  

市内に残された貴重な緑地の保全及び緑化の推進を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 補助金の交付状況 

 件 数 等 金額（円） 

保存樹木・樹林補助金 
保存樹木 79 本 231,500 

保存樹林 14 箇所 3,311,500 

 

２ 緑地保全基金の積立状況                 （単位 円） 

平成 29 年度末 

残 高 

運用等による 

積 立 額 

平成 30 年度 

取 崩 額 

平成 30 年度末 

残 高 

674,227,775 102,559,463 - 776,787,238 

  ①積立額の内訳                      （単位 円） 

緑地保全基金利子 978,930 

積立金 100,000,000 

緑化推進費寄附金等 1,533 

緑の募金による家庭募金緑化事業交付金 1,579,000 

  ②基金の運用先 ＪＡいるま野、東京信用金庫等 

  ③運用の利率 0.095％～0.625％ 

 

３ 緑のリサイクルチップ作成業務委託 

委託料 816,998 円 

剪定枝搬出量 30,740kg 

出来高 76.8 ㎥ 

管理区域内の樹木剪定枝をチップ化し、公園等の園路・花壇に再利用した。 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

106,949,461 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 2,559,463 104,389,998 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円)  

 

 
12,275,389 1.45 119,224,850 
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所属名 まちづくり推進課  
ペ ー ジ 204 款 土木費 項 都市計画費 目 街路費 

事 業 名  都市計画道路整備事業 

事業目的  

都市計画道路の整備により、広域幹線道路と市内幹線道路の有機的な連携を図る。 

事業内容及び成果  

 

 １ 都市計画道路の整備等の状況 

路線名 内容 金額（円） 

富士見橋通線及び水子鶴馬

通線 

地質調査業務委託 

（繰越明許費） 
4,579,720 円 

道路詳細設計業務委託 

（繰越明許費） 
10,526,360 円 

 

 ２ 管理地整備工事の実施 

都市計画道路水子鶴馬通線予定地の維持管理や、一部地区施設道路として供用する 

ための整備を実施した。 

路線名 内容 金額（円） 

水子鶴馬通線 管理地整備工事 405,000 円 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

15,515,672 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 15,515,672 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

7,584,269 1.05 23,099,941 
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所属名 鶴瀬駅西口整備事務所  
ペ ー ジ 200 款 土木費 項 都市計画費 目 土地区画整理費 

事 業 名 鶴瀬駅西口土地区画整理事業 

事業目的  

鶴瀬駅西口土地区画整理事業特別会計への繰出金の支出等により、土地区画整理事業（約

22.5ha）を推進する。 

事業内容及び成果  

 

１ 鶴瀬駅西口土地区画整理事業特別会計繰出金 262,421,000 円 

 

２ 用地取得費（繰越明許費） 96,137,090 円 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

358,558,090 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 358,558,090 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

1,693,157 0.20 360,251,247 
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所属名 鶴瀬駅東口整備事務所  
ペ ー ジ 198 款 土木費  項 都市計画費 目 都市計画総務費 

事 業 名 鶴瀬駅東口整備事業 

事業目的  

地元地権者組織である「鶴瀬駅東口まちづくり協議会」に補助を行い、鶴瀬駅東口地区（約 

12.3ha）の整備を推進する。 

事業内容及び成果  

 

１ 鶴瀬駅東口まちづくり協議会補助金の交付 407,719 円 

  ①鶴瀬駅東口まちづくり協議会の実施事業概要 

(1)まちづくり方針案策定に向けたまちづくり項目の検討 

(2)協議会だよりの発行 

(3)先進地視察研修の実施 

    ・幸手駅西口土地区画整理事業 

    ・蓮田駅西口駅前広場 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

407,719 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 407,719 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

7,097,284 0.90 7,505,003 

 

所属名 鶴瀬駅東口整備事務所  
ペ ー ジ 200 款 土木費 項 都市計画費 目 土地区画整理費 

事 業 名 鶴瀬駅東口土地区画整理事業 

事業目的  

鶴瀬駅東口土地区画整理事業特別会計に繰出金を支出し、鶴瀬駅東口土地区画整理事業（約 

4.9ha）を推進する。 

事業内容及び成果  

 

１ 鶴瀬駅東口土地区画整理事業特別会計繰出金 257,103,000 円 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

257,103,000 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 257,103,000 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

7,421,941 1.00 264,524,941 
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所属名 鶴瀬駅東口整備事務所  
ペ ー ジ 204 款 土木費 項 都市計画費 目 街路費 

事 業 名 鶴瀬駅東口整備事業（鶴瀬駅東口地区街路事業分） 

事業目的  

鶴瀬駅東口駅前広場整備に係る公共施設管理者負担金等を支払い、鶴瀬駅東口地区（約

12.3ha）の整備を推進する。 

事業内容及び成果  

 

１ 鶴瀬駅東口駅前広場の概略設計委託（繰越明許費） 5,661,200 円 

 

２ 鶴瀬駅東口駅前広場公共施設管理者負担金の支払い（繰越明許費） 52,895,000 円 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

58,556,200 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

29,091,000 0 21,400,000 0 8,065,200 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

7,097,284 0.90 65,653,484 
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所属名 産業振興課  
ペ ー ジ 174 款 労働費 項 労働諸費 目 労働諸費 

事 業 名 勤労者福祉事業 
事業目的  

相談員による内職のあっ旋のほか、福祉活動を行う労働団体及び中小企業の事業主に対して補

助を行い、労働者の福祉の向上を図る。 

事業内容及び成果  
 

１ 富士見市ふるさとハローワークの状況  

窓口相談者数 4,596 人 

求人検索機利用者数 7,721 人 

２ 内職に関係する相談の状況            括弧内は平成 29 年度の状況 

求職者数（人） あっ旋件数 

合 計 

求人事業所数 求人数 

 女 男 市内 市外 市内 市外 

新 規 108(105) 14(12) 
66 

(32) 

3 

(5) 

23 

(36) 

3 

(5) 

82 

(129) 
再来所 24(11) 

合 計 146(128) 

３ 就業支援講習会の状況 

内容 開催時間 参加人数 

良い会社の見つけ方と就活のポイント 2 時間 3 人 

企業はこんな人がほしい！内定につながる応募書類と面接のポイント 2 時間 6 人 

ワーク・ライフ・バランス 育児・介護と仕事の関係 2 時間 5 人 

職場で活かせる！ビジネスマナーとコミュニケーションのポイント 2 時間 6 人 

就職個別相談※各セミナー終了後実施、計 4回 
各回 50 分 

×3 コマ 4 人 

４ 補助金の交付状況 

 
補助の内容 

金 額（円） 

平成 30 年度 平成 29 年度 
入間東部労働組合
連合会補助金 

講演会 30,000 30,000 

川越地方労働組合
連絡協議会補助金 

労働相談活動 40,000 40,000 

中小企業退職金共
済契約等掛金補助
金 

中小企業退職金共済契約等により、
新たに契約の被共済者となる従業員
を有する事業主に対し、その契約掛
金の一部を補助（55 事業主 252 人） 

2,393,000 2,367,400 

５ 勤労者住宅資金の利用状況 

取扱金融機関 年 度 件 数 貸付残高（円） 預託額（円） 

中央労働金庫朝霞支店 
平成 30 年度 3 4,275,423 1,671,000 

平成 29 年度 4 7,546,513 1,979,000 

いるま野農業協同組合 
平成 30 年度 6 13,435,964 1,162,000 

平成 29 年度 8 15,944,041 1,358,000 

                            ※平成 21年度までの貸付分 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

7,040,383 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 2,833,000 4,207,383 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円)  

 7,449,891 0.88 14,490,274 



 - 166 - 

所属名 産業振興課  

ペ ー ジ 178 款 農林水産業費 項 農業費 目 農業振興費 

事 業 名 水田農業構造改革事業 

事業目的  

国の「米政策改革大綱」に基づき、農業関係団体・生産者などで構成する「地域農業再生協

議会」と連携し、計画的な米の生産と集荷の推進、転作作物の定着化等を推進する。 

事業内容及び成果  

１ 地域農業再生協議会において、生産面積の目安のための基準収量の決定、対象農家への

作付目標面積の情報提供、転作や水田の高度利用等を推進した。 

２ 米の生産目標の状況 

対象面積 生産目標面積 対象農家 水稲作付面積 

456ha 275ha 873 戸 310ha 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

1,513,100 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 700,000 0 0 813,100 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

3,612,338 0.55 5,125,438 

所属名 産業振興課  

ペ ー ジ 178 款 農林水産業費 項 農業費 目 農業振興費 

事 業 名 南畑ふれあいプラザ維持管理事業 

事業目的  

ふれあいと活力のある地域づくりを進めるため、農業施設（南畑ふれあいプラザ）の施設維

持管理を行い、農業の振興及びその近代化並びに市民相互の交流を図る。 

事業内容及び成果  

１ 施設の利用状況 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

利用人数（人） 14,430 13,832 

使用料【歳入】（円） 391,900 378,700 

２ 施設の維持管理状況               （単位 円） 

内容 平成 30 年度 平成 29 年度 

清掃業務委託 196,992 196,992 

警備業務委託 97,200 97,200 

消防設備保守点検委託 15,120 15,120 

光熱水費 553,369 553,278 

修繕料 367,200 167,508 

公共施設等用地借地料 988,199 988,199 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

2,307,021 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 391,900 1,915,121 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

3,463,984 0.44 5,771,005 
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所属名 産業振興課  

ペ ー ジ 180 款 農林水産業費 項 農業費 目 農業振興費 

事 業 名 農業経営基盤強化対策事業 
事業目的  

認定農業者等の担い手育成や後継者対策、農地の利用集積等の課題解決のため、関連団体に

対して補助を行い、将来的な本市の農業経営の基盤の強化を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 補助金の交付状況 

 
交付団体等 交 付 内 容 

金額（円） 

平成 30年度 平成 29年度 

農業近代化資金
利子補給補助金 

農業近代化 
資金借入者 

施設、機器等を整備する
ための借入金の利子の一
部を補助するもの 

13,203 17,649 

農業青年会議所
補助金 

富士見市農業
青 年 会 議 所 

農業後継者の育成、就農
環境の整備等に要する費
用を補助するもの 

152,000 152,000 

農業後継者対策
協議会補助金 

富士見市 
農業後継者 
対策協議会 

市内小中学校等に野菜苗
の配布、児童農業体験学
習会に要する費用を補助
するもの 

152,000 152,000 

 

２ 認定農業者の状況 

35 人（内訳：34個人・1法人） 

 

３ 農地の利用集積の状況 

51 件  88,843 ㎡ 

 

◎４ 富士見市農業振興地域整備計画に関する基礎調査 

   基礎調査委託 2,646,000 円 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

3,037,728 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 3,037,728 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

7,442,903 0.91 10,480,631 
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所属名 産業振興課  

ペ ー ジ 180 款 農林水産業費 項 農業費 目 農業振興費 

事 業 名 市民農園整備事業 
事業目的  

市が農地の貸付けを行い、野菜や花等の栽培を通して自然と触れ合い、余暇利用や土と親しみ

ながらの健康づくりを行うとともに、農地の保全や農業に対する理解を深めてもらう。 

事業内容及び成果  

 

１ 打越市民農園 

①概要 

所在地 鶴馬 3 丁目地内 

面積 7,999 ㎡ 

区画数 205 区画（1区画 30 ㎡） 

賃借料 399,950 円 

契約期間 平成 29年 4 月～令和 2年 3月 

②管理・運営 

平成 29 年度から公益社団法人入間東部シルバー人材センターが管理・運営を行っていま 

す。 

※特定農地貸付法に則り、農園用地の借用についてのみ市が担っています。 

 

２ 親子ふれあい農業体験事業 

  ①概要 

対象 
市内在住の親子 

※対象児童：小学 4～6年生 

体験料 4,000 円 

実施期間 平成 30年 6 月 10 日～平成 30 年 10 月 27 日 

②収入状況 

参加者数 17 組 

体験料収入 68,000 円 

③支出状況 

協力者謝礼 204,600 円 

保険料 3,888 円 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

608,438 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 126,000 0 467,950 14,488 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

3,210,010 0.41 3,818,448 

 

 



 - 169 - 

所属名 産業振興課  

ペ ー ジ 180 款 農林水産業費 項 農業費 目 農業振興費 

事 業 名 農業生産支援事業 

事業目的  

農作物の共同出荷や栽培技術の習得等を行う生産者・団体・組合に対して補助等を行い、農

業の振興を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 農業生産支援等負担金の支出及び補助金の交付状況 
 

補助対象 
事業者等 

補助等の内容 
金額（円） 

平成 30年度 平成 29年度 

埼玉県農業共済
組 合 負 担 金 

埼玉県農業共済
組合 

天候不順等による農作
物の被害の損失補償 

1,062,000 1,229,000 

農作物病害虫
防除協議会補
助金 

富士見市農作物
病害虫防除協議
会 

病害虫防除の箱施用薬
剤に要する費用を補助 

1,944,000 1,944,000 

農家組合長連絡
協 議 会 補 助 金 

農家組合長連絡
協議会 

農家組合長を対象とし
た研修費用の補助 

30,000 30,000 

農業研究団体
連絡協議会補
助金 

富士見市農業研
究団体連絡協議
会 

農業団体の育成整備に
要する経費を補助 

385,000 385,000 

梨出荷組合補
助金 

富士見梨出荷組
合（組合員数 13
軒） 

梨の生産性や品質の向
上に要する経費を補助 

200,000 200,000 

野菜価格安定
事業補助金 

いるま野農業協
同組合 

生産者の経営の安定と
対象野菜の安定的供給
を促進するための補助 

30,000 ― 

 

  

 

  

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

3,966,000 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 3,966,000 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

5,358,922 0.67 9,324,922 
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所属名 産業振興課  

ペ ー ジ 180 款 農林水産業費 項 農業費 目 農業振興費 

事 業 名 農地・水・環境保全向上対策事業 
事業目的  

地域ぐるみの環境保全活動や営農活動を支援し、農地の質的向上や自然循環機能の維持・増

進を図るとともに、老朽化した農業施設の更新を行う団体を支援する。 

事業内容及び成果  

 

１ 共同活動及び向上活動支援負担金の支出状況 

活動組織名 対象農用地面積(ａ) 負担金（円） 

東大久保・農地・水・環境保全

協議会 

（共同活動支援） 

（長寿命化） 

水田 3,238 

2,715,629

（共同 1,554,240） 

（長寿 1,161,389） 

難波田城公園地域環境保全協

議会 

（共同活動支援） 

水田 2,156 1,034,880 

合  計 3,750,509 

   ※共同活動支援：地域ぐるみの農業環境保全を行うための支援 

    長寿命化  ：老朽化した農業施設の整備を行うための支援 

 

２ 地域活動の主な内容（会議等を除く） 

①東大久保・農地・水・環境保全協議会 

活動内容 
農業施設点検、農業施設補修活動、地域交流活動、農業施設

整備活動等 

活動実施回数 21 回  参加延べ人数 約 583 人 

地域交流活動 6 回  参加延べ人数 約 237 人 

②難波田城公園地域環境保全協議会 

活動内容 農業施設点検、農業施設補修活動、地域交流活動等 

活動実施回数 14 回  参加延べ人数 約 1,828 人 

地域交流活動 18 回  参加延べ人数 約 5,697 人 

 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

3,750,509 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 2,812,881 0 0 937,628 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

4,388,233 0.58 8,138,742 
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所属名 産業振興課  

ペ ー ジ 180 款 農林水産業費 項 農業費 目 農業振興費 

事 業 名 地産地消推進事業 

事業目的  

地域で生産されたものを地域で消費する「地産地消」を推進するため、身近な消費者ニーズ

を的確に捉えて農産物の消費向上と新たな販路の創出により、農業の振興を図る。 

事業内容及び成果  

  

１ 補助金の交付状況 

 補助事業者 補助の内容 金 額 

菜の花まつり補
助金 

東大久保菜の花
まつり実行委員
会 

水田に栽培した緑肥用の菜
の花を市民との交流の機会
とし、地産地消推進と農業振
興に関する補助 

200,000 円 

地域特産物加工
促進補助（縄文
海進） 

富士見市商工会 
市内産米を使用した純米吟
醸酒「縄文海進」のＰＲに伴
う経費の一部を補助 

80,000 円 

地域特産物加工
促進補助（梅酒） 

富士見市商工会 

純米吟醸酒「縄文海進」の原
酒に市内産青梅を漬け込ん
だ梅酒「梅恋花」を製造、販
売及びＰＲに伴う経費を補
助 

590,000 円 

  

 

 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

1,025,507 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 680,720 344,787 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

4,818,510 0.60 5,844,017 
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所属名 産業振興課  
ペ ー ジ 180 款 農林水産業費 項 農業費 目 農地費 

事 業 名 小規模土地改良事業 

事業目的  

水田の作付けに必要となる農業施設の整備等を実施することにより、農業作物の生産性の向

上を推進し、優良農地の保全を図る。 

事業内容及び成果  

  

１ 補助金の交付状況 

 
交付団体 交付内容 

金額（円） 

平成 30 年度 平成 29 年度 

農業用小用排水路
工事等補助金 

土地改良団体連絡
協議会に加入する
土地改良区と水利
組合（6 団体） 

用排水路改修、揚
水機及び揚水機場
改修工事等 

6,229,000 6,706,000 

土地改良団体連絡
協議会補助金 

富士見市土地改
良団体連絡協議
会 

土地改良団体内の
総合的な対策、調
査及び研究 

65,000 65,000 

農業用揚水施設電
気料金補助金 

土地改良団体連絡
協議会に加入する
土地改良区と水利
組合（9 団体） 

地下水等を用水に
利用するための電
気動力費 

4,900,000 4,080,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

11,194,000 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 11,194,000 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

3,175,073 0.56 14,369,073 
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所属名 産業振興課  
ペ ー ジ 180 款 農林水産業費 項 農業費 目 農地費 

事 業 名 農道改修整備事業 

事業目的  

農業振興地域の集落における幹線的な道路等の舗装整備を行い、営農環境の向上を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 事業の実施状況 

 
 内   容 路   線 金 額（円） 

農道改修整備工事 
ほ場整備内の幹線道路整備 

（市道第1417号線外1路線） 
4,946,400 

道水路法面補修工事 
下南畑地内 道水路交点 

（市道第 672 号線脇） 
464,400 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

5,410,800 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 5,410,800 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

1,255,892 0.21 6,666,692 
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所属名 産業振興課  
ペ ー ジ 182 款 商工費 項 商工費 目 商工業振興費 

事 業 名 中小企業融資事業 

事業目的  

市内中小企業者へ制度融資の案内や相談及びあっ旋を行い、必要とする事業資金を円滑かつ

低利で調達できるようにすることで、市内中小企業者の経営の安定化を図る。 

事業内容及び成果  
 

１ セーフティネット（中小企業信用保険法第 2条第 5項）の認定状況 

①業種別認定数             ②月別認定数 

認定業種 平成 30 年度 平成 29 年度  認定月 平成 30 年度 平成 29 年度 

建設業 2 3 4 月 0 0 

小売業 0 0 5 月 0 1 

製造業 0 0 6 月 0 0 

卸売業 0 0 7 月 0 0 

運送業 1 0 8 月 0 0 

自動車整備業 0 0 9 月 2 0 

その他 0 0 10 月 0 0 

合 計 3 3 11 月 0 0 

   12 月 0 1 

   1 月 1 1 

   2 月 0 0 

 3 月 0 0 

合計 3 3 
 

 

 

２ 中小企業小口融資資金預託金の状況 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

預託金融機関数 1 機関 2 機関 

預  託  額 100,000 円 200,000 円 

 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

111,914 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 100,000 11,914 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

2,370,420 0.28 2,482,334 
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所属名 産業振興課  

ペ ー ジ 182 款 商工費 項 商工費 目 商工業振興費 

事 業 名 商工業推進事業 

事業目的  

商業活性化ビジョンに基づき、各種商業活性化事業を実施し、活気と魅力のある商業環境を

形成する。また、市内産業振興のため、商工団体等に対して補助を行い、市内産業の発展を

推進する。 

事業内容及び成果  

 

１ 補助金の交付状況 

補助金名 交付団体等 補助の内容 
金 額（円） 

平成 30 年度 平成29年度 

商工会事業補助
金 

富士見市商工会 
経営改善指導、各種
講習会の開催など 

13,000,000 13,000,000 

商店街等環境整
備事業補助金 

上沢商店会他 
2 団体 

街路灯の LED 化 5,010,000 5,880,000 

商店街街路灯使
用電気料金補助
金 

市内商店会等 

18 団体 
街路灯使用電気料金
（計 609 本） 

3,782,395 3,544,093 

商店街活性化推
進事業補助金 

西みずほ台商店
会他 7団体 

祭り、スタンプラリ
ー、一店逸品運動など 4,221,000 4,451,000 

ふじみ産業元気
づくり事業補助
金 

富士見市商工会 
「ふじみマーケッ
ト」開催など 

1,732,572 1,695,268 

商店街空き店舗
出店支援事業補
助金 

7 件 
商店街の空き店舗を
活用した創業に対す
る補助 

3,373,000 2,459,000 

◎中小企業チャ
レンジ支援事業
補助金 

6 件 

商工業者が行う経営
改善、研究開発、人
材育成、販路開拓事
業に対する補助 

249,000 - 

 

◎２ 富士見市の商業実態に関する調査 

   商業実態調査業務委託 1,836,000 円 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

33,588,422 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 648,000 0 249,000 32,691,422 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

 10,497,574 1.24 44,085,996 
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所属名 産業振興課  
ペ ー ジ 184 款 商工費 項 商工費 目 商工業振興費 

事 業 名 住み続け宅なる改修費助成事業 

事業目的  

市内の施工業者を利用して行う住宅リフォームについて補助を行うことにより、地域経済の

活性化と市民の居住環境の改善を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 補助金の交付状況 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

助成件数 113 163 

金額（円） 7,450,000 10,174,000 

  

 ２ 住宅改修工事状況 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

施工業者数 26 29  

総工事額（円） 181,562,229 232,707,791 

平均工事額（円） 1,606,745 1,427,655 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

7,450,000 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 7,450,000 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円)  

 

 
6,433,997 0.76 13,883,997 
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所属名 産業振興課  
ペ ー ジ 184 款 商工費 項 商工費 目 商工業振興費 

事 業 名 産業振興基金積立事業 

事業目的  

産業振興基金を活用した事業を実施し、市内産業の振興、育成を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 産業振興基金の積立状況                     （単位 円） 

平成 29 年度末残高 
運用等による 
積 立 額 

平成 30 年度 
取 崩 額 

平成 30 年度末残高 

9,500,927 10,014,289 929,720 18,585,496 

①積立額内訳 積立金 10,000,000 円、利息額 14,289 円 

②基金の運用先 ＪＡいるま野、東京信用金庫等 

③運用の利率 0.095％～0.625％ 

 

２ 産業振興基金の活用内容 

事業名 内容 充当金額（円） 

地産地消推進事業 
梅酒「梅恋花」の製造・販売に対す

る補助 
680,720 

商工業推進事業 

商工業者が行う経営改善、研究開発、

人材育成、販路開拓事業に対する補

助（中小企業チャレンジ支援事業補

助金） 

249,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

10,014,289 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 14,289 10,000,000 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円)  

 

 
3,132,340 0.37 13,146,629 
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所属名 道路治水課  
ペ ー ジ 80 款 総務費 項 総務管理費 目 交通安全対策費 

事 業 名 交通安全施設整備事業 

事業目的  

交通安全施設（道路照明灯、道路反射鏡等）の整備及び維持管理を行い、道路における歩行

者や車両等の安全の確保及び移動の円滑化を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 整備等の実施状況 

内  容 
平成 30 年度 平成 29 年度 

箇所数 
路線等 

金額（円） 
箇所数 
路線等 

金額（円） 

道路附属物
設置 

道路標識 0 基 
982,800 

4 基 
1,983,960 

道路反射鏡 2 基 4 基 

道路附属物
改築 

道路標識 0 基 

1,192,320 

45 基 

69,606,996 道路反射鏡 6 基 72 基 

道路照明灯 3 基 128 基 

区画線等設置 市内各所 8,978,040 市内各所 9,932,220 

通学路安全対策 
市内通学

路各所 
13,373,424 

市内通学

路各所 
13,342,320 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

53,466,915 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 53,466,915 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

9,227,706 1.09 62,694,621 
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所属名 道路治水課  
ペ ー ジ 92 款 総務費 項 総務管理費 目 自治振興費 

事 業 名 防犯対策事業 

事業目的  

防犯灯の維持管理（設置を含む。）を行い、犯罪の抑制や夜間の安心安全な生活環境の向上を

図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 維持管理状況 

内  容 
平成 30 年度 平成 29 年度 

件 数 金額（円） 件 数 金額（円） 

単独柱新設・改修 0 基 0 11 基 1,561,627 

共架新設・移設 41 基 1,525,014 48 基 1,399,680 

電気料金 ― 16,347,670 ― 15,008,093 

防犯灯修繕料 1,670 箇所 53,805,708 1,645 箇所 46,763,892 

 

２ 防犯灯の設置状況 

平成 29 年度末 新設数 廃止数 平成 30 年度末 

6,374 基 53 基 4 基 6,423 基 

 

 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

71,910,592 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 71,910,592 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

12,275,389 1.45 84,185,981 
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所属名 道路治水課  
ペ ー ジ 188 款 土木費 項 土木管理費 目 応急処理費 

事 業 名 応急処理事業 

事業目的  

道路や河川等の緊急的な対応等について、的確かつ迅速な応急処理を実施し、生活環境の向

上を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 応急処理の実施状況 

内 容 
件  数 

平成 30年度 平成 29年度 

道路修繕 339 327 

砂利敷き 13 13 

下水清掃 2 1 

水路・側溝清掃 129 130 

側溝修繕 66 71 

水路修繕 8 15 

道路清掃 16 18 

草刈・枝下し 160 115 

カーブミラー修繕 69 71 

公共施設修繕 16 12 

私道砂利敷き 1 1 

その他 362 304 

合 計 1,181 1,078 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

8,516,753 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 8,516,753 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

26,074,620 3.08 34,591,373 
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所属名 道路治水課  
ペ ー ジ 190 款 土木費 項 道路橋梁費 目 道路維持費 

事 業 名 道路修繕事業 

事業目的  

道路の舗装打替えや構造物の修繕、側溝清掃、街路樹の維持管理を行い、安全で快適な道路

環境の向上を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 整備等の実施状況 

①現年分 

内  容 路 線 等  金額（円） 

樹木維持管理 
業務委託 

街路樹の剪定、草刈等 
市道第 5123 号線 

外 13 件 
37,529,196 

設計業務委託 道路実施設計業務委託 
市道第 72号線 
市道第 5209 号線 

9,072,000 

道路維持管理 
業務委託 

浸透トレンチ桝の清掃、 
草刈等 

市道第 5223 号線 
外 9件 

16,495,920 

調査業務委託 
橋梁定期点検業務委託 
路面状況調査業務委託 

新田橋外 
市道第 5115 号線外 

17,309,160 

道路修繕工事 舗装修繕等 
市道第 5208 号線 

外 51 件 
104,231,232 

 

②繰越明許分 

内  容 路 線 等  金額（円） 

道路修繕工事 橋梁修繕等 木染橋 2 件 125,556,480 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

312,189,866 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

57,696,000 0 39,000,000 2,500,000 212,993,866 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

6,264,681 0.74 318,454,547 
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所属名 道路治水課  
ペ ー ジ 192 款 土木費 項 道路橋梁費 目 道路維持費 

事 業 名 歩道整備事業 

事業目的  

歩行者の安全な通行を確保するため、歩道や車道の分離など、地域の特性に配慮した整備を

行い、安全で快適な道路環境の向上を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 整備等の実施状況 

①繰越明許分 

内  容 路 線 金額（円） 

歩道整備工事（残金） 
市道第 1199 号線 
（第２工区） 

40,557,840 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

40,557,840 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

14,850,000 0 11,000,000 0 14,707,840 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

3,047,682 0.36 43,605,522 
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所属名 道路治水課  
ペ ー ジ 192 款 土木費 項 道路橋梁費 目 道路新設改良費 

事 業 名 幹線道路整備事業 

事業目的  

国道や県道とともに道路ネットワークの骨格を形成する幹線市道の整備を行い、安全で快適

な道路環境の向上を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 整備等の実施状況 

①現年分 

内  容 路  線 金額（円） 

不動産鑑定料 市道第 5131 号線 227,880 

道路測量・登記委託 市道第 5131 号線外 5件 10,340,566 

評価・調査・用地取得委託 市道第 5101 号線外 2件 2,251,172 

道路設計委託 市道第 5131 号線外 2件 2,475,960 

道路整備工事 市道第 5101 号線外 6件 86,225,726 

道路用地買収 市道第 5101 号線外 1件 20,876,796 

物件補償料 市道第 5101 号線外 3件 18,730,703 

 

②繰越明許分 

内  容 路 線 等 金額（円） 

道路設計委託 市道第 5101 号線 3,332,000 

道路用地買収 市道第 5101 号線外 4件 43,478,071 

物件補償料 市道第 5101 号線外 3件 39,917,480 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

227,856,354 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

45,570,000 0 40,300,000 0 141,986,354 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

11,782,225 1.70 239,638,579 
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所属名 道路治水課  
ペ ー ジ 194 款 土木費 項 道路橋梁費 目 市道舗装費 

事 業 名 採納道路整備事業 

事業目的  

寄附採納を受けた道路の舗装工事や側溝整備等を行い、安全で快適な道路環境の向上を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 整備等の実施状況 

①現年分 

内  容 路  線  金額（円） 

採納道路整備工事 

市道第 2999 号線ほか１路線 7,803,000 

市道第 1253 号線 4,914,000 

市道第 334 号線 3,477,600 

道路後退用地整備工事 市道第 464 号線ほか 12箇所 7,839,720 

道路実施設計業務委託 

市道第 2999 号線ほか１路線 496,800 

市道第 1253 号線 486,000 

市道第 334 号線 388,800 

 

 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

25,405,920 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 25,405,920 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

5,248,787 0.62 30,654,707 
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所属名 道路治水課  
ペ ー ジ 194 款 土木費 項 道路橋梁費 目 市道舗装費 

事 業 名 生活道路整備事業 

事業目的  

幅員 6ｍ以下の市道の舗装や側溝の整備を行い、安全で快適な道路環境の向上を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 整備等の実施状況 

①現年分 

内  容 路  線  金額（円） 

不動産鑑定料 市道第 1105 号線外 1件 929,880 

測量業務委託 市道第 1004 号線外 2件 1,293,836 

設計業務委託 市道第 1105 号線 1,944,000 

登記業務委託 市道第 1028 号線外 3件 912,364 

道路整備工事 市道第 1233 号線外 1件 711,976 

用地買収 市道第 1028 号線外 4件 7,326,760 

 

  ②繰越明許分 

内  容 路  線 金額（円） 

道路整備工事 市道第 1233 号線外 2件 13,580,000 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

26,698,816 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 26,698,816 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

9,510,438 1.37 36,209,254 
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所属名 道路治水課  
ペ ー ジ 194 款 土木費 項 道路橋梁費 目 市道舗装費 

事 業 名 火葬場関連整備事業 

事業目的  

火葬場の整備に併せ、周辺地域の整備を行い、安全で快適な生活環境の向上を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 整備等の実施状況 

①現年分 

内  容 路  線 金額（円） 

設計業務委託 市道第 5111 号線 475,200 

道路整備工事 市道第 5111 号線 12,150,000 

 

 

２ 用地の買収率 

件  数 面  積（㎡） 買収率（％） 

19 件／22件 1,537.64／1,664.62 92.4 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

12,625,200 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 12,625,200 0 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

3,203,023 0.44 15,828,223 
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所属名 道路治水課  
ペ ー ジ 194 款 土木費 項 河川費 目 河川総務費 

事 業 名 浸水対策事業 

事業目的  

排水ポンプ施設の設置及び維持管理等により水害対策を行い、安全で安心な生活環境の向上

を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 維持管理の実施状況 

①現年分 

内  容 場  所 金額（円） 

ポンプ設備保守点検委託 市内 24 箇所、図川排水機場監視 9,327,100 

災害用臨時ポンプ 

設置業務委託 
旧富士見江川ほか 4件 8,155,728 

ポンプ交換工事 水谷東ポンプ場② 2,440,800 

非常通報装置設置工事 水谷東第 1排水機場ほか 1箇所 5,616,000 

浸水対策工事 諏訪 1丁目地内 4,788,720 

排水路等維持管理工事 西みずほ台 1 丁目地内 6,791,040 

南畑大排水路護岸工事 大字水子地内外 16,754,040 

 

②繰越明許分 

内  容 場  所 金額（円） 

図川排水機場増強 

設計業務委託 
大字勝瀬地内 7,657,200 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

97,442,715 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 97,442,715 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

10,412,916 1.23 107,855,631 
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所属名 道路治水課  
ペ ー ジ 196 款 土木費 項 河川費 目 河川総務費 

事 業 名  流域貯留浸透事業 

事業目的  

雨水の流出を抑制するため、貯留浸透施設の維持管理を行い、安全で快適な生活環境の向上

を図る。 

 

事業内容及び成果  

 

１ 維持管理等の実施状況 

内  容 場  所 金額（円） 

貯留浸透施設の清掃 

（浸透井、Ｕ字溝、集水桝） 

鶴瀬小学校 

水谷小学校 

みずほ台小学校 

関沢小学校 

4,849,200 

 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

4,849,200 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 4,849,200 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

6,349,339 0.75 11,198,539 
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所属名 道路治水課  
ペ ー ジ 196 款 土木費 項 河川費 目 河川総務費 

事 業 名 河川環境整備事業 

事業目的  

地域の特性を活かした河川及び排水路の整備、改修を進めるとともに、維持管理による機能

保持を行い、良好な河川環境の保全を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 維持管理の実施状況 

内  容 金額（円） 

河川維持管理業務委託 市内の河川・水路の草刈 20,829,420 

河川維持管理工事 市内の河川排水路の修繕 6,535,188 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

29,892,298 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 782,902 29,109,396 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

 10,243,601 1.21 40,135,899 

 

所属名 道路治水課  
ペ ー ジ 200 款 土木費 項 都市計画費 目 都市下水路費 

事 業 名 下水道維持管理事業 

事業目的  

一般下水道施設の維持管理を行い、安全で快適な生活環境の向上を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 維持管理等の実施状況 

 

 

 

 

 

 

内  容 場  所 金額（円） 

一般下水道人孔蓋取替工事 大字鶴馬地内ほか 763,560 

ポンプ設備保守点検業務委託 宿中継ポンプ場ほか 2箇所 1,026,000 

排水管布設工事 鶴瀬東 2丁目地内 1,990,000 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

5,478,153 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 5,478,153 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

 2,201,104 0.26 7,679,257 
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所属名 交通・管理課  

ペ ー ジ 80 款 総務費 項 総務管理費 目 交通安全対策費 

事 業 名 交通安全啓発推進事業 
事業目的  

児童・生徒の通学時に交通指導員による交通指導を行い、子どもたちの交通安全を確保する。

また、交通安全に関する各種団体との連携により、市民への交通安全啓発活動を推進し、市

民の交通安全に対する意識を高め、交通事故の減少を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 交通指導員の配置等の状況 

人数 配置人数 配置時間 

30 各小学校区に 1～5人 7:30～8:30 

 

２ 負担金・補助金の交付状況 

補助金等の交付団体 補助等の内容 
金額（円） 

平成 30 年度 平成 29 年度 

東入間地区交通指
導員連絡協議会負
担金 

新人指導員研修会、全体研修会等 73,000 73,000 

東入間交通安全協
会負担金 

交通安全施設の整備改善、講演
会・講習会の開催等 

1,107,720 1,103,830 

東入間地区交通安
全対策協議会負担
金 

交通安全運動期間中の街頭活動、
交通安全フェア開催等 

365,000 365,000 

東入間交通安全協
会鶴瀬・南畑・水
谷支部補助金 

各地域での交通安全指導、地域の
祭りでの交通誘導等 576,000 576,000 

富士見市交通安全
対策協議会補助金 

交通事故防止運動期間中の街頭
啓発活動、啓発看板設置等 

316,000 316,000 

富士見市交通安全
母の会補助金 

高齢者世帯訪問による交通事故
防止の呼びかけ、新入学児童にラ
ンドセルカバーの贈呈等 

282,000 282,000 

 

◎３ 自転車用ヘルメット購入費の補助 

 
人数（人） 金額（円） 

子ども（中学生以下） 153 219,200 

高齢者（65 歳以上） 4 5,000 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

16,985,704 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 16,985,704 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

7,126,042 1.15 24,111,746 
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所属名 交通・管理課  

ペ ー ジ 80 款 総務費 項 総務管理費 目 交通安全対策費 

事 業 名 市内公共交通対策事業 
事業目的  

市内循環バスを運行し、交通弱者や駅利用者等の生活の利便性の向上及び公共施設の利用促

進を図る。地域公共交通会議において、市内の公共交通について協議を行い、地域の実情に

則した地域公共交通を構築する。 

事業内容及び成果  

 

１ 循環バスの運行内容 

 
平成30年度 平成29年度 

運行日 1月4日～12月28日 1月4日～12月28日 

運行時間 午前6時55分～午後8時43分 午前6時55分～午後8時43分 

運行台数・経路数 
乗車人数 

2台・8系統 
183,079人（うち無料115,655人） 

2台・8系統 
180,113人（うち無料112,253人） 

運賃収入（円）…① 10,667,195 10,784,538 

運行経費（円）…② 39,267,195 37,684,538 

補助金額（円） 

※②－① 
28,600,000 26,900,000 

 

２ 東武東上線改善対策協議会 

①負担金   5,000 円 

②組織構成  東武東上線沿線の 7市 1町  

③内容    東武東上線に対する要望、改善依頼を東武鉄道（株）に行う。 

 

３ 富士見市地域公共交通会議 

 ①概要    市内循環バスの見直しや新たな交通サービスについて協議を行う。 

  ②委員構成  20 人 

 ③会議開催  3 回（5月 21 日、7月 30 日、11 月 12 日） 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

28,847,186  
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 28,847,186 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

11,330,177 1.40 40,177,363 
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所属名 交通・管理課  

ペ ー ジ 82 款 総務費 項 総務管理費 目 交通安全対策費 

事 業 名 駅前自転車対策事業 
事業目的  

通行の障害やまちの美観を損なう放置自転車を解消することにより、駅周辺の交通環境等の

維持向上を図る。 

事業内容及び成果  

１ 放置自転車 

①撤去、返還等の状況 

駅  口 撤去台数（台） 返還台数（台） 返還率（％） 

みずほ台駅東口 102 47 46.1  

みずほ台駅西口 158 91 57.6 

鶴瀬駅東口 142 76 53.5 

鶴瀬駅西口 302 206 68.2 

ふじみ野駅東口 99 38 38.4 

ふじみ野駅西口 443 265 59.8 

合  計 1,246 723 58.0 

  ②保管手数料【歳入】 1,446,000 円 

２ 自転車駐車場 

  ①指定管理者名 公益社団法人入間東部シルバー人材センター 

②指定管理料 90,157,655 円 

③利用状況（定期利用は平成 31年 3 月 31 日付、一時利用の利用数は年間平均） 

施  設  名 

定 期 利 用 一 時 利 用 

収容数 

（台） 

利用数 

（台） 

利用率

（％） 

収容数 

（台） 

利用数 

（台） 

利用率 

（％） 

みずほ台駅東口自転車駐車場 778 768 98.7  176  78 44.3 

みずほ台駅西口自転車駐車場 558 558 100.0   51 49 96.1   

みずほ台駅西口第 2自転車駐車場 164 164 100.0    －  －   － 

みずほ台駅西口第 3自転車駐車場 105 76  72.4    －  －   － 

鶴瀬駅東口自転車駐車場 567 567 100.0 129 117 90.7  

ふじみ野駅東口自転車駐車場 1,304 1,304 100.0 185 79 42.7   

ふじみ野駅西口自転車駐車場 1,308 1,308  100.0 191 142 74.3   

ふじみ野駅西口第 2自転車駐車場  62 62  100.0   －  －   － 

ふじみ野駅西口第 3自転車駐車場 101 101 100.0   －  －   － 

  ④自転車駐車場使用料【歳入】 141,248,480 円 

３ 駐輪指導等の状況 

自転車利用者に対する駐輪指導、放置自転車の警告書貼付及び整理作業、放置自転車の

状況調査、放置自転車クリーンキャンペーン（放置自転車の撤去及び啓発）活動を実施

した。 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

157,877,606 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 157,877,606 0 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

8,790,442 1.10 166,668,048 
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所属名 交通・管理課  

ペ ー ジ 82 款 総務費 項 総務管理費 目 交通安全対策費 

事 業 名 駅前自動車対策事業 
事業目的  

駅前広場の効果的活用として、自動車駐車場を整備し、違法駐車の解消等による生活環境の

向上を図る。 

事業内容及び成果  
 

 

１ 自動車駐車場の利用状況等                    （単位 台、円） 

 駐車場 有料台数 無料台数 合計台数 一日平均 収入額 

平 

成 

30 

年 

度 

みずほ台駅東口 20,227 134,123 154,350 423 7,945,900 

みずほ台駅西口 17,763 158,512 176,275 483 6,270,600 

鶴瀬駅西口自動車 17,395 151,669 169,064 463 5,805,000 

鶴瀬駅西口バイク 529 2,399 2,928 8 210,900 

平 

成 

29 

年 

度 

みずほ台駅東口 20,650 137,905 158,555 434 8,248,000 

みずほ台駅西口 18,702 161,203 179,905 493 6,798,900 

鶴瀬駅西口自動車 17,269 150,148 167,417 459 6,030,600 

鶴瀬駅西口バイク 473 2,111 2,584 7 166,700 

 
２ 維持管理の状況                           （単位 円） 

内    容 平成 30 年度 平成 29 年度 

駐車場管理業務委託 5,598,720 5,598,720 

トイレ清掃業務委託 1,200,910 1,169,155 

駐車場設備賃借料 2,610,144 2,610,144 

修
繕 

駐車場管理機器 779,328 23,760 

トイレ関係修繕（便器修繕等） 91,476 284,364 

光熱水費（電気・水道） 417,323 468,406 

  

 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

10,886,670 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 10,886,670 0 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

4,980,838 0.65 15,867,508 
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所属名 交通・管理課  
ペ ー ジ 186 款 土木費 項 土木管理費 目 土木総務費 

事 業 名 道水路台帳整備事業 

事業目的  

道水路管理の適正化と効率化を図るため、実測（公共座標）による道水路台帳の整備を行う。 

事業内容及び成果  

 

１ 道水路台帳の整備状況 

整備距離（㎞） 
整備率 
（％） 

道路実延長（㎞） 
（独立専用自歩道含） 

整備済延長（㎞） 
（実測地区実延長） 

 3.48 70.8 404.849 286.803 

 

２ 道水路境界確認等の処理件数 

道路境界立会（査定） 境界確認済証明 道路幅員証明 

35 188 9 

 

３ 道路認定等の処理件数 

認定 変更 廃止 

13 2 1 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

14,493,046 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 519,200 13,973,846 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

18,624,729 2.20 33,117,775 
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所属名 交通・管理課  
ペ ー ジ 186 款 土木費 項 土木管理費 目 土木総務費 

事 業 名 屋外広告物簡易除却事業 

事業目的  

市内３駅の周辺道路を中心に、市内の道路上に設置してあるはり紙、はり札、立看板等の除

却・処分を定期的に行い、美観を維持する。 

事業内容及び成果  

 

１ 屋外広告物の除却状況 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

除却枚数 1,514 枚 1,651 枚 

作業回数 年 24 回 年 24 回 

処分量 1,550 ㎏ 1,430 ㎏ 

除却作業委託料 783,451 円 765,091 円 

廃棄物処理委託 124,000 円 291,600 円 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

907,451 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 907,451 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

3,809,603 0.45 4,717,054 
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所属名 建築指導課  
ペ ー ジ 186 款 土木費 項 土木管理費 目 建築指導費 

事 業 名 建築指導事業 

事業目的  

建築基準法等に基づき、許認可等を的確に実施し、安心安全で良質な建築物（住宅）の確保

を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 建築確認申請等の状況（民間の指定確認検査機関処理分を含む。） 

内  容 
件 数 

平成 30 年度 平成 29 年度 

建築確認件数 

市扱い分 
確認申請 403 431 

計画通知 0 1 

県扱い分 
確認申請 164 157 

計画通知 0 0 

完了検査件数 市扱い分 
完了検査 437 371 

計画通知 0 2 

道路位置の指定、変更、廃止件数（申請数） 4(5) 4(3) 

建設リサイクル法に基づく建築物の解体工事等

の届出件数 
73 97 

屋外広告物の許可申請件数 102 89 

木造住宅の簡易診断件数 17 19 

長期優良住宅認定 57 40 

低炭素建築物認定 1 4 

   

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

2,595,967 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 21,710 0 1,231,360 1,342,897 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円)  

 

 
21,164,465 2.50  23,760,432 
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所属名 建築指導課  
ペ ー ジ 188 款 土木費 項 土木管理費 目 建築指導費 

事 業 名 耐震改修促進事業 

事業目的  

既存住宅の安全性を高めるため、無料簡易診断事業を引き続き行うとともに、耐震診断・耐

震改修に対する補助を行い、既存住宅の耐震性の向上を図る。 

事業内容及び成果  

１ 診断及び改修の実施状況 

内  容 平成 30 年度 平成 29 年度 

無料簡易診断 17 件 19 件 

耐震診断補助 
2 件 

（140 千円） 

3 件 

（210 千円） 

耐震改修補助  
0 件 

（0 千円） 

3 件 

（2,600 千円） 

耐震・リフォーム相談会 
月例 8回 

出前 2回 

月例 2回 

出前 2回 

耐震・リフォーム相談会における耐震相談 17 件 19 件 

 

 ２ アクションプログラムによる戸別訪問実施状況 

内  容 平成 30 年度 平成 29 年度 

旧耐震戸建住宅 戸別訪問 1,482 戸 1,261 戸 

旧耐震分譲マンション 管理組合訪問 22 件 7 件 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

140,000 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

70,000 0 0 0 70,000 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 

 
7,619,207 0.90 7,759,207 
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所属名 建築指導課  
ペ ー ジ 198 款 土木費 項 都市計画費 目 都市計画総務費 

事 業 名 開発指導事業 

事業目的  

都市計画法その他関係法令に基づき、市内で行われる開発行為等に対する許認可事務を行い、

無秩序な宅地開発の防止及び良好な住環境の形成を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 申請件数及び手数料収入【歳入】 

申 請 内 容 
平成 30 年度 平成 29 年度 

件数  手数料（円） 件数  手数料（円） 

都市計画法第 29条 

（開発行為許可） 
58 3,274,200 75 4,459,200 

都市計画法第 35条の 2 

（変更許可） 
62 673,820 56 393,100 

都市計画法第 42条 
（予定建築物以外の建築等許可） 

3 78,000 0 0 

都市計画法第 43条（建築許可） 1 6,900 3 31,800 

都市計画法第 45条（地位継承） 0 0 1 17,000 

都市計画法第 47条 

（開発登録簿写し交付） 
93 86,950 80 112,330 

都市計画法施行規則第 60 条 

（適合証明） 
105 630,000 109 654,000 

合  計 322 4,749,870 324 5,667,430 

 

２ 区域別の開発許可申請件数及び面積 

区  域 
平成 30 年度 平成 29 年度 

件数 面積（ha） 件数 面積（ha） 

市街化区域  26 2.96 32 4.37 

市街化調整区域 32 1.90 43 1.98 

合  計 58 4.86 75 6.35 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

1,022,803 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 1,022,803 0 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円)  

 

 
23,704,200 2.80 24,727,003 
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所属名 建築指導課  
ペ ー ジ 204 款 土木費 項  住宅費 目 住宅管理費 

事 業 名 市営住宅・コミュニティ住宅補助事業 

事業目的  

住宅に困窮する低額所得者に市営住宅を賃貸し、生活の安定を図る。また、密集住宅市街地

整備促進事業により、借上型コミュニティ賃貸住宅の整備を行い、従前居住者の生活の安定

を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 市営つるせ台住宅管理運営事業 

①住宅の所在地  鶴瀬西 2丁目地内／鉄筋コンクリート造 7～14 階建(7 棟) 

②借上げの状況 

 借上げ戸数 借上げ金額（円） 入居者負担金（円） 

平成 30 年度 40 35,422,800 13,800,430 

平成 29 年度 40 35,422,800 13,781,490 

 ※借上げ金額には共益部分の費用（1,728,000 円）、入居者負担金には共益部分の 

費用（1,722,000 円）を含みません。 

③借上公営住宅等の家賃に係る国庫補助金 

11,954,000 円 

 

２ コミュニティ住宅管理運営事業 

①住宅の所在地  鶴瀬東 2丁目地内／鉄筋コンクリート造 5階建 

②借上げの状況 

 借上げ戸数 借上げ金額（円） 入居者負担金（円） 

平成 30 年度 2（8/1 から 1戸） 1,966,200 621,600 

平成 29 年度 2   2,577,600 889,200 

 ※借上げ金額には共益部分の費用（79,800 円）、入居者負担金には共益部分の 

費用（72,000 円）を含みません。 

※平成 30年 7月 31 日付 1戸退去 

③借上公営住宅等以外の公的賃貸住宅の家賃に係る国庫補助金 

526,000 円 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

40,267,818 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

12,480,000 0 0 16,216,709 11,571,109 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円)  

 

 
6,772,628 0.80 47,040,446 
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所属名 建築指導課  
ペ ー ジ 206 款 土木費 項 住宅費 目 住宅管理費 

事 業 名 【新規】空家等対策事業 

事業目的  

空家等対策の推進に関する特別措置法及び富士見市空家等対策の推進に関する条例に基づ

き、空家に関する施策を総合的かつ計画的に実施し、市民の生活環境の保全及び安全で安心

なまちづくりを推進する。 

事業内容及び成果  

 

１ 富士見市空家等対策協議会の開催状況 

開催数（回） 委員数（人） 内 容 

3 11 富士見市空家等対策計画の策定に係る協議 

  

２ 空家に関する相談件数 

 相談件数（件） 

平成 30 年度 平成 29 年度 

苦情 91 64 

利活用 9  

 

 ３ 啓発物等の作製状況 

名 称 配布先 部数（部） 

空家の管理・活用ハンドブック 
各所属、各公共施設、

各町会等 
10,000 

富士見市空家等対策計画 

市議会議員、各所属、

各公共施設、各町会、

空家等対策協議会委員

等 

300 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

697,370 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 697,370 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円)  

 

 
21,164,465 2.50 21,861,835 
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所属名 下水道課  
ペ ー ジ 200 款 土木費 項 都市計画費 目 公共下水道費 

事 業 名 公共下水道事業 

事業目的  

清潔で快適な生活環境の向上を図るため、河川の水質汚濁や雨水の浸水を防止する。 

事業内容及び成果  

 

１ 地方公営企業繰出基準に基づき、公共下水道事業に係る経費と雨水処理に伴う経費に対

して負担金を支出した。また、基準外繰出金として、下水道事業会計の財政支援を行う

ため、経費の一部を補助した。 

 

２ 負担金、補助金の支出状況                    （単位 円） 
 

補 助 等 の 内 容 平成 30 年度 平成 29 年度 

公共下水道
事業負担金 

水洗便所改造に係る経費、流域下水道建設
に係る臨時措置分（起債）に係る経費等 

113,245,000 153,618,000 

雨水処理負
担金 

雨水処理施設の整備に充てた起債の償還
金、雨水幹線の維持管理費等 

201,761,000 294,713,000 

公共下水道
事業補助金 

起債の利息、減価償却費の一部を補助 210,000,000 210,000,000 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

525,006,000 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 525,006,000 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

592,605 0.07 525,598,605 
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所属名 出納室  
ペ ー ジ 66 款 総務費 項 総務管理費 目 会計管理費 

事 業 名 会計管理事業 

事業目的  

効率的な公金管理に努め、適正な会計事務処理の徹底を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 年間伝票処理件数 

   平成 30 年度 平成 29 年度 

支出伝票 27,178 件 26,738 件 

納入済通知書 687,448 件 680,552 件 

 

２ ＯＣＲ納付書等処理業務委託 10,120,229 円 

 

３ 事務の効率化 

  各所属における光熱水費・電話料金等について、請求から支払までの事務を一括して 

出納室が実施し、各所属が起票していた伝票枚数の削減等の事務の効率化を図った。 

 ①支払先 東京電力・ＮＴＴ・ＮＴＴドコモ・富士見市水道・ＮＨＫ 

  (1)電気料金の主な内容 防犯灯等 

    (2)電話料金の主な内容 公民館、学校等 

    (3)水道料金の主な内容 集会所、公園、学校等 

  (4)ＮＨＫ受信料の主な内容 庁舎、学校等 

 ②出納室で処理した光熱水費・電話料金等の件数 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

支払請求数 3,440 件 3,309 件 

伝票枚数 215 枚 210 枚 

 

 ４ 基金の一括運用 

    基金の効率的な運用を図るため、複数の基金の一括運用を出納室が行い、利息を 

各基金に積み立てた。 

   ①定期預金による運用 

    (1)運用先 ＪＡいるま野、東京信用金庫 

    (2)運用の利率 0.095％～0.14％ 

   ②有価証券（債券）による運用 

    (1)運用先 埼玉県債 

    (2)運用の利率 0.625％ 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

13,360,322 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 13,360,322 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

31,746,697 3.75 45,107,019 

 



 - 203 - 

所属名 教育政策課  
ペ ー ジ 206 款 教育費 項 教育総務費 目 教育委員会費 

事 業 名 教育委員会運営事業 

事業目的  

教育委員会会議を開催し、教育行政の基本方針や重要施策について審議を行い、教育行政の

具体的な施策の実施や向上を図る。 

事業内容及び成果  

１ 教育委員会会議の開催状況 

区 分 開催数 議案件数 協議・報告件数 

平成 30 年度 14 回 30 件 84 件 

平成 29 年度 15 回 32 件 82 件 

２ 教育委員協議会の開催状況 

   教育委員会会議に係る案件の調査・研究や教育現場の状況把握のため開催。 

区 分 開催数 

平成 30 年度  9 回 

平成 29 年度 10 回 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

2,512,744 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 2,512,744 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

7,195,918 0.85 9,708,662 

所属名 教育政策課  
ペ ー ジ 210 款 教育費 項 教育総務費 目 事務局費 

事 業 名 高等学校・大学等入学準備金利子補給金交付事業 

事業目的  

高等学校・大学等へ入学する者の保護者のうち日本政策金融公庫の教育一般貸付（入学資金）

を受けた方に対し、市がその返済利子の一部または全部を助成することで、経済的負担の軽

減と教育を受ける機会の均等の確保を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 利子の助成状況 

区    分 平成 30 年度 平成 29 年度 

日本政策金融公庫貸付に
対する利子助成金 

金額（円） 925,099 874,912 

延べ人数（人） 148 121 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

925,099 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 925,099 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

5,502,760 0.65 6,427,859 
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所属名 教育政策課  
ペ ー ジ 210 款 教育費 項 教育総務費 目 事務局費 

事 業 名 【新規】教育施設環境管理事業 

事業目的  

安全・安心に教育施設が利用できるよう環境管理を図る。 

事業内容及び成果  

１ 教育施設の石綿含有調査（仕上げ塗材） 

 ①調査状況 

定性分析（含有の有無）・・・２５施設９１検体 

定量分析（含有率）・・・石綿が検出された１８施設３６検体 

②含有調査結果一覧 
 

 施設 石綿含有の有無 含有部位 

1 鶴瀬小学校 有 外壁 

2 水谷小学校 無  

3 南畑小学校 有 外壁 

4 関沢小学校 有 外壁 

5 勝瀬小学校 有 外壁 

6 水谷東小学校 有 外壁 

7 諏訪小学校 有 外壁、軒裏 

8 みずほ台小学校 無  

9 針ケ谷小学校 有 外壁、軒裏 

10 ふじみ野小学校 有 外壁 

11 富士見台中学校 有 外壁 

12 本郷中学校 無  

13 東中学校 有 軒裏 

14 西中学校 無  

15 勝瀬中学校 有 外壁、軒裏 

16 水谷中学校 有 外壁、軒裏 

17 富士見特別支援学校 有 外壁 

18 鶴瀬公民館 無  

19 南畑公民館（勤労福祉会館） 有 外壁 

20 水谷公民館 有 庇軒裏 

21 水子貝塚資料館（水子貝塚公園） 有 外壁 

22 難波田城資料館（難波田城公園） 無  

23 市民総合体育館 有 外壁 

24 富士見ガーデンビーチ 有 外壁 

25 文化財整理室 無  

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

4,207,680 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

942,200 0 0 0 3,265,480 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

846,578 0.10 5,054,258 
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所属名 教育政策課  

ペ ー ジ 
218・224 

・228 
款 教育費 項 

小学校費 
中学校費 
特別支援学校費 

目 
学校管理費 

特別支援学校費 

事 業 名 学校管理運営事業 

事業目的  

学校施設（小学校・中学校・特別支援学校）の維持管理を行い、児童・生徒が快適かつ安心

して学習できる環境の整備を推進する。 

事業内容及び成果  
 

１ 施設の維持管理の状況                      （単位 円） 

区 分 小学校 中学校 特別支援学校 

廃棄物処理・清掃委託等 9,543,290 4,968,106 1,076,166 

警備業務委託 1,737,936 978,372 162,972 

設備保守点検等 12,803,896 7,494,698 812,382 

樹木維持管理委託 7,968,672 4,454,396 438,480 

修繕料・役務費・光熱水費等 82,828,351 51,319,937 10,541,736 

使用料・賃貸借料 64,800 ― ― 

つるせ台小学校等維持管理 
運営業務委託・校庭散水委託 

43,598,452 ― ― 

建築物定期検査委託 2,817,929 1,690,758 375,073 

設備等調査委託 604,800 ― ― 

ネットワーク機器設定変更業務委
託 

2,723,496 1,470,816 272,136 

 

２ 修繕の実施内容 

小学校 
鶴瀬小学校プール男子・女子トイレ及び倉庫床修繕、針ケ谷小学校校庭

用放送設備修繕、みずほ台小学校給水管修繕 等 

中学校 
水谷中学校屋上防水及び外壁雨漏り修繕、勝瀬中学校体育館吊上式バス

ケットゴール修繕、富士見台中学校防球ネット張替修繕 等 

特別支援学校 地下受水槽室送風機修繕、非常放送アンプ交換修繕 等 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

250,747,650 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 3,552,339 247,195,311 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

21,503,096 2.54 272,250,746 
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所属名 教育政策課  

ペ ー ジ 
220・224 

・230 
款 教育費 項 

小学校費 
中学校費 
特別支援学校費 

目 
学校管理費 

特別支援学校費 

事 業 名 校用備品整備事業 

事業目的  

学校施設（小学校・中学校・特別支援学校）に必要な教育用備品を購入し、教育環境の向上

を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 備品の整備状況 

 整 備 の 内 容 金額（円） 

小 

学 

校 

印刷機リース 各校 2台 

複写機リース 各校 1台 

ファクシミリリース 各校 1台 

事務用パソコンリース 各校 3台 

校務用システムリース 

データセンター利用料 

児童用机イス 等 

43,751,440 

中 

学 

校 

印刷機リース 各校 2台 

複写機リース 各校 1台 

ファクシミリリース 各校 1台 

事務用パソコンリース 各校 3台 

校務用システムリース 

データセンター利用料 

生徒用机イス 等 

25,296,704 

特
別
支
援
学
校 

印刷機リース 1 台 

複写機リース 1 台 

ファクシミリリース 1台 

事務用パソコンリース 5 台 

校務用システムリース 

データセンター利用料 

児童生徒用机イス 等 

4,055,017 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

73,103,161 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 73,103,161 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

6,857,286 0.81 79,960,447 
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所属名 教育政策課  

ペ ー ジ 
220・226 

・230 
款 教育費 項 

小学校費 
中学校費 
特別支援学校費 

目 
学校管理費 

特別支援学校費 

事 業 名 学校施設整備事業 

事業目的  

学校施設（小学校・中学校・特別支援学校）の大規模改造工事や非構造部材対策工事、中小

規模改造工事を行い、安全な学習環境の整備を図る。 

事業内容及び成果  

１ 施設の整備等の状況 

①大規模改造工事等（繰越明許）                  （単位 円） 

 工 事 名 工事費 監理業務委託 

関沢小学校大規模改造工事（第 2期工事） 366,032,520 2,808,000 

針ケ谷小学校屋内運動場大規模改修工事 127,003,680 1,814,400 

本郷中学校大規模改造工事（第 2期工事） 319,263,120 2,883,600 

富士見台中学校トイレ改修工事 87,772,680 1,242,000 

水谷中学校トイレ改修工事（2期） 51,224,400 992,520 

②施設改修等（現年度）                      （単位 円） 

工 事 名 工事費 監理業務委託 

空調機設置工事（みずほ台小外国語活動室他 1校） 3,178,440 － 

ガラス飛散防止フィルム貼付工事（諏訪小他 1校） 16,617,960 － 

みずほ台小学校プール改修工事 27,556,200 － 

小・中学校校舎煙突口塞ぎ工事 1,461,240 － 

遊具設置工事（諏訪小他 2校） 3,402,000 － 

針ケ谷小学校モニュメント修復工事 1,244,808 － 

教室整備工事（水谷小他 2校） 9,059,904 － 

キュービクル更新工事（水谷中他 2校） 56,399,760 918,000 

東中学校コンピュータ教室空調機更新工事 2,281,608 － 

③設計業務委託（現年度）                     （単位 円） 

業  務  名 委託料 

みずほ台小学校プール改修工事設計業務 534,600 

諏訪小学校トイレ改修工事設計業務 1,998,000 

西中学校大規模改造工事設計業務 10,206,000 

  ④その他                             （単位 円） 

 金額 

つるせ台小学校購入費（ＰＦＩ） 36,048,721 

関沢小学校空気調和設備賃借料 3,024,000 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

1,134,968,161 

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

159,080,000 0 435,000,000 0 540,888,161 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

16,931,571 2.00 1,151,899,732 
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所属名 教育政策課  

ペ ー ジ 
222・226 

・230 
款 教育費 項 

小学校費 
中学校費 
特別支援学校費 

目 
学校管理費 

特別支援学校費 

事 業 名 情報教育推進事業 

事業目的  

情報化社会に対応するため、児童・生徒の教育用パソコン等を整備し、情報の活用能力やモ

ラルの育成を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 教育用パソコンの配置状況等                  （単位 円） 

区分 配置状況 
無線ＬＡＮ 

環境整備 
リース料等 

小学校 
タブレットパソコン（各校 43 台）

※つるせ台小学校除く 
22,271,588 20,493,275 

中学校 タブレットパソコン（各校 43 台） 13,701,052 1,742,845 

特別支援 

学校 
タブレットパソコン更新（25 台） － 1,406,994 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

59,615,754 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

10,805,000 0 0 0 48,810,754 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

8,889,074 1.05 68,504,828 
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所属名 生涯学習課  
ペ ー ジ 232 款 教育費 項 社会教育費 目 社会教育総務費 

事 業 名 一般事務費 

事業目的  

社会教育の推進を図るため、各種研修会に参加するほか、社会教育委員に関する事務を行う。 

事業内容及び成果  

 

１ 社会教育委員の概要等 

 ①所掌事務 

(1)社会教育に関する諸計画を立案すること。 

(2)教育委員会の諮問に応じて意見を述べること。 

(3)職務を行うために、必要な研究調査を行うこと。 

  ②開催状況 

  

   

開催 

回数 
内容等 

第 31 期 

社会教育委員 
8 回 ・ハイティーン世代の実態について 

   ※第 31 期社会教育委員の任期：平成 29年 6 月 1日～令和元年 5月 31 日 

 

２ 入間地区社会教育協議会主催の研修事業参加 

日程 開催場所 内容 

5 月 9 日 ウェスタ川越 「埼玉県の教育の現状と課題について」 

10 月 1 日 ウェスタ川越 
「これからの地域社会と社会教育につい

て」～人生１００年時代の学びの循環～ 

2 月 22 日 
日高市総合福祉センター

「高麗の郷」 

生涯学習フォーラム 

「人生１００年時代の生き方のヒント」 

～事例から学ぶ様々な活躍の舞台～ 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

3,786,344 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 3,786,344 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

 7,619,207 0.90 11,405,551 
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所属名 生涯学習課  
ペ ー ジ 234 款 教育費 項 社会教育費 目 社会教育総務費 

事 業 名 成人式典事業 

事業目的  

成人式典を実施することにより、次世代の社会を担う若者たちの門出を祝い励まし、成人と

しての自覚を促す。 

事業内容及び成果  

 

１ 成人式典の概略 

開催日 平成 31年 1 月 14 日（祝） 

開催会場 市民文化会館キラリ☆ふじみ メインホール・マルチホール 

内容等 

【第 1部 式典】＜司会（実行委員 2人）＞ 

 ◇オープニングセレモニー 富士見太鼓の会 

（１）開式の辞 ＜副市長＞ 

（２）式辞 ＜市長＞ 

（３）来賓祝辞 ＜市議会議長・衆議院議員・埼玉県議会議員＞  

（４）新成人の言葉（実行委員 2人） 

（５）祝電披露 ＜県知事＞ 

（６）閉式の辞 ＜教育委員会教育長＞ 

    ～舞台転換中、お笑い芸人による漫才～ 

【第 2部 公立中学の先生方との交流会】 

 ◇司会：実行委員および芸人３名による司会サポート 

（１）当日お越しの先生方との交流会 

（２）抽選会 

（３）先生方・PR 大使からのビデオメッセージ 

（４）式典終了 

対象人数 

（前年度） 

1,133 人 

（1,055 人） 

参加人数・割合 

（前年度） 

785 人・69％ 

（770 人・73％） 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

878,978 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 878,978 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

6,349,339 0.75 7,228,317 
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所属名 生涯学習課  
ペ ー ジ 234 款 教育費 項 社会教育費 目 社会教育総務費 

事 業 名 生涯学習活動推進事業 

事業目的  

市民の生涯学習を支援するため、多様な学習機会の提供を図る。 

事業内容及び成果  
 

１ 人権尊重教育講演会の開催 

開催日 会 場 内 容 参加人数 

12 月 15 日 鶴瀬公民館 
テーマ：医療現場から見える人権 

講 師：外科医 本田 宏氏 
72 人 

 

２ 人間尊重啓発講座の実施 

回 数 内 容 参加人数 

4 回 

（4 公民館） 

様々な人権問題の解消と、市民一人ひとりがお互いを認

め合い、尊重しあえる地域社会づくりを目指して、公民

館ごとにテーマを定めて開催した。 

226 人 

 

３ 人権教育指導者養成講座の実施  

開催日（会場） 講師 

市内 3校（輪番制）で実施した。（6/29 富士見台中学校、9/5 富士見特別

支援学校、2/2 本郷中学校） 

実施各校の

校長等 
 

４ 国際交流フォーラムの開催 

開催日（会場） 内   容 参加人数 

9 月 15 日 

(キラリ☆ふじみ) 

①「体験と交流のコーナー」民族衣装の試着・展示・各種体験コーナー 

②わいわい☆ワールドトーク（外国籍の方と様々なテーマでグループトーク） 
400 人 

 

 

５ 人権教育推進事業補助金 300,000 円 

  人権尊重教育講演会の開催、啓発用品の作成・配布等の業務を行った。 
 
 

 

６ 地域連携学習支援事業補助金 140,000 円 

   富士見市ＰＴＡ連合会が家庭教育講演会などを実施。 

 

 ７ 市民人材バンク推進員の会補助金 80,000 円 

   登録者と利用者の開拓、活用モデル事業を実施。 

   登録件数 257 件（平成 31年 3 月 31 日現在）・利用件数 587 件（延べ利用人数 24,392 人） 

 

８ 子ども大学ふじみ開催事業補助金 340,000 円 

   全 7 回実施・対象は小学 4年生から 6年生・60 人。30 年度は、初めてバスを使用し、都

内のセルビア大使館訪問や、7回の講義以外に、希望者限定のオプション企画として諏訪

神社の例大祭で獅子舞等伝統芸能を鑑賞。 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

1,373,804 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 340,000 1,033,804 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円)  

 

 
10,582,232 1.25 11,956,036 
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所属名 生涯学習課  
ペ ー ジ 234 款 教育費 項 社会教育費 目 社会教育総務費 

事 業 名 地域子ども教室運営事業 

事業目的  

放課後や週末、長期の学校休業日に学校等を活用し、安全・安心な子どもたちの居場所（活

動拠点）づくりとして地域子ども教室事業を行うことにより、子どもたちの健やかな成長や

学校・家庭・地域の連携の促進、地域の教育力の向上を図る。 

事業内容及び成果  

  

１ 地域子ども教室の実施 

 
平成 30 年度 平成 29 年度 

開催回数 参加児童数 サポーター数 開催回数 参加児童数 サポーター数 

水谷子ども広場 20 552 121 22 823 126 

関沢キッズクラブ 21 247 241 19 346 297 

東っ子くらぶ 10 787 277 12 1,021 258 

わくわくクレインキッズ 6 579 61 6 735 79 

南畑あそび隊 22 2,737 515 23 3,170 554 

かつせらんど 75 1,611 643 92 2,139 743 

ふじみ野遊びーズ 10 1,919 172 10 1,466 237 

レインボーキッズ針ヶ谷 10 1,200 124 10 1,206 216 

すわっこくらぶ 8 1,122 162 8 1,296 179 

つるせ台ひろば 11 981 536 11 991 546 

みずほ台わくわくエリア 6 60 11 6 707 48 

合  計 199 11,795 2,863 219 13,900 3,283 

※参加児童数とサポーター数は延べ人数。 

 

 ２ 運営費用              （単位 円） 

コーディネーター謝金 776,000 

教育活動サポーター謝金 482,000 

講師等謝礼 35,000 

教育活動推進員謝金 636,000 

消耗品費 50,503 

食糧費 16,812 

印刷製本費（事業報告書） 34,020 

保険料 271,080 

委託料 1,100,000 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

3,401,415 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 1,764,000 0 0 1,637,415 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

6,349,339 0.75 9,750,754 



 - 213 - 

所属名 生涯学習課  
ペ ー ジ 236 款 教育費 項 社会教育費 目 社会教育総務費 

事 業 名 放課後等学習支援事業 

事業目的  

 児童・生徒が主体的に家庭学習に取り組めるよう支援を行い、学習意欲と達成感を高め、家

庭学習の習慣化と基礎学力の定着を図る。 

事業内容及び成果  
 

 

１ 小学生サタデースクール☆ふじみ 

対象 市立小学校に在籍する５年生  

会場 鶴瀬公民館、水谷公民館、針ケ谷コミュニティセンター 

参加人数 67 人 

開催期間 7 月～3月 

開催日時 土曜日 午前 9時 30 分～正午 

内容 

国語・算数の学習（各教科 60 分・30 回） 

習熟度にあわせ各教科 2クラス編成（1クラス 10 人） 

各教科・クラスに専任講師 1人 

参加費 6,000 円（教材費・保険料）※就学援助対象世帯は半額 

委託先 Ｚ会グループ（株）エデュケーショナルネットワーク 

成果 

・出席率 83％（鶴瀬）、83％（水谷）、88％（針ケ谷） 

・30 分以上の家庭学習時間の割合 37％→76％に増加 

・親子交流会の開催（各会場） 

 

２ 中学生イブニングスクール☆ふじみ 

対象 市立中学校に在籍する３年生  

会場 鶴瀬公民館、水谷公民館 

参加人数 47 人 

開催期間 7 月～2月 

開催日時 
鶴瀬公民館 火・木曜日 午後 6時 30 分～9時 

水谷公民館 水・金曜日 午後 6時 30 分～9時 

内容 

英語・数学の学習（各教科 90 分・34 回） 

習熟度にあわせ各教科 2クラス編成（1クラス 15 人） 

各教科・クラスに専任講師 1人、各教科に補助講師 1人 

参加費 10,000 円（教材費・保険料）※就学援助対象世帯は半額 

委託先 Ｚ会グループ（株）エデュケーショナルネットワーク 

成果 

・出席率 90％（鶴瀬）、92％（水谷） 

・30 分以上の家庭学習時間の割合 45％→78％に増加 

・イブニングスクール同窓会を実施 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

11,903,162 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 5,789,000 6,114,162 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

 5,502,760 0.65 17,405,922 
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所属名 生涯学習課  
ペ ー ジ 244 款 教育費 項 社会教育費 目 図書館費 

事 業 名 図書館運営事業 

事業目的  

図書館サービス計画等に基づき、市民に役立つ図書館を目指すとともに、幅広い層に向けて

事業・講座等を実施し、図書館の利用促進を図る。 

事業内容及び成果  

１ 指定管理者による管理 

指定管理者 指定管理料（円） 

紀伊國屋書店・アクティオ管理運営共同企業体 
平成 30 年度 167,877,879 

平成 29 年度 138,187,684 

２ 施設の利用状況 

 中央図書館 ふじみ野分館 鶴瀬西分館 

30 年度 29 年度 30 年度 29 年度 30 年度 29 年度 

開館日数（日） 301 251 289 304 304 303 

新規登録人数（人） 2,383 666 472 597 494 424 

利用人数（人） 147,861 75,281 28,849 35,156 20,569 24,674 

貸出点数（点） 524,916 224,076 113,831 144,170 67,707 87,921 

団体貸出冊数（冊） 4,576 2,094 621 1,169 1,444 1,310 

３ 資料紹介・各種事業実施状況 

①テーマ展示 

 中央図書館 ふじみ野分館 鶴瀬西分館 

30 年度 29 年度 30 年度 29 年度 30 年度 29 年度 

回数（回） 59 11 95 95 33 31 

②おはなし会 

 

 

中央図書館 ふじみ野分館 鶴瀬西分館 

30 年度 29 年度 30 年度 29 年度 30 年度 29 年度 

参加人数（人） 1,230 186 2,014 1,764 907 1,044 

開催数（回） 52 12 74 73 60 62 

※中央図書館…諏訪児童館の出張おはなし会含む 

※ふじみ野分館…ふじみ野児童館と慶櫻ふじみ保育園での出張おはなし会含む 

※鶴瀬西分館…第六保育所とけやきわかば保育園対象のおはなし会含む（けやきわかば

保育園は 29 年度のみ） 

③その他事業（主なもの） 

中央図書館 
リニューアル式典、音訳者養成講座、図書館まつり、16㎜映写

機技術講習会、第 1回富士見子どもビブリオバトル大賞 

ふじみ野分館 
ぬいぐるみおとまりかい、絵本に出てくるお菓子づくり、子ど

も科学講座、カフェトーク、百人一首札あわせ 

鶴瀬西分館 
子ども科学講座、調べる学習、読書感想文ワークショップ、わ

らべうた講座、回想レクリエーション 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

180,241,832 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 180,241,832 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

12,698,679 1.50 192,940,511 
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所属名 生涯学習課  
ペ ー ジ 246 款 教育費 項 社会教育費 目 文化財保護費 

事 業 名 文化財保護行政事務事業 

事業目的  

市の文化的資源・教育資源・まちづくりの資源として欠くことのできない貴重な郷土遺産で

ある文化財を保護し、後世に伝えていくとともに、市民がこれらの資源を幅広く享受できる

ように関係者の理解と協力を得ながら、文化財の保存・活用を図る。 

事業内容及び成果  

１ 遺跡発掘調査の実施 

  市内の埋蔵文化財包蔵地における開発行為に対して、文化財保護法に基づき試掘調査と記

録保存のための発掘調査（本調査：開発行為等により遺跡に影響が及ぶ場合に実施する調

査）を行った。また、発掘調査成果を記した文化財報告書を刊行した。                                          

調査届出件数（対象総面積） 
46 件（28,762 ㎡） 

※平成 29年度実績 51 件（30,109 ㎡） 

記録保存のための発掘調査件数 

（本調査面積） 

14 件（16,580 ㎡） 

※平成 29年度実績 13 件（11,607 ㎡） 

※主な発掘調査と概要 

①御庵遺跡第 42地点 

②上内手遺跡第 10 地点 

③宮脇遺跡第 57地点 

④栗谷ツ遺跡第 54 地点 

縄文時代住居跡３軒、集石 

弥生時代住居跡 26 軒、方形周溝墓１基他 

平安時代住居跡２軒他 

縄文時代集石、平安時代住居跡２軒他 

 

２ 文化財の活用 

① 埋蔵文化財出土品展「ほるたま展 2018 ～ 土の中から顔だした ～」 

埼玉県埋蔵文化財調査事業団と共催し、ららぽーと富士見１階屋内広場で地元コーナー

として市内発掘調査資料を展示。 

開催期間：平成 30 年 10 月 26 日（金）～10 月 29 日（月）午前 10 時～午後 9時 

入場者数：4,403 名 

② 平成 30 年度最新出土品展「地中からのメッセージ」への出品 

埼玉県立さきたま史跡の博物館主催の出土品展へ、市内の出土資料を出品。 

開催期間：平成 30 年 7月 7 日（土）～9月 2日（日） 

 

３ 文化財保存事業の援助 

  文化財保存事業補助金 200,000 円 

   民俗芸能の保存・継承のため、市指定民俗文化財 7 団体で構成される文化財保存団体連

絡協議会に対して補助金を交付した。 

   ※文化財保存団体連絡協議会の構成団体 

    南畑八幡神社獅子舞保存会、渡戸獅子会、勝瀬囃子連、水子上組囃子連、 

    水子城ノ下組囃子連、水子石井囃子保存会、中水子囃子保存会 

①後継者育成のための助成（7団体で実施） 

②道具の修繕又は買換え等の助成（提灯の新調 水子上組囃子連） 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

12,168,363 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

2,000,000 1,000,000 0 1,622,507 7,545,856 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

18,624,729 2.20 30,793,092 
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所属名 生涯学習課  
ペ ー ジ 254 款 教育費 項 保健体育費 目 保健体育総務費 

事 業 名 社会体育施設維持管理事業 

事業目的  

市民総合体育館及びガーデンビーチの維持管理を行い、地域におけるスポーツの振興とコミ

ュニティ活動の推進を図る。 

事業内容及び成果  
１ 市民総合体育館 

①指定管理者名 公益財団法人キラリ財団     ②指定管理料 67,366,000 円 
③施設別利用料及び利用者数等の状況 
（開館日数 347 日 ※平成 29 年度は 4月 1日～5月 6日まで閉館） 

施設名 
平成 30 年度 平成 29 年度 

利用料 
（円） 

利用者数 
（人） 

利用率
（％） 

利用料 
（円） 

利用者数 
（人） 

利用率
（％） 

メインアリーナ 6,762,370 49,125 69.3 5,244,610 38,610 62.3 

サブアリーナ 1,987,010 28,127 90.3 1,570,440 21,602 87.0 

柔道場 565,600 10,254 54.8 469,150 9,228 55.9 

剣道場 921,250 12,752 70.0 539,550 9,507 62.5 

弓道場 477,800 5,084 52.5 343,900 3,527 45.0 

スポーツジム・スタジオ 16,881,990 46,528 － 11,254,180 29,773 － 

多目的室１・２ 529,710 13,957 64.3 398,700 12,581 54.0 

多目的室３ 101,400 2,691 27.8 42,520 1,249 13.4 

会議室 66,050 1,640 17.1 34,250 1,177 14.9 

和室 87,450 3,233 19.2 71,200 1,905 13.8 

合  計 28,380,630 173,391 － 19,968,500 129,159 － 
 ④主な工事・修繕状況（市実施分） 
  エントランスホール屋上防水工事 8,590,536 円（繰越明許） 
２ 富士見ガーデンビーチ 

①指定管理者名 株式会社協栄埼玉支店    ②指定管理料 26,184,600 円 
③入場者数の状況 （開場日数 51 日（内、悪天候による中止日数 6 日）） 

 入場者数（人） 

平成 30 年度 平成 29 年度 

有料入場者 

小学生 19,063 19,204 

中学生・高校生 3,569 3,508 

一般 19,789 18,265 

小  計 42,421 40,977 

無料入場者 

未就学児・障がい者 9,928 9,622 

専用利用者・招待者 4,766 4,554 

教室参加者・サービスカード 1,619 1,740 

小  計 16,313 15,916 

合    計 58,734 56,893 
④主な工事・修繕状況（市実施分） 起流ポンプ回路修繕   864,000 円 
                 流水プール塗装修繕   760,104 円  
決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

114,551,178 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 114,551,178 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 

11,005,521 1.30 125,556,699 
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所属名 生涯学習課  
ペ ー ジ 254 款 教育費 項 保健体育費 目 保健体育総務費 

事 業 名 体育活動援助事業 

事業目的  

各種スポーツ大会及び講習会等を開催している市内スポーツ団体と連携し、スポーツの普及

と地域コミュニティの活性化に努める。 

事業内容及び成果  

 

１ 各種スポーツ団体への補助金交付状況 

名称 交付団体 主な事業内容 金額（円） 

スポーツ推進委員連絡協

議会補助金 

スポーツ推進委員

連絡協議会 

バトテニス大会、ラケッ

トテニス大会、子どもフ

ェスティバル、各種研

修・会議等 

80,000 円 

スポーツ協会補助金 
富士見市スポーツ

協会 

市民スポーツ大会の開

催等 3,264,000 円 

地区体育祭開催事業補助

金 

各小学校区実行委

員会 

市内 10 小学校区で開催 
1,100,000 円 

スポーツフェスティバル

開催事業補助金 

スポーツフェステ

ィバル実行委員会 

各種スポーツ体験、スポ

ーツ玉入、学童ドッジボ

ール大会等 
584,000 円 

 

◎新春縄文マラソン開催

事業補助金 

 

新春縄文マラソン

実行委員会 

1 ㎞(親子)、1.6 ㎞(小学

4～6年生)、5㎞(一般、

60 歳以上、中学生) 10

㎞(一般) の開催 

200,000 円 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

5,228,000 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 5,228,000 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

4,232,893 0.50 9,460,893 
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所属名 生涯学習課  
ペ ー ジ 254 款 教育費 項 保健体育費 目 保健体育総務費 

事 業 名 生涯スポーツ推進事業 

事業目的  

生涯スポーツ振興のため、各種スポーツ大会及び教室を開催し、市民の健康増進を図るとと

もに、運動公園の運営や市内小中学校の開放により、地域スポーツの振興を図る。また、ス

ポーツ推進と市民の連帯意識の高揚を図るため、関東大会以上の大会に出場する選手に激励

金を交付する。 

事業内容及び成果  

１ 主な教室・大会等の開催状況 

内容 対象者 回数 参加者数 

心肺蘇生法と自動体外式除細動器(ＡＥＤ)講習会 学校開放利用団体 1 回 
110 団体 

127 人 

ラジオ体操教室  市民一般 4 回 194 人 

新体力テスト  20 歳～79歳の市民 1 回 11 人 

障がい者スポーツ教室  ふじみ青年学級 1 回 17 人 

スポーツ指導者養成講座  スポーツ団体指導者、一般 1 回 86 人 

第 27 回ふじみヘルシーウォーク大会 

(ふじみヘルシーウォーク大会開催事業補助金 300 千円) 
市民一般 1 回 407 人 

地区事業（バトテニス・ラジオ体操） 市民一般 10 回 264 人 

第 9 回バトテニス大会 

(スポーツ推進委員連絡協議会主催) 
市民一般 1 回 

31チーム 

61 人 

第 41 回市民健康増進スポーツ大会 

(市民健康増進スポーツ大会開催事業補助金 2,326 千円) 
市民一般 － 5,771 人 

埼玉で開催！2 年前イベント～東京 2020 パラリンピックに向けて～ 市民一般 1 回 1,000 人 

２ 大会出場選手等激励金  25 件 305,000 円 

３ 学校体育施設開放事業 

   市内 17小中学校で 173 団体が登録。（小学校 11校 137 団体、中学校 6校 36団体） 

施設名 利用可能日数 利用日数 利 用 率 利用団体数  利用者数 

小中学校体育館 4,721 日 2,637 日 55.9％ 3,525 団体 57,118 人 

小中学校グラウンド 1,526 日 1,016 日 66.6％ 1,682 団体 40,315 人 

中学校テニスコート 131 日 94 日 71.8％ 94 団体 1,312 人 

テニスコート（西中学校夜間照明） 338 日 205 日 60.7％ 205 団体 2,093 人 

グラウンド（同上） 326 日 31 日 9.5％ 31 団体 627 人 

合 計 7,042 日 3,983 日 56.6％ 5,537 団体 101,465 人 

４ 運動公園（びん沼公園含む）・第 2運動公園の利用状況 

施設名 利用者数 

運動公園（びん沼公園含む） 34,535 人 

第 2 運動公園 19,475 人 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

9,084,688 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 860,600 8,224,088 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

18,624,729 2.20 27,709,417 



 - 219 - 

所属名 生涯学習課  
ペ ー ジ 256 款 教育費 項 保健体育費 目 保健体育総務費 

事 業 名 子どもスポーツ大学☆ふじみ推進事業 

事業目的  

プロや社会人のスポーツ選手等を講師として、「心」「技」「体」を学びながら子どもの健

全な発達を促す子どもスポーツ大学☆ふじみを開校する。 

事業内容及び成果  

 

 １ 補助金額 412,000 円 

 ２ 補助団体 子どもスポーツ大学ふじみ実行委員会 

 ３ 定 員 40 人（市内在住または在学の小学校 4～6年生） 

 ４ 応募者数 58 人 

 ５ 講義内容 

 ６ 参加者内訳         

 男 女 合計 

4 年生 8 人 2 人 10 人 

5 年生 16 人 4 人 20 人 

6 年生 8 人 2 人 10 人 

合計 32 人 8 人 40 人 
 

 日 時 場所 講 義 内 容 参加者数 

入学式 

1 回目 

6月2日(土) 

13時 ～16時 

市民総合体

育館 

・種目 タグラグビー 

・講師 東入間ラグビークラブ 
38 人 

2 回目 
6月16日(土) 

9時～12時 

立教大学

(新座市)  

・種目 車いすバスケットボール 

・講師 車椅子ﾊﾞｽｹｯﾄﾎﾞｰﾙﾁｰﾑ「埼玉ﾗｲｵﾝｽﾞ」 
38 人 

3 回目 
7月8日(日) 

10時～13時 

立教大学 

富士見グラ

ウンド 

・種目 乗馬 

・講師 立教大学体育会馬術部 
40 人 

4 回目 
7月14日(土) 

9時～12時 

市民総合体

育館 

・種目 空手 

・講師 富士見市空手道連盟 
34 人 

5 回目 
9月29日(土) 

9時～12時 

市立諏訪小

学校 

・種目 野球 

・講師 埼玉西武ライオンズアカデミーコーチ 

※台風のため、8月 9日(木)から延期して実施 

25 人 

6 回目 
9月2日(日) 

9時～12時 

市民総合体

育館 

・種目 ユニカール、ミニバレー、バトテニス 

・講師 志木市ユニカール連盟、 
ＮＰＯ法人セカンドリーグ埼玉 南保晴人氏、 

富士見市スポーツ推進委員連絡協議会 

36 人 

7 回目 

修了式 

9月8日(土) 

12時～16時 

淑徳大学 

(三芳町) 

・種目 卓球 

・講師 淑徳大学卓球部 
38 人 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

412,000 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 412,000 0 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

4,232,893 0.50 4,644,893 
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所属名 生涯学習課  
ペ ー ジ 256 款 教育費 項 保健体育費 目 保健体育総務費 

事 業 名 【新規】スポーツ大会誘致事業 

事業目的  

富士見市スポーツ推進計画の基本目標に基づき、障がい者スポーツ活動の推進を図るため、

「第 52 回全国ろうあ者体育大会」を誘致する。 

事業内容及び成果  

 

 １ 大会概要 

   県内各地の体育館等を会場として、「第 52回全国ろうあ者体育大会」（全 11競技）を 

開催。（埼玉県での開催は初） 

 

 ２ 市内での競技内容 

開催日時 
平成 30年 9 月 22 日（土）午前 10時 15 分～午後 6時 

平成 30年 9 月 23 日（日）午前 10時～午後 4時 

会 場 市民総合体育館 

種 目 フットサル（オープン競技） 

内 容 

・埼玉、東京、群馬、神奈川の４団体６チーム（男子２、女子４） 

が出場。 

・市内小学生が応援旗を作成し、来場者に配布。 

・富士見高等学校書道部、西武台高等学校バトン部がパフォーマン 

スを実施。 

 

３ 主な支出内容 

 内   容 金額（円） 

講師謝礼 大会運営に向けた手話講習会における講師謝礼 6,000 

事業協力者謝礼 PR ビデオ編集協力にかかる謝礼等 60,000 

大会優勝者記念品 優勝者贈呈用記念品購入 87,000 

消耗品費 応援用旗の購入等 62,763 

全国ろうあ者体育

大会補助金 

第 52 回全国ろうあ者体育大会実行委員会に対す

る補助 
100,000 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

315,763 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 315,763 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

4,232,893 0.50 4,548,656 
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所属名 学校教育課  
ペ ー ジ 210 款 教育費 項 教育総務費 目 事務局費 

事 業 名 学事事務事業 

事業目的  

義務教育の就学等に関する手続（転入学届の受理及び処理、代替教員の雇用等）の管理を行

う。 

事業内容及び成果  

 

１ 転入学届の受理及び処理 121 件 

 

２ 教員（病休代替・産休代替・育休代替ほか）の配置 38 人 

 

３ 負担金の支出状況 

支 出 先 内   容 
金額（円） 

平成 30 年度 平成 29 年度 

産業教育振興会 
学校緑化コンクール・発明

創意工夫展を開催 
21,900 22,200 

教科用図書採択協議会 教科書の採択 15,000 10,000 

 

◎４ 中学 1年生の自転車用ヘルメット購入 

   件数：809 人分 

   金額：2,427,000 円 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

10,893,125 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 203,000 0 1,713,500 8,976,625 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

16,000,335 1.89 26,893,460 
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所属名 学校教育課  

ペ ー ジ 210 款 教育費 項 教育総務費 目 教育指導費 

事 業 名 学校教育振興事業 

事業目的  

教職員に指導書等の購入、研修の実施、学校研究のための補助などを行い、指導力の向上等

を図る。また、学校単位で実施する特色のある事業のための補助を行い、社会体験・講演会

を通した児童生徒の地域との交流機会の拡充を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 学校司書の配置 各校 1人（小・特別支援学校 週 3日、中・週 2日勤務） 

 

２ 若手教員育成指導員の配置 

  小学校 11 校 7 人（週 1勤務 1 人・週 2勤務 3 人・週 3勤務 1人・週 4勤務 2 人） 

 

３ 「学校教育だより きんもくせい」の発行 7,200 部×4回 

 

４ 「いきいき体力」の発行 6,900 部 

 

５ 社会科副読本 1,100 部  埼玉白地図の作成 1,000 部 

 

６ 補助金の交付状況 

 
内  容 交付先（校） 

金額（円） 

平成 30 年度 平成 29 年度 

教育研究委嘱

校等補助金 

学校教育に係る研究

を学校に委嘱して実

施するための補助 

小学校 10、中学校 1 

特別支援学校 1 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 5、個人 8 

760,000 760,000 

教職員研修事

業補助金 

教職員の指導能力の

向上に関する事業に

対する補助 

全小・中・特別支援

学校（18校） 
447,910 459,760 

特色ある学校

づくり事業補

助金 

学校ごとに特色を活

かした事業を実施す

るための補助 

全小・中・特別支援

学校（18校） 
1,753,000 1,753,000 

中学校学力向

上対策事業補

助金 

中学校生徒の学力向

上を図るための補助 
全中学校（6校） 1,691,500 1,739,780 

※交付先（校）は平成 30 年度の内容となっています。 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

27,270,202 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 27,270,202 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

17,608,834 2.08 44,879,036 
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所属名 学校教育課  

ペ ー ジ 212 款 教育費 項 教育総務費 目 教育指導費 

事 業 名 学校教育支援事業 

事業目的  

基礎学力定着支援員・中学校学習支援員の配置による学習指導・生活指導の支援、ふれあい相談員

の配置による児童生徒の心のケア、英語指導助手の活用による国際化への対応など、児童生徒に対

する教育支援を行う。また、大会等の出場費に対して補助等を行い、部活動等の活性化を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 基礎学力定着支援員の配置 各小学校 1人（小学校全校・課業日勤務） 

 

２ 中学校学習支援員の配置   各中学校 1人（中学校全校・課業日勤務） 

 

３ ふれあい相談員の配置    各中学校 2人（午前・午後各1人）（中学校全校・課業日勤務） 

 

４ 部活動指導員の派遣    18 人（中学校全校） 

 

５ 日本語ボランティア指導員の派遣 5人(小学校 6校･延べ 268 回)(中学校 4校･延べ 150 回） 

 

６ 理科支援員の派遣     3 人（小学校全校・延べ 338 回） 

 

７ 英語教育指導助手の派遣  8 人（小学校全校・延べ 963 回、中学校全校・延べ 677 回） 

 

８ イングリッシュ・サマー・キャンプ （小学生 37 人参加 3日間実施） 

 

９ 英語指導力ブラッシュアップ研修  （小学校教員 22人参加 3 日間実施） 

 

１０ 教員指導力向上研修 （小・中・特別支援学校教員 520 人参加 6 日間実施） 

 

１１ 負担金の支出状況    

支 出 先 内  容 
金額（円） 

平成 30 年度 平成 29 年度 
埼玉県公立小学校長会 
ほか学校関係 30団体 

学校教育関係の研修、調査、
研究、大会等の実施 

1,933,666 2,003,136 

 

１２ 補助金の交付状況 

 内  容 交 付 先 
金額（円） 

平成 30年度 平成 29 年度 

教育研究会等
補助金 

学校教育の促進のための
研究又は研修に関する事
業に対する補助 

市教育研究会 64,000 64,000 

小・中学校体
育連盟補助金 

児童生徒の交流、体力の
向上、健康の増進に関す
る事業に対する補助 

埼玉県小学校体育
連盟富士見支部 

32,000 32,000 

埼玉県中学校体育
連盟富士見支部 

60,000 60,000 

学校大会等出
場事業補助金 

児童生徒をスポーツ大会
に出場、又は文化活動行事
に参加させるための補助 

次頁のとおり(※) 3,168,380 3,582,428 
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※学校大会出場等補助金の交付先の内容 

 

年度 平成 30 年度 平成 29 年度 

種別 
大会数

（回） 

学校数

（校） 
金額(円) 

大会数

（回） 

学校数

（校） 
金額(円) 

小学校 文化 4 2  59,680 6 4 243,840 

中学校 
文化 19 6 1,309,320 16 6 1,136,440 

スポーツ 11 5 1,749,400  9 4 2,151,368 

特別支援学校 スポーツ 2 1 49,980 3 1 50,780 

合計 36 (延べ)14 3,168,380 34 (延べ)15 3,582,428 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

66,464,751 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 4,270,000 0 37,000 62,157,751 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

7,957,838 0.94 74,422,589 

 

所属名 学校教育課  

ペ ー ジ 216 款 教育費 項 教育総務費 目 教育指導費 

事 業 名 特別支援教育事業 

事業目的  

日常生活の介助や発達障がいのある児童生徒に学習活動上の支援を行い、教育の充実を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ すこやか支援員の配置状況 

 小学校 中学校 小中学校兼務 特別支援学校 

平成 30 年度 29 人 6 人 0 人 5 人 

平成 29 年度 30 人 6 人 1 人 4 人 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

46,732,595 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 2,785,421 43,947,174 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円)  

 

 
4,994,813 0.59 51,727,408 
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所属名 学校教育課  
ペ ー ジ 216 款 教育費 項 教育総務費 目 教育指導費 

事 業 名 いじめ防止対策推進事業 

事業目的  

小・中・特別支援学校が児童生徒にとっていじめのない安心して生活できる場になるよう、

学校におけるいじめ防止対策を総合的に推進する。 

事業内容及び成果  

１ いじめのない学校づくり委員会  

年間 3回  委員 4人           （単位 円） 

委員報酬 168,000 

食糧費（お茶代） 664 

 ２ いじめのない学校づくり子ども会議      （単位 円） 

リーフレット印刷代 74,736 

食糧費（お茶代） 6,497 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

268,497 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 268,497 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

4,486,866 0.53 4,755,363 

 

所属名 学校教育課  
ペ ー ジ 216 款 教育費 項 教育総務費 目 教育指導費 

事 業 名 【新規】いのちの大切さをはぐくむ事業 

事業目的  

小・中・特別支援学校全校で「いのちの授業」の取り組みを実施し、児童・生徒が「いのち」

の大切さについて考えを深め、自尊感情を高める教育を推進する。 

事業内容及び成果  

 １ 富士見市独自道徳教材            （単位 円） 

資料「大切な友達」印刷代 25,542 

資料「夢はかなう」印刷代 25,542 

資料「自分の生きる道」印刷代 25,542 

資料「わたしにできること」印刷代 25,542 

◎２ 講師謝礼                  （単位 円） 

いのちの授業講師謝礼 360,000 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

462,168 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 462,168 0 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

677,262 0.08 1,139,430 
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所属名 学校教育課  

ペ ー ジ 
222・226 

・230 
款 教育費 項 

小学校費 
中学校費 
特別支援学校費 

目 
学校管理費 

特別支援学校費 

事 業 名 学校管理運営事業 

事業目的  

学校教育活動の管理運営に必要な諸経費を負担し、教育環境の整備に努める。 

事業内容及び成果  

１ 非常勤嘱託職員等の配置 

①事務員 小学校 11 人、中学校 6人 

②清掃作業員 特別支援学校 1人 

③看護師 特別支援学校 2人 
 
２ 機能訓練の実施 

①スーパーバイザー 特別支援学校 4人 

②理学療法士 特別支援学校 1人 
 
３ 消耗品の支出状況                （単位 円） 

 小学校 中学校 特別支援学校 

平成 30 年度 39,997,548 24,142,000 2,397,057 

平成 29 年度 40,526,925 24,359,854 2,387,061 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

145,574,346 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

930,000 0 0 25,381,484 119,262,862 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

10,497,574 1.24 156,071,920 

所属名 学校教育課  

ペ ー ジ 
222 

226 
款 教育費 項 

小学校費 
中学校費 

目 学校管理費 

事 業 名 教育事務委託事業 

事業目的  

児童生徒の通学上の安全面を考慮し、ふじみ野西 4 丁目の一部及び大字勝瀬の一部の地区に

在住する児童生徒の教育事務の管理及び執行をふじみ野市に委託する。 

事業内容及び成果  
１ 対象地区 ふじみ野西 4丁目の一部及び大字勝瀬の一部 
 
２ 委託の状況 

委 託 校 
平成 30 年度 平成 29 年度  

人数（人） 委託料（円） 人数（人） 委託料（円） 
大井小学校 53  4,967,266 45 4,201,155 
大井中学校 21 1,940,904 25 2,291,675 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

6,908,170 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 6,908,170 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

2,878,366 0.34 9,786,536 
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所属名 学校教育課  

ペ ー ジ 
222・226 

・230 
款 教育費 項 

小学校費 
中学校費 
特別支援学校費 

目 
教育振興費 

特別支援学校費 

事 業 名 教材備品整備事業 

事業目的  

総合的な学習や教育課程の改訂による教材備品を購入し、時代の進展に即した豊かな教育環

境等の確保を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 備品の購入状況                      （単位 円） 

 項  目 平成 30 年度 平成 29 年度 

小学校 

理科教育振興備品 4,497,550 4,236,211 

学校用図書 7,684,777 7,654,803 

教材備品 6,891,707 6,139,788 

教材備品（体育） 1,437,696 1,606,932 

教材備品（音楽） 2,403,994 3,270,240 

中学校 

理科教育振興備品 3,359,926 3,096,819 

学校用図書 4,789,871 4,751,365 

教材備品 3,803,121 4,218,884 

特別支援学校 
教材備品 

（学校用図書含む） 
1,253,674 1,219,642 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

36,122,316 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

2,632,000 0 0 3,366,576 30,123,740 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

4,317,549 0.51 40,439,865 
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所属名 学校教育課  

ペ ー ジ 
222 

226 
款 教育費 項 

小学校費 
中学校費 

目 教育振興費 

事 業 名 教育扶助事業 

事業目的  

学校教育法に基づき、経済的理由により就学困難と認められる児童生徒の保護者に必要な援

助を行い、教育の機会均等の確保を図る。 

事業内容及び成果  
 
１ 就学援助費の支給状況                      （単位 円） 

 
平成 30 年度 平成 29 年度 

小学校 中学校 小学校 中学校 

学用品費補助 22,904,746 19,239,406 22,642,564 25,870,796 

給食費 30,652,630 20,126,360 32,261,110 20,892,410 

特別支援教育就
学奨励費 

1,185,364 619,505 988,431 623,276 

合  計 54,742,740 39,985,271 55,892,105 47,386,482 

 
２ 就学援助費の支給対象人数                    （単位 人） 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

小学校 中学校 小学校 中学校 

要保護者 55 39 61 45 

準要保護者 702 403 740 421 

合  計 757 442 801 466 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

94,728,011 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

1,261,000 0 0 0 93,467,011 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

7,619,206 0.90 102,347,217 
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所属名 学校教育課  

ペ ー ジ 258 款 教育費 項 保健体育費 目 保健費 

事 業 名 学校保健事業 

事業目的  

児童生徒・教職員の健康診断等を実施し、児童生徒等の健康の保持増進を図るとともに、学

校における保健管理と保健教育を推進する。 

事業内容及び成果  

１ 学校医等の委嘱 

健康診断等を実施するため、学校医（内科・眼科・耳鼻咽喉科・整形外科・精神科）、学

校歯科医及び学校薬剤師を委嘱した。 

 

２ 就学時健康診断の実施 1,017 人 

 

３ 歯科保健指導 

小学校と特別支援学校で歯科保健指導を年 1 回学校単位で実施した。 

 

４ 健康診断等の実施状況 

 対   象 
受診者数（人） 

平成 30 年度 平成29年度 

心臓病健康診断 小・中・特別支援学校の 1年生 1,816 1,852 

結核検診精密検査 
結核のおそれのある児童生徒及び

特別支援学校高等部 1年生 
21 24 

尿検査 全児童生徒 8,700 8,710 

定期健康診断 教職員 273 296 

胃検診 40 歳以上の教職員 44 44 

特殊健康診断 介護業務に携わる教職員 44 50 

 

５ 保険等の加入・給付                    （単位 件・円） 

名  称  平成 30 年度 平成 29 年度 

独立行政法人日本スポーツ振興

センター災害共済給付制度 

給付件数 984 1,222 

保険負担額 7,750,360 7,824,185 

全国市長会学校災害賠償補償保険 
給付件数 9 15 

保険負担額 1,034,731 1,031,555 

 

６ 負担金の支出状況 

支 出 先 内  容 
金額（円） 

平成 30 年度 平成 29 年度 

入間東部学校保健会 結核対策合同委員会、研修等 73,000 73,000 

埼玉県学校保健会 歯科保健コンクール、研修等 57,178 57,113 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

45,160,454 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 3,993,170 41,167,284 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

7,619,207 0.90 52,779,661 
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所属名 教育相談室  
ペ ー ジ 216 款 教育費 項 教育総務費 目 教育指導費 

事 業 名 教育相談事業 

事業目的  

市内在住の幼児・児童生徒及びその保護者並びに市内小・中・特別支援学校教師を対象に、

教育上の諸問題に関する教育相談活動（教育相談・講演研修・調査研究）を行い、教育の充

実と振興を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 事業内容 

①不登校、いじめ、非行・問題行動、発達障がい、就学に関する悩み等の来談相談及び 

電話相談 

②教職員等の資質の向上のための研修会の実施 

③家庭教育の向上のための講演会の実施 

④教育上の諸課題に関する調査・研究の実施 

⑤ことばの遅れ等のある児童生徒に対する言語相談・言語訓練の実施 

 

２ 相談件数                         （単位 件） 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

延べ相談件数 

来談相談 361 430 

電話相談 331 362 

巡回訪問相談 344 283 

合計 1,036 1,075 

延べ通室件数 1,038 1,485 

延べ相談総件数 2,074 2,560 

 

※用語の説明 

①来談相談とは、児童生徒・保護者・教師等が来室して受けた相談を指す。 

②電話相談とは、電話による相談を指す。 

③巡回訪問相談とは、相談員が学校等を訪問して受けた相談を指す。 

④通室件数とは、不登校の児童生徒のために設置した適応指導教室「あすなろ」に 

通室した児童生徒の総件数を指す。詳細は「通室生支援事業」を参照。 

 

  

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

8,319,786 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 8,319,786 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

6,772,628 0.80 15,092,414 



 - 231 - 

所属名 教育相談室  
ペ ー ジ 218 款 教育費 項 教育総務費 目 教育指導費 

事 業 名 通室生支援事業 

事業目的  

教育相談室内の適応指導教室に通う不登校の児童生徒に対し、学校への復帰や社会的な自立

に向けた指導・支援を行う。 

事業内容及び成果  

 

１ 事業内容 

①基礎学力定着のための学習指導・支援 

②体験活動を通じた集団生活への適応指導・支援 

  

２ 通室生の状況 

 平成30年度 平成29年度 

通室人数 

小学生 5 人 6 人 

中学生 16 人 26 人 

合 計 21 人 32 人 

延べ通室件数 1,038 件 1,485 件 

通室率（本室通室人数÷本市不登校人数） 20％ 29.9％ 

学校復帰率 

完全復帰率 4.8％ 15.6％ 

部分復帰率 61.9％ 53.1％ 

合 計 66.7％ 68.7％ 

※内容説明 

①通室人数とは、適応指導教室に通う手続きをした人数を指す。 

②延べ通室件数とは、適応指導教室に通った延べ件数を指す。 

③通室率とは、本市の不登校児童生徒総人数のうち、適応指導教室を利用した人数の

割合を指す。 

④学校復帰率のうち、完全復帰率とは完全に元の教室に復帰した率、部分復帰率とは

短時間登校や別室登校等の形で復帰した率を指す。 

  

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

3,185,390 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 3,185,390 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

2,116,446 0.25 5,301,836 
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所属名 教育相談室  
ペ ー ジ 218 款 教育費 項 教育総務費 目 教育指導費 

事 業 名 ピア・サポート事業 

事業目的  

ピア・サポートの導入により、子ども同士が互いに支えあう人間関係の充実、対人関係能力

の向上を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 事業内容 

①9年間を見通したピア・サポート授業の計画立案 

②全学年でのピア・サポート授業の実施 

 ③ピア・サポート活動を推進するための校内体制の見直し 

 

２ 実施状況 

 講師謝礼 

小学校 
1 校×年間 3回×20,000 円＝ 60,000 円 

1 校×年間 2回×30,000 円＝ 60,000 円 

中学校 1 校×年間 1回×60,000 円＝ 60,000 円 

※内容説明 

①平成 30年度は、1中学校とその学校区の 2小学校を対象に実践した。 

 ②小中学校の相互連携により、子どもの発達段階に応じた 9 年間を見通したピア・サポ

ート活動の定着を図る。 

 ③年間 1回～3回専門家を派遣し、校内研修会、授業研究会等の指導・助言、子どもへの

指導、年間計画の立案及び子どもたちによる自主的な活動への助言等を目的とする。 

 

  

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

180,000 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 180,000 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

1,269,867 0.15 1,449,867 
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所属名 教育相談室  
ペ ー ジ 218 款 教育費 項 教育総務費 目 教育指導費 

事 業 名 スクールソーシャルワーカー活用事業 

事業目的  

家庭訪問や学校訪問、児童相談所や福祉関係機関等への呼びかけ、ケース会議の開催、情報

の共有及び行動連携を図り、子どものより良い居場所作りを行う。 

事業内容及び成果  

 

１ 事業内容 

①不登校児童生徒宅への家庭訪問 

②虐待・療育・親子トラブルに関する相談 

③子どもを守る地域協議会への参加 

④関係諸機関との連携 

⑤貧困問題支援等 

 

 ２ 年間相談内容 

 ※その他とは、ふれあい相談員、スクールカウンセラー、関係機関の方など 

  

 ３ 活動実績 

 研修・講演 訪問 ケース会議 

平成 30 年度 12 回 77 回 27 回 
 

相談内容 件数 

内  訳 

児童・生徒 保護者 教職員 その他

（※） 小 中 小 中 小 中 

不登校 64  17 1  3 20 23 

いじめ 1   1     

暴力行為         

児童虐待 23     9 11 3 

友人関係 14  1  2 5 6  

非行・不良行為 13  1  1  6 5 

家庭環境 22  1  6 12 3  

教職員等との関係 18   2 4  9 3 

心身の健康・保健 3      1 2 

発達障害 33      18 15 

貧困の問題         

その他 41    7 2 26 6 

合計 232  20 4 20 31 100 57 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

1,121,280 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 1,121,280 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

1,269,867 0.15 2,391,147 
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所属名 鶴瀬公民館  
ペ ー ジ 236 款 教育費 項 社会教育費 目 公民館費 

事 業 名 一般事務費 

事業目的  

公民館における各種の事業の企画・実施について調査・審議するため、公民館運営審議会を

開催し、市民本位の公民館活動を展開する。 

事業内容及び成果  

１ 公民館運営審議会の概要等 

①所掌事務 

館長の諮問に応じ公民館における各種事業の企画・事業について調査・審議をすること 

②開催状況 

日 程 内           容    

5 月 23 日 

（水） 

・報告事項 

1 平成 29 年度事業報告、富士見の公民館について 

2 各地区公運審会議開催状況報告について 

3 第 45 回子どもフェスティバルの開催報告  

4 平成 30 年度の公民館の運営方針について 

・協議事項 

1 来期に向けての公運審会議について 

7 月 18 日 

（水） 

・報告事項 

1 各地区公運審会議開催状況報告について 

2 ピースフェスティバル 2018 の開催報告 

・協議事項 

1 各地区公民館の地区審議会議長の選出 

2 富士見市公民館運営審議会議長の選出 

3 関係委員の選出 他 

9 月 27 日 

（木） 

・報告事項 

1 平成 30 年度上半期事業報告 

2 各地区公運審会議開催状況報告について他 

・協議事項 

1 今期 2年間の取り組みについて  

11 月 28 日 

（水） 

・報告事項 

 1 各地区公運審会議開催状況報告について  

・協議事項 

 1 今期 2年間の取り組みについて 

3 月 27 日 

（水） 

・報告事項 

 1 「平和学習会」「地域・自治シンポジウム」の実施報告 

 2 各地区公運審会議開催状況報告について 

 3 平成 31 年度公民館関係予算（案）について他 

・協議事項 

1 平成 31 年度富士見市公民館運営方針（案）について他 

※この他に、公民館ごとに地区会議を年 3回程度実施しています。 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

7,314,243 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 154,990 7,159,253 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

9,891,802 1.60 17,206,045 
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所属名 鶴瀬公民館  
ペ ー ジ 236 款 教育費 項 社会教育費 目 公民館費 

事 業 名 公民館施設維持管理事業 

事業目的  

安全で快適な施設提供ができるよう施設の維持管理を行い、地域における社会教育・生涯学

習活動の推進を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 施設の利用状況 

施設名 

平成 30 年度 平成 29 年度 

利用件数 

（件） 

利用者数 

(人) 

利用率 

(％) 

利用件数 

（件） 

利用者数 

(人) 

利用率 

(％) 

和室 1 417 5,163 46.02 435 5,541 49.28 

和室 2 466 5,565 50.97 490 5,656 53.41 

体育室 1,270 11,443 70.74 1,303 12,888 73.58 

調理室 117 2,119 17.96 136 2,181 22.33 

工作室 238 1,881 32.23 238 1,863 30.67 

第 1 集会室 644 6,256 67.37 603 5,365 62.82 

第 2 集会室 451 4,580 48.56 502 5,301 52.55 

第 3 集会室 634 12,105 69.94 589 11,786 64.94 

いきいき活動室 439 8,938 46.43 439 8,644 48.32 

ボランティア・ビューロー 222 1,169 29.11 223 1,086 29.20 

ホール 274 17,049 32.85 426 22,981 61.34 

合 計 5,172 76,268 48.89 5,384 83,292 51.55 

使用料【歳入】 1,496,500 円 2,086,700 円 

  ※ホール舞台機構設備改修工事期間（平成 30 年 8 月～平成 31 年 2月）は、ホール閉鎖。 

 

 ２ 施設の維持管理の状況                   （単位 円） 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

清掃業務委託 1,354,752 1,062,851 

施設管理業務委託（4館分） 20,564,614 18,660,806 

その他施設維持管理委託 8,532,346 9,471,784 

気中石綿濃度測定業務委託（調査結果：基準

値以下） 
77,760 77,760 

空調設備更新工事設計委託 1,602,720 － 

工事監理業務委託 1,836,000 － 

光熱水費（4館分） 13,656,908 14,889,134 

修繕料（30 年度の主な内容） 

正面出入口自動ドア、和室畳表替え、談話室

床面・前廊下張替 等 

1,140,750 583,784 

舞台機構設備改修工事 146,413,440 － 

備品購入（◎冷水器購入設置 等） 1,427,932 684,740 
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３ 利用者懇談会等の開催状況 

 

平成 30 年度 平成 29 年度 

実施月 
参加者数 

（人） 
実施月 

参加者数 

（人） 

大掃除 12 月 75 12 月 77 

利用者懇談会 
9 月 22 8 月 37 
－ － 3 月 29 

ＡＥＤ講習会 9 月 22 － － 
消防訓練 3 月 60 12 月 85 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

199,352,045 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 144,700,000 4,212,157 50,439,888 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

6,250,706 0.80 205,602,751 
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所属名 鶴瀬公民館  
ペ ー ジ 238 款 教育費 項 社会教育費 目 公民館費 

事 業 名 公民館学級講座等開催事業 

事業目的  

日常生活に即した課題を学習テーマとした各種学級講座を開催し、より豊かな生活のための

学習・文化活動の充実を図る。 

事業内容及び成果  

１ 学級講座の開催状況 

事   業   名 
開催数 

（回） 

募集人数 

（人） 

参加人数 

（人） 

ＩＴ活用推進事業 

パソコン相談室（通年） 47 ― 252 

パソコン教室 
全 3回

×1 
15 17 

子育て学習支援事業 

子育てサロン（通年） 50 ― 1,084 

おかあさんのステップアップ講座 

3 

1 

1 

1 

各 15 

20 

12 

親子 12 組 

144 

子育てサロンサポーター養成講座 2 ― 33 

子育てコーチング講座 
2 

4 

各 20 

各 10 
116 

第 43 期鶴瀬学級（通年） 17 ― 
195 

（登録）  

介護予防事業 高齢者サロン事業（通年） 112 ― 1,976 

第 37 回つるせ公民館まつり（2日間） 1 ― 3,200 

げんもりかん映画会 2 ― 470 

市民文化活動支援事業（市民演劇のつどい等） 8 ― 1,910 

地域・自治シンポジウム 1 ― 42 

タッチケア講座 1 25 47 

小学生体験教室 

親子で作ろう！竹細工 

木の枝で作るフォトスタンド 

バウムクーヘンを作ろう 

名人と凧を作ろう 

1 

1 

1 

1 

親子 20 組 

20 人 

親子 12 組 

親子 15 組 

160 

市民生活講座 
健康スマイル講座 10 各 25 238 

山のススメ 1 20 20 

２ 報償費 

   学級講座講師等謝礼 215,000 円 

   事業協力者謝礼   209,680 円 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

424,680 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 424,680 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

6,088,378 0.75 6,513,058 
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所属名 鶴瀬公民館  
ペ ー ジ 238 款 教育費 項 社会教育費 目 公民館費 

事 業 名 公民館だより発行事業 

事業目的  

学習文化及び地域情報の提供とコミュニティづくりの媒体として、住みよい地域づくりの推

進及び生活文化の振興を図る。 

事業内容及び成果  

１ 公民館だよりの発行状況 

 発行回数 発行部数 編集委員 

鶴瀬公民館だより 年 10 回 18,993 部／回 7 人 

南畑公民館だより 年 10 回 1,600 部／回 11 人 

水谷公民館だより 年 10 回 14,778 部／回 6 人 

水谷東公民館だより 年 12 回 2,900 部／回 8 人 

※配布方法：それぞれの館区内世帯・関係機関に配布。 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

2,039,046 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 2,039,046 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

2,963,025 0.35 5,002,071 

 

所属名 鶴瀬公民館  
ペ ー ジ 238 款 教育費 項 社会教育費 目 公民館費 

事 業 名 市民大学開設事業 

事業目的  

現代的課題をはじめ、多様な学習テーマを系統的かつ専門的に学ぶ機会として富士見市民大

学の開設を支援することにより、学び合う仲間づくりを通して成熟した市民社会の形成を目

的とする。 

事業内容及び成果  

 

１ 第 41 期富士見市民大学の実施状況（ＮＰＯ法人富士見市民大学へ補助金を交付） 

講座事業名 回数 延べ受講者数 

教養コース 5講座 27 回 931 人 

市民学コース 6 講座 41 回 774 人 

公開講演会、公開講座等 7 回 450 人 

特別市民学コース 16 回 320 人 

合 計 91 回 2,475 人 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

1,100,000     
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 1,100,000 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

2,539,735 0.30 3,639,735 
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所属名 鶴瀬公民館  
ペ ー ジ 240 款 教育費 項 社会教育費 目 公民館費 

事 業 名 子どもフェスティバル開催事業 

事業目的  

子どもたちの健全な成長を願い、富士見市における青少年活動の集大成の場として、将来を担う子

どもたちに「ふるさと富士見」と呼べる文化を伝える場となるよう開催する。 

事業内容及び成果  

 

１ 子どもフェスティバルの開催概要 

①主  催  第45回富士見市子どもフェスティバル実行委員会 

         （協力：富士見市、富士見市教育委員会） 

②参加人数  30,000人 

③主な内容  

(1)実施日時  平成30年4月22日（日） 

(2)実施場所  文化の杜公園周辺 

(3)部会構成 

＜アトラクション部会＞ 

昔遊び体験、かえっこバザール、電車あそび、将棋、チャレンジスポーツ、こいの

ぼり手形、紙のサンバイザー作り、まが玉作りなど 

＜縁日部会＞ 

焼きそば、フランクフルト、わたあめ、カレーライス、焼き団子、花、金魚すくい、

パンチボール、くじ引き、子どもフリーマーケットなど 

＜子どもステージ部会＞ 

和太鼓演奏、フラダンス、ヒップホップダンスなど 

   ＜その他＞ 

     オープニングパレード（南畑小鼓笛隊演奏、富士見高校書道パフォーマンス） 

フワフワ、パトカー・白バイ展示、起震車体験、あそびバスなど 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

2,567,000 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 2,567,000 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

7,097,284 0.90 9,664,284 

 



 - 240 - 

所属名 鶴瀬公民館  
ペ ー ジ 240 款 教育費 項 社会教育費 目 公民館費 

事 業 名 平和・憲法啓発事業 

事業目的  

1987 年（昭和 62 年）の非核・平和都市宣言に基づき、ピースフェスティバルの開催をはじめ

とした平和・憲法啓発事業を実施し、平和学習の推進と平和理念の普及を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 事業の実施概況 

 
内  容 参加人数 報償費等（円） 

ピースフェスティバル 

2018 

7 月 14 日・15 日 

平和展示コーナー、市民平和祈念の

つどい、愛と平和のコンサート、市

民構成劇、キッズ＆若者ライブ、模

擬店、フリーマーケット、昔の遊び

体験、ピースタペストリー 

3,500 人 

 

 

232,500 

 

 

広島市平和祈念式典市民

派遣事業 

8 月 5 日・6日 

広島市平和祈念式典参加及び平和

資料館、記念公園等見学・学習 
市民 2人 

52,620 

（随行旅費） 

戦争体験記録ＤＶＤ制作 体験話者 3人の記録 ― 30,000 

平和学習会 

2 月 2 日 

講演テーマ：私たちのまちに「平和

の文化」をきずくために 
42 人 30,000 

戦争体験を聞く会 
小学校 6 年生を対象に 10 校で開催

（戦争体験者延べ 22 人派遣） 
884 人 44,000 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

389,120 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 389,120 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

6,511,667 0.80 6,900,787 
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所属名 鶴瀬公民館  
ペ ー ジ 240 款 教育費 項 社会教育費 目 公民館費 

事 業 名 障がい者の学習機会充実事業 

事業目的  

知的障がいをもつ 15 歳以上の方の日常生活がより豊かになるよう、学習、文化、スポーツ活

動を支援し、地域福祉の向上を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 事業の実施状況 

日 程 活    動    内    容 
参加 

人数 

5 月 13 日（日） 
午前：開級式、調理実習（カレーライス、サラダ等） 

午後：音楽クラブ 
24 人 

5 月 27 日（日） 
公民館まつり舞台出演（合唱、ベル演奏）  

午前～午後 ＜喫茶青年学級＞ 
23 人 

6 月 24 日（日） 電車でＧＯ！（サンシャイン水族館） 25 人 

7 月 22 日（日） 
午前：調理実習（食生活改善推進員） 

午後：音楽クラブ 
24 人 

8 月 26 日（日） 
午前：ボウリング（ＣＫボール） 

午後：カラオケ 
20 人 

9 月 30 日（日） 
午前：手芸 

午後：音楽クラブ 
24 人 

10 月 21 日（日） バスハイキング 23 人 

11 月 18 日（日） 
午前：クリスマス会準備、ＢＢＱ 

午後：川越東高校吹奏楽部演奏鑑賞 
22 人 

12 月 16 日（日） クリスマスパーティー 27 人 

1 月 20 日（日） 
午前：スポーツ推進委員によるレクリエーション指導 

午後：カラオケ・会議 
28 人 

2 月 17 日（日） 
午前：調理実習（手打ちうどん） 

午後：音楽クラブ 
24 人 

3 月 17 日（日） 
午前：チョコバナナ作り 

午後：ホワイトデーコンサート 
26 人 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

259,680 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 259,680 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

4,232,893 0.50 4,492,573 
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所属名 南畑公民館  
ペ ー ジ 240 款 教育費 項 社会教育費 目 公民館費 

事 業 名 公民館施設維持管理事業 

事業目的  

安全で快適な施設提供ができるよう施設の維持管理を行い、地域における社会教育・生涯学

習活動の推進を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 施設の利用状況 

施設名 

平成 30 年度 平成 29 年度 

利用件数 

（件） 

利用者数 

（人） 

利用率 

（％） 

利用件数 

（件） 

利用者数 

（人） 

利用率 

（％） 

多目的ホール 608 14,284 58.46 628 15,576 60.33 

和室 1 296 3,505 28.43 319 3,361 30.64 

和室 2 254 1,566 24.39 222 1,562 21.33 

会議室 454 8,565 43.61 473 10,629 45.44 

工作室 179 1,450 17.19 206 1,520 19.79 

生活実習室 224 2,738 21.51 220 2,910 21.17 

視聴覚室 470 6,089 45.14 488 5,664 46.88 

合 計 2,485 38,197 34.10 2,556 41,222 35.09 

使用料【歳入】 681,700 円 644,700 円 

 

２ 施設の維持管理状況                  （単位 円） 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

清掃業務委託 880,308 781,790 

空調設備保守点検委託 280,800 280,800 

エレベーター保守点検委託 285,120 285,120 

樹木維持管理業務委託 118,800 201,960 

修繕料（非常灯修繕等） 257,178 300,056 

備品購入費（◎冷水器設置 等） 826,464 467,964 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

2,750,204 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 240,000 2,510,204 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

6,772,628 0.80 9,522,832 
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所属名 南畑公民館  
ペ ー ジ 242 款 教育費 項 社会教育費 目 公民館費 

事 業 名 公民館学級講座等開催事業 

事業目的  

日常生活に即した課題を学習テーマとした各種学級講座を開催し、より豊かな生活のための

学習・文化活動の充実を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 学級講座の開催状況 

事   業   名 
開催数 

（回） 
募集人数 

（人） 

参加人数 

（人） 

報償費 

（円） 

子育て支援 

事業 

子育てサロン「ちびっこあおむし」 

※対象：未就園児とその保護者 
12 ― 470 

107,500 
子ども事業企画「怪皆亭」 

※対象：南畑小 4～6年生 
6 ― 155 

子ども事業「わくわく子ども体験室」 

※対象：南畑小 1～6年生 

1 

1 

20 

20 

29 

37 

家庭教育支 

援事業 
「絵本の読み聞かせ講座」 1 15 15 5,000 

高齢者支援 

事業 

なんばた学級全体学級 

クラブ活動 

※対象：主に南畑地域の 60 歳以上 

10 

113 

 

― 
729 

931 
 

198,000 

まちづくり 

支援事業 
なんばた青空市場 1 ― 2,700 123,000 

市民活動 

支援事業 

南畑ふれあい劇場 1 ― 160 10,000 

文化講演会「落語を楽しむ」 1 ― 200 0 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

525,053 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 525,053 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

11,852,100 1.40 12,377,153 
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所属名 水谷公民館  
ペ ー ジ 242 款 教育費 項 社会教育費 目 公民館費 

事 業 名 公民館施設維持管理事業 

事業目的  

安全で快適な施設提供ができるよう施設の維持管理を行い、地域における社会教育・生涯学習活

動の推進を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 施設の利用状況 

施設名 

平成 30 年度 平成 29 年度 

利用件数

（件） 

利用者数

（人） 

利用率 

（％） 

利用件数

（件） 

利用者数

（人） 

利用率 

（％） 

多目的ホール 783 14,557 79.51 775 16,143 78.65 

和室 1 427 5,775 45.91 372 5,022 39.68 

和室 2 264 2,906 32.94 270 2,747 30.58 

講座室 698 11,430 69.16 640 10,450 63.11 

会議室 601 7,143 62.63 575 6,217 60.04 

調理室 152 3,165 22.67 147 2,986 21.52 

工作室 275 2,970 38.52 290 2,525 39.87 

合 計 3,200 47,946 50.17 3,069  46,090 47.63 

使用料【歳入】 1,077,900 円 1,021,400 円 

  

 

 ２ 施設の維持管理状況                        （単位 円） 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

清掃業務委託 1,061,964 839,592 

エレベーター保守点検委託 187,920 187,920 

空調設備保守点検委託 474,120 474,120 

樹木維持管理委託 296,244 156,924 

修繕料（平成 30年度の主な内容） 

多目的ホール壁、多目的ホール照明、機械

室扉、和室カーテン等 

2,258,172 505,556 

備品購入（◎冷水器設置 等） 628,560 294,840 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

5,144,519 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 293,436 4,851,083 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

9,312,364 1.10 14,456,883 
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所属名 水谷公民館  
ペ ー ジ 242 款 教育費 項 社会教育費 目 公民館費 

事 業 名 公民館学級講座等開催事業 

事業目的  

日常生活に即した課題を学習テーマとした各種学級講座を開催し、より豊かな生活のための

学習・文化活動の充実を図る。 

事業内容及び成果  

１ 学級講座等の開催状況 

事  業  名 
開催数 

（回） 

募集人数 

（人） 

参加人数 

（人） 

子育て学習 

支援事業 

親子フレンドパーク 12 ― 81 

お母さんのステップアップ講座 8 親子 12 組 52 

ＩＴ活用事業 パソコン相談室 49 ― 242 

健康づくり 

事業 

健康ハイキング 1 20 11 

はじめての気功太極拳 全 3回×1 20 21 

生活文化講座 1 20 20 

水谷学級（高齢者学級・全体会） 10 ― 531 

介護予防事業（介護者サロン） 11 ― 68 

おひとりさまサロン 百の会 16 ― 239 

ピースサロン 
ピースサロン 8 ― 31 

特別企画  1 ― 34 

水谷子ども広場（地域子ども教室） 22 ― 565 

水谷青空学校 1 ― 39 

みずほ台小区青空学校 1 ― 17 

教育講演会 1 ― 59 

親の学習講座 全 2回×1 50 50 

里山ボランティア体験事業 8 ― 59 

水谷文化祭（2日間） 1 ― 2,200 

水谷新春交流会 1 ― 107 

うたごえ喫茶 inみずたに 1 ― 96 

わいわいコンサート 1 ― 50 

子どもチャレンジ事業（市民活動支援） 6 ― 106 

いっしょにたべよ（市民活動支援） 16 ― 373 

  

２ 報償費 

   学級講座講師等謝礼 345,310 円    

事業協力者謝礼   136,480 円 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

481,790 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 481,790 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

16,931,572 2.00 17,413,362 

 



 - 246 - 

所属名 水谷東公民館  
ペ ー ジ 244 款 教育費 項 社会教育費 目 公民館費 

事 業 名 公民館施設維持管理事業 

事業目的  

安全で快適な施設提供ができるよう施設の維持管理を行い、地域における社会教育・生涯学

習活動の推進を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 施設の利用状況 

施設名 

平成 30 年度 平成 29 年度 

利用件数 

（件） 

利用者数 

（人） 

利用率

（％） 

利用件数 

（件） 

利用者数 

（人） 

利用率

（％） 

多目的ホール 650 15,575 68.97 567 11,344 71.05 

講座室 439 6,785 50.43 385 4,505 48.25 

美術工芸室 297 2,618 43.04 352 2,003 44.11 

調理実習室 153 2,951 23.25 155 1,204 19.42 

和室 269 2,679 31.22 246 1,811 30.83 

合  計 1,808 30,608 43.38 1,705 20,867 42.73 

使用料【歳入】 577,200 円 516,500 円 

※給排水管等更生工事期間（平成 29 年 12 月～平成 30 年 2月）は休館 

 

２ 施設の維持管理状況                (単位 円) 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

清掃業務委託 863,741 746,928 

エレベーター保守点検委託 349,920 349,920 

空調設備保守点検委託 172,800 345,600 

ガスヒーポン保守点検委託 35,640 108,000 

樹木維持管理業務委託 91,800 113,400 

備品購入費（◎冷水器設置） 321,840 － 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

3,804,999 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 180,000 3,624,999 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

9,439,755 1.30 13,244,754 
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所属名 水谷東公民館  
ペ ー ジ 244 款 教育費 項 社会教育費 目 公民館費 

事 業 名 公民館学級講座等開催事業 

事業目的  

日常生活に即した課題を学習テーマとした各種学級講座等を開催し、より豊かな生活のため

の学習・文化活動の充実を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 学級講座等の開催状況 

事  業  名 
開催数 

(回) 

募集人数 

(人) 

参加人数 

(人) 

子育てサロン 11 ― 170 

子育て応援の勉強室・子育てママのミニ講座 4 140 85 

親子でベビーダンス 1 30 28 

熟年学級  

全体会 9 ― 434 

部活動（9クラブ） 72 ― 687 

豆の木学校（夏・冬） 2 ― 62 

やなせ川いかだラリー 1 ― 38(10 艇) 

音楽の夕べ 1 80 99 

子ども公民館事業 7 ― 102 

川の探検隊 1 ― 59 

地域問題学習会 1 ― 80 

 

 ２ 報償費 

   学級講座講師等謝礼 270,000 円 

事業協力者謝礼    61,680 円 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

331,680 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 331,680 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

10,089,068 1.50 10,420,748 
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所属名 資料館  
ペ ー ジ 248 款 教育費 項 社会教育費 目 資料館費 

事 業 名 水子貝塚公園運営事業 

事業目的  

国指定史跡「水子貝塚」の保存・活用、資料館・展示館の維持管理及び市内の考古資料の収

集・保管・活用を行い、学術や文化の発展を推進する。 

事業内容及び成果  

１ 施設の維持管理状況 

①施設維持管理                          （単位 円） 

内      容 平成 30 年度 平成 29 年度 

光熱水費 1,705,740 1,724,342 

清掃業務委託  ※1,515,629 ※1,266,447 

警備業務委託  149,040 149,040 

樹木維持管理業務委託 12,110,840 14,199,948 

公園等維持管理業務委託  ※4,898,902 ※4,770,716 

自動ドア保守点検委託  ※99,144 ※99,144 

空調設備保守点検委託 139,320 139,320 

空調設備更新設計委託 712,800 - 

ＡＶ機器保守点検委託 345,600 345,600 

復元住居くん蒸殺菌業務委託 855,360 855,360 

※は水子貝塚公園と難波田城公園の一括契約  

 ②修繕関係                            （単位 円） 

内      容 平成 30 年度 平成 29 年度 

修繕料（平成 30年度の主な内容） 

自動ドア修繕、火災報知器受信機交換修繕等 
1,353,024 1,101,168 

 

２ 企画展示 

①平成 30年度企画展「掘った！わかった！富士見市の遺跡―平成 30 年間の発掘調査―」   

期間：平成 31年 3 月 23 日～令和元年 6月 9日  

②企画展関連講座 

開催日 内     容 講  師 
募集
人数 

受講
者数 

3/24 
①勝瀬原地域の遺跡 

②大井・苗間地域の遺跡 

①当館学芸員 

②坪田幹男氏（ふじみ野市

文化財保護審議会委員） 
30 人 35 人 

③「縄文時代前期の打越遺跡」／期間：平成 30年 8 月～10 月 

④「資料館友の会土器作り部会作品展」／期間：平成 30年 10 月～12 月 

⑤「からむしの会展」／期間：平成 30年 12 月～平成 31年 2 月 

 

３ 主催事業 

① 体験学習事業 

開催日 事 業 名 募集 参加者 概    要 

9/30～12/2 土器づくり教室 15 人 15 人 縄文土器づくり・焼成（全４回） 

10/20～12/8 ｼﾞｭﾆｱ考古学ｸﾗﾌﾞ 15 人 12 人 
大学教員の講義、実技、展示等 

（全 5回） 
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②公園活用事業 

事  業  名 平成 30 年度 平成 29 年度 

水子貝塚星空シアター 
（9月第 1土曜日） 

縄文体験、模擬店など 
野外映画「怪盗グルーのミニ 

オン大脱走」 
参加人数 2,800 人 

縄文体験、模擬店など 
野外映画「シング」 
参加人数 4,000 人 

縄文の森コンサート 
「アンデスの風」 
参加人数 160 人 

「篠のひびき」 
参加人数 100 人 

③土曜おもしろミューズランド 

事   業   名 
平成 30 年度 平成 29 年度 

概  要 
回数 参加者 回数 参加者 

まが玉づくり 3 回 190 人 2 回 151 人 

各回午前・午後 

実施（2回） 

 

指導は職員・市 

民学芸員 

ミニチュア土器づくり 4 回 129 人 4 回 158 人 

石のアクセサリーづくり 2 回 141 人 2 回 174 人 

草木染め 1 回 46 人 2 回 43 人 

ウッドクラフト 1 回 15 人 1 回 17 人 

貝のアクセサリーづくり 2 回 40 人 1 回 40 人 

アンギンのコースター 1 回 18 人 1 回 27 人 

組紐のミサンガづくり 1 回 23 人 1 回 22 人 

どんぐりクラフト 1 回 15 人 1 回 15 人 

縄文クッキーづくり 1 回 13 組 1 回 15 組 親子対象 

④体験！いつでもセブン（土・日曜日、祝日、長期休暇開催） 

参加延べ人数 1,659 人（平成 29年度 1,435 人） 

 「火起こし」「貝の腕輪づくり」「まが玉づくり」「古代の鏡づくり」「弓矢」等 

⑤学校連携 

事 業 名 平成 30 年度 平成 29 年度 

体験学習を伴う社会科見学 市内 5校、市外 4校 市内 5校、市外 10 校 

出前授業（小･中学校） 市内 3校、市外 1校 市内 3校、市外 1校 

⑥共催・協力事業 

水子貝塚駅伝競走大会（富士見市陸上競技協会）、縄文マラソン（富士見市体育協会） 

 

 ４ 資料・史跡の保存管理 

①資料の保存 

 市指定文化財である北通遺跡出土鉄剣の保存修理業務委託 858,600 円 

◎②史跡水子貝塚再整備基本方針庁内検討委員会の設置（開催回数 2回） 

 

５ 入館者数 

 

 

 
 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

入館者数 48,514 人 48,948 人 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

46,023,086 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 166,340 45,856,746 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 

 
19,331,558 2.9 65,354,644 
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所属名 資料館  
ペ ー ジ 250 款 教育費 項 社会教育費 目 資料館費 

事 業 名 難波田城公園運営事業 
事業目的  

難波田城公園の保存・活用、資料館・古民家の維持管理及び市内の歴史･民俗資料の収集・保

管･活用を行い、学術や文化の発展を推進する。 

事業内容及び成果  

 

１ 施設の維持管理状況                        （単位 円） 

内容 平成 30 年度 平成 29 年度 

光熱水費 2,607,312 2,521,617 

植栽維持管理委託 7,171,200 5,324,400 

施設機械警備委託 816,480 816,480 

水堀循環ろ過施設維持管理委託 496,800 496,800 

漏水調査委託 194,400 － 

◎防犯カメラ設置工事 1,944,000 － 

高圧交流負荷開閉器更新工事 2,030,400 － 

修繕料(板塀修繕ほか 14件) 8,847,416 2,653,242 

 

２ 資料の保存管理 

内容 件数・金額 

歴史・民俗資料収集（寄贈・採集） 33 件 

ネガフィルムデジタルデータ化委託 498,960 円 

古文書のくん蒸殺菌委託 334,800 円 

 

３ 企画展示 

内容 期間・件数 

秋季企画展「村人たちの明治」 平成 30年 10 月 13 日～31 年 1 月 6 日 

春季企画展「平成史 in富士見」 平成 31年 3月 9日～令和元年 6月 9日 

穀蔵展示  「富士見の職人たち」 平成 30年 8月 3日～（常設展示とした） 

市内児童・生徒「社会科展」 平成 30年 9月 29 日～10月 8日 

マイ・ミュージアム 4 件 
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４ 普及事業 

 ①主催及び共催事業 

事業名 内   容 
参加者（人） 

30 年度 29 年度 

ふるさと体験 月見団子作り等（計 4回） 65 72 

ちょこっと体験 

（毎土日祝開催） 

はたおり体験、紙のこいのぼりづくり、

縄ない、綿くり等（計 115 回） 
2,995 3,505 

その他の主催事業 
田んぼ体験隊、古民家宿泊体験、竹かご

教室、拓本教室、講演会等（19 事業） 
340 431 

出前講座・共催講座 市民大学、鶴瀬学級等 (3件)167 (6件)423 

難波田城公園活用推

進協議会共催及び協

力事業 

難波田城公園まつり 3,000 3,300 

いも掘り・ちょっ蔵市（計 10 回） 516 496 

古民家コンサート（H29 は台風の影響あり） 50 20 

②市民提案協働事業「座敷ぼうき製作技能伝承者の育成事業」（難波田城いきものがかり） 

事  業  名 実施時期 
参加者 

（人） 
概  要 

アシスタント養成講座 4～6 月 10 育成講習会アシスタントの育成 

ミニほうきづくり体験 8 月 15 市民向け普及事業 

ほうき作り伝承者育成講習会 9～11 月 10 次世代の伝承者を育成 

巡回展「富士見のほうき作り」 1～3 月 - 市内 4施設を巡回 

座敷ぼうき製作実演 2 月 50 元職人による実演。普及事業 

※講座・講習会参加者により「ほうき作り伝承会」が結成された 

 

５ 学校連携 

内 容 平成 30 年度 平成 29 年度 

体験学習を伴う社会科見学 10 校 11 校 

出前授業(糸車ほか) 11 校 11 校 

 

６ 入館者数 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

入館者数 51,428 人 55,507 人 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

27,800,759 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 226,320 27,574,439 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

 34,709,722 4.10 62,510,481 
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所属名 学校給食センター  
ペ ー ジ 232 款 教育費 項 特別支援学校費 目 特別支援学校費 

事 業 名 特別支援学校給食事業 

事業目的  

安心安全で安定した給食の提供及び個別食に対応したメニュー等の提供を行い、児童･生徒の

心身の健康増進を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 給食の実施状況 

特別支援学校内の調理場において、特別支援学校に通う児童・生徒に対して給食を提供

する。 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

給食数 実施日数 
給食費 

（円/月） 
給食数 実施日数 

給食費 
（円/月） 

小学部 28 

186 

4,600 29 

186 

4,600 

中学部 17 

5,300 

18 

5,300 高等部 24 22 

職員等 60 62 

合計 129 － － 131 － － 

 

２ 職員体制            （単位 人） 

 栄養士 調理員 

正規職員 － 1 

嘱託職員 1  3 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

5,722,442 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 5,722,442 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

10,582,232 1.25 16,304,674 
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所属名 学校給食センター  
ペ ー ジ 260 款 教育費 項 保健体育費 目 学校給食共同調理場費 

事 業 名 学校給食事業 

事業目的  

安心安全で安定した給食を提供し、児童･生徒の心身の成長と発達、健康増進を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 給食の実施状況 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

学級数 給食数 
実施 
日数 

給食費 
（円/月） 

学級数 給食数 
実施 
日数 

給食費 
（円/月） 

小学校 191 6,067 
188 

4,100 194 6,066 
188 

4,100 

中学校 80 2,857 4,800 80 2,929 4,800 

合 計 271 8,924 － － 274 8,995 － － 

２ 職員体制                   （単位 人） 

 事務 栄養士 調理員 仕分員 

正規職員 3 
2 

（県職） 
7 － 

嘱託職員 1 2  37 36 

３ 委員会等の開催状況 

委員会等 開催内容 開催数（回） 

学校給食センター運営委員会 学校給食センターの運営の協議 3 

献立検討委員会 献立メニューの内容検討 6 

物資見積審査会 物資の納入に係る業者選定 11 

４ 施設の維持管理等の状況                     （単位 円） 

内容 平成 30 年度 平成 29 年度 

学校給食配送委託 43,632,000 43,632,000 

設備保守点検等委託 7,558,110 7,931,196 

光熱水費、燃料費 37,788,262 38,466,509 

工事請負費 

49,217,760 

（プラットホーム改修工事・

キュービクル更新工事） 

26,384,400 

（特定天井耐震化工事） 

備品購入費 
2,555,712 

（コンテナ購入等） 

19,386,849 

（超高圧洗浄機等） 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

240,146,300 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 5,400 240,140,900 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

82,118,124 9.70 322,264,424 
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所属名 学校給食センター  
ペ ー ジ 262 款 教育費 項 保健体育費 目 学校給食共同調理場費 

事 業 名 放射線等対策事業 

事業目的  

東日本大震災による福島第一原子力発電所での事故を受け、学校給食のより一層の安全を確

保するため、学校給食食材等の放射性物質含有検査を行う。 

事業内容及び成果  

 

１ 検査の実施状況 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

検体数 検査費用（円） 検体数 検査費用（円） 

学校給食センター 22 228,096 44 456,192 

特別支援学校 22 228,096 22 228,096 

合計 44 456,192 66 684,288 

 

・すべての検査において、放射性物質は不検出でした。 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

456,192 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 456,192 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

423,289 0.05 879,481 
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所属名 選挙管理委員会  
ペ ー ジ 110 款 総務費 項 選挙費 目 選挙管理委員会費 

事 業 名 選挙管理委員会運営事業 

事業目的  

選挙に関する事務を管理する。 

事業内容及び成果  

 

１ 選挙管理委員会の開催 

16 回開催 

 

２ 選挙人名簿（在外含む）の調製 

定時登録（年 4回）、選挙時登録 

 

３ 検察審査会の候補者予定者選定 

27 人 

 

４ 裁判員の候補者予定者選定 

149 人 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

1,449,562 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 3,418 0 0 1,446,144 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

3,724,945 0.44 5,174,507 
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所属名 選挙管理委員会  
ペ ー ジ 110 款 総務費 項 選挙費 目 選挙啓発費 

事 業 名 常時啓発事業 

事業目的  

各種選挙啓発活動を実施し、選挙や政治に関する意識の向上を図る。 

事業内容及び成果  

１ 明るい選挙啓発ポスター作品の募集 

①応募状況 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

区分 応募学校数（校) 応募者数（人) 応募学校数（校） 応募者数（人） 

小学校 7 14 6 16 

中学校 2 14 1 3 

合計 9 28 7 19 

 ②展示の状況 

・市役所本庁舎 1階ロビー（平成 30 年 12 月 21 日から平成 31年 1 月 10 日まで） 

・中央図書館展示ホール（平成 31年 1月 12 月から 1月 17 日まで） 

 

２ 生徒会選挙における選挙備品の貸出と実施サポート 

   選挙備品である投票箱、記載台、立て看板、腕章、机上板などの貸し出しを実施 

・西中学校（平成 30年 9 月 14 日） 

・東中学校（平成 30年 9 月 14 日） 

・勝瀬中学校（平成 30年 10 月 4日） 

・本郷中学校（平成 30年 10 月 15 日） 

・水谷中学校（平成 30年 10 月 29 日） 

 

◎３ 主権者教育事業の実施 

教育委員会や各所管と連携し、市の将来像や課題等について発表する中学校３年生に対

し、事前学習用資料の提供などの支援を実施 

   ・西中学校 3年生 143 人参加（平成 30年 10 月 30 日） 

 

４ 県選挙管理委員会と共同による選挙啓発出前講座及び模擬選挙の実施 

選挙備品である投票箱、記載台、投票用紙交付機、計数器などの貸し出し及び開票作業

の支援を実施 

   ・鶴瀬小学校 6年生 96 人参加（平成 31年 1 月 29 日） 

 

５ 埼玉県明るい選挙推進員研修会 

   ・推進員 2人参加（平成 30年 9月 21 日） 

 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

12,760 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 12,760 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

6,687,970 0.79 6,700,730 
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所属名 選挙管理委員会  
ペ ー ジ 110 款 総務費 項 選挙費 目 県議会議員選挙費 

事 業 名 県議会議員選挙事業 

事業目的  

平成 31年 4 月 7日執行の埼玉県議会議員一般選挙の適正な実施を図るため、所要の準備を行

う。 

事業内容及び成果  

 

１ 啓発品の購入・掲出 

・懸垂幕（市役所正面 3 月 19 日掲出） 

・横断幕（市役所西側及びみずほ台駅東口 3月 19 日掲出） 

・のぼり旗（主要公共施設及び市内３駅改札出口に掲出） 

 

２ 印刷物の作成 

・投票所入場券 

・選挙特集号（広報ふじみ 3月号に折込） 

・移動式期日前投票所啓発チラシ（市内全戸配布） 

 

３ 選挙公営ポスター掲示板作製及び設置 

・市内 166 箇所に設置 

 

４ 期日前投票の実施 

    

    

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

8,846,485 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 8,846,485 0 0 0 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

13,629,915 1.61 22,476,400 
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所属名 公平委員会  
ペ ー ジ 94 款 総務費 項 総務管理費 目 公平委員会費 

事 業 名 公平委員会運営事業 

事業目的  

職員の勤務条件に関する措置の要求及び不利益処分に関する審査請求を審査し、並びに職員

からの苦情相談に応じる等、公正な人事行政の運営を確保する。 

事業内容及び成果  

 

１ 会議の開催状況 

 
開 催 日 内    容 出席委員数 

第 1 回 
平成 30 年 

4 月 16 日 

①委員長を選出し、委員長職務代理を指定した。 

②富士見市管理職員等の範囲を定める規則の一

部を改正することについて決定した。 

3 人 

第 2 回 
平成 30 年 

12 月 17 日 

①届出のあった職員団体登録申請書の記載事項

の変更について審査し、当該職員団体を引き

続き登録することに決定した。 

3 人 

 

２ 公平審査の実施状況・公平委員会規則の制定改廃等 

件     名 受理件数 処理件数 備   考 

勤務条件に関する措置の要求 0 0  

不利益処分に関する審査請求 0 0 
 

職員からの苦情相談 ― 0 
 

公平委員会規則の制定改廃 ― 1 

富士見市管理職員等の範囲を定

める規則の一部改正（福祉給付

金室の廃止に伴う職の削除） 

職員団体からの届出 1 1 役員改選に伴う届出 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

163,736 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 163,736 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

2,336,717 0.35 2,500,453 
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所属名 監査委員事務局  
ペ ー ジ 114 款 総務費 項 監査委員費 目 監査委員費 

事 業 名 監査運営事業 

事業目的  

市の財務に関する事務の執行、経営に係る事業の管理、財政の健全性等について監査・審査・

検査を実施し、民主的かつ効率的な行政の執行を確保する。 

事業内容及び成果  

 

１ 例月出納検査 年 12 回（原則として毎月 25日実施） 

前月の予算の執行状況及び現金預金の管理状況等を確認した。 

２ 貯蔵品棚卸審査 

前年度 3月末現在の量水器及び水道工事備品の保管・管理状況を確認した。 

対象年度 実施日 対象課 

平成 29 年度 平成 30年 4 月 25 日 水道課 

３ 決算審査及び基金の運用状況審査 

対象年度 実施期間 対象課所数 

平成 29 年度 平成 30年 6 月 25 日～8 月 10 日 56 課所 

４ 財政健全化判断比率・資金不足比率審査 

対象年度 実施期間 対象課 

平成 29 年度 平成 30年 7 月 26 日～8 月 10 日 財政課、水道課、下水道課 

５ 定例監査（課所ごと 3年に 1回のサイクルで実施） 

財務に関する事務の執行等が適正かつ効率的に行われているかを主眼として実施した。 

対象年度 実施期間・実施日 対象課所数 

平成 30 年度 

平成 30年 10 月 17 日～平成 31 年 

2 月 8 日 
21 課所、4小学校、2中学校 

平成 30年 10 月 3 日（施設調査） 4 施設 

※施設調査は定例監査を効果的に執行するため、定例監査の対象課が所管する公の施設 

を実地調査した。 

６ 随時監査 

  監査の実効性を確保するため、過去の監査結果に対する改善状況等について確認した。 

対象年度 実施日 対象課数 

平成 29・30 年度 平成 31年 1 月 25 日 4 課 

７ 住民監査請求監査 

対象年度 実施期間 請求事案（結果） 

平成 28 年度 
平成 30年 3 月 19 日～平成 30 年 

5 月 25 日 

政務活動費に関する措置請求 

（棄却） 

 

 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

1,538,757 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 1,538,757 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

15,504,699 2.30 17,043,456 
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所属名 農業委員会  
ペ ー ジ 176 款 農林水産業費 項 農業費 目 農業委員会費 

事 業 名 一般事務費 

事業目的  

農地等の利用関係の調整、農地の交換分合その他農地に関する事務を行うとともに、農地に

関する様々な情報を一元的に管理し、農業者等へのサービスの充実等を図る。 

事業内容及び成果  

 

１ 農業に関する手続状況 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

農地売買・賃借等許可             20件             6 件 

農地転用許可 29 件 39 件 

農地転用届出 100 件 103 件 

各種証明書発行 96 件 97 件 

  

２ 農業委員会会議の開催状況 

 平成 30 年度 平成 29 年度 

開催数 12 回 12 回  

 

３ 耕作放棄地報告面積の状況          （単位：ｈａ） 

対象年度 
耕作放棄地（遊休農地）面積 

田 畑 計 

平成 30 年度 6.09 0.11 6.20 

平成 29 年度 6.09 0.12 6.21 

平成 28 年度 6.34 0.12 6.46 

平成 27 年度 6.36 0.12 6.48 

平成 26 年度 6.41 0.12 6.53 
 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

10,103,157 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 1,675,000 0 230,300 8,197,857 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

33,863,144 4.00 43,966,301 
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所属名 固定資産評価審査委員会  
ペ ー ジ 102 款 総務費 項 徴税費 目 税務総務費 

事 業 名 評価審査委員会運営事業 

事業目的  

固定資産課税台帳に登録された土地、家屋又は償却資産の価格に対する納税者の不服を審査

することにより、固定資産の評価の客観的合理性を担保し、納税者の権利を保護する。 

事業内容及び成果  

  

１ 会議の開催状況等 

 開 催 日 内    容 出席委員数 

第 1回会議 
平成 30 年 

4 月 27 日 

①委員長を選出し、委員長職務代理を指定し

た。 
3 人 

研 修 会 
平成 30 年 

7 月 3 日 

①固定資産評価審査委員会運営研修会に出

席した（場所：東京都千代田区大手町、日

経ホール）。 

3 人 

 

２ 審査申出の種類及び件数 

種  類 申出件数 処理件数 

土  地 0 0 

家  屋 0 0 

償却資産 0 0 

※土地と家屋については、3 年ごとに価格（＝評価額）を見直すことになっており、平成

30 年度が評価替えの年（基準年度）。 

※令和元年度（第二年度）と令和 2 年度 (第三年度)は、土地の地目の変換、家屋の増改

築など特別の場合を除き、新たに評価を行わないで、基準年度の価格が据え置かれる。 

 

決算額(円) 財  源  内  訳 (円) 

67,012 
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

0 0 0 0 67,012 

概算人件費(円) 概算事業従事人数 概算事業総額(円) 
 

2,336,717 0.35 2,403,729 
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会計名 国民健康保険特別会計  

ペ ー ジ 312～  

 

１ 経理状況 

①国民健康保険の現況 

事業開始年月日 昭和 31年 9 月 30 日 

事業実施区域 全域 

職員数 30 人 

平均世帯及び平均被保険者数 

世帯数 15,547 世帯 

一般被保険者数 24,132 人 

退職被保険者数 87 人 

1 世帯当たり被保険者数 1.56 人 

市世帯・人口に対する割合 

（市世帯・人口は年度末現在、国保世帯・被保険者数は平均） 

世帯 30.1 ％ 

被保険者 21.7 ％ 

 

②保険給付の状況 

療養の給付 

一部負担金の 

割合 

未就学児 20 ％ 

就学児～70 歳未満 30 ％ 

70 歳以上一般※ 10 若しくは 20 ％ 

70 歳以上現役並み所得者 30 ％ 

一般被保険者分保険給付費 6,585,959,136 円 

退職被保険者等分保険給付費 22,065,960 円 

診療報酬審査支払手数料 15,488,982 円 

その他の給付 
出産育児一時金 30,158,280 円 

葬祭費 7,750,000 円 

  ※誕生日が昭和 19年 4 月 1日以前の者は 10％、同年 4月 2日以降の者は 20％ 

 

③保険税賦課方式 

賦課方式 

 
医療給付費分 

後期高齢者 

支援金等分 
介護納付金分 

所得割 
課税基礎額の 

100 分の 6.0 

課税基礎額の 

100 分の 2.1 

課税基礎額の 

100 分の 1.2 

資産割 
固定資産税(土地家

屋部分)100分の 22.0 
－ － 

均等割 
被保険者 1人につき 

16,100 円 

被保険者 1 人につき 

7,000 円 

被保険者 1人につき 

10,600 円 

平等割 
1 世帯につき 

10,800 円 
－ － 

徴収回数 9 回 （7月～3月） 

  課税基礎額：総所得金額等－33 万円（基礎控除） 

 

 

 

 

 



 - 263 - 

④保険税収納状況（一般被保険者・退職被保険者等分） 

 調定額(円) 収入済額(円) 還付未済額(円) 収納率(%) 

一 

般 

現年分 

医療分 1,516,725,013 1,419,757,534 519,407 

93.39 後期分 468,864,357 437,134,089 62,324 

介護分 152,920,000 140,837,236 11,569 

滞納繰越分 

医療分 479,571,176 143,196,335 900 

29.73 後期分 154,327,642 46,068,826 0 

介護分 61,159,243 17,343,639 0 

小  計 2,833,567,431 2,204,337,659 594,200 77.77 

退 

職 

現年分 

医療分 5,976,866 5,286,388 0 

88.43 後期分 1,896,799 1,658,428 0 

介護分 1,342,865 1,205,638 0 

滞納繰越分 

医療分 5,622,689 1,890,216 0 

33.84 後期分 1,855,513 627,436 0 

介護分 1,333,668 464,214 0 

小  計 18,028,400 11,132,320 0 61.75 

一
般
・
退
職 

現年分 

医療分 1,522,701,879 1,425,043,922 519,407 

93.37 後期分 470,761,156 438,792,517 62,324 

介護分 154,262,865 142,042,874 11,569 

滞納繰越分 

医療分 485,193,865 145,086,551 900 

29.78 後期分 156,183,155 46,696,262 0 

介護分 62,492,911 17,807,853 0 

合  計 2,851,595,831 2,215,469,979 594,200 77.67 

※収納率は、収入済額から還付未済額を控除した額で計算しています。 

 

⑤収支状況 

  (1) 歳入 

 収入済額（円） 1 世帯当たり(円) 被保険者 1 人当たり（円） 歳入割合(%) 

保
険
税 

一般被保険者分 2,204,337,659 141,785 91,017 21.72 

退職被保険者等分 11,132,320 716 460 0.11 

小  計 2,215,469,979 142,501 91,477 21.83 

国庫支出金 278,000 18 11 0.00 

県支出金 6,794,846,040 437,052 280,558 66.93 

繰入金 984,481,516 63,323 40,649 9.70 

繰越金 70,672,039 4,546 2,918 0.70 

諸収入 85,230,012 5,482 3,519 0.84 

合 計 10,150,977,586 652,922 419,132 100.00 
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  (2) 歳出 

 支出済額（円） 1 世帯当たり(円) 被保険者 1 人当たり（円） 歳出割合(%) 

総 務 費 45,700,790 2,940 1,887 0.45 

保 

険 

給 

付 

費 

一
般
被
保
険
者
分 

療養給付費 5,668,435,532 364,600 234,049 56.21 

療養費 92,496,608 5,949 3,819 0.92 

高額療養費 824,020,898 53,002 34,024 8.17 

高額介護合算療養費 1,006,098 65 42 0.01 

移送費 0 0 0 0.00 

計 6,585,959,136 423,616 271,934 65.31 

退
職
被
保
険
者
等
分 

療養給付費 19,059,858 1,226 787 0.19 

療養費 257,865 17 11 0.00 

高額療養費 2,748,237 177 113 0.03 

高額介護合算療養費 0 0 0 0.00 

移送費 0 0 0 0.00 

計 22,065,960 1,420 911 0.22 

審査支払手数料 15,488,982 996 639 0.15 

出産育児諸費 30,158,280 1,940 1,245 0.30 

葬祭諸費 7,750,000 498 320 0.08 

小  計 6,661,422,358 428,470 275,049 66.06 

国民健

康保険

事業費

納付金 

医療給付費分 2,137,476,760 137,485 88,256 21.20 

後期高齢者支援金等分 671,465,284 43,189 27,725 6.66 

介護納付金分 247,754,420 15,936 10,230 2.46 

小  計 3,056,696,464 196,610 126,211 30.32 

共同事業拠出金 1,183 0 0 0.00 

保健事業費 130,052,060 8,365 5,370 1.29 

公債費 0 0 0 0.00 

諸支出金 189,801,348 12,208 7,837 1.88 

合   計 10,083,674,203 648,593 416,354 100.00 

 

 

２ 国民健康保険加入世帯数及び被保険者数 

区 分 平成 29 年度末 当該年度中増数 当該年度中減数 平成 30 年度末 

世帯数 15,740 世帯 3,642 世帯 4,091 世帯 15,291 世帯 

被保険者数 24,744 人 5,366 人 6,525 人 23,585 人 
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３ 保険給付の状況 【款 2 保険給付費  項 1 療養諸費】 

種  別 件  数 費用額（円） 

一
般
被
保
険
者
分 

療
養
の
給
付 

診
療
費 

入院 4,654 2,804,195,988 

入院外 180,808 2,646,388,336 

歯科 48,261 592,788,345 

計 233,723 6,043,372,669 

調 剤 133,535 1,495,188,046 

食事療養 [4,324] 114,410,092 

訪問看護 801 56,545,580 

小  計 368,059 7,709,516,387 

療
養
費
等 

食事療養費 5 （81,000） 

療養費 13,112 125,703,644 

移送費 0 0 

小  計 13,117 125,703,644 

合  計 381,176 7,835,220,031 

退
職
被
保
険
者
等
分 

療
養
の
給
付 

診
療
費 

入院 10 8,324,820 

入院外 895 8,390,800 

歯科 217 2,823,840 

計 1,122 19,539,460 

調 剤 677 7,024,180 

食事療養 [10] 190,292 

訪問看護 12 533,540 

小  計 1,811 27,287,472 

療
養
費
等 

食事療養費 10 （190,292） 

療養費 51 736,767 

移送費 0 0 

小  計 61 736,767 

合  計 1,872 28,024,239 

※食事療養の[ ]は入院件数に含まれる食事療養の件数です。 

※食事療養費の( )は食事療養の内書きの費用額となっています。 
 

４ 高額療養費の支給状況 【款 2 保険給付費  項 2 高額療養費】 

 件 数 支 出 済 額 1 件当たりの平均支給額 

一般被保険者分 16,208 件 822,273,961 円 50,733 円 

退職被保険者等分 30 件 2,748,237 円 91,608 円 

 

５ 出産育児一時金の支給状況 【款 2 保険給付費  項 4 出産育児諸費】 

 件 数 支給単価 支 出 済 額 

出産育児一時金 73 件 42 万円 30,144,000 円 

※支給単価は海外での出産の場合などは 404,000 円となります。 

※支出済額は出産育児諸費から支払手数料 14,280 円を除きます。 

 

６ 葬祭費の支給状況 【款 2 保険給付費  項 5 葬祭諸費】 

 件 数 支給単価 支 出 済 額 

葬祭費 155 件 50,000 円 7,750,000 円 
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７ 特定健康診査受診状況 【款 5 保健事業費  項 1 特定健康診査等事業費】 

 件 数 委 託 料 委託単価 

特定健康診査 6,244 件 62,725,994 円 
眼底検査なし 9,800 円 

眼底検査あり 11,010 円 

 

８ 特定保健指導実施状況 【款 5 保健事業費  項 1 特定健康診査等事業費】 

 積極的支援 動機付け支援 合 計 

特定保健指導利用者 37 件 198 件 235 件 

  ※初回面接参加者となります。 

 

９ 人間ドック検査料補助状況 【款 5 保健事業費  項 2 保健事業費】 

 件 数 補助単価 補助額 

人間ドック検査 1,324 件 26,900 円 35,615,600 円 

 

１０ 国保指定保養所利用状況 【款 5 保健事業費  項 2 保健事業費】 

①第 1・2種保養所 

  (1) 利用状況                         

場所 大人 小人 合 計 

第 1種保養施設 

埼玉県国保連合会の保養契約施設 
466 件 1 件 467 件 

第 2 種保養施設 

その他公営施設 
91 件 0 件 91 件 

合  計 557 件 1 件 558 件 

(2) 補助金額 

 件 数 補助単価 補助額 

大 人 557 件 2,000 円 1,114,000 円 

小 人 1 件 1,000 円 1,000 円 

合  計 1,115,000 円 

②第 3種保養施設 

  (1) 利用状況 

場  所 大 人 小 人 合 計 

川越湯遊ランド 14 件 0 件 14 件 

真名井の湯 大井店 541 件 3 件 544 件 

埼玉スポーツセンター天然温泉 343 件 11 件 354 件 

埼玉スポーツセンターにいざ温泉 7 件 0 件 7 件 

小江戸はつかり温泉 296 件 14 件 310 件 

おふろの王様 志木店 243 件 4 件 247 件 

合  計 1,444 件 32 件 1,476 件 

  (2) 補助金交付状況 

 件 数 補助単価 補助額 

第 3種保養所 1,476 件 300円（一部280円） 442,740 円 

     ※真名井の湯の小人については利用料が 280 円のため、同額の補助となります。 
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会計名 介護保険特別会計  

ペ ー ジ 339～  
 

１ 被保険者等の状況 

①1号被保険者世帯数及び第 1号被保険者数 

区 分 平成 29 年度末 当該年度中増数 当該年度中減数 平成 30 年度末 

世帯数 18,845 世帯 937 世帯 634 世帯 19,148 世帯 

被保険者数 26,928 人 1,375 人 1,056 人 27,247 人 

 

②介護（要支援）認定者数（平成 31 年 3月末現在）          （単位 人） 

区 分 要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 合 計 

第 1号 
被保険者数 

453 566 937 765 637 587 383 4,328 

第 2号 
被保険者数 

9 10 25 28 13 18 14 117 

合 計 462 576 962 793 650 605 397 4,445 

 

２ 保険料の状況 

①保険料基準月額 5,144 円 
 

②保険料段階別被保険者数（平成 31 年 3月末現在）          （単位 人） 

区 分 第 1段階 第 2段階 第 3段階 第 4段階 第 5段階 第 6段階 第 7段階 

特別徴収 3,085 1,598 1,459 3,586 3,122 3,464 3,164 

普通徴収 1,489 141 181 810 117 532 462 

合 計 4,574 1,739 1,640 4,396 3,239 3,996 3,626 

区 分  第 8段階 第 9段階 第 10段階 第 11段階 第 12段階 第 13 段階 合 計 

特別徴収 1,614 674 473 176 104 265 22,784 

普通徴収 317 158 107 43 26 80 4,463 

合 計 1,931 832 580 219 130 345 27,247 

 

③現年度分保険料収納状況                    （単位 円・％） 

区 分 調定額 収入済額 過誤納金還付未済額 収納率 

特別徴収 1,523,156,000 1,524,140,300 984,300 100.00 

普通徴収 197,170,700 175,570,800 47,400 89.02 

合 計 1,720,326,700 1,699,711,100 1,031,700 98.74 

 

④滞納繰越分保険料収納状況                   （単位 円・％） 

区 分 調定額 収入済額 過誤納金還付未済額 収納率 

滞納繰越分 53,527,200 10,882,500 7,800 20.32 
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３ 保険給付の状況 
給付区分 件 数 給付額(円) 

居宅（介護予防）サービス 78,666 2,774,082,401 

  

訪問サービス 21,255 525,302,945 

  

訪問介護 6,382 263,159,177 

訪問入浴介護 459 27,692,951 

訪問看護 3,233 138,520,738 

訪問リハビリテーション 458 21,897,008 

居宅療養管理指導 10,723 74,033,071 

通所サービス 13,856 973,210,730 

  
通所介護 8,334 589,182,029 

通所リハビリテーション 5,522 384,028,701 

短期入所サービス 3,204 346,524,873 

  

短期入所生活介護 3,081 335,510,113 

短期入所療養介護（介護老人保健施設） 123 11,014,760 

短期入所療養介護（介護療養型医療施設・介護医療院等） 0 0 

福祉用具・住宅改修サービス 14,260 187,769,042 

  

福祉用具貸与 13,753 154,995,749 

福祉用具購入費 235 6,723,265 

住宅改修費 272 26,050,028 

特定施設入居者生活介護 2,476 434,453,908 

介護予防支援・居宅介護支援 23,615 306,820,903 

地域密着型（介護予防）サービス 7,103 955,580,267 

 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 261 35,220,320 

地域密着型通所介護 3,221 178,021,729 

認知症対応型通所介護 668 70,868,873 

小規模多機能型居宅介護 781 122,407,722 

認知症対応型共同生活介護 831 209,800,591 

特定施設入居者生活介護 0 0 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 1,341 339,261,032 

施設サービス 8,000 2,069,529,214 

  

介護老人福祉施設 4,162 1,046,784,621 

介護老人保健施設 3,744 989,882,509 

介護療養型医療施設・介護医療院 94 32,862,084 

食費 6,665 147,795,450 

  

介護老人福祉施設 2,621 65,462,410 

介護老人保健施設 2,013 48,133,200 

介護療養型医療施設・介護医療院 62 1,258,520 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 731 17,970,750 

短期入所生活介護 1,209 14,748,803 

短期入所療養介護 29 221,767 

居住費（滞在費） 5,297 90,330,364 

  

介護老人福祉施設 2,628 53,034,270 

介護老人保健施設 854 14,237,880 

介護療養型医療施設・介護医療院 0 0 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 743 15,118,890 

短期入所生活介護 1,051 7,836,514 

短期入所療養介護 21 102,810 

高額介護（介護予防）サービス費 12,333 141,989,508 

  

利用者負担第 4段階 1,661 27,384,190 

利用者負担第 3段階 2,786 17,646,720 

利用者負担第 2段階 6,457 80,926,593 

利用者負担第 1段階 1,407 15,426,082 

 年間上限 22 605,923 

高額医療合算介護（介護予防）サービス費 637 18,234,306 

審査支払手数料 92,952 3,718,080 

合   計 211,653 6,201,259,590 
   

 

  



 - 269 - 

４ 総合事業（介護予防・生活支援サービス事業）の状況 

①事業対象者数（平成 31 年 3 月末現在）33 人 

 ②給付費の状況 
サービス区分 件 数 給付額(円) 

訪問型サービス 1,972 28,173,535 

 

Ａ１・訪問型サービス（みなし） 120 1,662,989 

Ａ２・訪問介護相当サービス 549 8,275,850 

Ａ３・訪問型サービスＡ 1,303 18,234,696 

通所型サービス 3,124 75,996,773 

 

Ａ５・通所型サービス（みなし） 98 2,857,617 

Ａ６・通所介護相当サービス 784 22,854,510 

Ａ７・通所型サービスＡ 2,242 50,284,646 

介護予防ケアマネジメント 3,132 14,469,717 

審査支払手数料 8,155 326,200 

高額介護相当サービス費 53 98,964 

合   計 16,436 119,065,189 

   ③通所型サービスＣ（3～6か月の短期集中で行う通所サービス） 

利用実人数（人） 7 人 

利用延べ回数（回） 106 回 

④認定訪問介護員養成研修（介護のお仕事入門研修）実施委託 

委託金額 367,200 円 

実施日 平成 30 年 11 月 2 日から 4日間 

受講者（修了者）数 10 人 
 

５ 総合事業（一般介護予防事業）の状況 
①普及啓発事業 

項     目 実施回数 延べ人数 
集中型介護予防教室   

 
(1)はつらつ教室／生活機能アップコース 73 757 
(2)はつらつ教室／認知・口腔機能向上コース 13 109 

 (3)骨盤底筋トレーニング教室 11 136 

 (4)高齢者サロン等健康講座 51 1,537 
 (5)高齢者サロン等健康相談 13 146 

 
(6)ホッと安心健康相談  

(水谷東・鶴瀬・鶴瀬西の介護予防拠点施設にて月 1回実施） 
36 289 

   ※集中型介護予防教室はつらつ教室は、すべて募集人数 15 人です。 

 

②地域介護予防活動支援事業 
（1）ふじみパワーアップ体操地域クラブの育成と支援 

 実施回数 延べ人数 

(1)健康長寿のためのパワーアップ・リーダー養成講座 32 338 

(2)パワーアップ地域クラブ代表者会議及びクラブ合同研修会 8 347 

 クラブ数 実参加者数 

(3)パワーアップ体操地域クラブ 52 1,369 

   （2）地域自主活動支援 
 実施回数 延べ人数 

(1)リハビリ自主グループ支援（4グループ） 7 38 

(2)地域リハビリ推進連絡会及び交流集会 3 62 

(3)認知症予防グループ支援（5グループ） 111 1,101 

(4)認知症予防グループ連絡会及び合同研修会 4 32 

(5)転倒予防太極拳自主グループ支援（1グループ） 46 1,933 

(6)尿モレ予防自主グループ支援（5グループ） 139 552 

(7)口腔機能向上グループ支援（5グループ） 207 1,127 

(8)各種ウォーキンググループ支援（7グループ） 187 1,863 

(9)ウォーキンググループ連絡会 1  8 
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（3）高齢者のつどい支援 

 開館日数 延べ人数 

高齢者いきいきふれあいセンター利用 244 3,542 

（4）介護支援ボランティアポイント事業 

登録者数 231 人 

活動時間数 6,719 時間 

 

６ 高齢者あんしん相談センター実績 

高齢者あんしん相談センター むさしの ふじみ苑 
えぶりわん

鶴瀬 Nisi 
みずほ苑 

ひだまりの

庭むさしの 

総合相談 

訪 問 726 726 362 845 559 

電 話 1,012 1,206 774 1,240 930 

来 所 101 114 124 137 105 

高齢者実態把握訪問（再掲） 303 268 109 297 183 

権利擁護 

（再掲） 

虐 待 45 13 1 18 42 

成年後見 2 2 10 21 2 

消費者被害 1 0 0 15 2 

地域との連携 

出前講座など 14 7 7 8 5 

地域ケア会議 6 6 6 6 6 

関係機関連携会議 

出席・周知活動 
41 28 19 3 6 

ケアマネジャ

ー支援 

ケアマネジャーの相談 266 50 184 97 86 

会議・研修 7 23 5 11 6 

介護者教室・介護者サロン支援 11 9 2 2 14 

認知症サポーター養成講座 4 4 6 5 3 

認知症カフェ 11 6 6 6 6 

その他の活動・地域行事協力 211 70 52 111 36 

介護予防給付 

包括給付管理 

( )は実人数 

110 

(13) 
70 

(14) 
168 
(25) 

328 
(30) 

121 
(17) 

委託給付管理 

( )は実人数 

433 

(52) 
317 
(38) 

442 
(34) 

205 
(23) 

419 
(41) 

総
合
事
業 

介護予防

ケアマネ

ジメント

Ａ 

包括給付管理 

( )は実人数 

※うち事業対象者 

196 

(26) 

※0 

148 
(32) 
※2 

144 
(26) 
※3 

431 
(50) 
※10 

194 
(36) 
※0 

委託給付管理 

( )は実人数 

284 

(38) 
547 
(58) 

501 
(32) 

290 
(34) 

395 
(35) 

介護予防

ケアマネ

ジメント

Ｃ 

包括給付管理 

( )は実人数 

※うち事業対象者 

0 

(0) 

※0 

5 
(5) 
※2 

3 
(3) 
※2 

2 
(1) 
※1 

2 
(2) 
※2 

地域包括支援センター全体会議・認知症

地域支援推進員会議・生活支援体制整備

推進会議・介護保険事業推進委員会 

34 39 39 45 32 
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７ 任意事業の状況 

項  目 人数・件数実績 

家族介護用品給付費 
（紙オムツ支給） 支給実人数（人） 182 支給延べ人数（人） 1,430 

成年後見制度利用支援 市長申立件数（件） 8 報酬援助対象人数（人） 4 

老人介護手当 実人数（人） 142   

徘徊高齢者探索 利用実人数（人） 18   

自立支援型ショートステイ 利用実人数（人） 0 利用延べ日数（日） 0 

高齢者見守り訪問 訪問実人数（人） 26 訪問延べ人数（人） 131 

徘徊高齢者等ステッカー 配布実人数（人） 46   

 

８ 在宅医療・介護連携推進事業 

 実施回数（回） 参加者数（人） 

医療介護連携会議 3 89 

多職種研修会 3 378 

二市一町担当者会議等 12  
 

 

 

 

 

９ 生活支援体制整備事業 

生活支援体制整備 

推進会議 

14 人の委員及び生活支援コーディネーターにお

いて、市内全域における地域づくりに向けた検討

などを行った。 

開催回数 

（回） 

3 
 

 活動実績（回） 

生活支援コーディネーター 

※地域との関係づくりのための会議等の出席 
410 

 

 参加者数（人） 

富士見市の支え（られ）るコレクション 

※平成 31年 3月 28 日実施 
99 

 

第 2 層協議体

設置に向けた

取組み 

第 1圏域：関係者との会議 5 回 

第 2 圏域：関係者との会議 4 回 

第 3 圏域：関係者との会議 4 回 

第 4 圏域：座談会の開催 4 回、視察の受入れ 1 回、 

関係者との会議 20 回 

第 5 圏域：支え合い DVD 作成協力、視察の受入れ 2 回、 

関係者との会議 5 回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 相談件数 （ ）は富士見市分（件） 

東入間医師会 地域医療・介護相談室 100（22） 
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１０ 認知症総合支援事業  

認知症初期集中支援チーム（※） 

・相談ケース実数（人） ( )は継続対応人数 
13(6) 

・相談・訪問・担当者会議等（回数） 133 

・チーム員会議（回数） 22 

・チーム員会議（延べ検討件数） 115 

  ※医師・高齢者あんしん相談センター・高齢者福祉課チーム員等で構成 
 

もの忘れ相談（件） 

富士見市社会福祉事業団に委託し、高齢者あんしん相談

センターふじみ苑にて実施 

3 
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会計名 後期高齢者医療事業特別会計  
ペ ー ジ 366～  

 
１ 被保険者の状況（3/31 現在）               （単位 人） 

被保険者数 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 

75 歳以上 13,358 12,534 11,846 

65歳以上75歳未満 36 34  41 

合 計 13,394 12,568 11,887 

 
２ 保険料の状況 
①算定方式 

算定方式 
所得割 (総所得金額－330,000 円)×7.86% 

均等割 41,700 円 

徴収回数 
普通徴収 8 回(7 月～2月) 
特別徴収 6 回(偶数月) 

 

②1 人あたりの賦課額 69,967 円 

 
③保険料軽減額 

軽減対象 軽減割合 対象者数(人) 軽減保険料額(円) 

均
等
割 

低所得者の負担軽減策
による軽減 

9 割 2,795 104,896,350 
7割(8.5割
を含む) 

2,333 82,704,850 

5 割 1,287 26,833,950 

2 割 1,548 12,910,320 
小計 7,963 227,345,470 

被用者保険の被扶養者
だった被保険者の負担
軽減策による軽減 

5 割 410 8,548,500 

小計 410 8,548,500 

合計 8,373 235,893,970 
  ※埼玉県後期高齢者医療広域連合「平成 30 年・月次調定集計表」(令和元年 5月 7日版)による。 

 
④保険料収納状況 

 調定額 

(円) 

収納額 

(円) 

歳入還付 

(円) 

還付未済

額(円) 

未納額 

(円) 

収納率 

(％) 

現年度分 

特別徴収 426,908,770 427,437,670 8,580,110 528,900 0 100.00 

普通徴収 510,231,190 506,858,274 3,005,230 171,570 3,544,486 99.31 

小  計 937,139,960 934,295,944 11,585,340 700,470 3,544,486 99.62 

滞納 

繰越分 

特別徴収 0 0 0 0 0 - 

普通徴収 5,364,730 2,856,090 107,100 14,600 2,523,240 52.97 

小  計 5,364,730 2,856,090 107,100 14,600 2,523,240 52.97 

合   計 
942,504,690 937,152,034 11,692,440 715,070 6,067,726    

（1,061,620） 

99.36 

※現年度分は平成 30 年 4月 1 日～令和元年 5月 31日まで、滞納繰越分は平成 30年 4月 1日～ 

平成 31 年 3 月 31 日まで。括弧内は未納額のうち、不納欠損となった額。 
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会計名 鶴瀬駅西口土地区画整理事業特別会計  
ペ ー ジ 375～  

 

１ 鶴瀬駅西口土地区画整理事業の概況 
  ①事業目的 
   鶴瀬駅西口地区 22.5ha について、都市基盤の整備と都市機能の充実を図るため、土地区

画整理事業を推進し、良好な都市機能の維持及び健全な市街地の形成を図る。 
  ②平成 30 年度の事業実績                         （単位 円） 

委託料          15,575,588 工事請負費        20,655,864 物件補償料        3,058,656 
 
事業用地管理委託     887,220 
測量委託（繰越明許費）499,608            
調査委託（繰越明許費） 66,960 
設計委託（繰越明許費）907,200 
作成委託            102,600 
作成委託（繰越明許費）13,112,000 

 
地区内維持工事    20,655,864 
 
 

 
物件補償料      1,068,966 
物件補償料（繰越明許費）1,989,690 

 

  ③事業の進捗状況（平成 31年 3 月末） 

施 設 全体計画数量 
平成 29 年度末 
整備済数量 

平成 30 年度 
整備数量 

平成 30 年度末 
整備済数量 

平成 30 年度末 
進捗率 

汚 水 管 6,869ｍ 6,869ｍ    0ｍ 6,869ｍ 100.0％ 

雨 水 管 5,670ｍ 5,645ｍ    0ｍ 5,645ｍ  99.6％ 

上 水 道 管 8,181ｍ 8,181ｍ    0ｍ 8,181ｍ 100.0％ 

道 路 築 造 7,234ｍ 7,154ｍ   0ｍ 7,154ｍ  98.9％ 

建 物 移 転  361 棟  359 棟    0 棟  359 棟  99.4％ 

使用収益開始 152,268 ㎡ 147,589 ㎡ 0 ㎡ 147,589 ㎡  96.9％ 

 

２ 元金の償還状況                           （単位 円） 

借入先 
平成 29 年度末 
地方債現在高 

平成 30 年度 
元金償還額 

平成 30 年度 
借 入 額 

平成 30 年度末 
地方債現在高 

財政融資資金 219,396,514 39,843,926 0 179,552,588 

地方公共団体金融機構 761,938,878 152,277,845 0 609,661,033 

銀行等 24,534,000 2,954,896 0 21,579,104 

合  計 1,005,869,392 195,076,667 0 810,792,725 

 

３ 利子の償還状況   （単位 円） 

借入先 利子償還額 

財政融資資金 1,974,244 

地方公共団体金融機構 8,733,407 

銀行等 53,069 

合  計 10,760,720 
 

 



 - 275 - 

会計名 鶴瀬駅東口土地区画整理事業特別会計  
ペ ー ジ 392～  

 

１ 鶴瀬駅東口土地区画整理事業の概況 

①事業目的 

街路事業を活用した土地区画整理事業を実施し、鶴瀬駅東口駅前広場を含む都市計画道路

鶴瀬駅東通線の周辺地区約 4.9ha について、道路などの公共施設の整備改善と宅地の利用

増進を図る。 

②平成 30年度の事業実績                       （単位 円） 

委託料  30,071,736 工事請負費             19,749,620 物件補償料 336,220,503 

事業用地管理委託  

2,648,160 

調査委託 22,223,160 

設計委託  2,701,080 

測量委託  2,499,336 

 

地区内維持工事            4,325,940 

宅地整地工事          4,963,680 

公共施設整備工事          2,910,000 

公共施設整備工事(繰越明許費) 

7,550,000 

物件補償料 211,249,038 

物件補償料(繰越明許費) 

      124,971,465 

③事業の進捗状況（平成 31 年 3月末） 

施 設 全体計画数量 
平成 29 年度末 
整備済累計数量 

平成 30 年度 
整備数量 

平成 30 年度末 
整備済累計数量 

平成 30 年度末 

進捗率 

建 物 移 転 99 棟 88 棟   1 棟 89 棟 89.9％ 

汚 水 管 1,730ｍ 1,277.8ｍ 29.8ｍ 1,307.6ｍ 75.6％ 

雨 水 管 1,593ｍ 967.8ｍ  24.5ｍ 992.3ｍ 62.3％ 

上 水 道 管 1,991ｍ 1,436.3ｍ 31.5ｍ 1,467.8ｍ 73.7％ 

道 路 築 造 1,635ｍ 1,332.7ｍ  35.0ｍ 1,367.7ｍ 83.7％ 

使用収益開始 30,865 ㎡ 18,063 ㎡ 841 ㎡ 18,904 ㎡ 61.2％ 

※道路築造の全体計画は鶴瀬駅東通線を含む。 

※建物移転数量は移転完了年度ベース、また所有者施工分含む。 

 

２ 元金の償還状況                           （単位 円） 

借入先 
平成 29 年度末 

地方債現在高 
元金償還額 

平成 30 年度 

借入額 

平成 30 年度末 

地方債現在高 

財政融資資金 316,354,070 23,878,636 0 292,475,434 

銀行等 680,544,000 54,467,120 195,500,000 821,576,880 

合  計 996,878,070 78,345,756 195,500,000 1,114,052,314 

 

３ 利子の償還状況   （単位 円） 

借入先 利子償還額 

財政融資資金 759,785 

２８１６５１ 銀行等 1,508,573 

合  計 2,268,358 
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会計名 公共用地先行取得事業特別会計  
ペ ー ジ 407～  

 

１ 市道 5130 号線（都市計画道路水子鶴馬通線）の整備推進を図るため、公共用地として 

先行取得を実施した。 

  ①事業概要 

  ・場所 富士見市大字水子字東台 4526-3 

  ・面積 52.58 ㎡ 

②歳出決算            

項目 金額（円） 

不動産鑑定料 338,040 円 

測量委託 1,425,600 円 

用地購入費 6,309,600 円 

合計 8,073,240 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


